
,蘂

60-ROO4

地 域 内 オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワ ー ク

に よ る情 報 流 通 シ ス テ ム に 関 す る

調 査 研 究 報 告 書

昭 和61年3月

Ulp旺 £

財団法人 日本情報処理開発協会



この報告 書は,日 本 自転車振 興会から競輪収益 の一部 である機械工業振興資金 の補

助を受 けて昭和60年 度 に実施 した「地域内オン ライン ・ネッ トワー クによる情報流

通 システムに関する調査研究 」の成果 をとりまとめた ものであ ります。
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情報社会の進展に伴 う情報基盤の格差是正が叫ばれ て久 しく,地 域においても,情 報利 用のための

環境整備 の要請が高 まり,各 所において情報化の促進がな されている。

当協会において も昭和54年 度 よ り58年 度 の5カ 年にわた り,地 域情報拠点の育成事業を実施 し,

地域データの整備,ク リア リング機能の形成 データ交換利用 を中心に地域情報化の基盤整備 を推進

してきた。

また,こ の間における情報化の進展は目覚 しく,デ ータベースの構築 ・サービス化の動向,デ ータ

通信技術の向上,ニ ューメデ ィアによる手段の 多様化,法 制度問題の審議等 々情報流通の為の諸条件

が整いつつあ る。

こうした状況を踏 まえ,地 域活性化と情報の有 効利用を 目的に,59年 度 よ り3カ 年計画で全国8

地 域におけ る地域 内情報流通 システムの ビジ ・ンを作成 することと した。 この際,情 報流通 の効率化

・迅速化に視点をおいてオ ンライ ンネ ットワーク化を志向 し,具 体的な方策を検討することと した。

初年度にあたる59年 度 は,北 海道(札 幌圏産業情報流通),関 信 越(首 都圏経済情報流通),東

海 ・北陸(名 古屋中枢管理機能強化),九 州(地 場産品 ブラン ド確立)の4地 域において基礎調査を

実施 した。

本年度におい ては,東 北(仙 台圏企業経営情報流通),近 畿(行 政情報データベース構 築とオ ンラ

イン情報流通),中 国(統 計行政情報流通),四 国(産 業経済情 報流通)の4地 域において同様 の基

礎調査を実施 し,コ ンピュータ導入利用状況や情報流通 ニーズ等 の現状を把握 した。

最終年度 と して次年度 は,全 国8地 域を対象に,基 礎調査結果 を踏 まえた応用調査 と して ビジ ョン

作成 とシステ ム形成等の検討を行 うことと したい。

最後に,本 調査研究にあた ってご指導,ご 協力をいただいた委員は じめ関係各位に感謝の意を表 し

ます。

昭和61年3月

余̀
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事 業 の 概 要

ここでは,本 事業の 目的,計 画,推 進体制,、実施経過及び報告書の構成 について述べ る。

o

し

1.目 的

種 々の地域機 関において,コ ンピュータの導入及びその利用は着実に進んでお り,INS(高 度 情

報通信 サー ビス)等 の データ通信網の進捗 と併せ,今 後の地域におけるコンピュータ利用は,地 域

機関相 互の ネ ットワーク化を指向す るものと予想 される。

また,経 済情報 や流通情報,産 業情報等の各種情報に対す るニーズは強 く,そ の迅 速な流通 の面

か らもネ ットワーク化が前提 とされている。

とのよ うな情報流通 システ ムは,情 報流通 の効率化 ・迅速化を可能 とするば か りでな く,地 域機

関におけるコンピュータの効率利用,ひ いては地域における情報化を一層促進 させる ものであ る。
ド

本事業では,3カ 年計 画で各地域固有の情報ニーズに基づ く情報流通 システ ムのビジ ・ンを作成

す るとともに,そ の形成 のための具体的方策を研究することを目的とするσ

'

2.事 業 計 画

全国8地 域を対象に,地 域固有の情報ニーズを勘案 して情報流通 システムの対象機 関, ,対象情報

を選定 して以下の事業を行 う。

(1)基 礎 調査(59年 度 及び60年 度)

59年 度 は全国8地 域の中か ら4地 域を対象に,ま た,60年 度 は残 り4地 域を対 象に,各 地域

でのコンピュータ導入及び利用の現状を調査す るとともに,オ ンラインネ ットワークによる情報

流通 システムに対する各種地域機 関の ニーズを調査 し流通対象情報の問題点等につ吟 て検討す る。

ただ し,59年 度 は北海道,関 信越,東 海 ・北陸,九 州の4地 域において,60年 度 は,東 北,

近 畿,中 国,四 国の4地 域において基礎調査を実施す る。.

(2)応 用 調査(61年 度)

61年 度 は全国8地 域を対象にこれ までの基礎調査結果 を踏 まえ,オ ンラインネ ットワrク の

問題点及び対処方策 について検討 し,地 域内オ ンラインネ ッ トワークによる情報流通 システムの

ビジ 。ンを作成す るとともに,シ ステム形成に向けた具体的方策について検討する。

∨
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59年 度 60年 度 61年 度

基 礎 調a査 応 用 調 査

4地 域

'北 海 道
,関'

信 越,東 海 ・

、北 陸,九 州.

4地 域

,、

東北,近 畿
中国,四 国
、'

8地 域

委員会の設置 ・開催

機関,情 報分野選定

電算機導入利用調査

情報流通ニーズ調査

流通対象情報検討

オン ライン化調 査

ビ ジ ョ ン 作 成

システム形成具体策

検討

報 告 書 作 成

一
一 ●

口

■

一 ■ 一一

● ●

　

■■ ■ ● ・

一 ■

　 一

■

・ 一 ●

■ ● ● ■■

3.推 進 体 制

中央に 「地域内情報流通委員会」(以 下単に本委員会と略す)を,各 地域に地域委員会を設置 し

て本調査研究を推進する。

各委員会の機能と構成は次のとおりとする。

① 地域内情報流通委員会(本 委員会)

・関係諸機関の間の意見交換,並 びに各地域における調査研究事業の全体的調整,と りまとめに

あたる。

・本委員会の開催は年4回 程度とし,事 業計画策定段階,各 地域における中間成果ど最終成果の

出揃った段階及び報告書作成段階で開催する。
t

② 地 域委員会1

・各地域におけ る関係諸機 関の間の意見交換 をは じめ,各 地域における本事業を推進 し,全 体を

統括す る。

・8地 域について,各 々地域別に委員会を設ける。

・次のメンバーよ り構成 される。

・地域の大学,研 究機関

・地方 自治体

・地域の商工会議所等 の各種団体

・地域企業(電 力,銀 行等)

・地域の情報サー ビス機関

一2一
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・省庁等の地方支分部局

・地域委員会は,各 地域において年2～3回 程度開催す る。

4.実 施 経 過

前記事業計画及 び推進体制に基づき,各 年度において次のように本調査 研究 を実施 した。

(1)地 域 テーマの設定

各地域 において調査 を開始す るにあた り,そ の地域の特性を踏 まえたテーマを各々表1-1の

とおり設定 した。

表1-1地 域 の テ ー マ'

年度 地 域 テ ー ・マ

59

北 海 道 札幌圏におけ る地域産業情報のオンラインネットワーク構築に関す る調査研究

関 信 越 首都圏経済情報流通に関する調査研究
1

東海 ・北陸
名古屋大都市圏における中枢管理機能強化のためのオ ンラインネ ッ トワーク
システムの展望 と課題

九 州 地場 産品 ブラン ド確立のためのニ ューメデ ィアに関す る調査研究

60

東 北 仙台地域における企業経営のための情報流通に関する調査研究

近 畿 近畿地域行政情報流通に関する調査研究

中 国 中国地域行政情報流通に関する調査研究

四 国 四国地域産業経済情報流通に関する調査研究

(2)実 施 体 制

中央 に本委員会を,59年 度,60年 度 において各 々4地 域に地域委員会を図1-1の とお り設

置 して調査を推進 した。

なお,60年 度 調査の実施経過は表1-2に 示 す通 りである。

5.報 告 書 の 構 成

本報告書は事業概 要,第1編 総論,第2編 各論で構成 され る。

事業概要においては事業計画 と実施経過を述べ た。第1編 総論 においては調査研究の基本的 な考

え方を示 し,各 地域にお ける調査結果か らの現状分析を行 った。更に これ を踏 まえて今後の方向を

まとめた。

第2編 各論は60年 度 基礎調査を実施 した東北,近 畿,中 国,四 国の4地 域における調査成果を

各 々にとりまとめた ものであ る。
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(昭和59・60年 度)

地 域内情報流通委員会

(昭 和59年 度)

地方自治情報センター
商工会議所
地域振興関連の公共団体
情報サービス機関
通商産業省

札幌圏における地域産業情報流通調査委員会(北 海道)

首都圏経済情報流通調査委員会(関 信越)

名古屋大都市圏情報流通委員会(東 海 ・北陸)

地場産品ブラン ド確立のためのオンライン情報流通委員会(九 州)

(昭和60年 度)

仙台地域情報流通調査委員会(東 北)

近畿地域行政情報流通調査委員会(近 畿)

中国地域行政情報流通調査委員会(中 国)

四国地域産業経済情報流通調査委員会(四 国)・

一 騰 撫i雛無
)

の

⊃

図1-1委 員 会 体 制

●
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表1-2昭 和60年 度 調 査 の 実 施 経 過 表
○は委員会開催

60/4 5 6 7 8 9 10 11 12 61/1 2 3

中

央

委

員

会

地域内情報流通委員会

27
0

_●

地域計画(案)の 作成

27
0

31
0

19
0

,

　

全体計画策定

一

報告書とりまとめの検討
頃

総論作成
¶_r

印刷

地

域

委

員

会

1.仙 台地域情報流通調査

委員会(東 北)

22 13
0

.
調査計画の作成

働 計画の検討 ○

アンケート調査 の検討
_崎 ●

発送 ・回収 集計 ・分析
'・ 丁

報告書の作成

2.近 畿地域行政情報流通

調査委員会(近 畿)

24
0

5
0. 一

.
一

一 ● 一

3.中 国地域行政情報流通

調査委員会(中 国)

24
0

27
0

一

●

・ ■ ●

頃

●

4.四 国地域産業経済情報

流通委員会(四 国)

●

. 　

7
0

一

11

0

-
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'第1編 総
論

1.背'景

各 地域には各 々地理的要因,構 造的要因,動 態的要因等が重な り合 って産業面 情報面等の地域

特性が生 じている。 そのため,地 域振興を考えだ場合,各 々の地域特性に応 じた取 り組みが必要で

ある。例 えば,「 地域産業 ビジ 。ン」に示 され るような地域施策の展開が行われてい る。

'

●

〈地域産業 ビジ。ンにみる工業開発の課題と方向等〉

(製 造業部門別)(課 題 と 方 向)

北 海 道 地 域一(基 礎素材型)大 規模工業基地への企業誘致の継続努力 、

(加 工組立型)積 極的な企業導入と技術力の向上

(生 活関連型)未 利用資源の活用,道 民ニーズに即した住宅の供給い高付加価値
製品の開発

東 北 地 域一(基 礎素材型)エ ネルギー利用の効率化,製 品の高付加価値化

(加 工組立型)既 存企業の育成と企業導入を鍵 に・機械早 業鮪 機的齢

(生 活関連型)製 品の高付加価値化

関信越地域一(基 麟 材型)量 的拡大から質的充実への鞠 餓 ・高品勘 醐 の錠 雌 給

(加工組立型)エ レハ ロニクス化 糠 材醗 等に対興 た鴫 の揃 瞬

(生 活関連型)豊 富な情報を活かした,多 様なニーズひの対応

繭 北陸繊 一(基 礎素材型)フ ・インセラミ・クス新 分野への進出!フ ・イ汐 ミれ 分野の開拓

(加 工 組立型)エ レク トロニクス化への対応

(生 活関連型)情 報収集能力等ソフト部門の強化による製品の高付加価値化i

近 畿 地 域一(基 礎素材型)製 品の高付加価値化,フ ァインケミカル分野,新 材料分野等への進出

(加 工組立型)エ レク'トロニクス化への対応,技 術開発の推進

(蠕 関鯉)多 様なニーズに対応し慣 品の高価 硫 化・7'・ ・シ ・'ζ化

国 地 域一(基 礎素材型)製 品の高付加価値化,新 材料の開発

(加工組立型)圭麟 機欝 巴蛾 告蘭鍵 醸 業の展開・1、ρ利嘩

(生 活関連型)地 場産業の展開

四 国 地 域一(基 礎素材型)素 材,製 品一本化体制の確立,製 品の高付加価値化

(加 工組立型)電 子電気機械の導入,メ カトロニクス化への対応

(生 活関連型)素 材の高付加価値化

九 州 地 域一(基 礎素材型)製 品の高級化,新 分野の開拓

(加 工組立型)製 品性能の高度化,海 洋部門,
気機械,精 密機械工業の導入育成

(生 活関連型)出 版印刷等の都市型産業の振興

一7一



オ ンラインネ ッ トワークによる情報流通 システムも地域振興の取 り組みの一つであ るが・その推

進を図るために地域の情報化の背景を明 らかにす ることは有効であ ると思われ る。 ここでは,産 業

構造,コ ンピュータ台数,各 省庁のモデル事業 という視点か らそれぞれの地域の特性を表 してみたt6

(1)産 業構造か らみた地域特性 〆

都道府県をい くつかの地域に分けて,工 業出荷額の特化係数 によ る地域の産業構造の特徴をあ

げると次のよ うに なる。 、'

北 海道,東 北,北 陸,一山陰,四 国,九 州,沖 縄は軽工業,重 工業(基 礎素材型)に 特化 してい

.る が,こ れに対 し,東 京,名 古屋,大 阪の三大都市圏を含む地 域では,重 工業(基 礎素材型,加

工組立型)に 特化 してい る。

〈特化係数の高い業種〉

① 北海道 一 食料 品,パ ル プ ・紙

② 東 北 一 食料 品,木 材 ・木製品,窯 業 ・土石,電 気機械

③ 関 東 一 出版 ・印刷,電 気機械,精 密機械

④ 甲信越 一 電気機械,精 密機械

⑤ 北 陸 一 繊維,非 鉄金属,金 属

⑥ 東 海 一 化学,輸 送用機械

⑦ 関 西 一 繊維,鉄 鋼,金 属

⑧ 山.陰 一 衣服,木 材 ・木製品
』

⑨ 山 陽 一 衣服,化 学,石 油 ・石炭

⑩ 四 国 一 木材 ・木製品,家 具,パ ル プ ・紙,化 学,窯 業 ・土石

⑪ 九1州 一 食料品,化 学,ゴ ム製品,窯 業 ・土石,鉄 鋼

⑫ 沖 縄 一 食料品,石 油 ・石炭,窯 業 ・土石

纈}㌔'一 合 ・'一:v
10年 前 と比較する と,東 北,甲 信越,東 海,関 西,山 陰,山 陽,四 国,九 州 は重工業(加 工組

t
t立型)が 増加・一方北鎚 関 東・東海 甑 嶋 四国.九 州・噸 で1ま重工業(基 麟 材

型)が 減少 している。、オ イルシ ョック以後,地 域の産業構造が基礎素材型か ら加工組立型へ転換

を図 っているといえ る。.、

,'.:`
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〈10年 間の変化が著 しい業種〉

(増 加)

① 北海道 一 石油 ・石炭

② 東 北 一 電気機械,精 密機械

③ 関 東 一

④ 甲信越 一 一般機械,電 気機械

⑤ 北 陸 一 金属a

⑥ 東海 櫛 送磯 城

⑦ 関 西 一 一般機械

⑧'山 陰 一 電気機械

⑨ 山 陽 一 輸送用機械

⑩ 四 国 一 石油 ・石 炭,窯 業 ・土石,電 気機械

⑪ 九 州 一 一般 機械,電 気機械,精 密機械

⑫ 沖 縄 一 窯業 ・土石

(減 少)

鉄鋼

石 油 ・石炭,

一 般機械

・石 油 ・石炭

石 油 ・石炭,金 属

金属,精 密機械

化学,石 油 ・石炭

化学,非 鉄金属

化学,石 油 ・石炭

石 油 ・石炭

② コンピュータ台数か らみ た地域特性
.・ 一

都道府県別の事業所あた りの コンピュータ台数では,東 京が最 も高 く,次 いで大阪,愛 知 とい

った大都市圏や地方中枢都市を もつ広島,宮 城,福 岡,香 川 が高い。 この他,大 都市圏に隣接す 「

る神奈川,京 都,ま た北海道 も比 較的高い。その他 の地域は,か な り低 くな っている二 ∴.

10年 前 と比べ ると,広 島が横ばい,神 奈川,愛 知,大 阪 が減少なのに対 して,北 海道,宮 城,

東 京,香 川,福 岡が増加 してい る。 コンピュータ導入の傾向は,地 方の ほうにも広 く普及 してお

り,平 均化の方向にあ るといえ る。 ・…

(3)各 省庁のモデル事業か らみ た地域特性

最近,各 省庁において地域の情報化をめ ざ したモデル事 業を行 ってい るが,情 報化 に対す る地

域の取 り組みの現状 と して以下に紹介する。'.一 ∴・当

①.ニ ュ」メデ ィア ・:コミュニテ ィ構想(通 産省)・ .・

地域の産業,社 会, ,生 活の各分野のニーズに即応す る各種 の情報 システ ムをモデル的に構築

しその運用を通 じて利便性,経 済性及び産業や社会へ もた らす影響の評価等を踏まえつつ,そ

の成果を全国的 に普及 させてい くとい う,い わば ソフ ト面か らのアプ ローチを主眼と:してい る。
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〈 ニ ュ ー メ デ ィア ・コ ミ ュ ニ テ ィ構 想 モ デ ル 地 区 〉

O艮 町市・:対1市・五島対馬地域/・ り

<厨 地医療塁>
1∫・'t

☆熊本市

く広域ぱ ネ▼トワーク型〉

レ ト　　

☆59年/itモ プら地域

060年 度モデル地域

()山 形県」酉ll烏～∫

ふ

<エ ネんギーシステム
☆新潟県良師日

く7ア7シ.ン

〈産地田N但>O岐Pt市

〈テ'ノ ボリス壁〉

1

パ ② ・"デレ》ドピァ構 想(郵 政 省)

双 方向CATV,キ ャプテ ン等の通信 イ ンフラズ トラクチ ャーをモデル都市に集中的に導入す

ることにより,ニ ューメデ ィアが家庭 ・経済 ・地域社会に及ぼす効果や影響,問 題点を実体験

を通 じで把握 じ,制 度的 ・技術的 ・経済 的な課題 についての対応策や,'ニ ーズに対応 したニ ュ

・∴二^メデ 不アの普及方策'を明 らかに し;向 か うべ き高度情報社会の諸課題を事前に克服すること

"
を 自酌 どず:るパイロ ット的な構想である。… 馳'パ

吟

P
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、

〈テ レ トピア指定地域マ ップ〉

%

指定地域(60.3.5)

① 札幌市A.E.G

② 帯広市A.F

⑨ 米沢市'.南as市'高 畠町 ・川西町A.E.F

◎ 田島市A.F.I

Q)千 葉市A.C.J

⑥ 横浜lfi(みなとみら↓・21事集区域及び周辺港湾地域)

⑦M潟 市A.G.H

◎ 金沢市A.D.工

◎ 諏訪地M広 域市町村囲A.E.1

⑩ 静岡市A.B.D.G.

/

・

e〃
'ク

⑪ 大阪市(大 阪i随 港 ・北港地区)E.H.J

⑫ 御坊周辺広域市町tt掴 ・田辺周辺広域市●村圏 』

⑬{公 江市C.IF・1

⑪ 岡1韮1市H.1ク

⑮ 椙Llt市D.H.1

⑯ 山回市'防 府市'小8μ 町A.B,E.H

⑰ 松山地方生ttff.tanVA.B.D.F

⑩ 熊本市 ・益城町A.E.1

6人 分市 ・別府市B.E.1

⑳ 沖縄県全域K

。
ノ

e

◎
④

W

'⑦

.指 定地域(60.10.28)脂 足地域(60.1L20)

「}」 神戸(ポ ート7イ,ソ ド及び六甲アイランド地区)A.LJ.L,{`1一 関市A.F.G

r2」 姫路市A.B.H(2)仙 台市A.C.H

r3」 高松市H.1(3,8立 市A.E

「4」.長 崎市 ・大村市 ・福江市 ・対馬全町 ・五島全町 ・壱岐全町(4)秘 方坂井地区広域市町↓{商
A・C・E・LK(5)高 山市A.D .IA・D

グ

(6)豊 田 市A.E.G

⊂7)日1辺 町 ・精 華 ■「・木 渉 町

(e}pm和lilitiA.DAJd・J

(9)久 留米 市A.D.E

OO鹿 児 ハ島市A.D

(モ デル ・タイプ)

A

B

C

D

E

F

コ ミュニテ ィ・タウン型

福祉 ・医療型

研究学園型

伝統 ・地域産業型

先端産業型

先進農業型

G

H

I

J

K

L

都市問題対策型

物流 ・商 流型

観光 ・レク リェーシ ・ン型

国際交流型

離島振興型

その他

'

■

③ 中小企業地域情報センター(中 小企業庁)

各部道府県・IO太 市の区域毎に設定され,そ の地域における中小企業向け情報を自ら収集 し,

あるいは中小企業情報センターから提供を受け,さ らには,創 出して,中 小企業者に分かりや.

すい形で提供する機能を持つ。

④ 地域経済活性化対策(自 治省)

地域産業構造の多様化 ・高度化,地 域の人材 〔技術などを活用した伝統的な地場産業の振興

等を目的として,以 下の3地 域を設定している。"t

イ 地域経済振興型地域

地域における産業の集積に乏 しく,又 は地域経済の停滞化現象がみられ,地 域経済活性化
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、 のための施策が必要と認められる地域

ロ 特定産業業種依存型地域

特定の産業業種への依存度が高 く,当 該産業業種の活性化又は地域の産業構造の多様化が

地域経済の安定的な発展に必要と認め られる地域

ハ 独創的事業推進型地域

地域の人材,技 術,情 報,資 源等を活用した独創的な地域経済活性化のための施策を積極

的に実施し,又 は当該施策の確実な実施が見込まれると認められる地域
'

2.本 調 査 結 果 の要 約

(1)各 地域のサブテーマについて

昭和59年 度及び60年 度において以下の8地 域がそれぞれの地域の特徴にあったサブテーマ

に取り組んで調査研究を実施 した。

① 北海道地域一 札幌圏における地域産業情報流通

北海道地域は全国と比較 した場合,第 二次産業,特 に製造業のウエイ トが低 く∴かつ今後の

高度情報化社会に向けて各地域機関の体質改善が緊急の課題となっており,地 域内産業の活力

を高めてい くことが必要である。,このため地域の産業関連情報等の各種情報の利用状態を把握

し,こ れら情報の高度利用の早期実現へ向けての対応が期待されている。 このような背景のも

とに,地 域内産業活動の活性化,地 域の自立化を指向 しながら,地 域産業情報の高度利用及び

地域機関相互のオンラインネヅトワークについての調査を札幌圏を対象地域として実施する。

② 東北地域一 仙台圏における企業経営のための情報流通

東北地域は中小企業の割合が多いことカごら,技 術力,販 売力等が弱 く.雇用その他の面も地域

とのつながりが十分でない状態になっている。その一因として,企 業経営を支える情報の受発

信ルートが未整備となっているため種 々の情報が不足していること,経 営効率の観点から見て

必要な情報活用に対 し自立していない等が考えられる。このため企業の活性化を実現する一つ

の方法としてより広範に情報の活用を行 うことを目的とし,情 報活用の面で企業 ・行政機関 ・

大学等各機関の情報流通体制の現状を把握 して今後の企業活動に必要な情報流通体制の在り方

を探るものとする。

③ 関信越地域一 首都圏における経済情報流通

関信越地域は全国の4割 経済圏であり,特 に首都圏においては技術革新と情報化の進展が進

んでいる。また,技 術革新に伴って変化する産業構造及び社会ニーズに対応 した経営戦略のた

めの管理中枢機能も首都圏に集中 しており,地 域の構造データ,生 産,消 費活動に対するデー

タ等首都圏経済情報に対する要望は非常に強いものがある。こうしたニーズを踏まえ,正 確,

詳細な一次情報,あ るいは加工された二次情報を可能な限 り迅速に流通させるためには,今 後

オンラインによるネ ットワーク化が必要である。首都圏が今後とも,地 域発展,国 の発展の中

心として活躍 し,ま た均衡のとれた国土発展に貢献 してい くための役割 ・課題等をさぐりつつ

Q
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今後どのような情報システムを構築すべきかについて検討する。

④ 東海北陸地域 一 名古屋大都市圏における中枢管理機能強化のための情報流通

名古屋大都市圏は全国有数の工業集積を持ちなが ら中枢管理機能の面で東京,大 阪両大都市

圏と比べ脆弱であり,こ の点の克服が今後の活性化,発 展を図る上で基本的課題の一つとされ

ている。とりわけ,情 報流通は経済,行 政,社 会文化の各方面における中枢管理機能の中心問

題であり,地 域の一体的発展のためには急速に発展 しつつある情報処理,通 信技術の成果を十

分に活か した展望が求められている。これ らの点を踏まえ,名 古屋大都市圏におけるオンライ

ンネットワークによる情報流通システムのあり方について検討する。

⑤ 近畿地域 一 近畿地域における行政情報流通

行政部門から発生する情報は膨大な量にのぼっており,他 の行政機関や民間企業において利

用価値の高い情報が多い。これ らの行政情報のデータベース化とオ ンラインによる流通の促進

は,行 政サービスの効率化 ・高度化と地域内情報の活性化をもたらすものと考えられる。この

ため,行 政機関及び地域の調査機関が産業振興を目的として提供できる情報と行政機関及び民

間企業等利用者の知りたい情報を明確にすることによって,行 政情報データベースの構築及び

行政情報のオンライン化の可能性と問題点を探る。

⑥ 中国地域一 中国地域における行政情報流通

多様化 ・複雑化する社会情勢の変化に迅速に対応し,地 域経済の活性化及び自律的発展を図

るためには,各 種統計情報や経済情報など地域の共通的行政情報の有効活用が必要となってい

る。 しかし,中 国地域では各地域機関で情報が収集されているにもかかわ らず,他 機関で持っ

ている情報を迅速かつ簡単に利用できないでいる。また,情 報の所在源情報の整備 ・流通の遅

れのため,当 該情報を必要としている機関が個々に情報を探 し,収 集,加 工,利 用 しているの

が実状である。このため,地 域内の共通的行政情報の整備と迅速な流通及び簡便な利用体制の

確保が重要であり,オ ンラインネットワークによる地域内行政情報流通システムの確立につい

て検討する。

⑦ 四国地域 一 四国地域の産業経済情報流通 、

四国地域は産業,経 済,社 会,文 化など各部門にわたって全国との間に,地 域格差が存在し,

特に四国の産業構造は,農 業,中 小企業のウエイ トが高 く,工 業において基礎素材型が多く立

地 し,高 度加工型,ハ イテク型産業の立ち遅れのほか,第 三次産業部門も未成熟である。一方,

最近の情報処理技術及び通信技術の進歩は,地 域社会にも大きな変化をもたらし,そ の影響

は次第に広範 囲に,か つ多様に広がってきている。このため,四 国地域の各種機関,企 業及

び地域社会における情報の活用を促進し,産 業経済の自律的発展に資するような産業経済情報

の円滑,か つ効率的な流通のあり方を検討する。

⑧ 九州地域 一 地場産品ブラン ド確立のためのオンライン情報流通

九州における地場産業は,関 東,京 阪神などの大消費地から遠いという地理的要因に加えて,

地場産業の構造的特徴である零細性によって情報機能や流通機能の脆弱性が指摘されている。
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このため,こ れ らの地場 産業 の製 品,い わゆる地場産品は,そ の知名度の低 さや,消 費者ニー

ズ等 の把握の困難性等,種 々の要因により,他 の産地のブ ラン ドで 消費者の手に渡 るという,

言 わば下請業的な状況を強い られ てい る場合が多いのが現状である。一方,最 近におけるIN

S等 の情報通信網の進捗,並 びにビデオテ ックス,CATV等 の ニューメデ ィアの発達には 目覚

ま しいものがあ り,こ れ らを利用す ることによって,地 理的制約を克服 して,消 費者ニーズ等

の情報が迅速かつ的確 に把握 できる状況 になりつつある。 このよ うな状況を踏 まえて,地 場産

品の産地 ブラン ドを確立 し,地 域中小企業の活性化を図 るためのオ ンラインネ ットワークによ

る情報流通のあり方につい て検討 する。

② 情報 ニーズの現状

情 報ニーズは,各 地域の設定 したサブテ ーマによ って,以 下のよ うな違いが明 らか となった。

① 産業情報(北 海道),企 業 経営情報(東 北),産 業経済情報(四 国)の サ ブテーマでは,産

業 ・業界情報,経 済 ・景気動向,雇 用 ・労働情報に関する情報ニーズが高い。

② 経済情報(関 信越),行 政 情報(近 畿,中 国)の サ ブテーマでは,「 商業統計」,「 工業統

計」,「 事業所統計 」,「 国勢調査」,「 住民基本台帳」とい った各種統計情報に関する情報

ニーズが高い。

③ 中枢管理機能強化(東 海北陸)の サブテーマでは,技 術情報;経 営情報に関す る情報ニーズ

が高い。

④ 地場産品 ブラン ド確立(九 州)の サブテーマでは,業 界 ・市場情報,製 品開発情報,消 費動

向,消 費者ニーズに関す る情報 ニーズが高い。

また,利 用主体によ っても以下のよ うな情報ニーズの違 いが明 らか にな った。

① 公的機関では,「 国勢調査 」,「 住民基本台帳」等の統計情 報に関す る情報 ニーズが高い。

② 民間企業では,業 界情報,企 業情報,経 済情報,金 融情報等の経営情報に関す る情報ニーズ

が高い。

では,こ れ らの情報の入手形態,入 手先についてみると,ま ず入手形態であ るが印刷物での入

手が約8割 と圧倒的に多 くな ってお り,磁 気媒体,オ ンラインによる入手は1割 に も達 していな

いo

また,入 手先では,国 の機 関や地方公共団体が多 く,こ れ らの機関の情報提供に果たす役割の

重要性が うかがわれる。

このほか,産 業情報(北 海道)で は,新 聞 ・雑誌,産 業経済情報(四 国),企 業経営情報(東

北)で は,業 界団体,本 社 ・親会社,取 引先,経 済団体をあげてい る。

また中枢管理機能強化の ための情報(東 海北陸)で は,マ ス コミ,見 本市,仕 入先,販 売先,

調 査機関か らの入手,地 場産品 ブラン ド確立のための情報(九 州)で は,業 界紙,専 門紙,取 引

先,同 業 者,消 費者,展 示会,見 本市か らの入手が 多 く,入 手経路の多様性を現 している。

次に,こ れ らの情報を入手す る際の問題点をみると,以 下のよ うに まとめ られ る。

① 入手に時間がかか る。
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② 入手経路が限 られ,情 報源に乏 しい。

③ 情報が古い(公 開時期が遅い)。'

④ どのよ うな情報が提供されているかわか らない。

⑤ 継続 的に得 られない。

⑥ 再編集が必要 。

このほか,デ ー タ内容について,詳 細 な情報が少ない,体 系性に欠ける等の指摘がでてい る。

(3)情 報 シーズの現状

各地域の調査によ り,各 地域で約半数以上の事業所が コンピュータを導入 ・利用 していること

がわか る。導入 してい るコンピュータは,小 型,超 小型が主であるが,数 年前の状況 と比較す る

と,こ の ク ラスの コンピュータの普及が著 しい。 しか し,そ の利用内容をみると給与計算,会 計

・経理とい った社内の定型業務処理での利 用が 多い。

また,東 北,近 畿,中 国地域では,公 的機 関を中心 に情報提供の現状につい ても調査を行 って

い る。 これによると,公 的機関ではほとんどの機関が情報提供活動を行 ってお り,調 査対象の全

体で も4割 近 くの事業所が情報を外部 に提供 している。 しか し,提 供方法は印刷物がほとんどで,

コ ンピュータ,磁 気媒体に よるものは少 ない。

さらに,近 畿地域では,内 部情報の整備について調査を行 っているが,デ ータベ ースなど コン

ピュータによる情報の整備を行 ってい る事業所 は約半数 に達 している。 しか しその 内訳をみ ると

人事や財政 ・会計情報,市 町村の住民情報 など プライベー トな情報が多 く,オ ンラインネ ッ トワ

ークを推進するためには多 くの問題が残されている。

(4)オ ン ラインネ ッ トワークの現状

オ ンラインネ ットワークの現状と しては,② 情報 ニーズの 現状 及び(3)情 報 シーズの現状 のと

ころで述べたよ うに,現 在は印刷 物による情報の流通が中心とな っており,オ ンライン化が進ん

でい るのは,企 業 内及 び一部取引先 とのネ ットワークに とど まっている。全体的には,オ ン ライ

ンによ る情報流通 はまだ非常に少ない段階 にある。

今後オ ンライン化を計画あ るいは希望 してい る事業所 は全体の2割 にとど まってい るが,ニ ュ

ーメデ ィアを始めとす る情報基盤の整備が進んでお り,例 えば,九 州地域のよ うに ビデオテ ック

スやCATVに よ る情報流通をめざ している試み もあり,今 後の方向と しては大いに期待できる。

また,オ ンラインネ ットワークへの参加希望をみ ると,「 関心を もってい る」あるいは 「参加

す る」と答えた事業所が全体の約半数 とな ってお り,オ ンラインネ ットワークへの関心の高 さが

うかがえ る。

具体的にはオ ンラインネ ットワークによ り,次 のよ うなメ リットが期待 され てい ることが明 ら

かにな った。

① 情報流通の即時性,迅 速性

② 情 報の二次加工,高 度利用

③ 情報の正確惟
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④ コス ト労力の軽減

⑤ 継続的 な情報流通

⑥ 大量 データの利用

これ らの メ リットは,② 情報 ニーズの現状のところで,情 報入手の問題点 と してあげたい くつ

かの項 目の解決策 となるものと思われ る。

3.今 後 の 課 題

オ ンライ ンネ ットワークは情報の流通において非常に有効な手段であるが,地 域社会において最

も特徴的な情報伝達の手段は直接会 うことによ る会話である。 情報は様々な経路を通 じて得 られ,

流 されるものであ り,オ ンラインネ ットワークはその道具 にすぎない。オ ンラインネ ットワークと

そこで流され る情報(デ ータ)と 人が有機的に連結 ざれて始めて効果を発揮す る。

地域内オ ンラインネ シトワニクめ 形成は,地 域における人 々の交流のための経路 を新たに一つ加

え ることであ り,新 たな交流の じかたを可能 とさせ,地 域 における情報密度 を高め',地 域社会の一

体感の醸成に役立 て,産 業の個性的発展 に寄与するものであ ると考えるべ きであ る。

またネ ットワーク化の進展によ り,大 量の情報流通が進めば進む ほど,大 都市圏の情報収集,発

信地 と しての機能が強 くなり,情 報ぽより大都市圏に集中す ることも考え られ るが,ネ ットワーク

化を進めることにより,従 来地芳 において入手困難であ った情報が得 られた り,即 時的に情報入手

が可能 となる等,地 方での情報入手の容易化,迅 速化が進み,情 報格差が是正 され ると考え られる。

近年の コンピュータ,半 導体,光 通信,衛 星通信等に代表 される情報処理技術,通 信技術等の著

しい進展 に合わせ,地 域においても情報化の波は着 々と押 し寄せ,地 域の実態 に合 らた情報化を確

実な もの とす るため地域 自らが主体性,先 見性をもって情報化に取 り組む必要があ る。

本 プロジェク トでは地域内オ ンライ ンネ ッ・トワークによる情報流通 システムのあ り方につい て,

'5
9年 度 及び60年 度 は8地 域の基礎調査を実施 しだ。その結果,情 報流通 システムの対象機関及び

流通すべき情報が明 らかにな り,今 後 の ビジ ョシ策定及び実現のたあの具体的方策検討の足掛か り

をつかむ ことができた といえ る。"^`

情 報 ネ ットワークが 目的別に地域内,地 域間 と進むにつれ,'次 第 に重層的なネ ヅトワーク構造を

形成 してい くと考え られ る。 その過程 で,各 ネ ッ'トワークの接点となる地域情報拠点が必然的に統

・ト合あ るい は育成 され るというサイクル で進む ことが予想され る
。 これ らの重層化 されたネ ットワー

クや情報拠点については,そ の育成 の基準 とな るビジ ・ンの作成が必要である。

しか しなが ら,オ ンラインネ ットワークによ る情報流通 システムの実現にはまだ まだ解決すべ き

課 題が多ら6各 地域共通め課題は以下cZ)よ うに まとめ られ る6

内部情報が整備 されていないところでは,デ ータベ ース化を促進するとともに,提 供体制を整備

す ることが必要であろ う。 このほか,以 下のよ うな課題を解決 きせなければな らないご

① 詳細 な情報,体 系的 な情報の整備

② 所在源情報の整備

合
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③ 個人情報,企 業秘密等 プ ライバ シーの保護

④ コス ト,労 力の分担方法

⑤ 障害発生時のデータ保護

⑥ システムの安全性,信 頼性

⑦ 通信 プロ トコルの標準化

また,今 後の検討課題 と して,情 報化の進展 によってもた らされ る産業組織,産 業構 造の変化へ

の対応が必要 となって くるであろ う。
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1.調 査研究の概要

1.1目 的"∵:'1㌧1、:.

東北 地域め産業は年 々拡大 しつつ断るが〆全国的に見 ると生産性等は低水準にあり,所 得格差,

人 口の他地域 ・(主に東京)へ の流出等が大ぎな問題 となってい る。

また,東 北地域は中小企業の割合が多い等のことから,技 術力,販 売力等が弱く雇用その他の面

も地域とのつながりが十分でない状態になっている。その一因として,企 業経営を支える情報の受

発信ルートが未整備となつているため種々の情報が不足 していること,経 営効率化の観点から見て

必要な情報活用に対 し自立 していないこと等が考えられるのではないだろうか。

このため当地域委員会では,企業の活性化を実現する二つの方法としてより広範に情報の活用を行う

ため,情 報活用の面での企業 ・行政機関 ・大学等各機関の情報流通体制の現状を㌔撮 し,今 後の企
`

業活動に必要な情報流通体制の在 り方を探るものとする。 ・

盟190fiM以 上

吻ITO,`90万 周

回1茄 一170万 円

〔=コt30-tso万 円

合唱¥均tST万 円

㌧

,〈 資 料〉 県民経済計算年 報(昭 和57年 度値)

図1-1所 得 水準(人 ロー人当た り県民所得)

,具 体的には,東 北地域における産業活動の中心であり,情 報集積が高い等の理由から仙台地域を

モデルとして,情 報の利用及び提供状況等を把握するための調査を行い,企 業の健全な発展のため

に望ましい情報流通体制の在 り方及びそれを実現するための課題について利用者側の立場か ら検討

を加えるものとする。
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寧

鋼
㎞
岬躍 単位:100万 円

1

0

9

8

7

6
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ユ

～

～

～

～

～

～

～

0

9

8

?
・
6

5

4

〈資料〉 工業統計(昭 和59年 速報)

図1-2生 産性(付 加価値額/従 業員数)

霧

海
巳6～a8

a4～ 巳6

込2～ 巳4

0～ 巳2

'《L2tV

屯4～-a2

屯6～-a4

一巳8～ 一巳6

〈資料〉 住民基本 台帳(昭 和58年 値)

図1'-3人 目移動(社 会増加率)

1.2推 進 体 制

当事業を推進するために情報の利用側の立場として 「東北金属工業株式会社」,「 カメイ株式会

社」,「 日本生命保険相互会社仙台南支社」の民間3社tt提 供側として 「仙台商工会議所」,「 財

団法人東北開発研究センター」,「 北海道東北開発公庫東北支社」,「 財団法人宮城県企業振興協

会宮城県中小企業情報センター」,「 仙台通商産業局」の5機 関で構成する 「仙台地域情報流通調

査委員会」を設けて調査研究活動を行った。
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2.仙 台地域情報流通調査の概要

2.1調 査 内 容 及び 調 査 方 法 ,

企業活動を行 うにあたっての情報交流は,情 報の利用と提供の両方の立場が考えられるが,今 回

の調査では企業を情報の利用者側,国 の機関,地 方自治体,各 種経済団体,学 校 ・研究機関等を提

供者側と設定 し,そ れぞれの立場におけ る情報流通 の現状を把握す ることとし,次 の調査を行 った。

利用 者側に対 して,「 現在企業が利用 してい る情報及び入手形態」,「 今後利用 したい情報」,

提 供者側に対 しては,「 現在提供 してい る情報及び提供形態 」,「 提供上の問題点 ・課題 」,ま た

両者に対 し,「 情報処理機器の導入状況」,「 オ ンライン化の メリット,デ メ リット」,「 オ ンラ

インへ の参加意識」等 について郵送 により 「企業経営に関す る情報ニーズ調査」,「 情報提供に関

す る調査」のアンケー ト調査を行 った。

2.2調 査 対 象

利用者側:仙 台地域内の984事 業 所 .,

提 供 者側:仙 台地域内の国の機関(通 産局,建 設局等),地 方 自治体(宮 城県,仙 台地域の市

町村),各 種経済団体(商 工会 議所,北 東公庫,東 北開発研究セ ンター等)1学 校

・研究機関(東 北大学 ,半 導体研究所等)の56纐1

囲 ここでい う仙台地域 とは,仙 台市を中心 とした40キ ロ圏の以下の地域をい う。

仙台市,塩 釜市,古 川市,白 石市,名 取市,角 田市,多 賀城市,泉 市,岩 沼市,蔵 主 町,

大 河原町,村 田町,柴 田町,川 崎 町,丸 森 町,亘 理町,山 本町,秋 保町,松 島町,'

七が浜町,宮 城町,利 府町,大 和町,大 郷町,富 谷町,大 衡村,中 新田町,・」・野田町,宮 崎町,

色麻 町,松 山町,三 本木町,鹿 島台町,小 牛 田町,南 郷町,矢 本町,鳴 瀬町の37市 町村

2.3回 収 状 況t

(1>企 業 経営に関す る情報ニーズ調査

仙台地域内の984事 業 所を対象に調査を行い,343事 業 所か ら回答があり,回 収率349%と

な った。 業種別及び従業員規模別の回収状況は,表2-1,表2-2の と おりである。
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表2-1業 種別回収 状況(事 業所数1)、

業 種 発送数 回収数 回収率 回収数の
構 成 比

建 設 業 65 , 23
へ

35.4 6.7

製 造 業 371 128 34.5 37.3

卸 ・ 小 売 業 235 57 24.3
層
16.6

金融.・保険 ・不動産 126 39 3LO 11.4

そ の他 サ ー ビス 業 187 91 48.7 26.5

不 明 一 5 1.5

合 計 984 343 34.9 100.0

表2-2従 業員規模別回収状況(事 業所数)

従業員規模 発送数 回収数 回収率
回収数の
構 成 比

300人 以 上 11 8 72.7 2.3

100～299人 .8 6 7,5.0 1.7

50～99人 ,63 26 , 41・3
7.6

20～49入 391 157 40・2 45.8
v

19人 以 下 511 14 .6 28.6 42.6.

合 計 984 343 34.9 100.0

発送1量

回収数

e 、26
4960θ 巳sca

嚇
不
明

}
そ
の
警

ビ
・
業

㎜

金
融

.
保
険

●
不
動
産

薪

・
小
売
業

製
造
業

　

　…]…建

設
業

泥状収掴融業1一2図

発送数

回麟 欠

62e4868Bei88

5

・葦"〆駕・　 '..二.;;::'

・30010050

以 ～ ～

上29999

一'『獲

2019(入)

～ 以

49下

図2-2従 業員規模別回収状況
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(2)情 報提供に関する調査.

仙 台地域内の国,地 方自治体,各 種経済団体,学 校 ・研究機関等の56機 関 を対象に調査を行

い,39機 関か ら回答があ り,回 収 率69.6%・ とな った。機 関別の回収状況 は,表2-3の とお り

である。

表2-3機 関別回収状況(機 関数)

機 関 名 発送数 回収数 回収率
回収数の
構 成 比

国 の 機 関 6 3 50.0 7.7

自 治 体 33 25 75.8 64ユ

経 済 団 体 6 4 66マ 10.3

大学 ・研究機関 5 4 80.0
$ぺ

103

金 融 機 関 4 2

'

50.0 5.1

そ の'他 2 1 50.0 2.6

合 計 56 39
'
69.6' 100.0

k四 駒 ㎜
OlO初 出40茄 防 犯 釦90100圃 自■体

巳刀 媛研③偉

綱懸 灘 欝魏 ・雛i騨 貢

・・隙 懸欝欝 灘2ろ灘i

図2-3機 関別回収状況

2.4調 査 結 果 の 概 要

両調査の結果から仙台地域における情報流通の現状は以下のとおりである。

2.4.1情 報 交流の現状 ・

企業が・活動を行うにあたって入手 している情報(資 料1・「入手情報種 類別活用分野 」

参照)を みる と,最 も多い ものが 「所属業界,産 業界の動き」,次 いで 「国内の経済 ・景気動向,

「県 内の経済 ・景気動 向」,「 事務合理化,機 械化」,「 消費者ニーズ」の順 とな っており,様

々な分野の情報 を入手 してい ることが分か った。活用分野別にみると,「 企業経営 のため」が最

も多 く,次 いで 「製品販売活動のため」,「 予算計画のた め」,'「 雇 用及 び人材育成のため」,

「製品の生産 活動のため」の順 とな ってい る。'・'・'・

ま た,そ れ ら情 報 の入手 先 ぐ資料2「 情 報種類 別 人手 先 」参 照)に つ い て み る と・
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「業界団体」が最 も多 く,次 いで 「本社,親 会社 」,「 取引先 」,「 経済団体 」,'「 情 報サービ

ス業,DB業 」の順 となってい る。

入手 形 態(資 料3「 情 報種 類 別入 手形 態 」 参 照)に つ い て み る と,「 新 聞 ・雑誌 等 の

印刷 物」 が最 も多 く,次 いで 「電話 ・面談」,「 テレビ ・ラジオ」,「 ファクシ ミリ」,「 そ

の他(研 修会等)」 とな っている。

一方 ,国,自 治体,経 済団体,大 学 ・研究機関,金 融機関等が提供 している情報の分野別割合

をみ ると,「 その他(広 報紙等を使 って複数分野 の情報を提供 しているもの等)」 が最 も多 く,

次い で 「経済情報」,「 技術情報 」,「 市況情報 」,「 経営情報」の順 とな ってお り,主 に 「新

聞 ・雑誌等印刷物 」,「 電話 ・面談」等で提供を行 ってい ることが分か った。,

2.4.2情 報 機器 の導入状況 と活用状況

全国の中小企業の 「コンピュータ」の利 用状況(中 小企業庁調査:昭 和59年12月)を 見ると,

26.6%が 導入 しているとい う結果がでているが,今 回の仙台地域を対象に した調査 は大企業を含

む等対象が異な ってい ることもあ り,こ れを上回 る45.5%と なってい る。提供側においては,38.5

%の 機 関が導入 してい ることが分か った。

「フ ァク シミリ」は利用側の56.9%,提 供 側の7L8%,「 ワープロ」は,利 用側の31.2%,

提供 側の79、5%が 導 入 してい ることが分か った。

〈利 用 側 〉

45.5(13)コ ン ピ ュ ー タ

56.9(4.7) フ ァク シ ミ リ

ワ プ ロ

そ の 他

〈提 供 側〉

Z3&5(7.6)1

勿71.8(7.6)1

79.51

コ7.7

(単 位:%)

囲1.利 用 側:仙 台市 を中心とする40キ ロ圏の343事 業所

2.提 供 側:仙 台市 を中心 とする40キ ロ圏の国の機関,地 方 自治体,各 種経済団体,

学 校 ・研究機 関等56機 関'

3.圏O内 は情報交流における活用状況
'

図2-4情 報機器の導入状況と活用状況

2.4.3オ ンラインネ ッ トワークへの意識

全国の中小企業のオ ンライ ン実施状況(中 小 企業庁調査:昭 和59年12月)は6.4%と な って

いるが,今 回の調査で 「実施中」と答えた機 関は利用側がL3%と 低 くな ってい るご一方,提 供側が

一26一



7.6%と な っている。

オ ンラインネ ットワークへの参加意識についてみ ると}「 参加する」 と答 えた機 関は利用側が

40.8%と な っているのに対 し,提 供 側が15.4%と 低 くな ってい る。 また,、ア ンケー ト票中にオ

ンラインネ ットワークの定義がなか った ことや,オ ン ラインネ ットワークのイメ「ジが明確 とな

っていない こともあ り,「 参加 しない」 と答えた機関は利用側が40.8%,提 供 側が5.1%,「 不

明」は利用側が18.4%,提 供側が71.8%と な ってい る。提供側(6「 不 明」の内・現在は 「考えて

い ない」と答えた機関は61.5%と な ってい る。

〈利 用 側〉

・3[

1 40.8

1 40.8

1 18.4

実 施 中

参 加 す る

参加 しない

不 明

〈提 供.側 〉

:%)

囲 利用側の 「実施中」は コン ピュータ媒体を利用 して情報を入 手 して い る機 関 を,提

供側の 「参加する」は計画中の機関を示す・ また・ 「不明」には 「考えていな図 を

含 む 。

図2-5'オ ン ラ イ ン ネ ッ トワ ー ク へ め 参 加 意 識

オ ンラインネ ットワークの意義 については,利 用側だけの調査であるが,「 データ入手の迅速

性 」が44.9%,次 い で 「情報の高度かつ多様 な加工利用が可能」が29.7%と 関心が高いが,一

方 「よ くわか らない」と回答 した機関が26.5%と な っており,こ れはオンラインネ ットワークの

機能について,ま だ十分に理解 されてい ないため であると思われ る。
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図2-6オ ン ラ イ ン ネ ッ トワ ー ク の 意 義
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オ ンラインネ ッ トワークの注意点 ・問題点 についてみ ると,「 秘密保護」は利用側が31.5%,

提 供 側が35.9%と な ってお り,「 経費」がそれぞれ21.0%,38.5%と な った。

また,提 供側では特に 「内部の提供情報の整備」が5L3%と 高 くなってい るが,内 容的 には整

備にかか る労力や経費が大きな問題 とな っていることが分か った。

〈利 用 側〉 〈提 供 側 〉

(単 位:%)

プ ラ イバ シー秘 密 保 護

災 害 対 策

経 費

(使 用料金)(提 供経 費)

使 い 易 さ

内部 の 提供 情 報 の整 備

外部 情報 の 入 手 ・整 備

通 信 方 法 の 標 準 化

情報提供活動に係 る設備

そ の 他

図2-7オ ン ラインネ ットワークの注意点 ・問題点

:'Ft,`

1 3L5
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3.調 査 の 結 果

3.1企 業 経 営 に 関 す る情 報 二.一 ズ 調 査

3。1.1事 務用 情報機器の利用状 況と導入予定(設 問2,3)

事 務 用情報機器の利用状況をみ ると 「コンピュータ」を利用 してい ると答え た企 業 は全 体 で

45.5%と な ってお り,業 種別 では 「金融 ・保険 ・不動産業」が76.7%,次 い で 「卸 ・小売業」

が56、1%,「 そ の他 サー ビス業(運 輸 ・通信 ・サービス)」 が43.0%と な ってい る。 しか し,

ア ンケー トの中でコン ビュLタ の定義が明確にな っていなか ったこともあ り,大 型 ・中型等の機

種別の利用状況については十分に把握できなか った。

「ファクシ ミリ」を利用 してい ると答えた企業は全体で56.9%と な ってお り,業 種別では 「卸

・小売業」が68.4%,次 い で 「製造業」が63.3%,「 建 設業 」が52:2%と な っている。

「ワァプ ロ」を利用 していると答えた企業は全体で31.2%と な ってお り,業 種毎 の差はあまり

なか った。

事 務 用 情 報 機 器 の 導 入 予 定 を み る と,「 コ ン ピ ュ ー タ 」,「 フ ァ ク シ ミ リ」,「 ワ ー プ1ロ」 を

今 後 導 入 す る 予 定 が あ る と 答 え た 企 業 は そ れ ぞ れ 全 体 で5.5%,4.7%,3.8%と な っ て い る。 現

在 の 利 用 状 況 と 今 後 の 導 入 予 定 を 合 せ て み る と,「 フ ァ ク シ ミ リ」 が61.5%,「 コン ピ ェ一 夕 」

が51.Q%,「 ワ ー プ ロ 」 が35.0%と な っ て い る 。

●
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`

・

・

事務用情報機器の利用状況と導入予定表3-1

問2.3 事 業 所 数 比 率(%)

利用状況 有
効
現い
在る
現い計
在な画

不 ・現 い

在 る

'
現 い計

在な画

不

回 導 導い し 導 導い し

答 入 入がて 明 入 入がて 明

数 し し今い し し今い

業種 機 種 て て後 る て て後 る

コ ン ピ ュ ー タ 23 7 2 14 30.4 8.7 60.9

建
工 フ ァク シ ミ リ 23 12 0 11 52.2 0.0 47.8

成

業
o

ワ ー プ ロ 23 8 0 15 34.8 0.0 65.2

そ の 他 23 0 0 23 0.0 0.0 100.0

o

コ ン ピ ュ ー タ 128 50 7 71 39.1 5.5' 55.5

製
注
フ ァク シ ミ リ 128 81 9 38 633 7.0 29.7

旭

業
.

ワ ー プ ロ 128 40 5 83 31.3 3⑨ 64.8

そ の 他 128 4 0 124 3.1 0.0 96.9

●

コ ン ピ ュ ー タ 57 32 4 21 56.1 7.0 36.8

口
、

缶

り フ ァ ク シ ミ リ 57 39 2 16 68.4 3.5 28.1

売 ・

ワ ー プ ロ 57 19 2 36 33.3 3.5 63.2

業
そ の 他 57 4 0 53 7.0 0.0 93.0

コ ン ピ ュ ー タ 30 23 0 7 76.7 α0 233

金不
融動 フ ァク シ ミ リ 30 17 0 13 56.7 0.0 433

保産 .

ワ ー プ ロ 30 11 1 18 36.7 33 60.0

険業
そ の 他 30 1 0 29 3.3 0.0 96.7

o

コ ン ピ ュ ー タ 100 43 6 51 43.0 6.0 51.0

そ1

の ビ フ ァ ク シ ミ リ
100 45 4 51 45.0 4.0 51.0

他 ス
o

ワ ー プ ロ 100 28 5 67 28.0 5.0 67.0

サ業
そ の 他 100 4 2 94 4.0 2.0 94.0

コ ン ピ ュ ー タ 5 1 0 4 20.0 0.0 80.0

不 フ ァク シ ミ リ 5 1 1 3 20.0 20.0 60.0

明

.

ワ ー プ ロ 5 1 0 4 20.0 qO 80.0

そ の 他 5 0 0 5 0.0 0.0 100.0

●

コ ン ピ ュ ー タ 343 156 19 168 45.5 5.5 49.0

合
フ ァ ク シ ミ リ 343 195 16 132 56.9 4.7 38.5

計
㊨

ワ ー プ ロ 343 107 13 223 31.2 3.8 65.0

そ の 他 343 13 2 328 3.8 0.6 95.6
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コ ン ピ ュ ・一 夕

フ ァク シ ミリ

ワープ ロ

その他

e 26 4θ 60 8elge

駕

現在導入し
ている

現在i5大し
ていないが

今時 価 し
ている

不明

図3-1事 務用情報機器利用の状況と導入予定

■

3.1.2現 在 の利用情報 と活用分野(設 問4)

現 在,企 業力1活動 を行 うにあたって,入 手 している情報とその活用分野につい ては,「 入手情

報種類別活用分野(資 料1>」 のとおりであるが,そ れ ぞれの回答数 の総計 で多い順 に5位 まで

をみ ると表3-2の よ うになってい る。

これを入手 してい る情報についてみると,「 所属業界 ・産 業界の動 き山 「国内の経済 ・景気

動向」,「 県内の経済 ・景気動向」,「 事務の合理化 ・機械化」,「 消費者 ニーズ」の順にな っ

ている。 また,活 用分野については,「 企業経営のため」,「 製品販売活動 のため」,「 予算計

画のため」,「 雇用及び人材育成 のため」,「 製品の生産活動 のため」の順 にな っている。

入手 している情報を活用分野別 にみ ると,「 企業経営のため」に活用 される情報は 「所属 業界

・産業界の動 き」と答えた企業が161事 業 所で47 .8%,次 いで 「国内の経済・景気動 向」が156

事 業 所で463%,「 県 内の経済 ・景気動向」が154事 業所 で45.7%,「 事 務の合理化・機械化」

が113事 業所で39.5%,「 消 費者 ニーズ」が76事 業 所で:22.6%と な…づそい る。■"J・,

「製品の販 売活動のため」に活用 され る情報は 「消費者ニーズ」と答えた企業が91事 業 所で

27.0%,次 い で 「所属業界 ・産 業界の動 き」が89事 業 所で26 .4%,「 県内の経済 ・景気動向」

が78事 業所 で23.1'%,「 国 内の経済 ・景気動向」が75事 業 所で22.3%,「 事 務の合理化 ・機

械化」が25事 業所 で7.4%と な ってい る。 ・ 〉
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表3-2現 在の利用情報と活用分野

問4 活用分野別利用情報(事 業所数) 比 率(%)

活用分野

情報の種類

1

企
業
経
営
の
た
め

4

製
品
の
販
売
活
動
の
た
め

6

予
算
計
画
の
た
め

7

雇
用
及
び
人
材
育
成
の

た
め

3

製
品
の

生
産
活
動
の
た
め

上
位
5
位
の
合
計

総

計

1

企
業
経
営
の
た
め

4

製
品
の
販
売
活
動
の
た
め

6

予
算
計
画
の
た
め

7

雇
用
及
び
人
材
育
成
の
た
め

3

製
品
の
生
産
活
動
の
た

め

所属業界 ・産業界の動き

国内の経済 ・景気動向

県内の経済 ・景気動向

事務の合理化 ・機械化

消費者ニーズ

161

156

154

133

76

89

75

78

25

91

35

46

37

20

17

17

15

18

25

5

32

20

18

24

21

334

312

305

233

210

339

349

342

290

258

47.8

46.2

45.7

39.5

22.6

26.4

22.3

23.1

74

27.0

10.4

13.6

11.0

7.7

5.0

5.0

4.5

53

7.4

1.5

9.5

5.9

5.3

7.1

62

上位5位 の合計 680 358 161 80 115

総 計 2,416 1,245 687 542 449

.囲 比率は活用分野別の回答数を有効回答数(337事 業所)で 割った値であ り,情 報を利用している事業所の割合を示す。
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た
め

雇
用
及
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四 所騨 界 ・産業界の動き
自 国円の経済 ・景気動向
㏄ 県内の経済 ・景気動向
⑩ 平氏の合理化 ・磯1産化
鴎 涌貴著ニーズ

図3-2現 在の利用情報と活用分野

3.1.3今 後 の利用情報 と活用分野(設 問5)

、今後,企 業が活動 を行 うにあた って,,入 手 したい情報 とその活用分野 について総計でみると,

現 在の利用状況 と同様の傾向 とな っている。 ζれをそれぞれの回答数 の総計で多い順 に5位 まで

をみると・設問4と 同
.じになつてお り・利用情 報 と活用分野 の現在と今後 を比較す るために設問

4に 合わせ て並べた結 果 を表3-3に 示す。

入手 している情報を活用分野別にみると,「 企業経営 のため」に活用 され る情報は 「国内の経

済 ・景気動向」 と答え た企業が128事 業所 で38.0%,次 い で 「県 内の経済 ・景気動向」が124

事 業所 で36.8%,「 所 属業界 ・産業界の動 き」が120事 業 所で35.6%,「 事務 の合理化 ・機械

化」が105事 業所 で31.2%,「 消費者ニーズ」が73事 務所 で2L7%と な ってい る。

8
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「製品の販売活動の ため」に活用 され る情報は 「所属業界 ・産業界の動 き」と答えた企業が68

事 業所で20.2%,次 い で 「県内の経済 ・景気動向」が6 .O事 業 所で17、8%,「 国 内の経済 ・景

気動向」が57事 業 所で169%,「 消費者ニーズ」が81事 業 所で24.0%,「 事 務の合理化 ・機

械化」が17事 業 所で5.0%と な っている。

表3-3今 後の利用情報と活用分野

問5 活用分野別利用情報(事 業所数) ・ 比 率(%)

活用分野

情報の種類

1

企
業
経
営
の
た
め

4

製
品
の
販
売
活
動
の
た
め

6

予
算
計
画
の
た
め

7

雇
用
及
び
人
材
育
成
の
た
め

3

製
品
の
生
産
活
動
の
た
め

上
位
5

位
の
合
計

総

計

1

企
業
経
営
の
た
め

4

製
品
の
販
売
活
動
の
た
め

6

予
算
計
画
の
た
め

7

雇
用
及
び
人
材
育
成
の
た
め

3

製
品
の
生
産
活
動
の
た 、
め

所属業界 ・産業界の動 き

国内の経済 ・景気動向

県内の経済 ・景気動向

事務の合理化 ・機械化

消費者ニーズ

120

128

124

105
●

73

68

57

60

17

81

31

31

29

22

14

16

12

16

27

5

23

18

13

12

19

258

246

242

183

192

295

272

268

226

238

35.6

38.0

36.8

31.2

2L7

20.2

16.9

17.8

5.0

24.0

9.2

9.2

8.6

6.5

4.2

4.7

3.6

4.7

8.O

L5

6.8

53

3.9

3.6

5.6

上位5位 の合計 477 202 113 71 66

総 計 2,130 1,112 602 462 386

(旬 ・比率は活用分野別の回答数を有効回答数(336事 業所)で 割った値であり,情 報を今後利用 したい事業所の割合を示す。
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営
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品
の
生
産
活
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江口】噴門の経済 ・景気動向
m事 務の合理化 ・機械化、
函 酒賭 ニーズ

図3-3今 後の利用情報と活用分野
1
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回答数

0

(情 報の種類)

所属業界・産業界の動き

国内の経済 ・景気動向

県内の経済 ・景気動向

事務の合理化 ・機械化

消費者ニーズ

取引先の動向

自社商品のシェア・動向

新製品・新素材・新技術

国県等の経済施策

原材料価格の動向

資金体系 ・福祉規定

受 ・発注情報

研修 ・訓練の方法

取扱い商品の価格動向

関連製品のシェア・動向

販売の管理技法

税制(法人税,相 続税)

企業間の関連

仕入商品の需要 ・相場

企業向け融資制度・機関

流行 ・売れ筋商品

財務の管理技法

賃上げの決め方

生産の管理技法't・

経営計画の技法 ㌧.

設備投資動向

予算制度総合管理の技法

人材情報

特許 ・技術動向

通行量 ・立地条件

情報提供機関の所在

共同化事業の進め方

その他①

その他1-6

その他11-19

その他20-28

その他②

その他7-10

その他③

〈現 在>

200 400

<今 後>

200 400

図3-4現 在 と今後 の利用情報
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〈 現 在 〉 層'〈 今 後 〉回 答 総 数

・ .2…3・ ・q・2・ ・03・ ・q

企業経営のため

製品の販売活動のため

予算計画のため
よ

一 一
雇用及び人材育成のため 一 一

製品の生産活動のため 一 ■
,資 材 購入のため ■ ■

研究開発のため ■ ■
資材工程労務在庫管理
のため ■ ■

そ の 他 ① 1 1

そ の 他 ② 1 1ザ

,

図3-5現 在と今後の情報の活用分野

、

3.1.4現 在の利用情報 と入手先及び入手形態(設 問6)

現在,企 業が利用してい る設問4の 情報の入手先については,「 情報種類別人手先(資 料2)」

のとお りであ るが,そ れ ぞれの回答数 の総計で多い順 に5位 までをみると,「 業界団体」,「 本

社 ・親会社」,「 取引先」,「 経済 団体」,「 情報サー ビス業 ・DB業 」 とな?て い る。

入手先について情報別にみると,「 業 界団体」か ら入手 している情報は 「所属業界 ・産業 界の

動 き」 と答えた企業が135事 業所で40.1%,次 い で 「県内の経済 ・景気動向」が81事 業 所で

24.0%,「 国 内の経済 ・景気動向」が80事 業 所で23.7%,「 消費者ニーズ」が76事 業 所で

22.6%,「 事 務の合理化 ・機械化」が67事 業 所で19.9%と な っている。

「本社 ・親会社」から入手 している情報は 「所属業界 ・産業界の動き」と答えた企業が60事

業所 で17.8%,次 い で 「国内の経済 ・景気動 向」が51事 業 所で15・1%・ 「事 務の合理化 ・機

・ 械化 」が51事 業所で151%,「 消費者ニーズ」が42事 業所で12.5%,「 県 内の経済.・景気動

向 」 が38事 業 所 で11.3%と な っ て い る 。,,、 、

「取引先」から入手 している情報は 「所属業界 ・産業界の動き」と答えた企業が β5事 業所で
る 」'

193%,次 い で 「県内の経 済 ・景気動 向」が51事 業所で15・1%・ 「国内の経 済 ・景気動 向」が49

事 業 所 で14.5%,「 消 費者 ニーズ」が48事 業所 で142%,「 事務の合理化 ・・機械化」が27事 業

所 で&0%と な っ て い る。 ・ い,

現在,企 業が利用している設問4の 情報の入手形態については,「 情報種類別入手形態(資 料

3)」 の とおりであるが,そ れぞれの回答数 の総計で多い順に5位 までをみ ると,「 新聞 ・雑誌

等 印 刷 物 」,「 電 話 ・面 談 等 人 的 つ な が り」,「 テ レ ビ ・ ラ ジオ 」,「 フ ァ ク シ ミ リ」,「 そ の
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他」 どな つている。 「その他」 の項 目として は 「研修会」等 とな つている。

表3-4利 用情報別人手先

問6 利用情報別人手先(事 業所数) 比 率(%)

入手先

情報の種類

12

業
界
団
体

16

本

÷
親
会
社

17

取
'

引

先

11'

経

済
団

体

15

情D
報B

サ 業
|

:
●

上
位
5

位
の
合
計

総

計

12

業
界
団
体

16

本

㌣
親
会
社

17

取

引

先

11

経
済
団
体

15

情D

報B
サ業

1

夏
■

所属業界 ・産業界の動き

国内の経済 ・景気動向

県内の経済 ・景気動向

事務の合理化 ・機械化

消費者ニーズ

135

80

81

67

76

60

51

38

51

42

・65

49

51

27

48

30

49

57

23

31

31

36

37

36

39

321

265

264

204

236

431

364

402

304

348

40.1

23.7

24.0 」

19.9

22.0

17.8

15.1
炉

113

154

・12 .9

19.3

14.5

15.1

8.O

I4.2

8.9

14.5

16.9

6.8

92

9.2

10.7

11.0

10.7

11.6

上位5位 の合計 439 242 240 190 179

総 計 L756 1,057 965 751 652

旬 比率は入手先別の回答数を有効回答数(330事 業所)で 割った値であり,情 報別人手先の割合いを示す。
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経 情 ビ
済 報ス団
サ業

体[

利用情報別人手先

'入 手 形態に
ついて情 報別にみると,「 新聞 ・雑誌等 印刷物」で入手 している情報は 「国内の経

済'・景気動向」と答えた企業が195事 業所 で57.9%,』 次 いで 「県 内の経済 ・景気動向 」が182

事業 所で54.0%,「 所 属業界 ・産業界の動 き」が168事 業 所で49.9%,「 事務 の合理化 ・機械

化」が117事 業 所で34.7%,「 消費者ニーズ」が110事 業所 で32.6%と な ってい る。

㍉'「電話 」面談 等人的つながり」で入手 してい る情報は 「所属業界 ・産業界の動 き」と答えた企

業が き8事 業所 で26.1%,次 いで 「県 内の経済 ・景気動向」が60事 業所 で17.8%,「 消 費者ニー

ズ」が53事 業 所 で15.7%,「 国 内の経済 ・景気動向」が51事 業 所 で15.1%,「 事務 の合理化 ・

機械化」が48事 業所 で14.2%と な っている。

「テ レビ ・ラジオ」で入手 してい る情報は 「国内の経済 ・景気動向」 と答えた企業が124事

業 所 で36.8%,次 い で 「県内の経済 ・景気動向」が115事 業 所で34.1%,「 消 費者ニーズ」が

74事 業 所で22.0%,「 所属業界 ・産業界の動 き」が72事 業 所で21.4%,「 事 務の合理化 ・

機械化 」が33事 業 所で9.8%と な ってい る。
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表3-5利 用情報別入手形態

問6 利用情報別入手形態(事 業所数) 比 率(%)

入手形態

情報の種類

5

新刷
聞物

罐
詰
等
印

6

電的
話つ
・な

面が
談 り
等
人

4

テ

レ

ξ
ラ
ジ

オ

3

《
ク
シ

ミ

リ

7

そ

の

他

上
位
5
位
の
合
計

総

.計 ・

5

新刷
聞物

轟
諸
等
印

6

電的
話つ
・な

面が
絞り
等
人

4

テ
レ

亨
ラ

ジ

オ

3

フ

;
シ

ミ

リ

7`

そ

の

他

所属業界 ・産業界の動き

国内の経済 ・景気動向

県内の経済 ・景気動向

事務の合理化 ・機械化

消費者ニーズ

168

195

182

117

110

88

51

60

48

53

72

124

115

33

74

19

20

17

18

16

8

7

7

8

6

355

397

381

224

259

357

・399

'381

245

266

49.9

57.9

54.0

34.7

32.6

26.1

15.1

17.8

14.2

15.7

21.4

36.8

34.1

9.8

22.0

5.6

5.9

5.0

53

4.7

24

2.1

2.1

2.4

L8

上位5位 の合計 604 212 346 71 28

総 計 2,914 1,334 1,027 285 207

鶴 比率は入手形態別の回答数を有効回答数(330事 業所)で 割 った値であり,事 業所の情報の入手形態の割合を示す。
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㎜ 輪 台耽'提 靴
函 消費者ニーズ

∫'三

図3-7利 用情報別入手形態

・●

新聞雑誌等印刷物

回答総数

電話面談等人的つながり

テ レ ビ ・ ラ ジ オ

フ ァ ク シ ミ リ

その他① .

コ ン ピ ュ 一 夕 オ ン ラ イ ン ー

そ の 他 ②

磁 気 テ ー プ ・ フ ロ ッ ピ ー

そ の 他 ③

3000

図3-8情 報 の入手形態
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業界団体

本社 ・親会社

取引先

経済団体

情報サービスDB業'

国の機関・地方自治体

金融機関

調査相談業

その他①

その他②

その他③

図3-9情 報 の入手先

3.1.5オ ン ラインネ ッ トワークの意義(設 問7)

オ ン ラインネ ットワークを形成す る意義 についてみると全体 では,「 デ ータ入手の迅速性」 と

答えた企業が154事 業 所(44.9%)と な ってお り,次 いで 「情報の高度かつ多様な加工利用が

可能 」が102事 業所(29.7・%),「 よ くわか らない」が91事 業 所(26、5%),「 デ ータ入手

の正確性」が86事 業所(25.1%),「 大 量 データの利用」が77事 業 所(22.4%),「 費用労

力の負担軽減」が72事 業 所(21.0%)と な・ってい る。

業種別では 「データ入手の迅速性 」と答 えた企業は 「金融1・保険 ・不動産業」が61.5%,次 い

で 「建設業」が56.5%,「 そ の他サ ービス業」が51.6%と な っている。 「情報の高度かつ多様

な加工利用が可能」は全体で29.7%と な ってお り,「 金融 ・保険 ・不動産業」が38.5%,次 い

で 「建設業」が34.8%,「 その他サ ービス業 」が31.9%と な っている。

表3-6,業 種 別にみたオンライ ンネ ットワークの意義

動(率比

そ

の

他

oo

脇

"

oo

oo

oo

口

よ
く
わ
か
ら
な
い

"

"

"

躯

20

003231'26
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大

量
デ
ー
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の

利
用

口

σ3

怒

Ω

"

oo222314.

脳2
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3
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姻

刀

"

肪

四
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デ
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)散所業事(義意
↑「

有
効
回
答
数

3

8

7・

9
コ

r

5225391

433

そ

の

他

0

3

2

0

0

0

5

よ
く
わ

かぢ

な
い

べ

7

8

8

5

0

3312

91

大

量
デ
ー
タ
の

利
用

5

6

3

3

8

22111

77

減費
用
・

労
力
の

負
担
軽
5

ウ》

5

0

9

12111

72

な
加
工
利
用
が
可
能情報の高度かつ多
様

8

5

4

5

9

13112

021

デ
ー
タ
入

手
の

正
確
性

4

1

4

3

3

13112

80

≒
デ
ー
タ

入
手
の
迅
速
性

3

5

3

4

7

214224

541

之
〃

師

義意

極楽

産動不

ス・ビ険一設造売保サ

明小・他・融の建製卸金そ不

計合

旬 比率は業種別のオンラインネ ットワークの意義を業種別有効回答数で割 った値である。
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図3-10業 種別 に見たオンラインネ ットワークの意義

3.1.6オ ン ラインネ ッ トワークへ の参加意識(設 問8)

オ ンラインネ ットワークへ の参加意識をみ ると,全 体で 「参加する」 と答えた企業は'140事

業所(40.8%),う ち 「有料で も参加す る」が44事 業 所(12.8%),「 無 料な ら参加する」が

73事 業所(21.3%)と な っている。 また,オ ンラインネ ットワークの イメージが明確でないこ

と等か ら,「 参加 しない」が140事 業 所(40.8%)と な ってい る。業種別では,「 参加す る」

と答えた企業は 「建設業」が56.5%,「 卸 ・小売」が52.6%,「 金 融 ・保険 ・不動産業」が41.0

%と な ってお り,そ の中で 「有料で も参加す る」が最 も多か ったのは 「金融 ・保険 ・不動産業」

の20.5%で,リ スクの大きい業種であり,情 報に敏感であるためと思われ る。

表3-7業 種 別 に見たオ ンラインネ ットワークへの参加意識

●

問8 参加意義(事 業所数) 比 率(%)

参加意義

業 種

参 加 す る
参加 し

な い
無回答

有効回

答 数

参 加 す る
参加 し

な い
無回答

計 有料で
も
無料な
ら

不 明 計 有料 でも
無料 な
ら 不 明

建 設

製 造

卸 ・小売

金融 ・保険 ・不動産

その他サービス

不 明

13

40

30

16

31

1

3

17

6

8

10

0

8

29

17

4

15

0

2

3

7

4

6

1

7

63

17

11

40

2

3

16

10

12

20

2

23

128

57

39

91

5

56.5

383

52.6

4LO

34.1

20.0

13.0

133

10.5

20.5

11.0

0.0

34.8

22.7

29.8

10.3

16.5

0.0

8.7

2.3

12.3

10.3

6.6

20.0

3α4

'

492

29.8

28.2

44.0

40.0

13.0

12.5

17.5

30.8

22.0

40.0

合 計 140 44 73 23 140 63 343 40.8 12.8 21.3 6.7 40.8 18.4

鶴 比率は業種別の参加意識を業種別有効回答数で割 った値である。
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図3-11業 種 別に見たオ ンラインネ ットワークへの参加意識

3.1.7,オ ンラインネ ッ トワークの注意点(設 問9)

オ ン ライ ンネ ッ トワークに参加す る場合の注意点について全体をみると,「 企業秘密保護」及

び 「使い易 さ」と答えた企業は同数で108事 業所(31.5%),次 い で 「使用料金」が72事 業

所(21.0%),災 害対策が14事 業 所(4.1%)と な ってい る。業種別 でみ ると「企業秘密保護」

は 「建 設業」が52.2%,「 使 用料金」は 「卸 ・小 売業」が29.8%と な ってお り,「 使い易さ」

は業種毎の差があまりみ られ なか った。,

表3-8業 種 別に見たオンライ ンネ ッ トワークの注意点

間9 注 意点(事 業 所 数) 比.率(%)

注意点
業 種

企業秘
密保護

災害対
策

使用料
金

使い易
さ その他 有効回

答数
企業秘
.密保護
災害対
策

使用料
金

使い易
さ

その他

建 設

製 造

卸 ・小売

金融 ・保険 ・不動産

その他サービス

不 明

12

36

22

11

26

1

2

2

3

3

14

0

2

27

17

7

18

1

5

43

19

12

28

1

0

2

0

1

2

0

23

128

57

39

.91

5

.152.2

28.1

38.6

282

28.6

20.0

8.7

1.6

5.3

7.7

.4.4

0.0

8.7

21.1

29.8

17.0

19.8

20.0

21..7

33.6

333

30.8

30.8

20.0

0.0

1.6

0.0

2.6

2.2

0.0

合 計 108 14 72 108 5 343 31.5 4.1 21.0 3L5 1.5

旬 比率は業種別注意点を業種別の有効回答数で割 った値である。
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図3-12業 種 別にみ たオ ンラインネ ットワークの注意点

3.1.8そ の他の意見(設 問10)

その他オ ンラインネ ットワークに関す る意見が27事 業 所か らあ り,こ れを内容別にみると「オ

ンライ ンに対するデメ リット,疑 問について」が11件 と最 も多 く,「 その他 」が8件,「 情報

の交流について」が6件,「VAN等 オ ンライ ンネ ットワーク事業に関するもの」が2件,「 行

政機 関に対す る要望」が2件 とな っている。(3.3.1「 企 業経営に関する情報 ニーズ調査 」の意

見を参照)

3.2情 報 提 供 に 関 す る 調 査

3.2.1情 報処理機器利用状況(問1-1,1-2)

情 報処理機器の利用については,39機 関 の うちすでに機器を利用 してい るものが33機 関(8

4.6%),導 入 を計画 しているもの(61年 か ら62年 にかけて機器の導入を予定)が5機 関(12.8

%)あ り,こ こ1～2年 以内に38機 関(97.4%)と,ほ とんどの機関で情報処理機器が導入 さ

れ ることになる。

また,「 導入 していない」 と回答 した1機 関(2.6%)は,独 自に情報処理機器を導入 していな

いものの,外 部への委託によ り処理を行 ってお り,総 ての提供側機関が コンピュータの機能 を利

用 又は利用を計画 している。

一41一



表3-9情 報機器の利用状況(単 位
:機 関)

機 関 名 回収機関
利用 して
い る

導 入 の
計画あり

導入 して
い な い

国の機関 3 3

自 治 体 25 20 4 1

経済団体 4 4

大学 ・研究機関 4 3 1

金融機関 2 2

そ の 他 1 1

合 計 39 33 5 1

これを利用 してい る情報機器別にみると,コ ンピュータ関係では 「ホス トコンピュータ」が6

機 関で8台(導 入予定1機 関1台),「 端末機 」が14機 関 で497台(導 入予定3機 関3台),

「パ ソコン ・オフ コン等 」が15機 関で123台 導入 されてい る。

「端末機」は窓口業務用に利用 してい る金融機関が449台 で平均で も225台 と特に多 くな っ

てい るが,金 融機 関以外では平均4台 とな っている。

コンピュータ以外の情報機器 としては,「 ワープ ロ」が28機 関で118台(導 入予定6機 関10

台)導 入 され てお り,平 均4台,「 フ ァクシ ミリ」が30機 関 で149台(導 入予定4機 関16台)

とな ってお り,自 治体 の窓 口業務 用に利用 されてい るものが多 く,自 治体平均で7台 となってい

るが,自 治体以外 では平均2台 とな っている。

その他,3機 関 で 「マイクロ写真」,「 防 災無線広報装置」,「 テレ ックス」がそれぞれ1台

ずつ導入 されてい る。

コンピュータ関連の機器が最初 に導入 された時期をみると,「 ホス トコンピュータ」が54年

(大 学 ・研究機関),「 端末機」が49年(国 の機関),「 パ ソコ ン ・オフコン等 」が48年(自

治体)と な ってお り,導 入機関数 が50%を 越 え る時期でみ ると,「 端末機」が57年 と最 も普及

が早 く,「 ホス トコン ピュータ」,「 パ ソコン,オ フコン等」が59年 とな っている。

また,コ ンピュータ以外の機器が最初に導入 された時期をみ ると,「 ワープロ」が56年(経

済団体),「 フ ァクシ ミリ」が50年(自 治体)に 導入 されており,導 入機関数が50%を 越 え

る時期 は,「 ワープロ」が59年,「 ファク シミリ」が60年 とな ってお り,仙 台圏における情報

機器 の利用は ここ数年 急速に進んでい ることが うかがわれ る。
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表3-10情 報機器 導入状況

(カ ッコ内は導入予定数)

機関名

回
収
機
関

ホ ス ト

コ ン ピュータ 端末機
パ ソ コ ン

オ フ コ ン等
ワ ー プ ロ ファクシ ミ リ その他

機 関 数
台 数

機 関 数
台 数

機 関 数
台 数

機 関 数
台 数

機 関 数
台 数

機 関 数
台 数

国の機関 3
3

15

2

11

3

28

3

7

1

1

自 治 体 25
2

2

5(1)
19(1)

6

31

16(6)
71(10)

19(1)
125(13)

1

1

経済団体 4
1(1)
1(1)

1(1)
1(1)

2

2

3

3

3(1)
3(1)

大 学
研究機関

4
1

2

3(1)
13(1)

3

76

3

10

2(2)
2(2)

1

1

金融機関 2
2

3

2

449

1

2

2

6

2

11

そ の 他 1
1

1

1

1

合 計 39
6(1)
8(1)

14(3)
497(3)

15

123

28(6)
118(10)

30(4)
149(16) ;

表3-11情 報 機器導入年

(単 位:機 関)

～54年 55年 56年 57年 58年 59年 60年 61年 ～

ホ ス ト 1 1 1 *1 2 1

端 末 機 4 1 2
*3

2 2 3

パ ソ コ ン 等 2 2 1 3 *5 2

ワ ー プ'ロ 1 4 9 *7 8(1) 4

フ ァ ク シ ミ リ 6 2
-
4 1 2 *17(1) 13

囲1.カ ッコ内は導入予定の内数

2・*印 は導入機関数が50%を 越 え る時点

3.2.2コ ン ピュータ媒体による情報交流業務(問1-3,1-4)エ,":1

コ ン ピュータ媒体による情報 の交流を伴 う業務処理を行 ってい るのは,39機 閑 中11機 関(28、2

%)で38業 務 とな ってい る。 また,計 画中が6機 関(15.4%)で4業 務 とな うている。

業務の内容別にみると,「 業務処理 」が27件(実 施中が25件,予 定が2件),「 デ ータベ ー

スの利用」が7件(実 施中が5件,予 定が2件),「 研 究開発」が3件,「 ソフ トウェアの流通」

が1件 とな ってい る。

情報交流の形態毎にみ ると,「 オ ンライン」が28件(実 施中が25件,予 定が3件),、 「オ フ

ライン」が10件(実 施中が9件,予 定が1件)と なってお り,「 オフ ライ ン」の媒体 としては
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「フロ'ッピーデ ィスク」(5件),「 磁 気テ ープ」(3件),両 者 を併用 するものが2件 とな っ

てい る。

「オ ンライン」の対象機関と しては,本 支庁間等 の機関内部での利用が多 く,商 用 データベー

スの利用が2件 とな ってい る。

表3-12コ ン ピュータ媒体による情報交流業務

(単 位:機 関)

機 関 名 回収機関
行 ってい

る

計画があ
る

計画 して
いない

不 明

国 の 機 関 3 3

自 治 体 25 3 3 18 1

経 済 団 体 4 1 1 2

大学 ・研究機関 4 2 1 1

金 融 機 関 2 2

そ の 他 1 1

合 計 39 11 6 21 1

表3-13業 務 内容及び利用形態

(単 位:業 務)

機 関 名

業 務 内 容 利用形態

業務処理
_"

ア ー タ

ベ ー ス 研究開発
ソフ ト

流 通
合 計 オンライン オ フライン

国 の ・機 関

自 治 体

経 済 団 体

大学 ・研究機関

金 融 機 関

そ の 他

4

9

1

1

、13

l

l

3

1

1

3

1 6

10

4

'4

13

1

4

5

4

4
.

10

1

2

5

3

合 計 27 7 3 、1 38 28 10

3.2.3情 報 提供活動状 況(問2-1,2-2(1),(2))

現在,情 報提供活動を行 ってい るの は,39機 閑 中30機 関(76.9%)で76種 類 の情報があ

る。情報分野別には,「 その他(広 報紙等を使 って複数分野の情報 を提 供 してい るもの等)」 が

29種 類(38.2%)と 最 も多 く,次 いで 「経済情報」の21種 類(27.6%)と な ってい る。

提供媒体別 では,「 印刷物 」による提供が39件(513%)と 最 も多 く,次 い で 「電話・面談」

によるものが23件(30.3%)と な ってお り,テ レホンサービスで情報の提供 を行 っている機関

もある。.「その他」の媒体 としては 「新聞発表」,「 郵送」,「 無線広報」,「 マイク ロフィル

ム」があ る。
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また,提 供媒体の うち電子計算機 媒体 では,「 オンライン」に よるものが3件(3.9%),磁

気 テ ープ ・フロ ッピーデ ィス ク等 「オフライン」によるものが3件(3.9%)と な っている。

一 方
,現 状では最 も普及 してい る情報交流媒体 と考えられ る 「ファクシ ミリ」による提供活動

は3件(3.9%)と な っており,機 器 の普及状況(39機 関 中31機 関79.5%)か ら見て提供活動

への利用が少ないよ うに思われる。

各機関におけ る情報活動の特徴及 び問題点 ・課題については3.3、2の 意見のとお りであるが,

「金融機関」では,『 本支店間の営業活動を除 き,対 外的な情報提供は未 だ進展 してい ない』 と

回答 しているものの,『 開発 コス ト及び内部体制 に問題があるため今後は共 同開発を中心に展開

す ることも検討 しなければな らない』 とオ ンラインに対する経験 を持つ ことか ら,ネ ットワーク

について具体的に検討できる状況にあると思 われる。

一 方 「自治体」では
,『 現在 当市 で使用 しているコンピュータ等の設備 につい ては,庁 舎内,

各担当課で各種文書作成及び資料等作成 に使用 しているため企業等に対 しての情報提供には使用

されてい ません』 との回答 もあ り,機 器の普及がここ数年 で急速 に進んでい る状況か らみると,

情報 の流通 ・利用 とい った組織 の情報力を強化するために情報処理機器 を利用す る段階には至 っ

てお らず,大 量の数 値情報の集 計等,業 務処理の効率化を進めてい る段階 であると思われる。

表3-14情 報提供活動状況(情 報分野)
(単 位 件)

回 実' ・ 提 供 情 報 の 分 野

答 施 経 技 市 経 そ 合

機 関 名 機 機
済
情
術
情

況
情
常
情

の

関 関 報 報 報 報 他 計

国 の 機 関 3 3 11 3 2 3 19

自 治 体 25 16 1 5 19 25

経 済 団 体 4 4 6 1 5 4 16

大学 ・研究機関 4 4 6 6

金 融 機 関 2 2 2 1 3 3 9

そ の 他 1 1 1 1

合 計 39 30 21 . 9 9 8 29 76

"
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表3-15情 報提供活動状況(提 供媒体)
(単 位:件)

回 実 情 報 提 供 媒 体

機 関 名

答

機

施

機

う
ラ

イ

磁 フ

気 ロ

テ ツ

1ピ

膓

ξ
ジ

号

多
ミ

新印
聞
雑刷
誌

電

話

面

そ

の

関 関 ン プ1 オ リ 等物 談 他

国 の 機 関 3 3 3 2 1 1 13 6 5

自 治 体 25 16 1 7 7 2

経 済 団 体 4 4 1 11 4 3

大学 ・研究機関 4 4 1 2 4 3 4

金 融 機 関 2 2 1 1 3 3 1

そ の 他 1 1 1 1

合 計 39 30 3 3 6 3 39 23 15

そ の 他:マ イ ク ロ フ ィル ム,無 線 広 報,テ レ ホ ンサ ー ビ ス,閲 覧 等

3.2.4オ ンラインネ ッ トワークにっいて(問3-1,3-2)

オ ン ラインネ ットワークについては,39機 閑 中3機 関(7.7%)が 「実施中」と回答 してお り,

内容は,① 青果物,食 肉等の市況情報提供,② 本支店 間等での情報交換(2機 関)と なっている。

また, .6機 関(15、4%)が オ ンラインネ ットワークの計画を持 っている。

一方 ,2機 関(5.1%)が 「導入 しない」 と答えてお り,理 由として 『町の規模等を考え ると,

オ ンラインネ ットワークは必要 ない』と回答 している。

また,オ ンラインネ ットワークのイ メージが明確 でないことか ら,24機 関(61.5%)が 「考

えていない」と答えてお り,理 由と して 『時期に達 していない』 との回答が1件 あ った。

今後オ ンラインネ ッドワーク}ごよる情報提供活動を どのよ うに進めて行 く予定ですかとの設問

に対 しては,検 討中2件 の他,3、3.2「 情 報提供に関す る調査 」の意見の ような回答があ った。

1表3 -16オ ン ラインネ ットワークについて

(単 位:機 関)

`

機 関 名 実施中 計画が
ある

導入 し
ない

考えて
いない

不 明 回収
機関

国 の 機 関 2 1 3

自 治 体 2 2 19 2 25

経 済 団 体 1 3 4

大学 ・研究機関 3 1 4

金 融 機 関 1 1 2

そ の 他 1 1

合 計 3 6 2 24 4 39
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3.2.5オ ン ライ ンネ ッ トワークの問題点について(問3-3)

オ ン ラインネ ットワークによる情報提供活動を進める上での問題 と しては,「 内部情報の整備」

が20機 関(51.3%)と 最 も多 く,次 いで 「情報提供活動に係る経費」が15機 関(38.5%)「 プ

ライバ シーの保i護」が14機 関(35.9%)と な ってい る。

これ らの問題に対す る各設問毎の意見は3.3.2「 情 報提供 に関する調査」の意見の とおりであ

るが,全 体的 には情報の整備や提供体制の維持等にかか る経費や労力の問題を上 げている機関が

多い。 また,住 民情報を扱 う 「自治体」では特 にプライバ シーに対す る関心が高 くな ってい る。

表3-17オ ン ライン ネ ットワークの問題点

(単 位:機 関)

機 関 名

回
答
機
関

内
部情
の報
提の
供整
備

外
部人
情手
報 ・
の整

備

ブ

ラ

イ
パの

シ保

1護

情
報に
提係
供る
活経
動費

通
信
方
法標
の準
化

情
報に
提係
供る
活設
動備

そ

の

'

他

国 の 機 関

自 治 体

経 済 団 体

大学 ・研究機関

金 融 機 関

そ の 他

3

25

4

4

2

1

2

12

2

3

1

1

3

2

2

1

11

1

1
↓

1

1

8

2

3

1

2

2

1

8

1

1

2

1

1

1

合 計 39 20 9 14 15・ 5 10 5

3.2.6オ ン ライ ンネ ッ トワークに関する要望 ・意見 、,.一

オ ンラインネ ットワークに関する要望 ・意見が39機 関 か らあり,こ れを内容別 に大 きく分類

すると,「 情報提供活動の特徴及び問題点」が39件,「 オ ンラインネ ットワ.一クの問題点」が

34件,「 オ ンラインネ ットワークに関す る要望 ,・意見」が14件,「 オンラインネ ットワークの

今後の進め方」が9件 とな っている。 ・'t

(3.3.2「 情 報提供に関す る調査 」の意見 を参照)

▼ 3.3オ ン ラ イ ン ネ ッ トワー ク に 関 す る意 見 ・'

3.3.1r企 業経 営に関す る情報 ニーズ調査」にみ る利用側の意見

(1)情 報 の交流について

・現在オ ンライ ンにて情報交換を行 っているがオ ンラインには全 く問題がない。情報交換に

ついてはゆ っくりと時間をかけて進む ことを望む。(卸 売)

・中央の各 種DBの 活 用によ り地域格差 が無 くな り地方企業にと って期待は大き くハー ド・

ソフ トの重 複投資 も少な くなり社会的効用 も大きい。(電 気機械)

一47一



・情報交換 は必要 と思います。 当社 の場合 は同業者と口頭で交換する程度です。(他 製造)

・視野の狭い業態ですので関連事業間の連係 ぐらい に しか広が らないと思 う。 お得意様の印

刷会社 とそのお得意様 との情報交換 とか。(他 サー ビス)

・皆 さんが提供 して下さる情報を活用 させていただ く傍 ら発展の道をたどりたいと思 ってい

ます。(住 宅建材)

・よ くわか りません。開業医の立場 では大学病院などとのオ ンラインシステムが考え られ ま

す。(他 サー ビス)

(2)VAN等 オ ンラインネ ットワーク事業 について
ら

・当社は小規模 であ るがオ ンラインネ ットワークの システム設計,プ ログ ラム作成 を行 って

い るので,ネ ッ トワークに参加す るよ りVAN等 オ ンラインネ ットワークの設計 ・建築に

参加。(建 設)

・東北六県を担当す る販売会社 であ り各県別のデータが要求 され る。JANPOSを 初 めPOS

関連 商品を扱 ってお りVANの 動 向には強い関心。(卸 売)

`(3)
オ ンライ ンに対す るデメ リット,疑 問について

・オ ンラインの利用必要性についてはよ く分か りますが,当 社の業務内容規 模上か ら必要に

迫 られない。 また,経 費に見合 うメリットも見いだせない。 て他サー ビス)

r・ 当業界は業種柄各企業だけで仕事 を進めてい くことが無理 なので協同組合を中心にすべて

や ってい るので各企業にオ ンライ ンは無駄だ と思 う。(窯 業土石)

,零 細 個嫡 店等でのメ リ・トはいかカ・鈍 のか.(他 製造):'

∵コ ンピュータを設置 しオ ンライン情報利用のための投資,コ ス トとこれ ら情報収集の経営

上の効果(成 果)と は果た してバ ランスが とれ るで しょうか。(卸 売)

・本当に必要な情報がも られ てい るか疑 問であ る。、(化学)

・良質のデ∵タの集積が課題 であると思います。(保 険) 、"

・情報手段を売り込むのではな くニーズ(必 要な情報)を 的確につかみ市民の為になる(本

当の意味)シ メテ ムで なければ な らない。(化 学)'

・金融機関のオ ンラインシステムを悪用 した犯罪の例を見るにつけ悪利用に対す る不安を感

じる。 また,秘 密保護に関 しても対策の決 め手はあるか。(建 設)

・回線応答速度 と品質向上及び高速 デ ジタル回線網の急速 な整備。(他 サー ビス)

・通信回線使用料金低減。(他 サー ビス)

・異業種間VANネ ッ ト7
.一ク拡大 と利用料金無償化。(他 サ ービス)

(4)行 政 機関に対す る要望について

・情報機器の互換性 について指導力を発揮 してもらいたい。(建 設)

・情報交換及び利用は大手企業を 中心に管理運営 されてお り,そ れぞれ異な ったシステ ムを

統一化 してい くための整備 を促進すべ く行政の指導援助。.(小 売)
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⑤ そ の 他

・各種情報機構 については まだよ く理解 していません。機構が ご く一般化 された ら積極的に

取 り入れ るつもりです。(不 動産)

・コンピュータに関する知識が現時点においてゼロに等 しいので ,暗 中模索 している現状で

ある。(卸 売)

・各営業部 と支社 ・本社ではそれぞれかなりの格差がある。(63年 に は支部 ・営業部 まで本

社オ ンラインが完成の予定)従 って回答が中途半端である。(保 険)

・情報入手の先端企業だけに保存す る情報は外部に流出 させない。(小 売)

・企業と してオ ンライ ンに参加 していないので特記事項はない。(小 売)

・今勉強 中です。(他 サー ビス) .

・今 の ところまだ考慮 していない。(他 サービス)

・参加 して見ない と何 ともいえ ません。(運 輸)

3.3.2r情 報 提供に関する調査 」にみ る提 供側の意見,.,

(1)情 報提供活動の特徴及び問題点(問2-2)',,

① 国 の機 関.・

a.提 供 状況

・報道機関への経済動向等の発表が主 である。

・各調査ごとに速報(地 方発表)が あ り,そ の数 も多い,ま た印刷 し刊行する資料 も多い。

・データベース的な資料の提供が少な く トピック的な事象で,、プレス発表で提供 するとい

う場合が多い。.、

・情報処理 のス ピー ド化によ り,各 県へのフ ィー ドバ ックが早め られる,ことか ら資料 の分

析,方 針の樹立等に役立つ。tt∴1

・全国市町村を同 じ様式 で基本的データを整理 してい る
ρ ・ ・

b.問 題 点 ・課題

・資料の恵贈依頼の要望が多 く,そ の対応に苦慮 している。

・印刷,刊 行物が予算の関係で,印 刷部数に限 りがあ るので在庫が少 ない♂、

c.そ の 他

'・ ナ ウ トプッ トされ る量が膨大 なので完全にオ ンライン化 し,必 要な市町村のみをア ウ ト

プ ットできるよ うに なれば,利 用が便利 になる。

② 自 治 体

a.提 供 状況

・市政に関連す る様 々な情報。

・町政PRと しての町民への広報誌の提供。

・数少ない限 られた情報の提供 にとどめている。
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"
・毎 戸に設置 してい る無線受信機 を通 じて,住 民に速やかに情報が提供できる。

・住民の声が反映 され るよ うな幅広い情報提供活動 を心がけてい る。

b.問 題 点 ・課題

・町広報紙は月1回 の発行 であ るので,新 しい情報の伝達 と しては時間が遅 くなる。

・全市民 を対象 として,様 々な情報を提供 してい るが,定 期的な広 報活動が中心なのでキ

メ細かい提供活動がで きない。 、

・町とい うことか ら人的不足があ り十分な情報の提供ができていない。

・高度情報化社会にあ って,多 くの住民のニーズに答え ることは経費等の問題 もあ り十分

であるとは言え ない。 ・

・系統的な情報提供を行 ってお らず今後の課題 とされ る(例 えば年間回数,時 系列の把握

時点,提 供の内容等)情 報公開制度 と同時に検討 の要あ り。

・公共 団体の場合,個 人のプライバ シーと密接な関係があ り,ど の程度の情報 まで公開で

きるかが大きな問題である。

・本町における情報提供は主に企業誘致情報であるが 「受け」の情報提供体制であり今後

情報化等によ る地域間格差がな くなるので地域 イメー ジを高める意味でも積極的な情報

システム体制を整備す ることが急務 とな ってい る → データベースづ くり。

・(無 線による情報の提供は)マ ンネ リ化の傾向にあり住民の聴取率が低下 してきてい る。

c.そ の 他

・現在,当 市で使用 してい るコンピュータ等の設備 については,庁 舎 内,各 担当課で各種

・ 文書作成及び 資料等作成に使用 しているため企業等に対 しての情報提供には使用 されて

い ません。

③ 経済団体

a.提 供 状況

・東北地域の開発整備に関する調査,研 究,情 報の収集 を行いこれ ら情報について,機 関

誌等の発行,資 料 の閲覧サー ビス等によ り提供 している。

・手段 と しては,刊 行物,面 談等による情報提供が主体。政府系 金融機関と して中央の政

策情報と地域の経済社会の情報の統合が大 きな役割である。

・県下の組合向け機 関誌 「宮城 中小企業」(月 刊)を 発行 し,中 小企業者により組織 され

た組合に とり必要な情報を提供 してい る。 また,年2回 定期的に官公需の発注情報及び

落札状況に関す るニ ュースを関係組合 に提供 している。なお,発 注情報については,入

手の都度,随 時 関係組合 に提供 している。

・各種経営資料の収集のほか宮城県 内中小企業の景況等 について調査 し,報 告書 として無

料で提供 してい る。 また,中 小企業事業団のデータベース 「SMIRS」 等 とのオ ンライ

ン化を図 り個別 情報相談へ の即応体制整備に努めている。
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b.問 題点 ・課題

・情報提供依頼に対する 「即応体制 」の より一層の充実,情 報提供 と表裏一体の関係にあ

る情報収集機能 の強化,商 工会,商 工会議所等関係機 関との連携強化。

・収集資料 の体系的整備,管 理および適時的確 な情報提供。

・通常の組合指導業務の合間に,取 材,原 稿執筆,編 集,校 正 とい った事務を こなさなけ

ればな らない ことに加えそのための専門家でもないため,様 々な点 で試行錯誤 しなが ら

事業を進めている。

・在来 手段 ではない新 しいメデ ィアによる情 報の提供。

④ 大学 ・研究機 関

a.提 供状 況

・音声及び音響信号デ ータは,デ ータ量が極めて多い。(最 大200KB/S,標 準48KB/S)

・文 書に よるデータの交換 一 ワー ドプロセ ッサの フロ ッピーデ ィスクを使 ってい る。

・広報紙(東 北工試 ニ ュース),研 究 報告(東 北工業技術試験所報告)等 印刷物による情

報提供が主であ る。オ ンラインによ るものは,提 供 よりも我 々が情報を受け るケースが

多い。

・県単事業による東北大学を中心 と した研究 者を総括相談員とする 「先端技術相談 コーナ

ー」の開設(産 と学 との橋渡 し)及 び
,大 学教授陣 を主 な執筆者とす る 「先端技術情報

誌」の発行。 も'・ 一.

b.問 題点 ・課題'`

・デ ータ量が極めて多いため ,デ ータ交換を通信回線によ って行 う乙とができない。磁 気

テープを使 ってい る。:.・ ∴ 一

・オ ンライン化は可能な情報量であるが,機 種ごとの規格が統一 され てい違 い。

・県 内中小企業(主 に製造業)の 全業種を対象と した総合的情報提供め他に各企業それぞ

れの要求に応 じた個別応答サー ビスの実施。各 種刊行物(各 関係機 関発行)を 利用 させ

る閲覧室の開設。'、 一;

⑤ 金融機 関 ▽ ㌔

a.提 供 状況'1・ ・t・ ・

・本 支店 間の営業活動を除 き,対 外的な情報提供 は未だ進展 していない6-L

b.問 題点 ・課題tt't:L」,.

・開発 コス ト及び内部体制に問題があ るため今後 は共同開発を中心に展開することも検討

しなければ な らない。'

(2)オ ン ラインネ ッ トワークの今後の進め方(問3-2)"

・本 支店間については経営情報を重点 に高度化を進 める。対外接続については前向きに検討

を進め る。(金 融機関)

・ネ ットワークの範囲が問題 であるが,各 種情報提供機関 と当セ ンターのオ ンラインのみで
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はな く,県 内各機関及び県内主要企業 との ネ ットワーク化も進めなければな らない。(大

学 ・研究機関)

・東北大学 ネ ットワークシステム(検 討中)を 通 して,学 内学外に情報提供が できると思わ

れる。(大 学 ・研究機関),

・昭和62年 度 以降汎用 コンピュ・一夕を導入 1し,県 内特有の情報を主体 と したデータベース

を構築 し,各 商工会議所等中小企業指導機 関に端末機を設置オ ンライン化を図る。

(経 済団体)"

・文 書 ・画像 ・波形情報等,多 種類 の情報を必要 とする先と交換する方向に進め る。その一

環 として東北大学大型計算機 センターと協力する。(大 学 ・研究機関)

・ローカル ビデオテ ックス等で市政情報を提供する。(自 治体)

・局 全体と しでオンライン化を進め る。(.国 の機関)

・現在,
、「O・A化 推進プ ロジ ェク トチーム」にて検討中。(自 治体)、.

.?専 門家によるコンサル テ ィング及び内部研究 グル ープ検討。(自 治体)、.

③ オ ンラインネ ットワークの問題点(問3-3)一 、.・-4t:

① 内 部の提供情報の整備

・ パ ・業 務量の増加が予想 され,人 的パ資金的な面で問題がある。(国 の機 関)
,、

.÷穐 膨 大な書類を整備す るのに多,くの入手 と時間がかか るのが予想される。(自 治体)

・提供,非 提供の分類に困難。(自 治体) ..・・い ∵

・提供 できる情報 とで きない情報の整備が必要。(自 治体)一't.tt.11

・一提供 できる情報の範囲と整理。・.(大学 ・.研究機関)、.. ,…

・資料の系統的分類の確立,担 当者の設置。(自 治体) ,・ く;.、

・既存資料の体系的整備 一 実 施中。( 、経済団体)一 ・:一 ・ 、

、?人 手がかか:る。(大 学 ・研究機関)・} .・、 ・,.・.・,∵,

・ ∵・提供で .ぎる情 報が不足だ と思われ る。べ 自治 体)'一

・前提条件と して法令の整備が必要で あり,議 会を含めたコンセ叱茸スを得 るのに困難が

予想 される。(自 治体),1,:

・機器 の整備 を進めねばな らない。(大 学 ・研究機 関)一 一 、

② 外部情報の入手及び整備'1・ ・'ttt-,1・

・外部情報源およびその資料の体系化 一 実旅中。(経 済団体) .

・人 手がかかる。(大 学,・研究機 関)'
,

・整 理業務の システ ム化。(大 学 ・研究機 関)

③ プライバシーの保護 ・,

、・個別診断指導におい ては,企 業におけ る財務分析 も行 って改善勧告,指 導 しておりその

結果 については,対 外的 に秘密保 持す る必要があ る。(自 治体)
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・個人の プ ライバシーに直接結びつ く項 目が多いので項 目の選択がむずか しい。(自 治体)

・自治体の情報革命の進展は,新 しい プライバ シー問題 を発生 させ住民の プライバ シーを

どう保護す るかが今後の問題 とな って くる。(自 治体)

・外部情報を他へ提供す る際の加工。(大 学 ・研究機関)

④ 情報提供活動に係 る経費

・当初に関 していえば,情 報提供活動の為の予算措置は不十分である。(大 学 ・研究機 関)

・初期の コス トはもちろん,ラ ンニ ングコス トの面で不安があ・る。(国 の機関)

・情報提供できる体制 にもってい くための予算が必要。 .(大 学 ・研究機 関)

・質量 とも安定 した情 報の提供を継続するには情報提供機関の財政基盤確立が急務であ る。

(経 済団体).一

・町の単独事業 では設備 も含め経費がかか りすぎる。(自 治体) ...

・予算化 申請を行 う。(大 学 ・研究機関) 、、 ・ 、 、、、.い.

・一 般 市 民 も対 象 と した 場 合,維 持 管 理 等 の 諸 経 費 の 負 担 。パ 自
、治 体.)..

・
.財 源 難 の た め 。C自 治 体)・ ・ 、 ......:

4tt⑤ .通 信 方 法 の 標 準 化Ot t、,.、 、:,＼ パ 、,.,

㍉ 、_ブ 一 夕 の 種 類 に よ つて 群 イヒで き る か ど うか 鯛 が 蛎 。 掴 順 関)、.

・全 国 的(全 世 界 的)統 一 が 必 要 。(大 学 ・研 究 機 関)
、i.、,1

⑥ 情 報 提 供 活 動 に 係 る 設 備1.1 d、.).、

・一般市民も対象とした場合授 ける卿 ・桝 る錨 旬 酬 ・
ゼ'(自治体し).

・今後の検討によるが,
、設備費も含め技術的な人的配慮が必要。(自 治体)

⑦ .そc)他'・..・,r・,J..:1.一 一1

・当局の情報提供活動 については,極 力面談 のうえ口頭説明を行 うこととしてい る。

(国 の機 関)

・保守の体制(経 費 も含 めて)。(国 の機関)

・中央会 と組合 との間のネ ットワークづ くりがいずれ必要となると思われるが,組 合側の

受け入れ体制 の整備が大 きな課題である。(経 済 団体)

・ニ ューメデ ィア時代の到来 とい うことで各種メデ ィアがあるがどれを選択 して計画する

かに苦慮 している。(金 融機関)

(4)オ ン ライ ンネ ットワークに関す る要望 ・意見(問4・5)

① オ ンラインネッ トワー クの形成方法 ・体制 に関する もの

・中小企業へ の端末の普及 と単なる情報を受ける側ではない相互の情報交換。(大 学 ・研究

機関)

・中小企業指導団体だ けの ネ ットワークに とど まらず 中央会 と組合 とのネ ットワークを推進

するような施策をお願い したい。(経 済 団体)

・通信 システムや各種情報 の分類,整 理,保 管検索方法,利 用料金など共通 する問題の標準
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花。(大 学 ・研究機関)

・情報提供機 関は,少 な くとも分野別,地 域別書によ って一 元化すべ きと考え られ る。

(経 済 団体)

・提供できる情報は多 くあるが,整 備統合す るための機関が必要である。(大 学 ・研究機関)

・提供 され る情報の内容がキーポイン トとなろ う。情報の 中味を良 く検討すべ きである。 ユ

ーザーにと って本 当に有用 とされる情報であれば,コ ス ト面その他の障害は克服 され る筈

である。独 自性,多 面性が進展す る今後の社会 において,汎 用情報にどの程度 ニーズが集

まるかが問題である。(経 済団体)

・NTT等 公 衆回線の価格引き下げ。(大 学 ・研究機 関)'

② オ ンライ ンネ ッ トワー クの技術 に関するもの

・利用方法が簡易な こと。(国 の機関)

・異機種間の通信 プロ トコルの統一。(自 治体)

・異機種間の言語を変換 するソフ ト。(自 治体)♪

・情報流通が さかんになれば,コ ンピュータに 「問いかけ」を してか ら必要 とす る情報が出

て くる迄の時間が長 くなると思 われ る。 これを解決す るには(ぜ ひとも解決せねばな らな

い),容 量 演算速度 とも大 きい コンピュータを多数備え る必要がある。(大 学 ・研究機

関)

③ そ の 他

・オンラインの情報の活か し方が課題である。(自 治体)

・自治体(大 中小区分)に 応 じた研修を希望。(自 治体)

・オ ンラインネ ットワークに関する資料等があ りま した ら,送 付 くだ さるよう希望 します。

(自 治体)
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4.ま と め

今回の仙台地域情報流通調査結果 は,「 ニ ューメデ ィア時代の到来 とい うことで各種 メディアが

あるがどれを選択 して計画す るかに苦慮 している」との意見 に見 られ るとお り,情 報化 または情報

流通に対する見方が各企業 ・機関によりかな りの隔 りがあると考え られ,こ の まとめが将来を予測

する上で正鵠をえない面 もあるが,当 面情報流通を促進 してい く上で次の様な ことを留意する必要

が あると考え られ る。

4.1情 報 交 流 の 媒 体 か ら見 た 情 報 の 特 性

仙台地域における情報交流の状況は,新 聞 ・雑誌等の印刷物や電話 ・面談及びテ レビ ・ラジオ等

によ るものが多 く,コ ンピュータオ ンライ ンによる情報入手の割合は1.3%,提 供 の割合は7.6%と,

まだ少ない ことがわか った。 これ は,二 次的な情報或いは三次的 な情報を幅広 く利用 してい るため

であると考え られ る。

情報 を特性 によって大き く分けると以 下の様に分類 され ると思われ る。

一次的な情報:統 計資料の様 に内容が専門的 でその見方や特性等 は作成者や経験者に しかわか

らないもの

二次的な情報:報 告書或いは雑誌記事の様に内容は一般的で,あ る程度その情報 に関する知識

を持 った人な ら理解で きる様に加工され たもの

三次的な情報:あ る行動を行 う場合に必要 となるもので,経 験や ノウハ ウ等の形で蓄積されて

いるもの

各種の情報はそれぞれの媒体の特性を生か して伝達 していると考え られ,現 在情報交流 に利用 さ

れ てい る媒体をこの特性別に整理 してみ ると,表4-1の 様 にな ると思われ る。

テレビや ラジオか ら入手する情報は迅速性があ るが,保 存性及び加工性はあ まりな く,主 に一次

的 な情報を伝達 し,新 聞や雑誌等の印刷物は,迅 速性 よりも細部にわたる内容(二 次的な情報)の

伝達を行い,保 存性に優れてい る。 電話や面談等は人的,組 織的なつなが りがあ り,主 に二次的 な

情報や三次的な情報,或 いはオープンに 出来ない情報が伝達 され ると思われ る。 また,テ レビ ・ラ

ジオ ・新聞 ・雑誌等は,一 方向に情報が流れ るため,あ る程度形式的になるが,電 話や面談は,双

方向に情報が流れ るため,情 報の入手幅に弾力性があり,不 定型 な情報が交換 されてい ると考え られ

る。

この様 に,そ れぞれの媒体毎に情報伝達の役割が分担 されており,今 後新 しい媒体への代替や,

新 しい媒体に よる新 しい役割 が確立 され てい くことが考え られる。
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4.2情 報 機 器 の 導 入 状 況 か らみ た 今 後 の オ ン ラ イ ン ネ ッ トワ ー ク の 形 態

現在,情 報交流の媒体 と して利用 されてい る機器の導入状況をみ ると,「 ファク シミリ」は利用

側56.9%,提 供 側71、8'%,'「 コ ン'ピュ一夕」は利用側45.5%,提 供 側38.5%の 企業が導入 して

お り,情 報交流の媒体 と して'も利用 されてい くと思われる 「ワープロ」は利用側31.2%,提 供側79.5

%が 導 入 しており,こ れ らの機器は今後も増加 してい くものと思われ る。

1しか し
,「 フ ァ'クシミリ」による情報交 流は,利 用側'4.7%,提 供 側7.6%と 通 信手段 と しての機

能を担 ってい る割 には,低 い値になっているが,電 話で交流できない部分を補 う機能と.して今後一

層活用 され ると思 われる。 ただ し,迅 速であるが,加 工には不向きである。

また,「 コンピュータ」においては,ホ ス トtoホ ■ ト、やボス!to/17コ.)/,ハ ソコンtoハ ソコ

痔 の ・ン ピーヲ ガ ラインネ ・ト7rク の耀 が実現 してお り・ホかtgホ ス トやホス トto

パ ソコジの形態で交流する情報 としては,統 計資料等の数値情報や,報 告書等 の文書 イメージ情報

等が考えられ,迅 速性 の他,情 報のカロ工利用が容易であ り,パ ソコンtoパ ソ コン,ワ ープ ロtoワ ー
'

プ ピあ形態では,電 子 メ」 ル機能や不特定 多数に対す る問い合わせ等,新 しい情報交流の実現につ

ながる可能性があ ると考え られ る。
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表4-1 情 報 交 流 の 媒 体 別 の 特 性
渉.「

媒 体 情報の内容 方向性 性 質 情報種別 保存性. 加工性 迅速性 入手情報(調 査結果より)及 び役割 備 考

雑 誌 一般的 一方向 定 型 2次 的 有.り 数週間 経済 ・景気動向,産 業界,各 施策,消 費者ニーズ,事 務合理化,機 械
専門的

マ 数 ヵ月 化等広範な情報で内容が分かる。 、

新 聞 一般的 一方向 定 型 1次 的 有 り

・

数 日 、 経済 ・景気動 向,産 業 界,各 施策,消 費者ニーズ,事 務合理化,機 械
化等広範な情報で内容が分か る。 テレビ ・ラジオを補 う。

テ レ ビ

、

一 般 的' 一方向 定 型 1次 的 かけ る
'有 り ・ 雑誌,新 聞 と同 じであるが,'主 に経済 ・景気動向となってい る。

ラ ジ オ 迅速性を重視 し,保 存性がかけるため,細 部にわたる情報は,入 手 し

、
L」 .

に くい。

電 話. 必要な情報
「

双方向 不定型 3次 的 がけ る 有 り[ 産業界.取 引先,経 済景気,取 扱商品の価格の動向等。
　 人 と人 との話合いの中か ら自らも情報を提供 しなが ら,情 報を引き出
、 す等具体的,あ るいは雰囲気的な情報の入手を行 う。

面 談 必要な情報 双方向 不定型 3次 的 無 し 産業界,取 引先,経 済景気,取 扱商品の価格の動 向等。
"'

人と人 との話合いの中か ら自らも情報を提供 しなが ら,情 報を引き出
一 す等具体的,あ るいは雰囲気的 な情報の入手を行 う。場所 ・距離の制

宇 約があ る。電話よりも具体的雰囲気な情報。

フ ァ プク ス 必要な情報 一方向 定 型 2次 的 有 り 有り 経済,景 気産業の動 き,事 務合理化,機 械化等。
電話で入手 しきれない情報(イ メージ,大 量データ等)入 手を行 って
い る。受発注情報等,業 務的な情報の入手を行 っている。

・
フ ロ ッ ピ ー 一般的 一方向 定 型

T

2次 的 有り 有 り 事務の合理化 ・機械 化,受 ・発注情報。

専門的
π

1次 的 . 情報の互換性の問題が ある。場所 ・距離の制約がある。

磁気テープ 専門的 一方向 定 型 1次 的 有り 有 り 事務の合理化 ・機械化,受 ・発注情報。
- 情報の互換性の問題があ る。場所 ・距離の制約がある。

コ ホ ス トー ホ ス.ト ・ 一般的 双方向 定 型 1次 的 有り 有 り、 有り 銀行のオ ンラ.インシステムに見るよ う「に業務的な情報の交流を行 うこ
ン ホス トー パ ソ コ ン 専門的 とによ り,業 務の効率化,新 しいサ ービスの実現がなされ ている。最

ビ ホ ス トー ワ ー プ ロ. 近の流通業においてもオンラインシステムによる流通 コス トの低減及
ユ び,新 しい サ ー ビスが 実 現 して い る。

1 そのよ うな状況をふまえ て,情 報交流の現状を見ると,事 務的にファ

タ 、 ククスや印刷物で,大 量 データあるいは流通を行 っている処理,コ ン
●

A

ピュ一 夕 オ ン ライ ンが考 え られ るの で は ない だ ろ うか。

ネ
ッ パ ソ コンー パ ソ コ ン 一般的

1
双 方向 不定型

吟

1次 的 有 り 有 り 有 り=ド 現在,電 話や面談で行 われ る情報交流は相談するためにはよりよい相
ト

ワ

● ⑳

ワ ー フ ロ ー ワ ー プ .ロ 専門的
必要な情報

2次 的
3次 的 '

手をみつけるζとが大切である。その様 なニーズに対 して,不 特定多
数の人に自分の問題意識を伝え,い くつかの回答を受けて,そ の中か

1
.、 二
ら自分にあった相談相手を選択することを 可能1ζするものが,パ ソコ

ク
' ,

ソ ネ ッ トあ るい は ワ ープ ロネ ッ トで は ない だ ろ うか。

情報の内容

÷

一般的 広範な情報

専門的 ある特定の情報
必要な情報一その都度必要 とする情報

-「

情報の種別 1次 的 一 原資料∴'r
2次 的 一1次 的 なもめ を報告書等に加工 された情報
3:次的一 経験やノウハウ ー

㎡

性質 定 型一 情報の内容が形式的に伝達され るもの「

不定型一 情報の内容に弾力性があ るもの



4.3オ ン ラ イ ン ネ ッ ワ ー ク構 築 上 の 課 題 と今 後 の 方 向 性

これ まで,コ ンピュータは主 と して業務処理の中に単体で利用 され てきたが,今 後通信網が全国
よ

に広が るとともに,コ ンピュータ,ワ ープ ロ等の普及によって,情 報交流の媒体 としてコンピュー

タネ ッ トワークが拡大 してい くと思われ る。

現在,銀 行の様 にオ ンラインシステムが実現 してい る所 もあるが,今 後オ ンラインネ ットワーク

を情報交流の媒体 として広範 に活用 してい くためには,情 報の利用機関,情 報提供機関,オ ンライ

ンネ ットワークの提供機 関が,そ れぞれの立場か ら,次 の様な問題を解決 してい く必要があると考

え られ る。

(1)情 報 の利用側

情報の利用側の調査 結果 は、オ ンライ ンネ,ッ トワー クの意義 に対して 「データ入手 の迅 速性」

44.0%,「 情 報の高度 かっ多様 な加工利用が可能」29.7%,注 意点 に対 して 「使い易さ」31.5%,

「企 業秘 密保護」31.5%,「 使 用料金」21.0%の 事 業所が回答 してい ることから・情報の利用側

の立場 としては,現 状 の入手 してい る情報や,オ ンラインネ ッ トワー クについて操作性・迅速性・

加工性等 を含ん だ利点,欠 点 を明確 にし,ま た,そ の導入に掛 かる経費等 を慎重 に検討 してい く

必要があ ると考 えられる。

(2)情 報 提供側

情 報の提供側の調査結果は,オ ンライ ンネッ トワー クの問題点 として 「内部 の提供情報の整備」

51.3%tt「 プ ライ バ シ ー 保 護 」35.9%,「 提 供 経 費 」38.5%の 機 関 が 回 答 して い る こと か ら ・情

1'報(∂ 提 供側め立場 として は,利 用者のニーズを十分把握するとと もに,デ ー タ整備 やシステAを

:F維 持 するための経費等,利 用者 と情報提供者の費用負担 をどの ようにす るかを十 分検討 してい く

ことが重要である。 また,自 治体 では特にプライバ シニ保護 の観点か ら,提 供す る情報の種類や

範囲等たっいて住民の コンセンサスを形成 し,制 度 を見直す等体制を整 える ことが重要 であ る。

(3)・オ ンラインネ ットウーク提供側 、

現在,'電 電公社の民営化等か ら約一年が経過 し,電 気通信事業法に定め る第一種電気通信事業

者の参入もあ り,全 国的 な通信網 の整備が着実に進め られているが,ネ ットワークの基礎とな る

これ らあ通信 網については,利 用価格の低減を推 し進めてい くこと,災 害発生 の可能性等を十分

考慮 した強靱な設備であ ること等が必要である。

'VAN事 業 等は
,今 後情報交流の中心的 な役割を果たすと考え られ るが,情 報交流の中でプ ラ

イベー トトな情報或いは企業秘 密に関す る情報め流通 も考え られ,コ ンピュータ犯罪や情報の もれ

等を防止するための制度的な体制 の整備等が必要 とな って くると考え られ る。・

また,今 後,情 報交流が より広範 に拡大 してい くことが想定 され るため,各 種のネ ットワーク

に 自由に参加できるよ う,異 な ったオ ンラインネ ットワーク間の情報交流 をす る場合の互換性 を

持たせ るために国等がよ りレベルの高い通信手順(プ ロ.トコル)の 標準化 を早急に推 し進めるこ

とが重要であ ると考え られる。'㍉

この様に情報流通の新 しい手段 であ るオ ンラインネ ットワークを実現す る上 で様々な問題 ・課
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題があるが,そ れ らの事項について今後,深 く掘 り下げた形で調査 ・研究活動を行 ってい くとと

もに,情 報の価値に対する意識 を高めることや,情 報の利用側,提 供側 がそれぞれの課題 を検討

するにあたって専門的な知 識を必要 とす るため,機 関の規模 によつてはそれ らに対応 しきれない

面 もあると思われるので,オ ジライ ンネ ットワー ク構築或いは参加の段階で相談 を行 う機関の設

立等 の国及び自治体 の施策や制度 を推進,確 立 してい くことが重要 であると考 え られ る。

オ ンライ ンネッ トワー クにっいては今回の調査結果 のとお り,「 参加す る」 とする企業が40.8

%に も達 して いること等から,今 後,そ の構築過程 を次 の様 に推測する ことができると思われる。

① 企業 ・業種 または,市 ・町 ・村 とい う単位でのバ ブル的萌芽 の集積をオンラインネ ットワー

ク化 し面へと拡大する方向。

② 国 ・地方自治体,情 報関連 業者等が先行的 にオ ンラインネ ットワークを構築することによ り、

①の単位が情報ニーズを選別 しつつ参加す る方向。

③ ① と②の並行的進行によるオ ンライ ンネ ットワーク構築の方向。

以上 の様な過程が考え られるが,よ り効率的 なオンラインネ ットワーク構築に向け て,行 政 と

企業又は情報提供側 と情報利用側等で,①,②,③ の過程を考慮 し,可 能な限 り現実に即 した地'

域 を想定 し,よ り具体的な方向へ と可能性を探 る必要がある。
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資 料1' 入 手 情 報 種 類 別 活 用 分 野

活用分野

情報の種類

企
業
経
営
の
た
め

製の
品た
のめ
販
売
活
動

予
算
計
画
の
た
め

雇成
用の
及た
びめ
人
材
育

製の
品た
のめ
生
産
活
動

資
材
購
入
の
た
め

研
究
開
発
の
た
め

賢答
材理
ピの

工た
程め
労
務

そ

の

他

①

そ ,

の

他

②

横(

回

絵笛

数

計)

所属産業 ・産業 界の動 き 47.8 26.4 10.4 5.0 9.5 7.1 7.1 3.3 1.8 0.0 399

国内 の経済 ・景 気動向 463 22.3 13.6 4.5 5.9 5.9 1.2 2.7 1.2 0.0 349

県内の経済 ・景気動向 45.7 23.1 1LO 5.3 5.3 5.9 α9 3.0 1.2 0.0 342

事務 の合理 化 ・機械化 39.5 7.4 7.7 7.4 7.1 3.3 1.8 11.3 0.6 0.0 290

消 費 者 ニ ー ズ ～ 22.6 27.0 5.0 L5 6.2 1.8 9.8 2.1 0.6 0.0 ,258

取引先の動向 28.5 24.0 4.7 1.2 5.0 5.0 L8 4.2 03 0.3 253

自社商品の シ ェア ・動 向 20.2 25.5 6.2 1.2 7.1 2.7 3.6 L8 0.9 0.0 233

新製品 ・新素材 ・新技術 16.6 11.3 2.4 2.4 10.4 4.7 15.4 1.8 0.9 α0 222

国県警の経済施策 32.9 13.1 6.8 2.1 3.9 1.2 3.0 L2 0.9 0.3 220

原材料価格動向 15.4 5.6 83 0.9 4.7 2U 0.9 5.9 1.5 0.3 218

賃金体系 ・福祉規定 21.7 1.2 8.3 25.8 0.9 03 03 4.2 0.9 α0 214

受 ・発注情 報 18.1 14.5 5.3 1.2 7.7 7.4 1.5 45 0.9 0.3 207

研修 ・訓練 の方法, 13.9 3.6 0.9 32.3 2.7 0.0 2.4 3.0 0.9 0.3 204

取扱い商品の価格動向 16.0 22.6 5.0 0.9 3.0 5.9 L5 4.5 0.0 03 203

関連製品の シ ェア ・動 向 19.0 23.1 4.2 0.9 5.0 2.1 2.7 1.5 0.6 0.0 202

販売の管理技法 17.2 26.4 4.2 33 L8 0.9 L5 2.7 0.6 0.0 197

税制(法 人税,相 続税) 37.7 2.1 11.3 2.1 0.9 1.5 03 0.6 L5 03 196

企業間の関連 30.3 1L6 2.1 2.4 3.6 3.0 2.7 1.8 0.6 0.3 196

仕入商品の需要 ・相場 12.5 9.5 7.7 1.2 2.4 15.1 0.9 5.6 0.9 0.3 189

企業向け融 資制度'・機関 29.7 4.2 1L9 1.2 2.7 3.0 L5 0.3 0.9 0.6 188

流行 ・売れ筋 商品 134 17.5 45 0.9 3.6 1.8 5.6 2.7 α6 0.0 170

財務の管理技法 26.7 2.1 13.6 2.1 0.3 1.5 0.6 1.8 L2 0.3 169

賃上げの決め方 17.2 0.9 7.7 17.8 0.6 0.3 0.3 3.0 1.2 0.0 165

生産の管理技法 10.4 4.7 2.4 3.6 15.7 2.7 2.7 5.6 0.6 0.3 164

経営計画の技法 29.7 3.3 6.8 3.3 0.9 0.6 0.9 L2 0.6 0.0 159

設備投資動向 17.5 10.4 7.1 0.6 4.5 1.8 2.4 0.9 0.6 0.3 155

予算制度総合管理の技法 14.8 2.1 17.5 1.8 0.0 0.6 0.6 0.9 0.9 0.3 135

人材情報 8.0 2.4 1.8 22.8 0.0 0.3 0.6 L2 0.6 0.3 130

特許 ・技術動 向 8.0 4.7 1.2 1.5 4.7 0.9 12.8 0.6 0.9 0.0 119

通行量 ・立地 条件 12.8 7.1 2.1 工2 2.4 0.9 L5 0.6 0.9 03 100

情報提供機関の所在 13.4 5.6 L2 2.1 0.3 0.6 2.1 0.9 0.6 0.3 91

共同化事業の進め方 11.3 3.6 0.9 0.6 2.1 1.8 3.0 0.6 0.9 0.3 84

その他 ① 0.6 0.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.6 0.0 7

その他11-19 0.9 0.0 α0 0.0 0.3 0.0 0.0 0.0 0.3 α0 5

その他1-19 0.3 0.0 0.0 0.0 0.3 0.0 0.3 0.0 0.3 0.0 4

その他20-28 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.0 0.0 0.0 0.3 0.0 2

その他 ② 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.0 1

その他7-10 0.0 0.0 α0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 00 0

その他 ③ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0

縦総計(回 答数) 2,416 L245 687 542 449 378 316 289 99 19 6,380

囲 比率 は,各 項の回答数 を有効 回答数337事 業所 で割 った値 であ る
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資 料.2 情 報 種 類 別 入 手 先

入 手 先

情報の種類

業
界
団
体

本

亨
親
会
社

取
引
先

経
済
団
体

情D

報B

サ業

1'

ビ

ス

業'

国地

の方
自
機治

関体

金
融
機
関

調
査
相
談
業

そ

の

他

①

そ

の

他

②

そ

の

他

③

横(

回

総答

数

計)

所属産業 ・産業界の動 き 40.9 18.2 19.7 9.1 9.4 17.9 11.5 2.1 L2 0.3 0.3 431

県内の経済 ・景気動向 24.5 11.5 15.5 17.3 1L2 18.5 18.5 2.7 1.5 0.3 0.3 402

国内の経済 ・景気動向 24.2 15.5 14.8 14.8 10.9 7.3 17.9 2.1
A

2.1 0.3 0.3 364

消費 者 ニー ズ 23.0 12.7 14.5 9.4 11.8 22.1 6.1 3.0 2.1 03 0.3 348

取引先の動向 15.5 10.6 20.6 3.6 5.8 4.5 8.8 6.7 2.4 0.0 0.0 259

事務の合理化 ・機械化 20.3 15.5 8.2 7.0 10.9 19.7 5.5 1.5 2.7 0.6 03 304

関連製品の シェア ・動向 20.9 13.3 12.7 5.8 7.6 24 3.3 0.6 1.2 0.3 0.0 225

新製品 ・新素材 ・新技術 20.6 10.9 13.9 3.9 8.8 15.5 3.0 L5 1.8 0.6 0.3 267

原材料価格動向 2L8 10.3 14.5 52 7.6 2.7 2.1 1.5 0.9 0.0 0.0 220

取扱い商品の価格動向 22.4 10.0 16.4 48 4.8 12.7 L5 L2 1.2 0.0 0.0 248

販売の管理技法 17.9 13.3 8.5 7.6 7.3 α9 3.0 1.2 L2 0.3 0.0 206

研修 ・訓練の方法 18.5 13.6 7.0 7.0 7.0 7.6 2.7 2.4 2.7 0.3 0.0 227、

P

、

¶

企業向け融資制度 ・機関 13.6 64 3.0 8.5 2.4 2.4 25.2 ・1.8 0.3 0.0 .0.0 210

経営計画の技法 13.0 8.8 一5.8 10.9 6.7 0.9 6.7 4.2 1.8 03 0.0 195

企業間の関連 20.6 10.3 9.4 4.5 3.9 2.4 3.6
'L5

L8' 03 0.0 193

自社商 品め シ ェア ・動 向 16.1 14.8 11.5 3.3 3.6 0.6 2.1 1.8 1.8 吟0
.3' 0.3 185:

国県警の経済施策 15.8 8.2 4.5 1L8 5.5 3.3 7.3 1.2 0.9' 0.0 03 ig4、

仕入商品の需要 ・相場 18.8・ 7.0 15.8 ・4.2 5.5 4.5 L8 0.6
I

l.5 0.0
P

O.0 197

設備投資動向 133 8.2 7.3 ・7 .3 6.4 4.2' 9.4 0.9 L8 03 0.3 196

賃金体系 ・福祉規定
弓

16.4 10.9 3.3 1L8 45
・

L5・ 4.5 1.2 ・1.8 0.0
、

㍉0.0 185,

税制(法 人税,相 続税) IL5 7.6 2.4 10.6 6.4 L2 9.7㌦ 4.2 1.8 0.0
'0
.0・ 183

受 ・発注情 報 13.6 9.4 148 4.2 6.7 .1.2} L8.
'0
.9 1.2 0.0 0.0

'

178

流行 ・売れ筋 商品 17.0 ,9.4 12.4
'

4.5 3.6 3.6 L5 1.5 1.5
.

03 0.3 184.

財務の管理技法 10.9 9.1 3.0 8.8 52 4.5 10.3 2.7 1.5
プ

0.3 0.3・ 187'

賃上げの決め方 142・ 9.7 2.7 10.6 3.6 2.1 42 0.6 1.8 0.0 0.0 164

生産の管理技法 1L5 10.0 3.3 5.5 39 4.8 0.6 L2 1.8 .0.9 0.3 145・

特許 ・技術動向 124 8.5 6.1 2.1 5.2 .7.0 L2. 1.2 1.5 0.0. 0.3 150

予算制度総合管理の技法 7.9 8.2 2.1 .6.4 3.9 0.9 48 2.1 1.5 0.3 0.0
'・126

「

情報提供機関の所在 10.3 5.2 4.5
、

4.5 5.5 45 24 α9 0.9 0.0
.
0.0 128

,

人材情報
,

7.0 4.8 3.9 ・3.9 6.7 .1.8 1.5 1.2 2.4 0.3 0.0 111

共同化事業の進め方 10.0 3.0 4.2 4.2 1.2 5.2 1.5 0.3 0.9 0.0 0.0 101

通行量 ・立地条件 5.2・ 3.6 42 33 3.6 L2 2.7 0.9 1.2 0.0 0:0 .86

その他1-6 0.9 似3 0.3 03 0.0 0.6 03 0.0 0.0 0.0 0.0 9
'

その他 ① 0.3 0.6 0.3 α0 0.6 0.6 0.0 0.0
『

o.3 0:0 0.0 9
L

その他20-28 0.3 0.3 0.3 0.0 0.0 0.0 α0 0.0 0.6 0.0 0.0 5

その 他11-1g 0.6 0.0 0.0 0.0 '0.0 0.0 0.0 0.0 013 0.0 0.0 3

その 他7-10 0.3 0.0 一 〇
.0 0.0

.

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3

その他 ② 0.0 0.3 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 03 0.0 00 3

その他 ③ oρ 0.3 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.0 09 3・

縦総計(回 答数) 1,756 1,057 965 751 652 631 621 191 175 22 13
`

6β34

囲 比率は各項の回答数を有効回答数330事 業所で割 った値である。
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資 料3 情 報 種 類 別 入 手 形 態

入手形態

情報の種類

新刷
聞物
.

・

雑
誌
等
印

電的

話つ
・な

面が

譲 り

等
人

z

!
ラ

ジ
オ

ζ
ク

ζ
リ

そ

の

他

①

コ オ

ン ン

ピ ラ

ユイ

1ン

《

そ

の

他

②

磁 ロ

気 ツ

テ ピ

ll

z
フ

そ

の

他

③

横(

回

総答
「

数

計)

国内の経済 ・景気動向 59.1 15.5 37.6 6.1 2.1 0.6 0.0 0.0 α0 399

県内の経済 ・景気動向 55.2 18.2 34.8 5.2 2.1 0.0 0.0 0.0 0.0 381

所属業界・産業界の動き 50.9 26.7 21.8 5.8 2.4 0.3 0.0 0.0 0.3 357

国県等の経済施策 44.2 9.1 24.5 2.1 L5 0.3 0.0 0.0 0.0 270

消費 者ニ ーズ 33.3 16.1 22.4 4.8 1.8 0.3 0.9 0.6 0.3 266

税制(法 人税,相 続税) 35.8 10.9 12.4 1.2 2.4 α0 0.0 0.0 0.0 207

事務の合理化 ・機械化 35.5 14.5 10.0 5.5 2.4 33 1.2 1.5 0.3 245

企業向け融資制度 ・機関 30.9 12.4 8.8 1.8 L8 0.0 03 0.0 0.0 185

新製 品 ・新 素材 ・新技 術 35.8 133 12.4 3.9 L5 α6 0.3 0.0 03 225

賃金体系 ・福祉規定 30.9 10.9 8.2 0.9 2.1 0.6 0.6 0.0 0.0 179

取引先の動向 22.4 25.5 6.4 2.7 1.5 σ6 0.6 0.0 0.0 197

設備投資動向 27.0 1L5 8.2 2.4 L8 0.3 0.3 0.0 0.0 170

関連 製品 の シ ェア ・動 向 27.9 13.3 9.1 2.7 1.8 0.3 0.6 0.0 0.0 184

販売の管理技法 26.1 13.0 6.4 2.7 3.0 2.4 L2 0.6 0.3 184

原材料価格動向 27.6 15.2 4.8 3.6 α9 0.0 0.3 03 0.0 174

流行・売れ筋商品 23.3 12.4 12.7 3.6 1.8 0.3 0.3 0.6 0.0 180

経営計画の技法 26.1 12.1 5.5 1.5 2.7 0.0 1.2 0.3 0.3 164

研修 ・訓練の方法 25.8 9.7 4.8 L8 3.6 0.0 1.8 0.3 0.3 159

受 ・発注情報 18.5 14.8 2.7 4.8 1.5 3.3 0.3 1.2一 0.0 156

取扱い商品の価格動向 23.0 17.6 33 3.0 L5 、0
.0 03 0.0 0.0 161

自社 商品の シ ェア ・動 向 19.1 15.2 5.2 3.3 2.7 2.1 0.6 0.0 0.0 159

仕入商品の需要 ・相場 23.9 142 5.2 2.7 L5 0.0 0.3 0.0 0.0 158

財務の管理技法 22.7 9.7 4.8 L8 2.1 2.1 0.9 0.6 0.3 149

賃上げの決め方 23.9 9.7 6.1 0.3 2.1 0.3 0.6 α3 . 0.0 143

企業間の関連 17.6 14.8 4.2 3.5 2.4 0.3 L2 0.0 0.3 148

特許 ・技術動向 23.3 6.1 7.0 L2 1.2 0.6 0.6 03 0.0 133

人材情報 16.1 94 4.5 0.9 1.2 0.0 0.3 α0 0.0 107

生産の管理技法 18.8 7.0 3.0 L8 2.4 L2 0.9 0.6 0.3 119

情報提供機関の所在 13.6 7.9 5.2 L5 1.5 0.0
'0
.6 0.3 0.0 101

予算制度総合管理の技法 18.8 48 2.4 0.9 L8 2ユ 0.6 0.6 0.0 106

通行量 ・立地条件 12.1 4.5 4.2 1.2 1.5 0.0 0.3 0.0 0.0 79

共同化事業の進め方 11.8 7.3 2.1 0.6 0.9 0.3 0.3 α0 0.0 77

その他1-6 L2 03 0.0 0.3 0.0 0.3 0.0 0.0 0.0 7

その他7-10 0.6 0.0 0.0 0.0 α0 0.0 0.0 0.0 0.0 2

その他 ① 0.3 03 0.3 0.0 0.0 0.3 0.0 0.0 0.0 4

その他20-28 0.0 03 0.0 0.0 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 2

その他11-19 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 α0 0.0 0.0 0.0 1

その他 ② 0.0 0.0 0.0 0.0 α0 0.0 α0 0.0 0.0 0

その他 ③ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 α0 0.0 0.0 0.0 0

縦総計(回 答数) 2,914 1,334 1,027 285 207 70 58 27 10 5,938

囲 比率は各項の回答数を有効回答数330事 業所で割った値である。
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資料4企 業経営に関する情報ニーズ調査票

記入上 のお願 い

*整 理番号欄には記入 しないで下 さい
。

*ア ンケ ー トの設問のなかで○を付け る場合にはい くつで も該当する番号に付けて下さい
。

*ア ンケ ー トの設問のなかで該当項 目が 「その他」になる場合 は具体的に記入 して下さい
。

設問1あ なたの企業の概要について記入および該当する番号を○で囲んで下さい。

整理番号

企 業 名

所 在 地 〒 一

記入者及び連絡先 所属

氏名 皿()一

業 種 1,建 設2.鉄 鋼3.非 鉄 金 属4.化 学5.パ ル プ ・紙

6.繊 維7、 金 属 製 品8.窯 業 ・土 石 製 品9.住 宅 建 材

10.一 般 機 械11.電 気 機 械12.輸 送 機 械13.精 密 機 械

14.食 料 品15.電 気 ・ガ ス16.そ の 他 製 造 業()

17.卸 売18.小 売19、 金 融20.保 険21.不 動 産

22.運 輸23.通 信24、 そ の 他 サ ー ビス()

従業員(家 族・役員

パー トを含む)

1.20人 以 下2.21～50人3.51～100人

4.100～300人5.301人 以 上

資 本 金 1.1千 万 円以下2.3千 万 円以 下3.1億 円以下

4.1億 円を超える

設問2-1あ な たの企業では現在どの様 な事務用情報機器 を使 ってますか。該 当す る番号を○ で囲

んで下 さい。 また,コ ンピュータに○を した方はあなたの事業所内に設置 してある機器名

と台数の欄に記入 して下 さい。

Lコ ンピュータ2.フ ァクシ ミリ3.ワ ー ドプロセ ッサ ー

4.利 用 していない

5.そ の他(機 器名)

設 問2-2コ ン ピュータに○を した方へ

メ ー ・力 名 機 器 名 台 数
A
口

A
口

ム
口

A
口

ム
口

A
口
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設問3あ なたの企業 では,今 後事務用情報機器を導入す る計画はあ りますか。該当する番号を○で

囲んで下 さい。

1.コ ン ピュータ(年 頃)

2.フ ァクシミリ(年 頃)

3.ウ ー ドプロセ ッサー(年 頃)

4.利 用 していない

5.そ の他(機 器名)(年 頃)
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設問4あ なたの企業では現在どの様な情報を入手 してどの様に活用されていますか。情報の種類と

活用分野について該当する番号を○で囲んで下さい。

活用分野

情報の種類

企
業
経
営
の
た
め

ト研

究
開

発
の

た

め

製の
品た
のめ
生
産
活
動

製の
品た
のめ
販
売
活
動

資
材
購
入
の
た
め

予
算
計
画
の
た
め

雇成
用の
及た
びめ
人
材
育

資庫
材管
工理
程の
労た
務め
在

そ の 他

1

2

3

4

5

方0

経

垣
技
術
動
向

県内の経済 ・景 気動向 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

国内の経済 ・景 気動向 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

所属業界 ・産業界の動 き 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

設備投資動向 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

特許 ・技術動向 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

新製品 ・新 素材 ・新技術 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

その他 1・ 2 3 4 5 6 7 8 9 10

7

8

9

01

施
策
制
度

国 ・県等の経済 施策 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

企業向け融 資制度 ・機 関 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

税制(法 人税,相 続税) 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

賃金体系 ・福祉規定, 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

その他 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

11

12
,'
13

14

15
1

16

17

18

19

事
例
紹
介
等
活
動
方
法

経営計画の技法 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10・

共同化事業の進め方 1 2 3 4 5 6 7・ 8 9 10

事務の合理化 ・機械 化 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

生産の管理技法 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

販 売 〃 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

財務 〃 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

予算制度総合管理の技法 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

賃上げの決め方 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

研修 ・訓練 の方法 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

その他 1 2 ・3 4 5 6 7 8 9 10

20

21

22

'23

24

25

26

27

28

製
品
に
関
す
る
情
報

消費者 ニーズ 1 2 3' 4 5 6' 7 8 9 10

関連製 品の シェア ・動向 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

自社商品の シ ェア ・動 向 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

流行 ・売れ 筋商品 1 2・ 3 4 5 6 7 8 9 10

原材料価格動向 1・ 2 3 4 5 6 7 8 9 10

仕入商 品の需 要 ・相場 i 2 3 4 5 6 7 8 9 10

取引先の動向 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

取扱い商品の価格動向 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

受 ・発注情 報 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

・そ の他
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

9

0

1

2

3

4

52333333

そ
の
他
の
情
報

企業間の関連 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

情報提供機関の所在 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

通行量 ・立地条件 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

人材情報 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
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設問5あ なたの企業では今後どの様な情報を入手 してどの様に活用されますか。情報の種類と活用

分野について該当する番号を○で囲んで下さい。

活用分野

情報の種類

企
業
経
営
の
た
め

研
究
開
発
の
た
め

製の
品た
のめ
生
産
活
動

製の
品た
のめ

販
売
活
動

資
材
購
入
の
た
め

予
算
計
画
の
た
め

雇歳
用の
及た
びめ
人
材
育

資庫
材管
工理
程の
労た
務め
在

そ の 他

1

2

3

4・

5

6

経
済
・

技
術
動
向

県内の経済 ・景気動向 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

国内の経 済 ・景 気動 向 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

所属業 界 ・産業 界の動 き 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

設備投資動向 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

特許 ・技 術動向 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

新製品 ・新 素材 ・新技術 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

その他 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

7

8

Q∨

01

施
策
制
度

国 ・県等 の経済 施策 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

企業向け融資制度・機関 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

税制(法 人税,相 続税) 1 2 3 4 5 6 7 8 9' 10

賃金体系・福祉規定 1 ・2 3 4 5 6 7 8 9 10

その他 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

1

2

3

4

5

6

7

8

9111111111

事
例
紹
介
等
活
動
方
法

経営計画の技法 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

共同化事業の進め方 1 2 3 4 5・ 6 7 8 9 10

事務の合理化 ・機 械化 1 2 3 4 5 6 7
'8

9 10

生産の管理技法 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

販売 〃 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

財務 〃 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

予算制度総合管理の技法 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

賃上げの決め方 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

研修 ・訓練の方法 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

その他 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

20

21

22

23

、24

25

26、

27

28

製
品
に
関
す
る
情
報

消費者ニーズ 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

関連製品の シェア ・動向 1 2 3 4 5 6 7 8 9 .10

自社商品の シェア ・動向 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

流行 ・売れ筋商品 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

原材料価格動向 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

仕入商品の需要 ・相場 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

取引先の動向 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

取扱い商品の価格動向 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

受 ・発注情報 1 2 3
'
4 5 6 7 8 9 10

その他 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

Q】

0

ー

ウ・

3

4.

52333333

そ
の

他
の

情
報

企業間の関連 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

情報提供機関の所在 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

通行量 ・立地条件 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

人材情報 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
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A

設問6あ なたの企業では現在情報をどの様な機関からどの様に入手されそいますか6情 報の種類と

入手形態 ・入手先について該当する番号を○で囲んで下さい。

入手形態

入手先

情報の種類

;

三
1

タ

う
ラ

イ

ン

磁

気
テ
1

で

ζ

ご
イ

《
ク

ζ
リ

言

亨
ラ
ジ
オ

新

口
雑
誌
等
印
刷
物

電

苧
面
談
等人

的

8
が
り

そ の 他 国
の
機

口
地
方
自
治
体

経
済
団
体

業
界
団
体

金
融
機
関

調
査
相
談
業

情
報
サ

1
ビ

㌘
D

B

業

本

芒
親
会
社

取

引

先

そ の 他

ー

ウ●

3

4

5

6

経
済
・

技
術
動
向

県内の経済 ・景気動向 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

国内の経済 ・景気動向 1
、
2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 . .17 18 」9: 、20

所属業界 ・産業界の動 き 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

設備投資動向 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

特許 ・技術動 向 1 2 3 4 5 ・6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 ・16 17 18 19 20

新製品 ・新 素材 ・新技術 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

その他 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 171 18 19 20

7

8

9

01

施
策
制
度

国 ・県等の経済 施策 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20
企業向け融 資制度 ・機 関 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

'
17. 18 19'

420

税制(法 人 税,相 続税) 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 ,12 13 14 115 16 二17: 日 19 20
賃金体 系.・福祉規定 1 2 3 4 5 6 7 、8 9 10 11 12 13 14 15 ,16 17 18 19 20

その他 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

1

2

3

4

5
・

6

7

8

9111111

.

-
,

-
.

-

事
例
紹
介
等
活
動
方
法

経営計画の技法 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 .16 17 18 19 20

共同化事業の進め方 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

事務 の合理化 ・機械 化 1 2 3 4 5 6 7 8・
'9
. 10 .11 12 13 14 15 16' 17: 18》 {191 .20

生産の管理技法 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 1β 19 20

販 売 〃 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 .16.,烈. 18"● 19 20

財務 〃 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 i18 19 20
予算制度総合管理の技法 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 i18 19 20

賃上げの決め方 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 i18 19 20
研修 ・訓練 の方法 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

{18
19 20

そ の他 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

0

1

2

3

4

5

6

7

82

「

2

2

2
:

2
」

2
.

2

2

2

製
品
に
関
す
る
情
報

消費者 ニーズ 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18
プ
19 20

関連製品の シ ェア ・動向 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 118 19 20

自社商品の シ ェア ・動向 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 118 19 20
流行 ・売れ筋商品 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 i18 19 20
原材料価格動向 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 }18 19 20
仕入商品の需要 ・.相場 、 1 2 ,3,.4 5 6 7.8 9 .10. 11 12. .13 14. _15、 一16 _17, 力8 19 20

取引先の動向 1 2 .3 4 5 6 7 .8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

取扱い商品の価格動向 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

受 ・発注情報 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

その他 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

9

0

1

2

3

4

52333333

そ
の

他
の

情
報

企業間の関連 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

情報提供機関の所在 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

通行量 ・立地条件 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

人材情報 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

1 2 3 4 5 6 7 8
'
9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20
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設問7vAN等 オ ンラインネ ットワークによる情報流通が話題にな っていますが,ど のような意義

が あると思い ますか。該当す る番号を○ で囲んで下さい。

1.デ ー タ入手の迅 速性

2.デ ー タ入手の正 確性

3.情 報 の高度かつ多様 な加工利用が可能

4.費 用 ・労 力の負担軽減

5.大 量 データの利用 , .'

6.よ くわか らない

7.そ の 他'(具 体 的に':',.)

設問8今 後あなたの企業はネ ットワークに参加す る意思があ りますか。該当す る番号を○で囲んで

下さい。

1、 参加す る(① 有料でも ②無料な ら)

2、 参加 しない

調9今 後あなたの企業がネ ・ト㌃ クec参加す場 合・どのような点に注意は すか・剖 する

番号を○ で囲んで下さい。'
ト コ 　 吟 唱 コ

1.企 業 秘 密 保 護'2.災 害 対 策3.使 用 料 金t4.'使 い 易 さ

一.'5.そ の 他(" 、 ・ ,ttt)

設 問10そ の 他,オ ン ライ ンに よ る 情 報 交 換 及 び 利 用 に つ い て ご 意 見 が あ り ま した ら,'記 入 して 下 さ

い 。

ご協力ありが とうございま した6
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資料5情 報提供に関する調査票

(記 入上のお願い)

(1)整 理番号欄には記入 しないで下 さい。

(2)各 設 問の うち該当項 目が 「その他」になる場合は具体的に記入 して下 さい。

(3)貴 機 関の情報提供活動に関するパ ンフレ ット等の資料が ござい ました ら添付 して下 さるよ

うお願 い します。

整理番号
illil
i ll

機 関 名

所 在 地 〒 一

記入者及
び連絡先

所属 役職

氏名 電話()一

1.情 報 機器 の利用状況について

問1-1貴 機 関では情報機器を導入 していますか,該 当する番号に○印を付けて下 さい。

(1)

(2)

(3)

::1;隠 が近い癖 人の計画=コ ー
導入 していない。

問1-2以 降 へ

問2-1以 降へ

問1-2導 入済又は導入計画のある機器について記入 して下さい

問1-2 整理番号 ili
`ll

機 器 メーカ及び機種 台数 導入又は計画時期

(1}
コ

ン

ピ

ュ

ー

タ

ホ ス トコ ン

ピ ュー タ 年 月

端 末 機 年 月

そ の 他 年 月

(2} ワ ー プ ロ 年 月

(3) フ ァク シ ミ リ 年 月

(4) そ の 他 年 月
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問1-3bン ピ ュータによるオ1ンライ ン文1ま1コi]ジピ}ニータ媒体(フ ロッピー ・デ ィスク,磁 気テーーー

プ等)で の情報交流による業務 を行 ってい ますか,該 当す る番号に○印を付 けて下 さい。

謬 二:隠 が魎 来実施す。計画があコ 問1三・岬
(3)計 画 し て い な い 。'『'『 ・',[''"t・L'一";問2'-1以 降 へ

問・一・'・ ンピ三魂 よるオシ・杉 又は・ンピーご撒 での繍 梛 ・る主な業務及び対

象機 関について記入 して下 さい。

"

P

・ 輪 ・・ 〉 レ ベ診F、 」 う

・ ㎏:
問1-4 整理番号

ii:

iii

…

番
号

対象業務名及び概要
「A,'

対象機関及び媒体 実施又は計画時期
ミ

.,

「

ξ'

i.

,

`

」 i・

年 月
→

i
'AL 、 へ ← .層 ・'.

2
、,・

、年 月

…,

〉

,÷ ・べ
,～.一 一 ・-i

－A 【

」,三`、.!・ 、 ・"'

3

一

.'
〆

年 月

… … こ 　 .』♪:

{ 1

,
▼,9

}・ ㎏ 、.・.

い ∴
肯.i,〉 」 ←w.' ・.¥.◆.

…
ト

∴'噛"1
》L、-

↓

↓.■',L7■9馳 一 一_川 姪・_叫.,一,_噌 一,▼ ン.、,^.$ 、 、 ' ,

●.
'

エニ

7

二

4 い
ポ1

年:月_
.》

.∵ 『._.一.

;
】

! '

pI,

プ
、

λ'
"

一マ.

;
,・ ㎡ ■ 、 噛ト ー-

…
慨 巨 ∫,,

膓 5 .

年 月
`『'埠 ÷ …

‥,.,、,一 甲 一..,.},…'、 ∨
、

1

.∠

∨-}一 ・ ]AL
」 '「 奄

: よ 畠

1>
:

i .... A"-一 ヤ}"『一'"

{
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2.情 報 提供 活動について

問2-1貴 機 関で提供 している主な情報について記入 して下 さい。 またその提供方法 ・媒体の該当

す る欄 に○ 印を付けて下 さい。

η

、 問2-1(D 整理番号 1"ii…
:

ξ コ 磁 テ フ 新 面 そ の 他,
」

提供情報名` ン 気 レ 聞情 ピ テ ア

提供状況(件 数 ・回数等) ユ 1 ビ

■ 談

報 対象機関 ・' ▲
・

ぞ ●

ク 雑
誌 ●

分 オ フ シ 等
1 ラ一 ン 口
' 印 電
野

ー

タ

番
号

:・'

`

元
イ

ご
イ

ジ

オ

ミ

リ

刷
物 話 A

経

1
.

1

1

`

・9i

'

r:

済 2

・

.∴

i:

情
ξ

、.

報 3.

|

`1

t } :1
7 1

4

1

'

`「 イ

1

・1

ト

卜 《

,`■

…
r'

L1
、

・

}

,
i. P ・,

技
「P

」
「
φ
、
",

. 2 :

`

術
'
、

ー

■

]
.

、

, 1

`

「

i情 .

・

.

1報 「

: 3
FL '

F

1 }
7'

F
「

.

、

:
、 … 甫

…
F

～ 吉 」 ■'
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「
,、,

,「'

問2-1∫2) 整理番号 iii
コ 磁 テ フ 新 面 そ の 他

提供情報名 ン 気 レ 聞
情 タ、

提供状況(件 数,回 数等), ご T ビ

ア

羅
談

報
'.
.

対象機関
. よ z

■'

.

ク ・ ∋ 士 ・

口 む、

}●

分 ト

}
`

'オ
フ
ラ

シ 等
ン 口 印 電

野
一

: 7
ψ ご

ジ ミ
刷 .

番 ン イ オ リ 物 話
: 号 生

1
,

1

!

市 L ψ

,
A

.

況 2
.

:

、 1
:

1 :

情
.

1 －w

報 3
:

7
.

;
シ

`

=`

s

;、, へ.層 、^■ びz

}

1

ぐ

' '

{
`

経 L i
、 1

、
一,r が

「 哀

.営 2
1 ・

1
■ と

弓

,

号
セ

.「
1 「

;情
: `: :

:報 3i
s

I

τ,

F

}
; ' 一 一$

;
、

…
↓

t

1
l

l

:そ
」 、

`

|

: `

…
`

…■7, 啄 吟r、 ・、

,の
.

2

r

他
`

:
1

η
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問2-2 貴 機 関で行 ってい る情報提供活動の特徴及 び問題 点 ・課題について記入 して下 さいb

(1)特 徴

問2-2(1)整 理 番号

② 問題点 ・課題

整理番号

1'

3、 今 後の情報提供活動について
　 ヴ ほ コ シ さ ぐ

問3-1今 後 のオ ンラインネ ットワークによる情報活動につい て該当す る㎞に○印を付けて下 さい。

(D実 施 中 間3
、72以 降へ ・ 川1佃

② オンライン化の計画があ る 一 パ^'

(3)オ ン ライン化 しない 問
3-3以 降へ ∵ttぷ

(4)考 え ていない
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問3-2今 後,オ ンラインネ ットワークによる情報提供活動 をどのように進めて行 く予定ですか,

具 体的に記入 して下さい。

整理番号

問3i-3今 後,オ ソラインネ ッ:トワークによる情 報提供活動を進 めてい く上で問題となる事項は何

・ だ と思 われ ますか,ま たオ ンライン化 しない理 由は何ですか,該 当す る欄に○ 印を付けて下

さい。 また,問 題 となる事項について具体的 に記入 して下 さい。

…i(1)内 部 の提供情報の整備
,

}(
:)

i

;(2)外 部 情 報 の 入 手 及 鰹 備
:(1)

1...(3)プ ラ イ バ シ唖 保 護 、 ...,・

()

(4)情 報 提 供 活 動 に 係 る経 費

(・)、

・ ㈲ .通 信 方 法 の 標 準 化 ・ ・ ,,、

(,.)

㈲ 情 報 提 供 活 動 に 係 る設 備

()

(7}そ の 他

()

問3-3整 理 番 号iii
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問4オ ンライ ンネ ットワークを形成 するための要望があ りました ら記入 して下さい。

整理番号

問5以 上のほか,オ ンラインネ ッ トワークによる情報の流通に関 してご意見が あ りま した ら記入 し

て下さい。

問5整 理番号

ご協力あ りが とうござい ました。
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地域内情報流通調査(各 論 皿)

近畿地域行政情報流通調査

(近畿地域)





1.調 査 研究の概要
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1.調 査研究の概要

1.1目 的

行政部門か ら発生す る情報 は膨大 な量にのぼ ってお り,他 の行政機関や民間企業 においても利用

価値の高い情報が 多い と思われ る。 ・ ・',

己 れ らの行政情報のデータベース化 とオ ンラインに よる流通の促進は,行 政サー ビスの効率化 ・

高度 化 と地域内情報流通の活性化をもた らすものと考え られ る。

・本調査では,行 政機関及び地域の調査機 関が産業振興を目的 として提供で きる情報 と行政機関及

び民間企業等利用者の知 りたい情報を明確にす ることによって,行 政 情報 デー7タペーズの構築及び

行政情報流通のオ ンライン化の可能性 と問題点を探 ることと した。

1.2内'容 一一 ・,∵ ・1.

ω 行 政情報の明確化'"'㌧'・i⑱ ・'い't'・t

レ① 行政機関,金 融機 関,情 報サー ビス機関,経 済団体等地域における情報の提供者が現在行 っ

1・1.てい る情報流通の実態及び問題点を把握す る。rt－ ら'、tt・ ・

,『② 民間企業や行政機 関等,利 用者が知 りたい行政情報を明確化する。 パ ・

③ 情報流通の拡大の可能性につい て検討す る。

(2)行 政 情報データベースの構築及びオ ンライン化による 流通の可能性の検討 ・・1

1.3推 進 体 制 ・ ・,・'"

次の諸機関で構成する 「近畿地域行政情報流通調査委員会」を 設置 し,調 査研究を行 った6

京 都 府 ・1

1大 阪 府:・ ・

兵 庫 県 …,一 、 一』・lt・t

大 阪ガス株式会社 … 一,

関西電力株式会社 …

財団法人関西情報 センター

大阪通商産業局
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2.近 畿地域行政情報流通調査

,

2.1ア ン ケ ー ト 調 査 の 概 要 ・t'」:、 ・一't,.・ ∵

ら:.・'・ ・'・ ∴
(1)調 査 の 趣 旨

..・ パ ∵

行政機関や地域の調査機関苛 酷 輌 剖 手ならび・r鯛 蟻 行政鯛 舗 報の受け手が

現在行政情報に関して抱えひ ・問牢 明磁 1・・今後 櫛 報データベースの構築及びオ

ンラインによる流通の可能性を検討するだめの基礎資料どする。

(2醐 査 の 方 法1㍑1
ピ ・1'"航 。

郵 送 に よ る ア ン ケ ー ト方 式

(3)調 査 対 象 機 関 ㌦' .い"、 .

近 畿 地 域 の 行 政 機 関(国 出 先 機 関,地 方 自治 体),金 融 機 関,情 報 サ ー ビス 機 関,商 工 会 議 所

等 経 済 団 体,一 般 企 業 等,約350機 関

(4)調 査 内 容:'"tt ,i、 三 ☆ ζ

① 情 報 機 器 の 利 用 状 況,tt:・ ジ:・"::ぽ1二1:▽IL:、 三1

② 情 報 の 利 用 お よ び 入 手 状 況

③ 情 報 の 提 供 の 現 状"・"・ ド ・ ‥

④ 情 報 の 整 備 状 況ttI.t't'、"i;.,i

⑤ そ ・の 他 丁 パ ・ 、

⑤ 調 査 時 期 一 ∵ 一..∵'

調 査 票 の 発 送 ・60年10月 下 旬

〃 回 収60年11月 下 旬r',

⑥ 回 収 結 果

ア ン ケ ー ト発 送 数 と 回 収 結 果 は 表2-1,図 ・2-1の 通 り で あ る。

表2-1回 答機 関

発送数 回答数 回収率

府 県 7 ・3
'
43.3

市 町 村 96 73 76.5

商工団体 51 35 69.1

情報企業 55 31 56.8

一般企業 85 46、 54.6

銀 行 16 6 38.0

公的機関 15 14 93.8

政府機関 21 13 62.4

そ の 他 7 3 433

合 計 353 224 63.9

商工 団体 二商工会議所,同 連合会,経 済 団体等

情報企業:情 報サービス企業,情 報機器 メーカー

銀 行=市 中銀行,保 険会社

公的機関1中 小企業情報センター,府 県研究所 等

政府機関:国 出先機関,政 府系金融機関等
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一般企業

情報企業31

銀行6 回答数224件

体

図2「1回 答機関

2.2調 査 結 果

2.2.1情 報 機器 の利用状況

調査対象機関が情報機器をどの程度利 用 しているのかを,機 器の導入状況,.オ ン ライン化,民

間データベースサー ビスの利用の3点 か ら調査 した。

(1)情 報機器の利用状況(Q1)・ ・:、

パ ソコン,ワ ープロ,フ ァク シミリの利用状況はいずれ も利用予定を含めると,約200機

関 にのぼ り(回 答数224)全 体的 に高い普及率 となっている。 また,比 較的新 しい光デ ィス

クは,現 在利用 しているのは28機 関 と少ないが,多 くの機関が利用を予定 してお り,今 後

高い伸 びが予想 され る。 ふ ・

機関別にみると,地 方 自治体に比 べ政府機関 ・公的機関での汎用 コンピュータ ・オフコン

の利用の遅れが 目立 ち,さ らに商工 団体 においても汎用 コンピュータはあまり利用 され てい

ない。一方,民 間企業(一 般企業及び情報企業,以 下同 じ)は いずれ も情報機器 がかなり普

及 してお り,光 デ ィスク等の導入 などに も,積 極的な姿勢が うかがわれる。

。5。1。 。回答㌣,。2'242。。 、,。 翻 ㌫ 認
ている

汎 用 コ ン ピュ
ー タ

オ フコ ン

パ ソ コ ン 『

ワー プ ロ

フ ァク シ ミリ

光デ ィス ク

その地

図2-2情 報 機器 の利用状況
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表2-2情 報機器の利用状況(Q1)

回 答
汎 用
コンピュータ オ フ コ ン パ ソ コン

ワ ー プ ロ フ ァクシミリ 光 デ ィス ク そ の 他

機関数 利用 予定 利用 予定 利用 予定 利用 予定 利用 予定 利用 予定 利用 予定

府 県 3 1 2 1 3 3 3 2

市 町 村 73 45 9 31 15 56 10 7σ 2 41 19 6 16

商工団体 35 6 1 13 9 18 6 31 2 23 '9 5 1

情報企業 31 23 1 19 1 31 31 31 8 12 6

一般企業 46 41 1 35 5 44 45 44 1 11 17 5

銀 行 6 6 3 5 6 6 1 2

公的機関 14 2 4 3 1 13 1 12 8 4 5・ 1

政府機関 13 6 5 i 9・ 1 10 1 10 3 (2 2 `

そ の 他 3 1 1 2 3 3

合 計 224 131 18 111 32 181 18 211 5 169 36 28 61 13 0

表2-3情 報 機器利用率(全 機関)'

(%)

情 報 機 器
(a)

利 用 率

(b)利用

予定率
(a)十(b)

汎 用 コ ン ピ ュ ー タ 58.4 8.0 66.5

オ フ コ ン 49.5 14.2 63.8

パ ・ ソ コ ン 80.8 8.0 88.8

ワ ー'プ ロ'

'

94.1 2.2 96.4'

フ ァ ク シ ミ リ 75.4・ ・ 16.0 91.4

光 デ ィ ス ク 12.5 27.2 39.7

そ の 他 5.8 0 , 5.8
で

●

一//' ・『1;∵ .

② オ ンラインによる業務処理 について(Q・2)'tt.』 ・,

現在 オンライ ンによる業務処理を行 っていると答えたのは11-9機 関 で,・回答機関(224

機 関)の 半数以上 とな っている。 そ してその約4割 にあたる:4'2機 関が,す でに他社,他 機

関 とのオンライ ンによ る業務処理を行 ってお り,予 想以上 に外部 とのオ ンラインによる業務

処理が普及 していることが判明 した。 ・ ・:・

なお,当 然のことなが ら,ハ ー ドウェア(と りわけ汎用 コンピ ュータ)の 導入率が業務の

オ ンライン化を左右 し,汎 用 コンピュータの利用が少ない商工団体や公的機 関は,オ ンライ

ン化による業務処理 もあ まり普及 していない。

一方
,同 様 に他社,他 機関 とオ ンライン化 していても自治体 と民間企業ではかなり様子が

違い,ほ とんどの民間企業は外部とオンライン化 している場合,本 社内 ・支店間 ともオ ンライ

ン化 してい るのに対 して,自 治体で外部とのオ ンラインが行われている機関でも本庁内 ・出
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先機関間とはオ ンライン化していない場合が多い。
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図2-4オ ン ライ ンによる業務処理(機 関別)
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亀

表2-'4オ ン ラインによる業務処理(Q2>

回答数 行 ってい る 検討中 行 って

本社 ・ 支店 ・ 他社 ・ 本社 ・ 支 店 ・、 他社 ・
いない

本庁内 出先間 他機関 本庁内 出先間 他機関

府 県 3 2・ 1 2 2 1 Ol 1「0
0 0

市 町 村 73 42' 29 17、 、6 13

`

9
'}

・2
"3

19

商工団体 35 2 1 0' 1 3 0
∴0

2 3!
'

情報企業 31 23 16 11 15 5 1
)3

2 5

一般企業 46 35 23 27 41 5 0 1 2 9

銀 行 6 6 3 5 ・6
〆

0
'0 ㌦0

0 0

公的機関 14
:0旬

0 0 0 5 2: 1'3 3 9
` ヨ

A

政府機関 13 8 5 6 1 3 、1
92

1 3
Ll■

1

そ の 他 3 1・4 ,0 1
'0

0
「

・ 、σ ・ 旦 0 1

合 計 224 119 78 69 42 35 13 11 13 77

(3)民 間 データベースサ ービスの利 用について(Q3)1～ ㌧'・ぐ∵Cξ ぼ

'全体的に ここで も民間機 関に比べ行政機関の遅れが 目立づ∴ なかでも情報機器の充実ぷ り

に比べ,'市 町 村め民間デ」タペ ースの利用 は著 しく低いごまだ民間企業はいずれ も多く利 用

してい るが,必 ず しも情報関連企 業の方が利用率が高いとは言乞ない6:1(一 ～パ1パ 時

なお,中 小企業情報セ ンター等の公的機関では汎用 コンビ三一夕;'牙 プ ゴンはあ まり導入

されていなか った(Q1)も の の,民 間データベースの利用に関 じてはか なり積極的に利用

ら ン ご タ ト' .して い る。 ・'"∵ 』 『`"』 ▽ ‥

、・,利 用 して い る民 間 デ ー タ ベ ニ ス は 以 下 の と お り多 種 に わ た る。 ○ ㍉ ㌧ 【け

〔 日経NEEDS-IR,日 経 テ レ コ ム,帝 国 デ ー タ 六 ジ ク,QUICKI,℃APITAL,JICST,'JCIF・;PATOLIS,TSR'⊥`BIGS,TSR-FINESt't・'〕

%τ 、.'・ ㌧ 【'… 麗麗 利 用 じで い る
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1 吻 利用を予定

[コ 利用 していな
い ,

利用していない
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利用 している

府県 商工 情報 一般 銀行公的 政府 その合計
・市 団体 企業 企業 機関 機関地

図2-5デ ー タベ ースサ ービスの利用
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表2-5民 間 デ ータベ ースの利用(Q3)

回答数
利用 して

いる

予定 して
いる

利用 して
いない

府 県 3 2 2 0

市 町 村 73 3 2 67

商工団体 35 4 2
'27

情報企業 31 8 2 20

一般企業 46 23 3 21

銀 行 6 3 0 3

公的機関 14 5 3 7

政府機関 13 2 1 11
1

そ の 他 3 0 0 2
1

合 計 224 50 15 158

`・L
,・1

2.2.2情 報 の利用及び入手状 況 ・.、 、

各利用機 関がどのよ うな行政情報を利用 し,ど のよ うな形で入手 したいか,ま たそのオンライ

ンでの流通 にはどのよ うな問題があるのか とい った点 について,行 政情報を利 用す る立場か らそ

れぞれの機関に回答を得 た。.._、

(1>情 報 の利用状況及 び情報についての満足度(Q4)

① 情 報の種類別利用状況

情報の利用状況を情報の種類別にみると,統 計情報のなかでも土地人 口,国 内 ・地域の

経済などの統計,ま たは法律税制,景 気見通 し,業 界動向,及 び行政施策,公 的融資など

の情報が多 く利用されてお り,行 政情報の ウェイ トが高いといえる。.

.こ れ を利用機関別 に見 ると,行 政機関では土地人 口,国 内 ・地域の経済などの統計,法

、 律税制,行 政施策及び公的融資などの情報ニーズが高い。 それに比べて民間企業等では,

ほぼ どの情報 も均一 に利用 してい るが,業 界動向などの経営に密着 した情報の利用が行政

機関 より多 く,ニ ーズの違いがわかる。
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表2-6情 報の種類別利用状況(Q4)

現 在 の 利 用
利用機関

情報の種類 府 県 市 町
商工団

体,

情報関
連企業

一般企

業
銀 行
,

公的機
関

国 ・政

府機 関
その他 計

① 土 地 人 口 統 計 3 58 31 12 31' 6 9 11 1'3 164

② 国 内 経 済 統 計 3 48 32 18
'34

6 9 10 3 163

③ 地 域 経 済 統 計 3 51
'

、33
15 30

,L

6 11 10 3 162

④ 海 外 経 済 統 計 3 22` 22 1 .3 28 6 8 8
'2

112

⑤ 貿 易 統 計 3
ス23

26 11 29 5 11 8 2 118

⑥ そ の 他 統 計 2: :2 2 1
¶

7

⑦ 法 律 税 制 情 報 3 54. 29, 18 33 5 8 8 3 161

⑧ 景 気 見 通 し 3
.

31 28 18. 331

'
6 10 10 3, 142

1

⑨ 業 界 動 向 情 報 3 29 32 25 40 6
』

12' 10《 2 159
.

⑩ 企 業 収 益・情 報 3 ・18・ 24 16 29 6'
'9

9'
'3

116

⑪ 金 融 為 替 情 報 3
'

19 23 1'6 32 6 9 7 3
118

⑫ 商 品 情 報 2 L17 .18 2ρ 27
P

4
シ

9'
-6

3 106

⑬ 技 術 特 許 情 報 3
1

、116・ ・ 20 2:0
㌔

'32
4 11 ,2,

、
2」,

110

⑭ 商 品 市 況・情 報 1 15 15 12 28 4 8 6 2 91

⑮ マーケ ッティング情 報 2 15 21 18 27 3 9 3 2 100
1

⑯ 企 業 立 地 情 報 3 26
'2
0 9 19・ 4 9 7 1 98

⑰ 行 政 施 策 情 報 3 54 26 17 29 5 11 8 3 156

1

⑱ ㌧公 的 融 資 情 報 3 40 28 13 25 3 11 8 3 134

:『 ご'・ バ 彰1"タ

利用機関
今 後 の 利 用i

情報の種類 府1県 市 町
商工団
体
情報関
連企業

一般企

業
銀 行

公的機
関
国 ・政
府機関

その他
1
,

計

マ
` 1

① 土 地 人 口 統 計 8 3 1 1 1 13

② 国 内 経 済 統 計 、1 9 8 1 2, 2
φ; 123

◆
,

t
一

③ 地 域 経 済 統 計: .1 16 8 '3' 一4 、

,↓2
3

.■)
. 37

④ 海 外 経 済 統 計 、1 3 5

「

1 .5
';

17 1

∴1 ..

`●

`

`16

⑤ 貿 易 統 計 3 6 1 3 1・
`

.
14

1

⑥ そ の 他 統 計 1

ス
,

田 2

⑦ 法 律 税 制 情 報 9 4 2エ 3 1 2
「

21

③ 景 気 見 通 し 1 16 11'〃 2 7 3 1 41

⑨ 業 界 動 向 情 報 1 7 11 7 7 1 5 2 41

⑩ 企 業 収 益 情 報 1 5 7 6 1 r 21

・

⑪ 金 融 為 替 情 報 1 5 5 1 3 1 16

⑫ 商 品 情 報 1 3 6 6 3 4 2 25

⑬ 技 術 特 許 情 報 5 5 9 6 5 1 31

⑭ 商 品 市 況 情 報 4 6 3 2 1 1 17

⑮ マーケ ッテ ィング情 報 8 6 9 6 2 5 1 37

⑯ 企 業 立 地 情 報 17 6 3 2 3 2 33

⑰ 行 政 施 策 情 報 1 19 6 6 3 2 1 38

⑱ 公 的 融 資 情 報 1 12 5 4 3 1 3 29
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■

② おもな情報源

各利用機 関がどの ような所か ら情報を入手 してい るか をまとめ てみると,自 治体は国や

府県か らの情報入手が50～60%以 上 にも達 し,市 町村か らの入手 も含め ると70%近 く

となる。 当然の ことなが ら府県は国か ら,市 町村は府県か らの情報が多い。 それに比べて

情報関連企業等の民間企業は情報の50%以 上 を企業 や団体に頼 っており,特 に府県か ら

の情報入手が少ない。 しか し,商 工団体や公的機関などでは逆に府県か らの情報が高い ウ

ェイ トを しめている。

懸1利 用数
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利 用 機関 府県 市 町村 商工団 情報企 〒般企 銀行 公的機 政府機 その他
,体 ・業 業 関 ・, 関 関

、,図2-8機 関別情報利用状況 、.
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図2-9情 報源別情報利用状況
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情報の満足度

情報についてどの程度満足 してい るか との質問に 「満足 してい る」 と答えたのは全体の

10%に 過 ぎなか ったが,「 普通であ る」を含めると全体の86%に も達 し,あ る程度情報

に満足 してい ることがわか る。

情 報の種類別にみてもあ まり大 きな変化は見 られないが地域経済統計,マ ーケ ッテ ィン

グ,企 業立地 などの情報に 「不満である」 または 「不 明」 と答えた回答が20%以 上 とな

った。逆に土地人 口統計,法 律税制,金 融為替,商 品,商 品市況,公 的融資などの情報の

不満度は10%前 後 であ まり不満を持たれていないことがわか る。

さらに主な情報源別 に比べ ると,市 町村の情報に 「不満である」 または 「不明」と答え

た回答は22%に 達 し,次 いで府県の16%,国 の13%と 紡 ぎ,団 体,企 業の情報に比べ

行政機関への不満度が高い と言え る6

:・'Eヨ .不満度
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表2-7情 報源別情報満足度(総 計)(Q4)

A:満 足 している

B;普 通である
C:不 満である

.
{

`

Z

「"

・

■

8
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(2)磁 気 媒体による情報の入手について(Q5)

磁 気媒体で情報を入手 してい ると答え たのは27機 関 で,全 回答機関中の1割 強だけであ

りあ まり多いとは言 えない。 またその入手先は半数以上が企業か らであ り,次 いで団体,国

の順 となる。情報の種類別 では 「土地 ・人 口統計」が非常に多 くあとは横並 びである。

表2-8磁 気媒体による情報入手(Q5)

利 用 情 報 の 入 手 先
`

情報の種類 機関数 国 府 県 市 町 団 体 企 業 その他 計

① 土 地 人 口 統 計 11 4 2 3 3 12

② 国 内 経 済 統 計 4 1 3 4

③ 地 域 経 済 統 計 3 1 2 1 4

④ 海 外 経 済 統 計 1 1 11

⑤ 貿 易 統 計 2 1 1 2

⑥ そ の 他 統 計 1 1 1

⑦ 法 律 税 制 情 報 1 1 1

⑨ 業 界 動 向 情 報 2 1 1 2

⑩ 企 業 収 益 情 報 4 4 4

⑪ 金 融 為 替 情 報,, 1
.

「

1 1

⑫ 商 品 情 報 .1 1 1

⑬ 技 術 特 許情 報 4 2 2 4

⑮ マニケ汚 ・ング情報 、

P

2 1
'1

2

⑲ ⑳ その他, ,3
1

1 3 4
.■

計 40 8 4 0 9 21 1 43

1

府 県 2 ぺ

■1、

市 町 村 8
r.

実
商工団体 0

利 情報企業 6

用 一般企業 9

機 銀 行 1

関
公的機関 0 実利用機関:何 らかの情報を磁気媒体で

政府機関 1 入手している機関

そ の 他 0

合 計 27
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●

(3)行 政 情報 の問題点について(Q6)

行政 情報について は,

イ 情報が古い(86機 関)

ロ どのよ うな情報が提供 され ているのかわか らない(84機 関)

ハ 詳細な情報が少ない(81機 関)

などを 多 くの機関が問題 と しており,と くに 「情報が古 い」,「 詳細な情報が少 ない」は民

間企業,政 府 ・公的機関では回答機関の半数近 くを 占めてい る。

なかでも興味深いのは,民 間企業だけでな く多 くの行政機関も 「どのよ うな情報が提 供さ

れてい るのかわか らない」 と回答 しており,行 政情報の存在につい てのPRが まだまだ 不十

分であるとい うことがいえ る。

膠 回答数

100

90

80

70

60

50

40

30

20

10

0
デ
ー
タ
が
曖
昧

磁
気
媒
体
で
な
い

いデ
ー
タ
量

が
少

な

い窓
口
が
分
か
ら
な

が
あ
る

直
接
出
向
く
必
要

な
い
詳
細
な
情
報
が
少

ら
な
い

が
あ
る
の
か
わ
か

ど
の
よ
う
な
情
報

点題問のていつに報情政行12一2図

デ
ー
タ
が
古

い

表2-9行 政情報の問題点(Q6)

そ

の

他

1デ ー 2デ ー 3詳 細 4 5磁 気 6出 向 7窓 口 8情 報 9

回答数 タ量が タが古 な情報 情報が 媒体で く必要 がわか の内容 その他
少ない い 少ない 曖昧 ない ある らない 不明

府 県 3 0 2 0 0 0 0 2 1 0

市 町 村 73 14 18 27 3 3 7 9
'
19 1

商工団体 35 8 16 14 1 1 8 5 ;11 1

情報企業 31 3 15 10 1 4 8 11・ ・17
!

、.1

一般企業 46 8 20 14 6 5 13 13 21 ∴1

銀 行 6 1 1 3 0 1, 4 1 3 0.

公的機関 14 3 7 8 1 1 6 3. 6 1
1

政府機関 13 4 6 4 0 0 4 3 6
1

1

そ の 他 3 0 1 1 0 0 0 0 0 0

合 計 224 41 86 81 12 15 50 47 84 6
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(4)最 新 の行政情報の入手手段(Q7)

行政 情報の入手手段 と して各機関 とも,一 般紙 ・誌(148'機 関),専 門紙 ・誌(128機

関),業 界紙 ・誌(104機 関)な ど,ペ ーパーによる入手がペーパ ー以外の手段(講 演(101

機 関),会 議(89機 関),テ レビ(67機 関),問 合 わせ(61機 関))な どより多い。これ

はペ ーパーによる情報入手が比較的容易であ り,時 間 に左右 されることがないなどの理 由に

よるものと思われ る。

また,デ ータベース等 のニ ューメデ ィアを用いた行政情報の入手は まだまだ僅かであるが,

メデ ィアの普及率の低 さの他,情 報 自体の提供が不足 してい ることも大 きな要因と考え られ

る。

(

180

160

140

120

100

80

60

40

20

0 と

ア
レ

ビ

フ
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オ

2
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般
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・
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紙

⇔
誌

3
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デ
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ベ
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ポ
ー
ト
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ン
・シ
ス
テ
ム

9
講
演
会

・
説

明
会

10

会

議

・
セ

・ハ、
ナ

ー

11
問
合

せ

・
面
談

口 回答数

図2-13最 新 情報の入手手段

表2-10最 新情報の入手手段(Q7)

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

回答数 テレビ・
ラジオ

一般紙

・誌
業界紙
・誌

専門紙
・誌

広報紙
・誌

報告書
レポート

デ ー タ
ベ ー ス

キャプテ ン

システム

講 演
説明会

会議 セ
ミナー
問合せ
面 談

その他

府 県 3 0 39 2 3 1 3 0 0 1 1 2 0
'

市 町 村 73' 251 43 15 37 17 31 0 0 32 34 18 1

商工団体 35 12 27 12 16 22 16 1 1 14 14 11 1

情報企業 31 9 16 22 19 9 15 3 0' 17 13 3 0

一般企業 46 12 34 35 30 16 22 5 1 23 16 12 0

銀 行 6 0 6 3 5 1 6 2 0 2 1, 4 0

公的機関 14 3 7 4 8 5 r9 2 0 6 4 5 0

政府機関 13' 5 10 9 9 3 6 0 0 5 5 6 0

そ の 他 3 1 2 2 1 1 1 0 0 1 1 0 0

合 計 224 67 148 104 128 75 109 13 2 101 89 61 2
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⑤ ニューメデ ィアによる情報流通に対 する意識(Q8)

今後 普及 してい くと思われるニ ューメデ ィアによる情報流通 に対 して,26%に あたる59

機 関が,「 利用 したい 」と してお り,比 較的 多 くの機関が利用 を希望 してい る。 また,「 検

討 したい」とす る回答は120機 関 と一番 多 く54%に 達 し,Q7で あ ま り利用されていなか

ったニ ューメデ ィアも条件 さえ整えば導入 して もよいとい う潜在的な希望はかなりあるとい

え る。

また,「 時期尚早 であ る」,「 わか らない」などの意見は,そ れぞれ25機 関,17機 関

と少なか った。

検 討 した い120

利用したい59

図2-14

224件

ニ ューメデ ィアによる情報流通

期尚早25

わか らない
7.6%そ
の他

1.8%

7

4

1

表2-11ニ ュ ーメデ ィアによる情報流通(Q8)

、

`

1 2 3 4 5

回答数 利用 し 検討 し 時期尚 わから その他
たい たい 早 ない

府 県 3 1 2 0 0 0.

市 町 村 73 14 43 9 6 2

商工団体 35 7 24 1 1 1

情報企業 31 9 13 8 0 1

一般企業 46 20 20. 3 3 0

銀 行 6 1 5 1 0 0

公的機関 14 3 8 1 2 0

政府機関 13 4 3 1 5 0

そ の 他 3 0 2 1 0 0

合 計 224 59 120 25 17 4
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⑥ 行政情報流通に適 した ニ ューメデ ィア機器 につい て(Q9)

調査 結果は,高 速 ファクシ ミリ(54%)が い ちばん多 くづ 次い でコンピュータ ・ネ ットワ

ーク(51%)と な った
.。

またパ ソコン通信,ビ デオテ ックスは,37%,33%に とど まり,こ の傾向は特に自治体

に強 く見 られた。 これは,操 作が簡単で ビデオテ ックスより馴染深い高速ファクシミリを,パ

ソコンによる通信 よ り信 頼性が高 く大量かつ高度 な分析 の可能な コンピュータ ・ネ ットワー

クに選択 したものと考え られ る。 ・

回
答
数

140

120

100

80

60

40

20

0
コンヒ'=一夕・パ ソ コ ン 高 速 フ ァ ビ デ オ テ ポ イ ス メCATV多 機 能 電 そ の 他'

ネットワーク 通 信 ・・ ク シ ミ リ ッ ク ス ー ル 話

図2-15情 報 流 通 の た め の ニ ュ ー メ デ ィ ア 機 器

表2-12i行 政 情 報 流 通 に 適 したニ ュー・メ デ ィア 機 器(・Q9)…

1,!
1. し

1コ ンビ 2 、3 4 ,5, 6 :7 8i

回答数
'

ユ=タ ネ

ットワ 「ク

パソコ

ン通信
高速ファ

クシミリ

ビデオ

テックス

ボ イ ス

メ ー ル

CATV
l

、

多機能
電話

その他

…
」

府 県 3 i』3

.

↓

2 3 1 0: 0:

i

膓

0 o

市 町 村 73 43 乞3 :37 23 2 ・16 8: '♀

: | 1

レ

商工団体 35 江9、 、9 26・ 7 1 3 9 0

'

情報企業 31
'
13 14 13 15 1 5・ 1 , 0

.
一般企業 46 ユ9 21・ 18 ・18 3 6 4 1

,

,

銀 行 6
1.

4' 3 5 1 0 0 0 0

公的機関 14 iro 6 7 5 0 1 ・2 1
v 1

政府機関 13 i4 3 8 4 1'
( 1 0 0

E

1

そ の 他 3 0 1 3 0 0 1 0
、

0

合 計 224 115 82 120 74 8 33 24 4
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(7)行 政情報のニ ューメデ ィアによる流通の問題点(Q10).《 、.,

「コス ト」を問題とす る機関が全体の70%を 占め トップであるが,こ れはハー ドの初期

投資や ランニングコス ト等が大変であるとい うだけでな く,行 政情報が本当に コス トに見合

った情報となりうるのか,と い う疑問 も多 く含まれているよ うに思われる。

また,プ ライバシーに関するデータ流通を懸念す る機関 も132機 関 ・58%に 達 す る。 と

くに より住民 と密着 した市町村では8.0%以 上 が コス トよりプライバ シァ保護が問題である

と回答 している。・また,オ ンラインシステ ムの データ保護(39%),通 信 システムの信頼性

・責任体制(34%)な ど も問題 と してお り,全 体的に システムやデー タの管理面 に対す る不

安が浮き彫 りにされてい る。,

,回 答数

0204060'80100120"t40160180

コ ス ト

プ ラ イバ シー

データ保護

信頼性、責任
体制

専門家の配置
へ に ピ パ

民間の営業圧'`迫

その他

132

図2-16行 政情報の流通を行 った場合の問題点

表2-13行 政 情報流通上の問題点(Q10) ,.

コ ス ト 専門家 デ ー タ プ ライ システム 民間の ・

回答数 ',

・バ シ ー; の信頼 営業圧 その他 .

が問題 が必要 保 護 保 護 性責任 迫 ,、 卜.

府 県 3 2 11 2 2) 3 0 0.
i) 〉 .

,～

市 町 村 73 47 15 45 60 23 1 1

商工団体 35 24
'

8 7 17
'
r1 ゴ 1'・

情報企業 31 24
膓2

11 18 8 3 0』

一般企業 46 32 6 14 22 '21 '4
・

!

・2・ 、

銀 行 6 5 1 0 1 O
l

1 2'

公的機関 14 10 7 5 7 5 1 1

政府機関 13 10 3 4 5 3 0 1

そ の 他 3 3 .1 0 0 1. 0 0

合 計 224 157 44 88 132 75 11 8

'
ピ

`

'X

-

.
`
、
、
.

・
)

泉

門パ
‥
{〈
}
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2.2.3情 報 の提供にっいて

次に,将 来の行政情報のオンライ ン ・ネ ットワークに向けて,各 機関の情報の提供状況や体制,

また情報を提供す る際の問題点等について質問 した。

(1)外 部 への情報提供について(Q11)

情 報 を提供 してい ると答えたのは144機 関 ・34%と か なりの数にのぼ ってい る。 また,

一 般企業は20機 関 ・44% ,情 報 関連企 業は8機 関 ・26%と 少 なか ったが,行 政情報の発

生源で ある行政機 関はいずれ もほとんどの機関が外部に情報を提供 してい るといえ る。

提供 の方法 と してはやはり月報,文 書によるものがほ とんどを占め,次 いでフ ァクシ ミリ

とな り,コ ンピュータ,磁 気媒体によるものは まだ まだ少ない。 とくに行政機関でコンピュ

ータによる情報提 供を行 ってい ると答えたのは,わ ずか2カ 所の政府機 関だけであった。

また,検 討 中であるとの回答は コンピュータ,フ ァク シ ミリが多 く,今 後の普及が期待 さ

れ る。 検 討 して い る6

提 供 して し る

して いない70

無回答4
1.8%

図2-17外 部への情報提供

表2-14外 部 への情報提供(Q11)

回答数 提供中 検討中 しない

府 県 3 .3 0 0

市 町 村 73 50 3 18

商工団体 35 32 0 2

情報企業 31 8 1 21

一般企業 46 20 1 24

銀 行 6 5 0 1

公的機関 14 14 1 0

政府機関 13 10 0 3

そ の 他 3 2 0 1

合 計 224 144 6 70
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表2-15情 報 提供方法(Q11)

回答数 月 報 文 書
コ ン ピ

ュ ー タ
磁 気
媒 体

フ ァ ク

シ ミ リ
その他

提供中 3 1 1

府 県 3

検討中 1

市 町 村 52
提供中 40 36 5 4 3

検討中 1 1 4

商工団体 32
提供中 27 22 1 7 5

検討中 1 2

提供中 4 4 2 3 1 1
情報企業 9

検討中 1

提供中 12 13 1 1 1一般企業 21

検討中 1 1 2 1

提供中 5 3 1 1
銀 行 5

検討中 1 1

提供中 14 10 5 2
公的機関 14

検討中 6 1 2

提供中 9 4 2 1 2 2
政府機関 10

検討中

提供中 1
そ の 他 2

検討中 1

提供中 115 93 5 11 22 14

計 148

検討中 1 2 12 2 10 1

柱)回 答数は情報提供中または情報提供を検討中と答えた機関数

(2)情 報提供に関する規定等の作成(Q12)'

「規定 を作成 している」 と回答 したのは19機 関 ・9%で あ る。一方 「担当部門の判断によ

る」 とするのが127機 関 ・57%で あ り,明 確に規定を作成 して情報提供 してい る機蘭は少

ないよ うであ る。 これは現在 の情報提供の現状 では規定を作る必要がない,あ るいは情報提

供にはさまざまなケースが考え られ規定が作 りに くいなどが考え られるが,オ ンライン ・ネ

ットワークの進展につれ次第に検討 しなければな らない問題とな っている。

また 「定例情報以外は提供せず」 と答え た機関は約2割 の47機 関 であ った。
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47

16
19

27

麗翻 規定を作成
醸§担当の判断
Z乙 定例情報のみ
函 その袖
口 無回答

.図2-18情 報 提供す る場合の規定等の作成状況

表2-16情 報 提供に関す る規定(Q12)
(.

1

1 2 3 4

回 答 数 作成 している 担当部門の判 定例情報以外 そ ・の 他

断 による は提供せず

府 県 3 0 3 0 0

市 町 村 73 5 43 17 8

商工団体 3'5 3 25 6 1

情報企業 31 1 13 6 2

一般企業 46 5 22 9 3

銀 行 6 1 5 0 0

公的機関 14 0 12 3 0
;1

政府機関 13 4 2 5 1
`

そ の 他 3 0 2 1 0

合 計 224 19 127 47 15

(3)外 部へ情報提供す る時の問題点(Q13)

イ 専任 スタ ッフが必要75機 関

ロ 財政 負担が大 きい70機 関

ハ 詳細 情報 を求 め られる55機 関

などを各機関が問題と している。

33.5%

31.3%

24.6%

なかでも公的機関 ・政府機 関は 「ハ.詳 細 情報を求め られ る」に関 しては比較的回答が少

なか ったが,市 町村では逆 に多 くなってい るのは興味深い。

また民間企業では 「イ.専 任スタ ッフが必要」 との回答が多か った。
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回
答
数

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

9

8

7

6

5

4

3

2

1

財政負担 専任スタッ 詳細情報を 情報加工を 提供先の増 その他
フ 求められる 求められる 加

図2-19情 報提供 している場合の問題点

表2-17外 部への情報提供の問題点(Q13)

1 2 3 4
,

5 6

回 答 数 財政負担 専任のス 詳細情報 加工を求 提供先が そ の 他
が大きい タ ッ フが を求めら め られる 増加する

必要 れ る

府 県 3 2 2 0 0 1

'

0

市 町 村 73 20 22 25 11 5 ・14

商工団体 35 17 12 1「1 7 1
'
2

情報企業 31 3 9 5 8 2 3

一般企業 46 7 16 9 4 8 4
..

銀 行 6 4 2 0 0 2
"

1

公的機関 14 11 8 2 1 4 0

政府機関 13 5 4 2 0 4 2

そ の 他 3 1 0
'1

1
「

0

.
0

合 計 224 70 75 55 32 27 ・26

1

●

(4)今 後 提供 してい く必要のある情報 とその可能性(Q14)、

ま ず,行 政機関で億 「有用な情報」,「 公開できる全情報」などという漠然 と したものも

多か ったが,主 な もの を列挙 すると,

〔企業 ・業 界情報,広 報(イ ベ ント,観 光,施 設等),技 術 情報,産 業 ・経済情報,行 政施策,文 献情報,法 律 ・税制,金 融 ・為替情報 〕

など広範 囲に及び,そ の提供の可能性についてもほ とんどの機関が 「可能性あ り」として

いる。

また情報公開制度を検討 してい る機関が多 く,そ の確 立のためにも提供すべ き情報を各機
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関ども検討 してい ると思われ る。

一方
,民 間団体は,

〔驚㌶ ㈱ 企業Pぽ 紹⊇ 界◆市酬 経嶋 文化雌 〕
などが 多 く,他 にも各機 関独 自の さまざまな回答を得た。

しか し,そ の提供の可能性については,銀 行や商工団体ではほ とんどが 「提供できる」と

してい るものの,民 間企業 では 「提供できる可能性はほとんど考 え られない」とする企業が

多か った。

(5)ニ ューメデ ィアによる情報提供についての検討事項(Q15)

と くに自治体ではコス トよ り 「内部での情報整備」を検討 しなければな らない とする所 が

多 く,情 報提供の基盤が整 ってお らず今後の情報整備が期待 され る。

また 「利用者ニーズ」への回答が比較的多 く,ど のような情報が利用者 ニーズに合 うのか

まだ各機関 とも手探 りで あるといえ る。

「他機関 とのバ ランス」に関 しては比較的回答が少な く,あ る程度他の提供機 関と横並び

の情報が提供できるとの判断によるもの と思われる。
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◆

図2-20ニ ュー メデ ィアを利用 して情報提供を行 う場合の問題
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表2-18ニ ェーメデ ィァによる情報提供につい ての検討事項(Q15)

1 2 3 4 5 6 7

回答数 提供に 専任要 内部で 利用者 利用者 他機関 その他
係る経 員の配 の情報 ニ ー ズ の費用 とのバ
費 置 整備 負担 ラ ン ス

府 県 3 3 2 3 1 1 1 0

市 町 村 73 46 22 60 34 20 10: 3

商工団体 35 25 11 、24 18 9 9 0

情報企業 31 16 5 18 13 10 3: 0

一般企業 46 24 13 24「 19 12 9 4

銀 行 6 4 3 3' 4 1 2 0

公的機関
1
14 11 13 10 10 6 3 0

政府機関 13 10 3 7 7 3 3 1

そ の 他 3 1 2 1 1 2 0
'0

合 計 224 140 74 150 107 64 40 8

⑨

2.2.4情 報 の整備 について'

こ こでは内部の情報を各機関がどの程度整備 しているかを調査することによ り,オ ンライ ン ・

ネ ッ トワーク実現の可能性を探 ってみた。

(1)デ ーiベ ースなどコシピュ三夕による情報の整備状況(Q16)

「コ ンピュータによる情報整備を行 っている」と答え たのは全体の半分近ら1d2ue関 であ

り,「 行 う予定 」の45機 関 を合 わせ るとかなりの数にのぼる。t-Lt

しか しその内訳をみ ると,入 事や財務 ・会計情報,ま た市町村の 「その他」 として住民情

報 など,プ ライベー ト情報,経 営上のデータなどが主であると思われ,一 概にオ ンライ ン ・

ネ ッ トワークのための情報が整備 されているとは言い難い」今後はプライバ シー保護の観点

か らもさらに,ど のよ うな情報がネ ットワークされるべ き情報 なのかを検討 してい く必要が

あると考え られる。

、回答数'
02040」6080100120

行 っている人事

灘1計
ξ難 燃

行違 定

騰 計
ξ端端
行 って い ない

図2-21デ ー タベース等による情報整備
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表2-19デ ータベ ース等による情報整備(Q16)

1行 って い る 2行 う予定 3行
って回答

数
人事
財政
会計
販売
在庫
統計
指標
技術
文献
他の
文献

その

他
人事
財政
会計
販売
在庫
統計
指標
技術
文献
他の
文献
その
他

いな
い

府 県 3 3 2 1 1 1 1 2 2 1 0

市 町 村 73 27 9 10 1 3 2 17 16 1 5 2 8 36

商工団体 35 6 2 2 1 1 1 1 4 5 1 2 23

情報企業 31 14 6 10 6 4 6 2 2 7 2 2 2 2 1 1 11

一般企業 46 34 28 28 25 17 9 7 3 7 2 3 4 1 1 1 1 7

.

銀 行 6 5 3 3 3 1 1 1 1

公的機関 14 3 1 3 2 1 7 2 3 5

政府機関 13 9 6 6 3 7 2 1 0 4

そ の 他 3 1 1 1 1 1 0 2

合 計 224 102 58 64 37 37 20 15 29 45 5 13 6 6 3 4 13 89

2.2.5そ の 他

最後に本 調査につい てまった く自由に記入 してもらった。

(1)オ ン ライ ン ・ネ ジ トワークによる情報流通に対 して等の自由な意見(Q17)

非 常 に様 々な意見を記入 していただ き,各 機 関の 関心の強 さが うかが われ る。

全体的に見ると,様 々な条件が整えばオ ンライン ・ネ ットワークの可能性は高 く,多 くの

機 関が遅かれ早かれその実現を予期 しているもの と思われた。

主な意見を列挙す ると,

イ プ ライバ シー保護,デ ータ保護への留意が必要である。

ロ 情報の コス トパフ ォーマンスやハ ー ドの初期投資が心配。

ハ 情報の選定や整備が大変 であ る。

の3点 にと くに意見が集中 した。

特に市町ではプライバ シー保護,デ ータ保護に関 して関心が高 く,オ ンラインが禁止 され

ている機関や,通 信 などの信頼性や情報の流通範囲に不安を抱 く機関 もあ った。

また,そ の他の意見と しては,

・中央と地域,大 企業 と中小企業 との間で情報格差がで きるのではないか。(市)

・操作や設備 が簡易でなければ ならない。(商 工団体,民 間企業他)

・標準化 されたシステムの開発が必要である。(市)

・機関 自体の情報処理に対す る意識が浅 く,回 答に困 る。(商 工団体,政 府機 関)

・行政情報 自体が リアルタイムな情報ではないので,オ ンラインは不要であ る。(一 般企

業)

な どが挙げ られた。

以上色 々な不安点が出され,ま だ まだ検討すべき問題 も残 されてい るのではないかと思わ

れ る。

●
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3.近 畿における情報化の方向と行政情報の流通促進

本調査の目的は,行 政情報の流通の現状を把握 し,今 後のあり方を提示することである帖 これ

を検討するに当たって,本 章では各分野での情報化の現状と展望を行い,あ わせて域内市町村にお

ける情報化の現状と課題を例示して参考に供 したい。

●

3.1情 報 化 の 現 状 と展 望

3.1.1産 業 分野における情報化

産業分野においては,当 初,大 量定型事務の効率的な処理を 目的と して,汎 用 コンピュータの

導入とい う形での情報化が進展 したが,現 在 では事務部門の総合的 な効率化を 目指 してOA化 の

進展,流 通販売部門でのPOS導 入,さ らには生産部門におけるFA化 な ど企業内のあらゆ る部

門での情報化が進め られつつあ り,フ ァク シミリ,オ フコン,ワ ープロなどのOA機 器 もか なり

の普及をみてい る。

さらに,将 来的には構内でのOAネ ッ トワークを作る動 きが多 く,ま たOAネ ッ トワーク相互

間を接続 した広域ネ ットワークが指向されてい る。

また,製 造部門の情報化はFAと い う形で行われ,そ の中核となるNC工 作機械,産 業用 ロボ

ットの導入 に始 まり,現 在ではコンピュータを中核 としたFMS(フ レキシブル ・マニュフ ァク

チ ュア リング ・システム)が 稼働 してい る企業 も数多 く見 られる。

一方 ,流 通販売部門の情報化は,レ ジの効率化,伝 票処理の効率化を 目指 して進展 し,現 在P

O'S(販 売時点情 報管理)の 普及が緒についた ところであ る。

このよ うな情報化は,ま だ部門毎 の効率化 に重点がおがれているが,次 第に部門間を結んだ社

内全体の システ ム(い わゆるLANな ど)へ と進展 しつつあ る。

次に重要 なことは,新 しい ビジネスチ ャンスをもとめ て,情 報通信分野への新規 参入の動向が

見 られ ることである。社内 システ ムを越えて製造業,特 約店,問 屋,小 売店等関連企業のネ ット

ワーク化へ と進展 しつつあ り,す でに問屋群 と小売店群を結ぶVAN業 な どの新 しい情報通信業

が 出現 してい る。

これ らは,昭 和60年4月 の電気通信事業法改正以降,中 小企業のみな らず大企業 も含めての

様 々な企業間での情報通信が行われる本格的 なVANへ と発展 してお り,こ れ らを通 じて,企 業

系列を越 えて企業の再編成へ と進むことも考え られ る。

この他に も,一 般企業 と金融機関をネ ットワークした フ ァームバ ンキングも徐 々にではあ るが,

現 実の もの とな りつつあ る。 また,新 たな ビジネスチ ャンス として情報関連分野への参入を検討

してい る企業 もみ られ,私 鉄,商 社等のCATV事 業 への進 出,運 輸業,流 通業のVAN事 業 の展

開等があげ られる。
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3.1.2生 活 分野 における情報化

生活の面での情報化は,産 業,行 政の情報化の進展の結果,意 識が高 ま ってきた。例えば,銀

行のオ ンライン化,役 所 の窓 口業務の コンピュー タ化などによ って,一 般市民が コンピュータと

接 し,情 報化への意識が高 ま って きたといえ る。

ニ ューメデ ィアの利用に対するア ンケー ト調査結果(図3-1)を 見 ると,若 者の間ではニ ュ

ーメデ ィアを利用 したホ ーム予約
,在 宅検診,ホ ームナース等については,「 利用 してみたい と

思 う人」が7割 ほどあ り,全 体的 にはニーズは高いといえる。

即ち,生 活分野での情報化は,情 報を外部に対 して取 りに行 ぐ,あ るい は利 用す る,と い うか

たちで進むとい うことになるであろ う。

もっとも生活の合理化の追求 とい う面で も情報化は進む。例えば,マ イ コンを組み込んだ家電

製品(例,ル ームエアコン,電 子 レンジ,VTRな ど)の 普及(表3-1)に よ り,生 活の利便

性が太いた向上 してい る。

利用 してみ たい と思 う 利用 してみたいと思わない わからない

1

(1)ホLム 予約'(全 体)'46%43%11%

(2・ ～25才)1

② ホ ーム シ ョッピング(全 体)

ホ'ニ ム バ ン キ ン グ 「

(20～25,才)

ll(3)在 宅 検 診 ・'、(全 体)

ホ ー ム ナ ー ス

(20～25才)

・ぺ(4 ・)'デレ 三 ン ドロー ル(全 体):

セ キ ュ リテ ィ

(20～25才)

69 賎 26: :溺51

63 一:■:・:・:・:・:・:28・:・:・:・:・:9

囲 ゴ ホーム予約とは,家 にいなが ら映画 ・演 劇などの切符の予約や乗物 の切符の予約などが

でぎるもの。'『

2ホ ームシ ョッピング,ホ ームバ ンキングとは,家 にいなが ら商品知識や商品販売価格 リ

ス・トによ って注文 し,そ の代金を 自動振込 み したり,預 貯金や残高照会などができるもの。

3在 宅検診,ホ ームナース(看 護)と は,家 にいなが ら健康状態を伝え,医 者 の診察指示

を受けた り,急 患の場合の応急処置の仕方 や介護などの指導を受けた りす ることができる

もの。

4テ レコン トロール,セ キ ュリテ ィーとは,外 出先か ら電話を通 じて,電 気やガスなどの

スイ'ッチを入れたり,切 ったりの コン ト'ロール,あ るいは戸締 り確認などがで き,さ らに

火災や事件 などを 自動的に消防署や警察などに知 らせ ることができるもの○

〈資料〉 内閣総理大臣官房広報室 「家庭における情報通信サービスに関す る世論 調査(昭 和

58年8月 調査)」

図3-1家 庭 におけ るニ ューメデ ィアの利用意向
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表3-1家 電 機器のマイコン化 と機能への期待

機 器 名 マイコン化(%) 機 能 ぺ の 期 待

電子 レンジ

ルームエア コン

冷凍冷蔵庫

洗濯機

60～70

50～60

5～10

10～20

新機能,使 い勝手向上

省エネと快適性の向上

従来機能の置換

従来機能の置換,メ カの縮小,プ ログラムの機能の強化

3.1.3社 会 分野 における情報化

社会分野においては様 々な課題が存在 してお り,こ れ らを効率的 に解決す るために,各 種の社

会 システムの情報化が進展 している。 これは情報系社会 システムといわれ てい るもの である。

情報系社会 システムとは,情 報関連技術がその システムに利用される技術の核 になる社会 シス

テムのことで,適 用すべ き分野は,大 き く2つ に分け られる。

第1は システムの中核技術として情 報関連技 術を活用することによって,個 々の社 会問題を解決 してい

こうという分野 であり,医 療情報 システム,教 育情 報システム,防 災情報 システム(火災救急 指令システム,

地 下街防災システム)な どがあげ られ る(情 報技術利用型 システム)。"

第2は,個 人の生活に必要 な種 々の情報を提供す ることにより,生 活の質的向上 をはか ってい

こうという分野であ り,双 方向CATV(有 線 テ レビ)シ ステム,画 像情報システ ムなどがあ傍 ら

れ る(情 報提供型 システム)。 この二つは互いに独立なものでなく,双 方向CATVを 利 用 した教

育情報 システムのように,両 方の性格を有 するものも考え られ る。 しか し,前 者は多方面のニー

ズを情報関連技術 によ って解決 してい くシステムであるのに対 し,後 者は情報そのものが二,一ズ

であるとい う性格 のものであ る。(通 商産業省産業構造審議会答申によ る)。 これ ら情報系社会

システムの対象分野の中でも特 に教 育分野 においては,教 育の効率化や教育機 会の増大 に対す る

ニーズ及び教 育の質の高度 化,個 性に応 じたきめ細かな教育へのニーズが高 まっている6(1,,1・

学 校教育においては,個 人の学習進捗状況,能 力にあわせた個人 レベルの教育が できること,

くり返 しの学習により低 レベルの学習者を 引き上げ ることがで きるこ乙 とい った利点をもって

い るCAIの 導入によ り定型,く り返 し型の教 育に関す る教師の負担が軽減 され る。

しか し,学 校教 育については,あ くまで もフェイス ・ソー ・フェイスの人間教育 が望 まれ ると

ころが大 き く,教 育分野での情報化は教 育の補完手段的な色彩 が濃 い。 ."i

小 ・中 ・高等学校におけるマイク ロコンピュータの設置状況 と利 用分野は表3三2φ どる りで

あり誠 観 理,保 健デー処 理を行い教師 に腰 なデータを得、ような,M、 猷U用 垣 在
ま ヒ ヒ ロ コ ト

のところ多い。』'"・ .,';
'　 ・層:

'
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表'3-2小 ・中 ・高等学校におけ るマイク ロコンピュータの設置状況 と利用分野

設 置

枚 数
設置率

設置校に

おける

平均台数

設置校における利用分野

CAI的

利 用

CMI的

利 用

コンピュー タ

利 用

クラブ
活動等

小 学 校

校

36

%

0.1

台

1.4

校

25

(69.4%)

校

14

(38.9%)

校

0

(0.0%)

校

17

(47.2%)

中 学 校 194 1.8 2.2
49

(253)

136

(70.1)

4

(2.1)

63

(32.5)

高等学校 2,370 45.6 4.1
819

(34.6)

1,503

(63.4)

377

(15.9)

877

(37.0)

囲 ・利用分野の うち,コ ンピュータ教育においては,高 等学校職業学科における 「情報処理」,

「情報技術 」等の専 門教育を除いてい る。

・CAI:COMPUTERAIDEDINSTRUCTION

・CMI:COMPUTER、MANAGEI)INSTRUCTION

〈資 料〉 文部省調査資料(昭 和58年!月1日 現在)

3.1.4行 政 分野におけ る情報化

行政分野の情報化は,国 を始め各地方 自治体が コンピ ュータを導入す ることにより始 まったの

であるが,現 在は,各 部 署単位 でワープロ,パ ソコン等が導入 され部署 ごとの業務の効率化が図 ら

れてい る。

地方 自治体の コンピュータ利用は,昭 和35年 か ら開始 され,昭 和60年4月 現在,コ ンピュ

ータの導入 ・利用団体数は,47都 道府県および1,160市 区 町村で合計1,207団 体 あ り,委 託団体

2,018を 加 えると,コ ン ピュータの利用団体数は,3,225団 体 におよんでい る(表3-3)。

表3-3地 方公共団体における電子計算機利用団体数

調査現在日 昭和59年4月1日 現在 昭和60年4月1日 現在

利用形態
団体区分

導 入
団 体

委 託
団 体

計
導 入
団 体

委 託
団 体

計

都 道 府 県 47 一 47 47
一 47

市

町

村

単団
独
利
用体

特別区 20 3 23 21 2 23

市町村 750 1,942 2,692 874 1,899 2.77・3

小 計 770 1,945 2,715 895 1,901 2,796

共同利用団体 278 136 414 265 117 382

小 計 1,048 2,081 3,129 1,160 2,018 3,178

合 計 1,095 2,081 3,176 1,207 2,018 3,225

〈資料〉「地方自治コンピュータ総閣(自 治大臣官房情報管理室編 昭和60年 版)よ り作成
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コンピュータの適用業務は,税 務,給 与などの行政内部の管理業務,各 種統計デ ータ等の大量

データの処理 業務か ら,最 近では住民登録,印 鑑証明等の住民サー ビス業務へ と拡大 しつつある。

今後は,計 画行政の意思決定 プロセスへの コンピュータの活用が考え られ る。一方,処 理形態 も

コンピュータの効率的運用 と事務の合理化,能 率化をめざ したオ ンライン化が進んでい る。 オ ン

ラインシステ ムとしては,昭 和60年4月 現在公害関係で38団 体,税 務関係で29団 体,財 務会

計で15団 体,土 木 ・建築関係 で31団 体(都 道府県)の システ ムが稼働 してい る。処理内容は,

公 害関係 では大気 汚染測定監視等,税 務関係では収納状況照会等,病 院関係では診療報酬業務等

があ る。

さらには,キ ャプテ ンを用いた行政情報データベースサービス,住 民票の遠 隔地転送等の対住

民サ ービスが一部 自治体 において実施されている。 これは,新 しい情報化の形態で あり,住 民情

報サ ービスと して今後進展す るであろ う。

..1

3.2近 畿 地 域 に お け る行政 の情 報 化 の 現状

3.2.1行 政の情報化の取 り組み状況

以下,昭 和59年 度に財団法人 日本機械工業連合会が実施 した 「地域情報化推進事業(近 畿地

域)」 におけるアンケー ト調査の結果により,近 畿各市町村の情報化への取り組み状況を見てみ

る。.

まず,情 報化への対応状況(表3-4)を みると,既 に何 らかの形で情報化に対応 している市

町村は,「 既に官民一体の組織 で検討を行 っている 」市町村が2.2%(5件),「 自治体内で職員

を中心に検討を行 っている」市町村が10.5%(24件),「 民 間主体 で検討を行 ってい る」市町

村が0.4%(1件)と な ってお り,こ れ らを合わせると13.1%(30件)と な っている。 また,

将来検討を行 っていきたいと情報化対応の意向を示 した市町村は,7L7%(162件)と な ってお

り,こ れ らを合計すると84.2%と な り,近 畿地域の各自治体の情報化 に対する積極 的な姿勢が う

かが える。 なお,特 に検討を行 う予定はない と回答 した市町村は,123%(28件)と な ってい

る。

一方 ,回 答市町村の 中で情報化ニーズ調査あ るいは情報化 ビジ ・ン策定等を行 った市町村(表

3-5)は12市 町 村(53%),現 在 調査 中の市町村は12市 町村(5.3%)と 回 答市町村の1割

が,情 報化ニーズ調査 あるい'は情報化 ビジ ・ン策定を行 っている。
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表3-4近 畿各市町村における情報化への取 り組み状況

近畿7府 県別

情報化への取 り組み

福

井

県

滋

賀

県

京

都

府

大

阪

府

兵

庫

県

奈

良

県

和
歌
山
県

合

計

既に官民一体の組織で検
討を行 っている

1

3.8

1

2.8

1

3.7 =
1

1.8

一

;1
5

2.2

自治体内で職員を中心に
検討を行っている

4

5.4

3

83

2

7.4

2

6.9

6

10.9

2

8.7

5

15.6

24

10.5

民間主体で検討を行って
いる

1

3.8 = = = = = 二
1

0.4

近い将来検討を行ってい
きたい

17

65.4

26

72.2

20

74.1

21

72.4

41

74.5

17

73.9

20

62.5

162

71.1

今後,特 に検討を行う予
定はない

2

7.7

5

139

2

7.4

5

17.2

5

9.1

4

17.4

5

15.6

28

12.3

そ の 他
1

3.8

1

2.8

2

7.4

'1

3.4

2

3.6 =
1

3.1

8

3.5

合 計
26

100.0

36

100.0

27

100.0

29

100.0

55

100.0

23

100.0

32

100.0

228

100.0

囲 上段:事 業所数,下 段 回答率(%)

表3-5近 畿 各市町村の情報化 ニーズ調査,ビ ジ ョン策定状況

情報化 ニーズ調査,ビ ジ ・ン策定 状況 回答数 回答率

情報化 ニーズ調査,ビ ジ ・ン策定 を行 った ことがあ る 12 5.3

情報化 ニーズ調査,.ビ ジ ョン策定 を現在調査中あ るいは策定 中
ぺ

12 5.3

情 報化 ニーズ調査,ビ ジ ョン策定 を行 った ことがない 201 89.4

合 計 225 100.0

3.2.2情 報化の取 り組み分野

近畿市町村 の情報化 システムの実施状況(表3-6)を み ると現在実施中の システム数は121

件,1・'現在検討中の システム数 は106件 となってい る。「これを分野別にみると,実 施中の中で上位

'を 占める分野は行政分野38%(46件)
,防 災 分野223%(27件)と な ってお り,実 施中の情

報 システムの6割 以上を 占めてい る。 このほか教 育分野5.8%(7件),農 林 業分野5.8%(7件),

福 祉 支援分野3.3%(4件),医 療 ・保険分野3.3%(4件),交 通 分野33%(4件)等 がそれ

らに続いてい る。

一方
,現 在検討中の情報 システムを分野別にみ ると,現 在実施 中の分野と同様に行政分野 と回

答す る市町村が,27.4%(29件)と 最 も多 くな っているが,実 施中の情報システ ムの分野の中

で行政分野に次いで多か った防災分野の回答は,医 療 ・保険分野9.4%(10件),教 育分野8.5

%(9件)に 次ぎ7.5%(8件)と 後退 してい る。 しか しなが ら,将 来考えたい情報 システムの

分野 では,防 災分野9.0%(124件)が 最 も多 くな っている。なお,行 政分野 とす る回答は教育
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表3-6近 畿 各市町村の情報 システムの実施状況

情報システム

分 野

既に実施中 現在検討中 将 来
考えたい

研 究 ・学 術 分 野 =

'

2

1.9

28

2.0

教 育 分 野
7

5.8

9
-8
.5

114

8.3

文 化 活 動 分 野
2

1.7

2・ ・

L9

86

6.3

ス ポ ー ソ ・ レ ク リエ ー シ ョン 分 野
2

1㌦7

2

1.9

86

63

福 祉 支 援 分 野
4

3.3

7

6.6

93

6.8

医 療 ・保 健 分 野'
4

3.3

10

9.4

109

8.0

都 市 再 開発 分 野

「

=
`

、=
t

43

3ユ

`

生 活 基 盤 分 野
3

2.5

,2

1～9

41

3.0

防 災 分'野
27
223

8

_7.5

124

9.0

交 通 分:野
4

3.3

.i _

「 ■寸_

33

2.4

農 林 業 分 野
×7

5.8

"7

6.6

74

5.4

漁 業 分 野
'

=
1

0.9.
、

Y

23

1・7
'

技術先端産業分野 =
べ

4
3.8

L

58

4.2

既 存 産 業 分 野'
「

1

0.8'

6
.5:7

65

r4.7

中 小 企 業 分 野
3.

2.5

.4'
f'

3.8

t66

4.8
1

卸 売 業 分 野
、11,

0.8

1

α9

31

2.3

商店街小売業分野
1

1　

.0・8

2
L9

.

ン

60

4.4

広 域 流 通 分 野 、.
1

0.8

1

0.9
4呈1

観 光 分 野
3.

2.5

6
5.7

79

5.8
'

行 政 分 野

、

46

38.0

29

27.4・

107

7.8.

そ の 他 5

4.1

3

2.8

2

0.1

合 計
121

100.0

:106

100.0

1,371

100.0

上段:自 治体数

下段:回 答率(%)

一109一



分 野8J3%(114件),医 療 ・保 険 分 野8.0%(109件)に 次 ぐ7.8%(107件)と な っ て い

る 。

3.2.3情 報 システ ムの運営

① 情報 システムの運営主体

実施中,検 討中の情報 システムの運 営主体を示 したものが表3-7で あ る。 この中で,自

治体 と回答 した市町村が,も っとも多 く75.6%(124件)を 占めてい'る。 これは実施 ・検

討中の情報 システムの分野の 中で行政分野が最 も多い ことか ら当然の帰結である。以下,第

3セ クター7.9%(13件),民 間7.3%(12件),そ の 他6.1%(10件),公 益法人3.1

%(5件)と な ってい る。,

表3-7情 報 システムの運営主体

運営主体 回答数 回答率(%)

自 治 体

.公 益 法 人

第3セ クター

民 間

そ の 他

124

5

13

12

10

75.6

3.1

7.9

73

6ユ

合 計 164 100.0

② 情報システムのシステム投資額及び年間経費

表3二8は,実 施中及び検討中の情報システムの投資額及び年間経費を示 したものである。

表3-8情 報 システムの システ ム投資額及び年間経費

`

平均金額 回 答 数

システム投資額

年 経 費

150百 万 円

3r1百 万 円

77

102

③ 情報システムの運営上の問題点
き

情報 システムを運営 してい くためには,前 項 でみたよ うに多額の資金,運 営経費が必要と

されたため,情 報 システムが円滑に稼働 しなければ行政の効率化,合 理化 目的を達成できな

い。情報 システムの運営については,多 くの問題点が指摘 されてい る。表3-9は このよう

な情報 システ ムの運営上の問題点を示 したものであ る。回答の中でもっとも多いのは技術者

不足30.0%(45件)で あ り,次 に資金不足25.3%(38件)と な ってい る。 この双方だけ

で6割 を占めてお り,情 報 システ ムの運営に人材 と資金の必要性が改めて強調され る。 この

ほか,推 進体制不備,性 能不足,利 用者不足,情 報内容不足が問題点 と してみ られ る。
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表3-9情 報 システムの問題点

問題点 回答数 回答率(%)

利 用 者 不足 10 6.7

情報内容不足 9 6.0・

技 術 者 不 足 45 30.0

性 能 不 足 12 8.0

資 金 不 足 38 253

推進体制不足 24 16.0

そ の 他 12 8.0

合 計 '150
100.0
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4.行 政情報流通促進の必要性(今 後 の課題)

前述2.の ア ンケー ト調査結果を見 ると,外 部か ら入手する情報の50%強 は,国,府 県,市 町村

など行政部門か ら発生す る情報であり;こ れに,調 査機関等公的団体か らの入手を合わせ ると,70

%を 超 える率となる。特に,府 県 や市町村 では,全 入手情報の60～70%が 行政部門か らの情報で

あ るなど,行 政情報は現状 においても,極 あて大量 に利用され てり る。 また,前 述の情報化の現状

と展望 で明 らかにしたように,今 後 ます ます各分野で情報化が進展す るのは間違いのない方向であ

り,そ の中で行政情報の利用度は一層高 ま.ってい くものと思われ る。

一方
,そ れ らの情報に対する満足度 を情報源別に見ると,'全 体 では 「不満である」 または 「不明」

と答えた利用機関は14%で あ ったが,市 町村 の情報については22%,府 県 の情報については16

%の 利 用機関が 「不満であ る」 または'「不明」 と答えるなと,'行 政 情報に対す る満足度 は団体,企

業 の情報に比べ低い といえ る。

また,そ れ らの不満の内容については 「データが古い」 「詳細な情報が少 ない」などとい った情

報 の内容に関す る不満や 「どのような情報があ るのかわか らない」 「直接出向 く必要があ る」 「窓

口が分か らない」とい った情報への アクセスに関する不満が高率を 占めている。

さらに,ニ ューメデ ィアによる行政情報 の流通についてその問題点を尋ね ると,デ ータベース化等

初期投資や ランニングコス ト等 「コス トが問題」 と回答 した機関が最 も多 く,ま た行政情報の流通

に よって住民の プライバ シーの侵害の危険 があると回答 した機関が それ に次いで 多か った。

これ らの結果を総合的に検討 した結果,行 政情報の流通促進に関す る今後の課題 と しては次のよ

うな ものがあると考え られ る。

① 行政情報の体系的な整備 とデータ更新の必要性

行政情報への不満と して,先 に述べた ように 「情報が古い」 「詳細な情報が少ない」 「データ

量が少ない」など とい った項 目が挙げ られ,ま た情報の種類別では,地 域経済統計 などに対する

不満度が高 く,情 報源別では,市 町村情報,府 県情報,国 情報の順に不満度が高い ことか ら,自

治体 とりわけ市町村における地域経済関係の情報のよ り体系的な整備 と,よ りス ピーデ ィーなデ

ータ更新が利用機 関によって求め られ ていることがわか る。

これ らは,デ ータベースの構築やオンライン化による行政情報の流通 にとっても,そ の前提 と

なる基礎的作業であ り,行 政情報の質的向上の観点か らも,早 急に実施すべ き事柄であるといえ

よ う。

また,明 確に規定を作成 して情報提供 してい るところは,府 県市町村のわずか7%に す ぎない

が,今 後の利用促進に備えて,何 らかのガイ ドライ ンの作成が必要であるとい える。

② 行政情報へのアクセシビリテ ィの向上対策の必要性

また,「 どのよ うな情報があるのかわか らない」 とい った不満も高いことか ら,個 々の行政機

関におい ても,ど こにどのような情報があ るかとい った行政情報の所在情報の整備を図 る必要が

あるとともに,例 えば近畿地域全体の行政情報 についてそのようなク リア リングサー ビスを行 う
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機 関を設置するなどの方策 も検討する必要があ る。

また,情 報 を入手するために行政機関等へ 「直接出向 く必要がある」等の不満も高 く,行 政情

報のオンライ ンによ る入手の要望 も強い ことか ら,行 政 資料室などの整備 ・公開だけでな く,行

政情報のデータベ ース化やパ ソコン通信 などオ ンラインによる情報流通の方策 についても検討を

すすめるなど,行 政情報へのアクセシ ビリテ ィの向上を図 ってい く必要がある。

③ 慎重な費用対効果分析 と安価な システム構築の必要性 ・'

以 上見てきたように,行 政情報に対する需要は大 き く,ま た行政情報のデータベース化やオ ン

ライ ン化による流通に対する要望 も強いが,前 章 に お いて 検討 したように,情 報 システムの構

築 ・運営においては,多 額の賃金 と多数の人材を必要 とす る。

このため,各 自治体や公共的団体において,現 実に情報提供 システムを構築する際には,慎 重

な費用対効果分析 を行 う一方,例 えば ファク シミリによる情報の伝送 サービスやパソコン通信 の

電子掲示板機能や電子 メール機能 の活用など,'安 価 で簡易 なシステムの構 築方法について検討 を

進 め る こ とが 必 要 で あ る と考 え
.ら,tzる 。 一 、「i.'^'▲
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資料1行 政情報のオ ンラインによる流通に関するア ンケー ト調査票

昭和60年10月31日

本 調査は,産 業振興を 目的 と して,行 政機関及び調査機関が提供できる情報 と,行 政機 関や民間企

業など情報の各利用者が知 りたい情報を明確に把握 し,デ ータベースの構築 とオ ンラインによる情報

流通 の可能性と問題点 を探 ることを 目的 と して行 うものです。 なお,本 調査票は昭和60年11月22

日(金)ま でにご返送 くだ さい。 ・

以 下の質問について該当事項を○ で選択,ま たは必要事項を記入 して ください。

(情 報機器の利用状況)-

QL貴 社(貴 機関)で 既に利用 または利用を予定 されてい る情報機器についてお答え ください。

利用 してい る 利用を検討中 利 用 しない'

汎 用 コ ン ピ ュ ー タ

オ フ コ ン

パ ソ コ ン

ワ ー プ ロ

フ ァク シ ミ リ

光デ ィスク

その他()

Q2、 貴 社(貴 機関)で は コンピュータ ・オ ンライ ンによる業務処理 を行われてい ますか。

1.行 ってい る

a.本 社(本 庁)内 でのオ ンライン処理

b.支 店(出 先機関)等 との間のオ ンライン処理

c.他 社(他 機関)と の間 のオン ライン処理

2、 検討中

1.のa,b,cの 内()

3.行 っていない

Q3.貴 社(貴 機 関)で は民間 データベースサ ービスを利用 されてい ますか。

1.利 用 してい る データベース名(

2.利 用 を予定 してい る デー タベース名(

3.利 用 していない

)

)
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(情 報の利用および入手について)

Q4か らg11ま で は情報を利 用する際の問題 点等についてお尋ね しています。 情報を利用す る

立場か らご回答 くだ さい。

Q4以 下に分類した各情報の情報源等についてその情報の満足度を次のランクによりご記入 くださ

い。また,今 後入手 したい情報の種類 に○ を付 して ください。
.

A:満 足B:普 通C:不 満 空白:当 該機関を特に情報源 とは しない

・(例)

4

「⑤貿易に関する統計」を 「国」及び 「団体」から入手しており,満 足度は両方とも 「普通」の
シ

場合 「国」及び 「団体」欄に 「B」 と記入す る。

情報の種類 主 な 情 報 源 今後入
、

'手 した

国 府 県 市町村 団 体 企 業 その他
'
い情報

①土地 ・入口に関する統計

②国内経済に関する統計

③地域経済に関する統計
,

冶

④海外経済に関する統計
」

⑤貿易に関する統計
唱

c `

⑥その他()の 統計
1

⑦法律 ・税制に関する情報
' 1 }

⑧景気見通 しに関する情報
↓

⑨業界の動向に関する情報
、

裳

⑩企業収益に関する情報

⑭金融 ・為替に関する情報
`

⑫商品に関する情報 、

ザ
δ

⑬技術 ・特許に関する情報
、

`
シ ふ

'

、

⑭商品市況に関する情報

⑮ マーケ ッテ ィングに関す る情報

⑯企業立地に関する動向
」

● ⑰行政施策に関する情報

⑱公的融資 ・補助金に関する情報

⑲その他1()

⑳その他2()

注 情報によっては,「 情報の種類 」が何種類か のものに重複する場合があ りますが,該 当す

る種類のすべてに記入 して くだ さい。
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Q5.前 記ti)情報 の うち磁気 テープ,フ ロッピィデ ィスク等の磁気媒体で入手 してい るものはあ りま

すか。Q4の 情報の種類① ～⑳によ り区分の上,記 入 して くだ さい。

情報の種類

(番 号)

主 な 入 手 先 入手頻度

月 ・年等

有料
/
無料国 府 県 市町村 団 体 企 業 その他

`

Q6.行 政 情報(行 政機関だけでな ≦調査機関か ら提供 される情報 も含む ものとする,以 下同 じ)に

つい てどのような問題点を感 じられてい ますか。

1.'デ ー タ量が少 ない6.直 接 出向かない と提供 されない .、

2.デ ー タが古 い .7、 提 供され る窓口がわか らない 、

3.詳 細 な情報 が少ない ..8.1ど の ような情報が提供 されてい るのカ・わか ら
1

4.:デ ータがあい まらな場合があるiな い
～

5.磁 気媒体で提供されない ・9.1そ の他( ..)

Q7.最 新情報に関する行政情報の入手手段として貴社(貴 機関)で は次のどの方法をよく利用され

て い ま す か 。";・"・{

ト コ

1、 テ レ ビ ・ラ ジオi"7.'デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビ ス ー'

::;鷺,i{1::墓:三 ステム …1・tt'・1

4・
、専 門 紙 ・誌`.;10・ 会 議 ・セ ミナ ー

5・・IZI報 紙 ・誌 ・
..・1澗 い 合 わ せ ・面 談..i

6.報 告 書 ・レ ポ ー ト ・12.1そ の 他( .).t.tt

Q8.情 報 流 通 の 手 段 と し て 今 後 二=一 メ デ ィア に よ る流 通 が 普 及 し て い く と思 わ れ ま す が,こ れ に

つ い て ど う考 え ら れ ま す か 。

L利 用 し た い2・ 検 討 した い3・ 時 期 尚 早 で あ る

4.わ か ら な い'5.そ の 他(

Q9.行 政 情 報 の 流 通 に つ い て ど の よ う な ニ ュ ー メ デ ィア 機 器 が 有 効 と考 え られ ます か 。

1. 、コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ ト ワ ー ク6.CATV

2..パ ソ コ ン通 信 、.7、 多 機 能 電 話

3.高 速 フ ァク シ ミ リ8.そ の 他(

4.ビ デ オ テ ック ス(キ ャプ テ ン等)

5.ボ イ ス メ ー ル

)

)
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Q10.行 政 情報のニ ューメデ ィアによる流通を行 った場 合どの ような問題点があ ると考え られますか。

1.コ ス トが問題

2.専 門 家を配置 する必要がある

3.特 に オン ライ ンシステ ムではデータ保護が問題

、4.プ ライバ シーに関するデータ流通に歯止めが必要

5.通 信 システ ムの信頼 性,責 任体制が問題

6.民 間 の情報サービス機 関の営業活動を圧迫する恐れが ある`
7.そ の他(')一

(情 報の提供について)'

…

Qllか らQ15ま では情報を外部へ提供する際の問題点等をお尋ね してい ます。情報を提供する

立場か らご回答 ください。
`

QIL貴 社(貴 機関)で は次の方法による外部への情報提供(統 計データや景況資料等一般的な情報

φ提供で営業活動 畔 うものを除 く,以 下同 じ)を 行われています加

1.情 報 提供 している。

2.'情 報 提供 にういて検討 してい る。 ・

3.提 供 していない。

1ま たは2の 場合,次 のどの方法で情報提供(検 討)さ れていますか。

提供中 検討中 提供情報の内容 提供先
1

月報等の定期刊行物
τ

文書による提供
`ド.・

コ ン ピ ュ ー タ に よ る オ ン ラ イ ン

磁気媒体による提供
'P

フ ァ ク シ ミ リ 、
` ∫・;、

.

その他() '

;

提供先は国,府 県,市 町村,団 体,企 業,個 人等と記入 して くだ さいg

・Q12.貴 社(貴 機関)で は外部の機関へ情報提供す る場合の規定等を作成 されていますか。

L規 定を作成 し外部へ提供で きる情報を明確に している。1

2.情 報 の提供 を行 う担 当部門の判断による。'

3.定 例 的な情報以外は外部へ提供 しない。'

4.そ の 他( )
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Q13貴 社(貴 機関)で は外部へ情報提供され るについてどのような問題を抱えてお られ ますか。

1.提 供 するための財政負担が大 きい。

2.専 任 のスタ ッフが必要であ る。

3.提 供 している情報よ りも詳細な情報について提供を求め られる。

4.提 供情報の加工を求 め られ る。

5.提 供先が増加 しつつある。

6.そ の他()

Q14今 後 どのよ うな情報を提供 してい く必要があると考え られ ますか。 また,提 供でき る可能性は

ありますか。

Q15貴 社(貴 機関)で 今後ニ ューメデ ィアを利用 して情報提供を行 うと した場合どのような点を検

討する必要があ るとお考えですか。

1.提 供 に係 る経費6。

2.専 任 要員の配置7.

3.内 部 での情報整備

4.利 用 者ニーズ

5.利 用 者の費用負担

情報内容の他機関'とのバランス

その他(,)

(情 報 の 整 備 に つ い て)

Q16.貴 社(貴 機 関)で は デ ー タ ベ ー ス 等 コ ン ビ=一 夕を 利 用 した 情 報 整 備 を 行 わ れ て い ます か 。

1・1.行 って い る .』.,

情 報 の 分 野

a.入 事 、.e.技 術 文 献 －t

b.財 務 ・会 計 ・f.そ の 他 の 文 献 、

c.販 売 ・在 庫 管 理g.,そ の 他(E)

d.統 計 指 標

2.行 う予 定

予 定 し て い る分 野()

3.行 っ て い な い
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(そ の 他)

Q15.オ 。,,。 に よる鰍 流通 に対す 。意見等どのよ う臆 見でも繍 ですのでご記λ くだ、い。

(調 査票記入者)

会社(機 関)名
1 ム

業
種

所,在 地

シ

〒

記

入

者

所属部課名
↓

.,,

」1」

氏 名
.

竜「

肌
ド

ど協力あ1がと5ご已 した1

本調査票 は11月22日(金)ま でにご返送 くだ さい。
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資料2情 報分野 ・情報源別満足度
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(3)商 工 団体

(
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(4)情 報処理関連企業

.(

＼㌧ …

.■
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⑤ 一般企業
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行銀6

.
〆

〆

4
ざ

・
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、
∴

.だ

i
}

」

二

、

「膚
「

.
章

、
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(7}公 的 機関
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(8)国 ・政府機関

」

〉

、.㌔ll
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そ の 他

'・:1

'
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地域内情報流通調査(各 論皿1)

中国地域行政情報流通調査

(中 国地域)
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1.調 査研究の概要

1.1目 的

コンピュー タ技術の進歩及 び価 格の低廉化 に より,各 地域機関では コンピュー タの導入及びその

利用が着実 に進ん でtsり,ま た,INS等 デー タ通信網の整備 も進め られてい る。 これ らに より,

今 後,ま すます情報の発生及びス トックが増大 し,情 報流通はオンライ ンネッ トワー クを指向する

もの と予想される。

・一方
,多 様化 ・複雑化 する社会情勢の変化に迅速に対応 し,地 域経済 の活性化及び自律的発展 を

図 るには,各 種統計情報や経済情報 など地域の共通的行政情報の有効活用が必要 となってい る。

ところが,現 段階 では,各 地域機関で情報が収集 されているに もかかわ らず,他 機関で持 ってい

る情報 を迅速 かつ簡便 に利 用できないでいる。 また,情 報の所在源情報の整備 ・流通の遅れのため,

当該情報 を必要 としている機関が個別 に情 報を探 し,収 集,加 工,利 用 しているのが実情である。

,特 に,調 査統計情報については,簡 易利用 ・高度利用 の層が拡大 しつつあるが,現 状 では大方の

場合,印 刷物の利用に頼 らざるを得ない状 況にある。

以上の ごとか ら今後,地 域内の共通的行政情報の整備 と迅速 な流通及 び簡便 な利用体制の確保が

重要で あ り,こ のため,「 地域 の情報は地域 で管理す る」 とい う考えの もとに,地 域の 自己管理機

能 を強化 し,オ ンラインネッ トワー クに よる地域 内行政情報流通 システ ムを確立す ることが必要 で

ある。

また,各 地域機 関の コンピュー タ及びデータの相互運用性 を確保 し,こ の ような社会的 インス ト

ラクチ'vと じての情報流通 システムを確立 することは単に情報流通め効率化 ・迅速化 を可能 とす る
フ

ばかりでな く,デ ー タ,ソ フ トウェア,ハ ー ドウェアなど コンピュータ資源の共通利用が図れる と

どもに,コ ンピュータセキュ リティの面か らも危険分散 を促進する ことになる。
'
本事業 では これ らの点 を踏まえ,中 国地域 の自律的発展及び活性化 のだめ,行 政情報 の中で も,

特 に利 用の増大が考 え られ る調査統計情報の流通 システムの あ り方を検討するどともに,そ め実現

の ための具体的方策を研究 するを目的 とす る。

1.2計 画

60年 度 一 調査統計情報の利用状況,利 用上の問題点等を調査し,オ ンラインネットワーク化

にあたって検討すべき課題の整理

61年 度 一 調査統計情報の効率的な流通 ・利用体制のあり方及び実現のための具体的方策の検

討

1.3推 進 体 制

次の9機 関の委員で構成する「中国地域行政情報流通調査委員会」で本調査を実施する。

① 広島大学
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② 岡山県

③ 広島県

④ 山口県

⑤ 広島県中小企業情報センター

⑥ 広島商工会議所

⑦ ・中国電力㈱経済研究所

⑧ 日本電信電話㈱中国総支社

⑨ 広島通商産業局
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2.中 国地域行政情報流通調査の概要

(1)調 査 の主旨

中国地域 における行政情報流通 のオンラインネッ トワーク化 を図るための基礎 となる調査研究

を行 うもので,中 国地域内の行政機 関(国,県,市),商 工会議所,業 界団体,主 要企業等に齢

け る調査統計情報の利用状況,利 用ニ ーズ等の現状把握及びオンラインネ ッ トワーク化に関する

意識調査 を行 った。

(2)調 査 の内容

行政情報の うち調査統計情報 について,情 報流通の効率化 ・迅速化 を図 るために,オ ンライン

ネッ トワー クの構築に向け,以 下の内容 について調査 した。

イ.現 在利用 している調査統計情報

ロ.今 後利用 したい調査統計情報

ハ.調 査統計情報及びその流通 に関す る全般的な問題点

二.オ ンラインネッ トワークに よる調査統計情報の流通に関す る意識

ホ.情 報流通 のための調査統計情報 デー タベー スの整備に関する意識

ペ コンピュータの導入状況及 びオンラインの実施状況並びに計画

(3)調 査 の対象

中国地域に所在する以下の地域機 関

イ.行 政機関

ロ.経 済団体

ハ.情 報セ ンター ・研 究機関

二.金 融機 関

ホ.民 間企業

(4)調 査 方法 と時期

調査の方法は,郵 送 に よるアンケー ト方式 で,昭 和60年10月 上 旬 に郵送 し,未 回答の調査

対象機関に対 して同月下旬に再度回答の依頼状 を郵送。

ア ンケー トの機関別発送件数 と回収件数,回 収率は表2-1に 示 す とtsり で あ り,発 送件数

431件 に対 して回収件数303件 で 回収率は70.3%で あ った。
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表2-1調 査 票 回 収 状 況 一 覧 表

発 送 件 数 回 収 件 数 回 収 率(%

1.行 政 機関 65 62 95.4

(1)国 の出先機関 12 12 100.0

(2)県 5 4 80.0

(3)市 48 46 95.8

2経 済団体 25 23
、

92.0

(1)商 工 会議所 15 14 93.3

(2)商 工会連合会 5 5 100.0

(3)中 小企業団体中央会 5 4

'
8010

3情 報 センター ・研究機関 11 11 fOα0

(1)中 小 企業情報 センター 3 3 100.Ol

、
(2)JETRO 4 4 100.0、

(3)シ ン ク タ ン ク 4 4 100.0

4金 融機関 38 30 78.9`

(1)政 府 系銀行 . 5 4
'8α
0、:

(2)中 小企業金融公庫 5 5
、

1、i

l10α0

(3)国 民金融公庫' 5 3
'
60.0

(4)商 工 組合中央金庫、 5 4 8(10

(5)地 方銀行 5 4 80.0

(6)相 互銀行 6 6 100.0

(7)都 市銀行 7 4
φ

57.1

5.民 間 企業 292 177 60.6

(1)地 場企業(製 造業)

(資本金2億 以上)
79 51 ㍑64.6

(2)地 場企業(商 業)

(資本金1億 以上)
66 31' 47.0

(3)支 店等(製 造業)
∀

(資本 金100億 以 上)

114 76 、66.7

④ 支店等(商 業)

(資 本金10億 以上)
33 19 ・57 .6

合 計 431 303

,

70.3
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(5)調 査 統計情報一覧表 とアンケー ト

今回 アンケー ト調査の対象 とした調査統計情報一覧表 を表2-2に 示 す。 ア ンケー ト調査票は

資料1に 示す。

表2-2調 査 統計情報名一覧表

分野 番号 統 計 ・情 報 名 調 査 周 期 作成者又は公表者

人

口

101

102

103

104

105

国勢調査

住民基本台帳に基づく人口統計調査

人口動態調査

人口移動統計調査

全国推計人口

5年

年

月

月

総務庁

自治省

厚生省

各県

総務庁

労

働

・

賃

金

201

202

203

204

205

206

207

208

毎月勤労統計調査

就業構造基本調査

職業安定業務報告(職 業紹介統計)

労働力調査

雇用動向調査

労働生産性統計,指 数

賃金構造基本統計

民間給与実態統計

月

3年

月

月

半年

年

年

年

労働省

総務庁

各県(労 働省)

総務庁

労働省

労働省

労働省

国税庁

農

林

水

産

301

302

303

304

305

306

農林業センサス

農業動態調査

作物統計

漁業 センサス

海面漁業生産統計

水産物流通調査

5年

年

年

5年

月

月,年

農林水産省

農林水産省

農林水産省

農林水産省

農林水産省

農林水産省

鉱

工

業

401

402

403

404

405

406

407

鉱工業指数

工業統計調査(工 業センサス)

通商産業省生産動態統計

流通統計(鉄 鋼,機 械,繊 維,紙)

工場立地動向調査

機械受注統計調査

食料品生産動態調査

月

年

月

月

半年

月

月,四 半期,年

通産省,各 通産局,各 県

通商産業省,各 県

通商産業省

通商産業省

通商産業省,各 県

経済企画庁

農林水産省

建

設

501

502

503

504

建築着工統計

住宅統計調査

建設工事統計

建設工事受注調査(A調 査)

月

5年

月,年

月

建設省

総務庁

建設省

建設省
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分類 番号 統 計 ・ 情 報 名 調 査 周 期 作成者又は公表者

601 商業統計(商 業センサス) 3年 通商産業省

商
業
602 商業動態統計調査(大 型店販売統計等) 月 通商産業省

● 603 特定サービス産業実態統計 年 通商産業省
サ

ー
604 輸出確認統計 月 通商産業省

ビ 605 輸入報告統計 月 通商産業省
ス

業
606 通関統計(外 国貿易統計) 月 大蔵省

■ 607 貿易価格指数 月,年 大蔵省
貿

易 608 貿易数量指数 月,年 大蔵省

609 貿易業態統計調査 年 通商産業省

701 自動車登録台数 月 運輸省
運

702 航空輸送統計調査 月 運輸省
輸
703 国鉄旅客貨物輸送実績 月 日本国有鉄道

■

通
704 自動車輸送統計 月,半 年 運輸省

信
705 全国貨物純流動調査 5年 運輸省

706 民鉄輸送統計調査 月,半 年 運輸省

資 801 石油製品需給動態統計 月 通商産業雀

口 802 商鉱工業石油等消費統計 月,年 通商産業省
エ

ネ
803 電燈電力需要月報 月 資源 エネルギー庁

ル

ギ
804 発受電月報 月 資源 エネルギー庁

| 805 ガス事業生産動態統計 月 資源 エネルギー庁

901 事業所統計 3年 総務庁

企 902 法人企業統計 四半期,半 年 大蔵省

業 903 商業実態基本調査 6年 通商産業省

● 904 工業実態基本調査 ほぼ5年 通商産業省

経 905 設備投資動向調査 半年 日本開発銀行,支 店

営 906 法人企業投資動向調査 四半期 経済企画庁

907 企業倒産状況 月
帝国 デー タバ ンク

東京商工 リサーチ

1001 手形交換高,不 渡手形 月 各手形交換所
金

融
1002 日銀券発行高,貸 出 し残高,国 債残高 月 日本銀行

1003 郵便貯金預払い及び現在高報告 月 郵政省
●

財
1004 全国銀行主要勘定 月,半 年 日本銀行

1005 マ ネ ー サ プ ラ イ 月 日本銀行
政
1006 公定歩合,市 中金利 月 日本銀行
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分野 番号 統 計 ・情 報 名 調 査 周 期 作成者又は公表者

1101 家計調査 月 総務庁

1102 農家経済調査 月,年 農林水産君

家
1103 消費動向調査 四半期 経済企画庁

」

計 1104 全国消費実態調査 5年 総務庁

1105 消費水準指数 月,四 半期,年 経済企画庁
●

1106 貯蓄動向調査 年 総務庁

物 1107 卸売物価指数(卸 売物価統計調査) 月(旬) 日本銀行,商 工会議所

1108 消費者物価指数(小 売物価統計) 月 総務庁,各 県
価
1109 輸出入物価指数 月 日本銀行

1110
1

全国物価統計 5年 総務庁

1201 国民(県 民)所 得統計 年 経済企画庁(各 県)

1202 全国産業連関表 5年 行政管理庁ほか各省庁共同

経 1203 地域産業連関表 5年 各通商産業局

1204 県産業連関表 随時 各県

済
1205 景気動向指数(DI,℃1) 月 経済企画庁 ∴
－P

全
1206 企業短期経済観測調査

.

四半期' 日本銀行,支 店

1207 犬蔵省景気予測調査 四半期 大蔵省 ¶

般 1208 中小企業景況調査 四半期 中小企業事業団

1209 地域経済動向調査 四半期 各通商産業局

1210 国際収支表 年 大蔵省

づ
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3.調 査結 果 及 び分 析 ㌧ 二1:、

ヂ 　
　エ

3.1現 在 利用 し で い る調 査 統 計情 報

現在利用 している調査統計情報を,,情報名,情 報名ごと¢～入手の目的,入 手先,入 手媒体,利 用

地域区分,朋 形態(加 工の盤)',鮪 状況,入 手 ・棚 上の問駄 外搬 供の状江 ついて

調 査 した 。 』'㌧ ・ ・パ 、

(1)利 用 頻 度 の 高 い 情 報

利用頻度の高い情報を機関別に嘩 ・めたものを図3-・r図 ・一・に赫

国勢調査,.

纈 礁.
講難 　・懸 ご
.一:入 端 離 書初価興

'臨 二i

御 願 の高い繍(行 政機関)

統計

一'㌘ ゲ ゲ 滋 工業統計調査 ・

.5'

彰彰 〃 乏・ 多 日!業所統計

巾小企業景況調査』3
,(j%

・:,・・〃 〃 〃: .ぶ ＼・3.2%家欄 査
'杉:z%ク"・

3.2%消 費字f‖勿f面}}i数
2.5%」りη讐統6卜

1.'8%'

人u統 計 調査

図3二2　 利用頻度の高い情報(経 済団体)

一139一



,1業統計

銭無:
酬 欝 ……1麟糠 一 椒
3.8駕 会勢調査
所得統計 中小企業景況調査

涙川調査
消 者物価指数

図3-3利 用頻度の高い情報(情 報センター等)

企業倒産状況

図3-4

/!/
ノン/ .

.2X/Z4・ ン//シつ

///、

鉱工業指数

企業短期経済観測調査

商萎饗 統計調査

…㌣ 澱 者棚 鰍

利用搬 の高嘩 報(金離 関)繰 倒産状況

ハ 歩合;市 中金利

護
難__.

賃金柵造基本調査

%・ 議 旨数彪i多i黍

§轡 轍 資動綱査
//!'、3 .7%Ml売 弓勿nIi}旨裟友

.惚 大蔵省景気予測調査

利用頻度 の高い情報(地 場製造業)図3-5
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賀者4勿阯晒指数

形麗糖
磁継 畿

人口統計調査

消費動向調査4.5%4.5%商 業統計

図3-6利 用頻度の高 い情報(地 場商業)

〉
、、:一～4.2Z設 備 投 資 動1向調 査

～3 .8%消 費 者 物 価 指 数

図3-7利 用頻度の高い情報(出 先製造業)

zi『

〃

売物価指数

雨6.皇%…

景気勤向指数

企銚 期麟 酬 継 端3.4ZiL－ 人企業唖 輌 疏 轍 細

図3-8利 用頻度の高い情報(出 先商業)

一141一



これ ちの図では,機 関別に利用頻度の高い上位10個 の情報名 とその割合 を示 しているが,機

関 ごとに特徴 のある ことが わかる。 どの機関でも比較的利用頻度の高い情報 として企業倒産状況,

商 業統計,消 費者物価 指数,工 業統計調査等があげ られ る。行政機 関では,国 勢調査,工 業統計

調査,商 業統計,農 林業 セ ンサス,事 業所統計の上位5個 で約47%を 占め,こ れ らの情報はほ

とん どすべての行政機 関で利用 されていることが うかがわれ る。 また上位10個 で約71%を 占

め行政機関では特定の情報の利用頻度が他め機関に比べ ると高い。

経済団体では商業統計,工 業統計調査,事 業所統計の利用頻度が高いが上位10個 で 占める割

合が43.2%し か な く利用する情報が多様で あることが うかがわれる。情報 センター ・研究機関

では商業統計,工 業統計調査,事 業所統計の利用頻度が高 く,こ の機関ではほ とん ど全部 これ ら

の情報 を利用 してい る もの と思われる。金融機 関では,機 関の性質か ら企業倒 産状況が最 も利用

頻度が高 く,次 いで鉱工業 指数 となっている。上位10位 までで 占める割合が46.8%で あ り,

利 用す る情報が多様 であることが うかがわれ る。

地場製造業では公茸 昼 市中金利の利用助 ⇒ 高崎 全般的に利用する情報は多様化し

てい・・地場商瓢 韻 渤 晒 酬 用曄 繊 高 次いで民間給与実態とな・ている・

出先製造業では利用する情報は企業ごとに異なり多様化している。
ニ ダ 　 こ ロ を

出鵠 耕 すべてQ企 業で卸売物価指数r櫟 を棚 ・てい・・蛯 ・人・統計漉 景気

動向指数の利用頻度 も高い。 』

以上の結果から,機 関別の利用頻度の高い情報は機関により特徴があり,機 関によって特定の

情報を必ず利用 しそいるが,機 関によっては利用する情報が多様化 していることがわかる。

(・)利 用 況'.・ ∴ .三 『.、 ∵,

① 入手 の目的.…'ゾ

調査統計情報の入手の 目的 を機関別,情 報分野別にま とめた もの を表3-1,表3-2に 示

す。 』・:

表3「二1情 報 の入手 の目的(機 関別)

賀

問

項

目

回 答 項 目
行 政 機 関 経 済 団体

情報センター

・研究 機 関
金 融 機 関-

民 間 企 業

地 場 企 業 出 先 企 業 合 計

製 造 業 商 業 製 造 菓 商 業

回答数 構成比 '回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答歓 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比
回答数 構成比

L

入

手

の

目

的

① 諸計画立案のため 430 41.2 87 21.6 17 14.9 58 15.2 87 27.4 89 365 116 333 24 209 908 306

② 蠕 莞灘 査'分析 246 236 126 313 47 41.2
、

205 538 152 478 98 402 146 420 66 57.4 1ρ86 36.6

③ 三塁警 緩 ¶(仕入 104 99 53 132 11 97 29 7.6 43 13.5 44 180 33 95 6 5.2 323 109

④ 稚 藁;聾 するため 18 17 1 0.2 0 0 15 39 4 1.3 7 ag 6 17 6 52 57 1.9

⑤ 情報提供サービスのため 223 21.4 130 323 39 342 57 15.0 26 82 5 20

1

40 115 13 113 533 180

⑥ その他 .2込 22
s

6 14

「o
0 17 45 6

I

L8

1

1 04 7 20 0 0 60 20

合 計 LO44

1

1000 403 1000 114 1000 381 1000 318 100.0 244

1
'
1000 348 100.0 H5 100.0 2967 1000
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表3-2情 報 の入手の 目的(情 報分野 別)

回 答 項 目

人 口 労働・賃金 良 林 水産 鉱 工 婁 冶 設 問婁・貿易鯵 運■:通 信
口 諏'

エ オル ギー

企婁・経営 金噂・財政 窟計 ・祐価 経済 全般 そ の 他 合 計

回答教 日賦比 口番最 = 回答敬 職 回答教 賃皮比 回答B 慶虞此 回答書 扇頃比 回答巨 国威比 口答敦 a虞比 回答霞 ,斑 ヒ回答敬 臼虞比 仰書負 ●皮比 田客畳 醜虜比 回答数 叫 回答取 ぼ成呈

① 鰭計画立案のため 175 449 62 316 77 4SO 105 300 48
.358103

320 27 346 9 220 93 251 18 176 98 259 93 215 0 0 908 306

②繰 綿 蓑ら 75 192 76 3&8 44 2ふ7 138 394 45 336108 335 25 321 16 390 148 3駄9 52 5ハ0 156 U2 203 469 o 0 1,085 366

Φ 星茎〔語 用(住人 44 `13 10 51 17 99 35 100 20 1`940 124 12 154 10 24` 48 ハ29 16 1s7 38 100 33 76 o o 323 109

④ ぞ装3講 ずるため 8 20 3 15 5 30 6 17 2 151 03 2 25 1 24 10 27 1 10 5 13 13 30 o 0 57 19

⑤ ζ脚 サービスのた 78 200 39 199 26 Is2 60 172 16 11967 208 11 141 3 73 69 186 12 1田 76 201 76 "5 0 o 533 180

⑥ その他 10 26 6 ユ1 2 12 6 17 3 233 10 1 13 2 4.9 3 08 3 29 6 15 15 34 o o 60 20

合 耐 3go

.

1000 196 1000 171 1000 350 1000 134

I

lOOO322 10血0 78 】ooo 41 1000 371 1000 102 Ioqo 379

I

lOOO 433 1000 o 0 臼67 1000

調査対象全体での情報の利用状況 をみると,景 況把握等調査 ・分析 ・研究 のため と回答 した

者が一番多 く36.6%で あ り,次 いで諸計画立案 のためが30,6%と な ってい る。 この2つ で

全体の3分 の2以 上 を占めて いる。 この ことか ら,入 手 した調査統計 情報は,何 らかの方法 で

加工 ・処理されて計画立案,研 究 に利用 されてい ることが うかがわれ る。'各機 関別にみると,

行 政機関 では諸計画立案 のためが一番多 く41.2%を しめ,次 いで景況把握等('23.6%),;

情 報提供 サー ビスのため(2L4%)と な っている。経済団体,情 報 センター ・研究機関では.

諸調 課 のため(そ れぞれ2'1・6%・14:9%)よ り も繍 搬 サービスのため(そ れぞれ
、

32.3%,34.2%)の ほ うが高 くなってい る。

これ らの公 的機 関では,情 報提供 サー ビスのための比率が他 の機関に比べて高 く,調 査統計

情 報の利用 に関す る公的機関 の役割の一端 を うかが うことがで きる。金融機関では,圧 倒的に

景況把握のため(53.8%)が 多 い。民間企業 では,地 場企業 と出先企業,製 造業 と商業 で若

干の違 いはあるが,い ずれ も景況把握等の ためが一番 多 く次いで諸計画立案のためとな ってお

り,こ の2つ で75%以 上 を 占めている。

この ことか ら,公 的機関 と民間企業の情報の利用状 況の違いを うかが うことができる。 次に,

情 報分野 別に利用状況をみると,利 用頻度の高い情報分野は,経 済全般(14.6%),人 口

(13.1%),家 計 ・物価(12.8%),企 業 ・経営(12.5%),鉱 工 業(11.8%),商

業 貿易等(10.8%)の 順 で,逆 に利用頻度の低 い情報分野は,資 源 ・エネル ギー(1.4%),

運 輸 ・通信(2.6%),金 融 ・財政(3.4%),建 設(4.5%),農 林 水産(5.8%),労 働

賃金(6.6%)の 順 となってい る。

利用頻度の高い情報分野の利用 目的をみ ると,経 済全般,家 計 ・物価,企 業 ・経営では,景

況把握等 のためが約40%以 上 を占めて一番多く,人 口分野 では逆 に諸計画立案のためが44.9%

と一 番多 くなってい る。鉱工業,商 業 ・貿易等では,景 況把握等のためが一番多いが,諸 計画

立案のため と共に30%台 を 占めて いる。

以上の結果か ら,調 査統計情報 の利用状況は,機 関別,情 報分野 別に若干の違 いはあるが,

主 として景況把握等調査 ・分析 ・研究のため,諸 計 画立案のため,情 報提供 サービスのために
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利用されていることがわかる。

② 入手先

調査統計情報の入手先を機関別,

表3-3

情報分野別にま とめた ものを表3-3,表3-4に 示す。

情報の入手先(機 関 別).

質

問

項

目

回 答 項 目

行 政 機 関

情報センター

・研 究機 関

民 間 企 桑

合 計
9済 団 体 金 融 機 関 地 槍 企 業 出 先 企 業

製 造 業 商 業 製 造 藁 商 策

回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比
回答数 構成比 回答数 構成比

2

入

手

先

① 新 聞 7 1.0 2 09 2 Z2 13 3.9 53 17.9 18 &0 34 120 8 7.9 137 6.1

② 魯 店 25 3L6 18 εL1 2.5 272 31 9.3 40 135 7 &1 23 息1 9 8.9 178 7.9

③ 図書館 20 29 1 0.4 0 0 0 0 0 0 1 0.4 6 21 4 3.9 32 L4

④ 国の機関 242 34.6 51 229 17 185 98 29.4 59 19.9 62 27.6 96 339 27 26.5 652 2&9

⑤ 県 253 3c1
.
97 435 22 239 65 19.5 21 7.1 30 13.3 27 息5 8 7.8 523 232

⑥ 市町村 94 134 22 99 0 o 8 24 3 LO
'4 1.8 2 0.8 2 20 135 6.0

⑦ 騨 団体(商工緬 5 0.7 6 27 1 1.1 2 0.6 14 4.7L
29

`
129 8 28 8 7.8 73 3.2

⑧繍 邑灘 辮 5 0.7 13 5.8 5 5.4 33 9.9 54 1&2 34 15,1・ 23 8.1 13 127 180 &0

F

⑨ 金融機関 1 0.1 6 27 8 87 29 8.7 26 &8 20 8.9 12 4.2 4 3.9 106 4.7

⑩ 業界団体・組合等 1 0.1 1 0.4 1 1.1.

.

8 24 ゴ7 5.7 17 7.6 5 1.8 5 4.9 55 24

⑪ 取引先・同業者 0 0 0 0 o 0 3 0.9 6 2.1 2 09 2 0.8 0 0 13 0.6

⑫騨響警～轍 支店 47 6.8 5 23 11 11.9 39 11.7 o 0 1 0.4 38 13.4 14 13.7 155 6.9

⑬ その他 0 0 1 04 0 0 4 L3 3 L1 0 0 7 25 0 o 15 0.7

合 計 700 100.0 223 1000 92 100.0 333 100.0 296 10b.0 225 10●0 283 100.0 102 100.0 2254 100.0
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表3-4情 報の入手先(情 報分野別)

回 答 項 目
人 口 労働・賃金 良林 水産 鉱 工 業 也 設 商案 ・貿易等 運輸 ・通信

質 源 ・

エ ネ ルギ ー

企黄・経営 金融・財政 家8†・物価 経 済 全般 そ の 他 合 計

回答敬 構成比 回答敬 田鼠比 回答歌 霞成比 回番数 情虞比 回答敬 国旗比 酪 鼓蹴 回答敬 寵虞比 回答散 轍 比 回答敦 萌成比 回答叡 蹴 回答数 禽成比 回答敬 蜘 回答口 8●衷比 回答融 轍

ふ 新 聞 14 51 7 38 0 o 20 7.2 10 92 8 a5 6 1u3 2 53 6 2 10 1α6 31 108 23 71 0 0 137 a1

② 書 店 35 129 11 59 3 27 20 72 13 10x 22 96 5 86 2 53 '5 56 5 53 32 11」 17 53 0 0 178 τ9

③ 図書館 5 18 4 22 o o 4 1.4 5 46 2 09 0 o 0 0 5 19 0 0 5 17 2 ●6 0 o 32 L4

④ 国の機関 63 232 76 409 44 389 81 291 22 202 77 336 17 293 8 211 66 24.8 14 149 71 24.7 113 350 0 0 652 289

⑤ 県 86 316 50 269 33 292 93 3ユ5 21 193 54 236 10 172 2 53 47 177 7 7.5 64 222 56 17」3 0 0 523 2a2

⑥ ■町村 44 162 1 05 17 150 14 50 4 36 17 74 0 0 1 26 15 56 1 11 14 4⑨ 7 22 0 0 135 60

経済団体(商 工会議所⑦
等)

1 04 11 59 0 o 7 26 b 0 4 L8 2 35 0 o 5 1.9 1 1.1 25 8.7 17 s3 0 0 73 32

開査機関・研究機関 ・⑧
情報サービス機関鱒 6 22 '9 】02 o 0 12 4」3 11 101 11 4.8 4 69 2 a3 66 248 9 α5 19 66 21 65 0 0 180 80

⑨ 金融機関 0 o 1 05 o 0 3 1.1 1 09 3 13 o 0 o 0 27 102 35 372 4 13 32 ⑨9 0 o 106 47

⑩ 業界団体・組合等 0 o ] 05 4 36 1 04 8 7.3 5 22 9 155 9 237 1 04 5 53 5 f7 7 22 0 o 55 24

⑪ 取引先・同葉者 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 13 3 S2 3 78 1 04 0 0 0 0 3 09 0 0 13 06

⑫ 魏 器1本紘 支店 17 62 5 27 11 9.7 19 68 15 138 23 100 2 35 3 78 12 4.5 7 λ5 18 63 23 7』 0 0 155 69

⑬ その他 1 04 0 0 1 qg 4 1.4 1 09 0 0 o 0 6 158 o o 0 o 0 0 2 06 0 0 15 σ7

合 計 272 10σ0 186 1000 113 1000 278 1000 109 100.0 229 1000 58 1000 38 1000 266 1000 94 100σ 288 1000 323 1000 o 0 22S4 10{匝

調査統計 情報Q入 手先を調査対象機関の合計 でみると,国 の機関(2&9%),県(23.2

%)が 他 の入手先 よりも格段に多 く,『この2つ で約52%を 占あてい る。 この ことか ら国及 び

県等の公的機関の調査統計情報提供に果たす役割の重要性が うかがわれ る。 また,書 店(7.9

%),調 査 機関 ・研究機関 ・情報サー ビス機関等(&0%)か らも情報の入手に心がけている

ことが わカ1る。・特徴的 なのは,図 書館(1.4%),取 引先 ・同業者(0.6%)か らの情 報の入

手が少ない ことで,図 書館か らの情報の入手が少ないのは図書館の数が少ないた めなのか,図

書館が あって も入手すべ き調査統計情報が少 ないためなのか,調 査統計情報 はあ?て も利用 し

に くいためなのか気 になるところである。

各機関別に入手先 をみ ると,行 政機関,経 済 団体では国の機関,県 か らの情報の入手が多い

が,情 報セ ン久一 ・研究機関では書店(27.2%)か らの入手が一番多 くkっ てい る。金融機

関では,書 店,国 の機関,県,調 査機関等,内 部組織 とい うように情報の入手先が多様である。

地場製造業 では,新 聞(17.9%)か らの情報の入手が他 の機関に比べて 多 くな ってい る。 出

先企業では,内 部組織か らの入手が 国の機関 に次いで多いのが特徴的で ある。

情報分野 別の情報の入手先では,全 分野 ともだいたい国 の機関及び県が 多 くなっているが,

資 源エネルギー分野では業界団体 ・組合等(23.7%),企 業 ・経営分野 では調査機関 ・研究

機 関 ・情報 サー ビス機関等(24.8%),金 融 ・財政分野 では金融機関(37.2%)が 一 番多

くなっている。

以上の結果か ら,調 査統計情 報の入手先 として機関別,情 報分野別 ともに,国 の機 関,県 等

の公的機関の役割の重要性が うかがわれ,そ れ らの機関の情報サー ビス体制の一 層の充実が望

まれる。
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③ 』入手媒体

調査統計情 報の入手媒体 を機関別,情 報分野別にま とめた ものを表3-5,表3-6に 示 す。

4

表.3-5情 報の入手媒体(機 関別)

質

問

項

目

回 答 項 目

.

行 政機 関 経 済 団体
.

金 融 機 関 』

民 間 企 業

情報センター

・研究 機 関

.地'場 企 業 出 先 企 業 合 計

製 造 業 商 業 製 造 業 商 業

回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比「 回答数 構成比
回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比

3

入

手

媒

体

① 電話 ・面談 31 5.7 11 5.8 0 0 25 9.2 4 1.8 8 4.7 6 2.6 1 1.2 86 4.8

② 印刷物(コ ピーを含む) 507 ga2 177 927 73 9&6 237 86.8 213 95.9 156 92.3 225 966 77 92.8 L665 93.1

③∵竺テ琴轡漂 5 0.9 0 o 0 0 0 0 1 0.5 0 0 1 0.4 1 1.2 8 0.4

④ ファクシミリ 0 0 0 0 1 L4 11 4.0 4 L8 5 30 1 0.4 1 1.2 23 1.3

⑤ オンライン 0 0 3 ,1.5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 O.2

⑥ その他 1 0.2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 3.6 4 0.2

合 計 544 100.0 191 100.0 74 100.0 273 10ao 222 10α0 169 100.0 233 100.0 83 100.0 1,789 100.0

表3-6情 報の入手媒体(情 報分野別り

、"■

回 客'ロ 目

一ち

人 口 労働 ・賃金 .良 林 木 直 鉱 工 皇 也 殴 南庭・貿易等 運輸・通信

費 標 ・

エ ネル ギ ー

企葉 ・経営 金融・財政 家計・物価 経 済 全般 そ の 他 台 命

回客歌 碗虞比 回答歌 8城地 回答置 蹴 回答殻 氏成比 回答8 口皮比 甲捌口蹴 回答頂 ■成比 回答骸 口虞比 囹答霞 = 個吉敷 寵欧化 団害敦 ■成比 回答敏 購成比 回答巨 禽成比 偏答敬 窃成比

① 電話 ・田口 15 6.9 s 33 2 23 6 &7 4 4.9 9 4.6 9 口.3 o 0 11 4.9 2 27 12 54 9 工5 o 0 86 4.8

日晒物(コ ピーを含②
む) 195 ga3 143 9鼠3 84 97.7 198 94.3 76 938 173

「9

1.5 39 7&0 28 9&6 210 9■3 69 932 205 928 245 95.7 0 o 1ぷ65 93`

③∵竺鯵隅 鶴 警 3 L4 o 0 .o 0 2 LO 0 0 1 0.5 1 1.9 o 0 1 0.5 o 0 0 o 0 o o 0 8 0.4

④ フ ァク シ ミリ 0 0 2 M o O 2 1.0 1 1.3 5 27 3 58 1 a4 3 1.3 3 4.1 2 09 1 o.4 0 o 23 1.3

⑤ 才分 イン
、
0 0

・6
0 o o 0

ケ

0. 0 o 0
'0

0 o 0 0 0 0 o 0 2 0.9 1 04 0 o 3 0.2

⑥ その他. .3 L4 o 0 0
.

o 0 0 o 0 1 O.5 0 0,
P、

o 0 0 o 0 6 o 0 ; 0 o 4 02

、
合v計 別6 100.O i50 100.0

「

86 100.o 210 100.0 81L 1000 189 100.0 52 100.0 29 1000 225 100.0 74 100.0 221 100.0 256

」

100.0 0 0 1,789 1000

1・.t,調 査 統計情 報の入手媒体は圧倒 的に印刷物が多 く,調 査対象機 関全体でみ ると93,1%を 占

・ 一'めてい る6あ とは,電 話 ・面談 に・よる もの が4.8%で,電 算機可読媒体,オ ンラインは,そ れ

ぞれ僅か0.4%と0.2%で あ る。・各機関別に入手媒体 をみて も印刷物 に よる入手 が高い比率 を

示 してい るが,金 融機関で電話 ・面談に よる入手が9.2%と 比較的高 い比率を示 してい る。電

算機可読媒体に よる入手 は,行 政機関で回答数5件(O.9%),地 場 製造業,出 先製造業,出

・先商業で回答数が各1件 あるだけで ある。 また,オ ンラインは経済 団体で3件(1.6%)あ るだ

けである。tt'

情 報分野別に入手 媒体 をみ ると,全 分野 とも印刷物 による入手が高 い比率 を示 しているが,

運 輸 ・通信分野で電話 ・面談に よる入手が17.3%と 比 較的高い比率 を示 している。 電算機可

'読 媒体に
よる入手 は,人 口(3件),鉱 工業(2件),商 業 ・貿易等(1件),運 輸 ・通信

(1件),企 業 ・経営(1件)の 各分野で ご く僅かみ られ る。 また,オ ンラインによる入手 は,

◆
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、家計 ・物価(2件),経 済全般(1件)の2分 野 でみ られ るだけである。

以上の ことより,調 査統計情報の入手媒体は,現 状 では圧倒的に印刷物に依存 して お り,電

算機可読媒体及 びオンラインに よる情報の入手は,ま だ緒 についたばか りであることが わかる。

オ ンラインネッ トワー ク化の実現が望まれ るところである。

④ 利用地域区分

調査統計情 報の利用地域 の レベルを知 るために,利 用地域区分を機関別,情 報分野別にま と

めた もの を表3-7,表3-8に 示 す。

●

表3-7情 報の利用地域区分(機 関別)

質

問

項

目

回 答 項 ・目

行 政機 関 経 済 団 体
.

情報センター

・研 究 機 関
金 融 機 関

民 間 企 業 一

合 釘地 場 企、 業 出 先 企 業
、

製 造 業 商 業 製 造 業 商 業

回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答敏 構成比

、

回答数
.

構成比 回答数 樽成比

4

利

用

地

域

区

分

① 全 国 120 14.4 64 17.7 30 23.1 103 25.1 177 67.8 72 302 118 37.9 '18 15.1 702 26.3

② プロ7ク(管 区) 78 9.3 47 1&0 24
.

185 68 16.5 16 6.1 44 185 87 28.0 51 42.9 415 15.5

③ 都道府県 212 25.3 127 35.1 61 46.9 182 44.3 48 18.4 80 3a6 94 30.2 30 25.2 834 31.3

④ 市町村 402 48.0 109 3〔ト1 15 11.5 57 13.9 15 5.8 38 16.0 12 3.9 17 14.3 665 24.9

⑤ メッシュデータ 15 1.8 15 4.1 0 0 1 0.2 5 1.9 4 1.7 0 0 0 0 .40 1.5

⑥ その他 10 1.2 0 0 0 0 o 0 0 0 0 0 0 0 3 25 13 0.5

合 計 837 100.0 362 100.0 130 10〔 ト0 411 100.0
.
261 100.0 238 100.0 311 100.0 119 10〔LO 2669 100.0

表3-8情 報の利用地域区分(情 報分野別)

回8項 目
人 口 労● ・賃金 員 林 水 産 舷 工 黄 ■ 穀 商貢 ・貿易等 遇槍・通信

費 恒 ・

エ ホ ル ギー

一貫・経営 金 ■'
、財政
京計・句臣 日 済全 般 そ の 飽 合 計

回答" w 回答願 w 回答歌 蹴 回答数 ●眠 口唇敬 繊 回書口鋤 ■s敦 轍 回答憤 蹴 口答験 蚊 比 回答敬 蹴 目答欧蹴 口答置 蹴 回答故 轍 口答霞蹴

① 全 国 49 134 76 3壺5 24 17.0 ■0 245 32 2三4 了1 243 14 1馳7 15 455 81 24.0 `6 5M n5 34.7 99 2a5 o o 702 263

② ブ07ク(管 区) 41 n.2 18 87 9 G4 57 17.4 18 1&3 47 1&1 14 197 8 242 65 栖2 9 loo 38 11.5 91 2風2 0 o 415 1ふ6

③8道 府県 95 260 89 428 30 2L3 `08 3蕊0 49 389 86 2息4 26 3甑4 8 242 92 272 24 267 107 323 n8 34」0 0 0 834. 3L2

④ 市町村 16` 44.1 24 `L5 70 4α6 77 2ユ6 26 2仕6 82 2a` 14 197 2 61 93 27.5 10 1u 70 2`2 36 》《ト4 0 0 665 249

⑤',!ユ デ ー タ 10 28 1 O.5 6 ↓3 5 1.5 1 08 6 21 1 L5 o 0 5 1.5 ' L1 1 03 3 住9 0 0 40 15

⑥ その他 9 25 o 0 2 ユ.4 o o 0 0 0 0 0 o 0 o 2 a6 o 0 0

皐

、0 0 o 0 o `3 α5

合 計 365 100.0 208 10●0 141 10α0 327 1000 126 `ooo 292 10αO 7[ 100.0 33 10α0 338 1000 90 10色0 331 1000 .347 1000 o 0 2漫69 100.0

調査対象機 関全体 でみ ると,都 道府県 レベル(31.2%),全 国 レベル(26.3%),市 町

村 レベル(24.9%)の 順 に多 く,ブ ロック(管 区)レ ベル(15.5%)ま で含め るとほ とん

ど全部 となり,メ ッシュデー タまで必要 とすることはあま りない。

これ を機 関別にみると各機関ごとに特徴が あり,行 政機関 では,市 町村 レベルの情報を利用

する割合が48.0%と 一 番高 く,次 いで都道府県 レベルの25.3%と なっている。経済 団体 で
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は都道府県 レベルが35.1%,市 町 村 レベルが30.1%と な っている。他 の機 関では市町村 レ

ベルの情報を利用す る割合 は低 く,都 道府県 レベル(情 報 センター ・研究機 関,金 融機 関,地

場商業)か,全 国 レベル(地 場製造業,出 先製造業)が 一番高い。 出先商 業は,担 当地域の情

報利用が多いためか ブロック(管 区)レ ベルの割合が42.9%と 一番高 くなってい る。

情 報分野別 にみると,市 町村 レベルの情報を利用す る割合の高い分野 は人口(44.1%),

農 林 水産(49.6%),企 業 ・経営(27.5%)で あ 九 都道府県 レベル の情 報を利用 する割

合 の高 い分野は労働 ・賃金(42.8%),鉱 工業(33.0%),建 設(38.9%),商 業 ・貿

易等(29.5%),運 輸 ・通信(39.4%),経 済 全般(34.0%)で あ る。 また,全 国 レベ

ルの情報を利用する割合の高い分野は資源 ・エネルギー(45。5%),金 融 ・財政(51.1%),

家 計 ・物価(34.7%)で あ る。

以上の結果 から,調 査統計情報の利用に あたって どこまで詳細 なデー タを必要 としているか

が,機 関別,情 報分野別に把握される。

⑤ 利用形態
1

調 査統計情 報の利用形態を機関別,情 報分野別にま とめた ものを表3-9,表3-10に 示

す。

表3-9情 報の利用形態(機 関別)

質

問

項

目

回 答 項 目
行 政 機 関 経 済 団体

情報センター

・研 究機 関
金 融 機 関

民 間 企 業

合 計地 場 企 業 出 先 企 業

製 造 業 商 業 製 造 業 商 業

回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比

&

利

用

形

態

① 編 デ}タ をその臼 467 5α4 147 44.6 62 422 190 48.1 171 6L3 146 781 172 5L7 57 60.6 1,412 525

②灘 ぱ純紺'ク 209 226 85 258 44 2⑨9 961 24.3 43 154 13 69 41 123 11 IL7 542 20.1

③ グラフの作成 117 126 45 136 18 12.2 68 17.2 31 11.1 6 32 50 150 10 107 345 128

④ 統計分析処理 118 127 39 11.8 22

シ

150 35 89 26 94 19 10.2 54 16.2 16 170 329 122

⑤ モデル分析 16 1.7 12 36 1 0.7 6 1.5 4 1.4 3 1.6 12 3.6 0 0 54 20

⑥ その他 0 0 2 α6 0 0 0 0 4 14 0 0 4 12 0 0 10 04

合 計 927 100.0 330 100.0 147 10α0 395 100.0 279 100.0 187 10α0 333 100.0 94 1000 2692 1000
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表3-10情 報 の利用形態(情 報分野別)

回 答 項 目
人 ロ 労働・賃金 農 林 水産 鉱 工 粟 ■ 般 商藁・貿■等 遅●・通信

資 源 ・

エ ネ ル ギ ー

企莫 ・経営 金■・財政 疲針・物価 経 済 全 般 そ の 飽 合 計

回番殻 轍 回答置 蹴 回8数 口反比 回答般 碗成比 面答歌 ぼ虞比 回答敏 蹴 回答歌 蹴 回答数 餌虞比 固答歌 蜘 回答験 轍 問答歌 震成比 回答殻 轍 回答敬 轍 回答敬 =
① ㌶ デ　タをその封 159 416 224 623 76 51.7 157

'
459 53 3a1 137 451 35 473 21 396 180 5ふ4 61 663 192 625 217 662 0 o M12 525

② 灘 綿 綿集計'ク 89 233 35 176 37 2巳2 73 2L3 30 21β 83 27.3 14 189 14 264 64 197 13 14」1 50 1己3 40 122 0 0 542 2ρ1

③ クラスの作成 64 168 19 駄5 16 1血9 55 1丘R 22 1S8 40 132 11 149 9 170 38 1L7 9 9β 35 11.4 27 82 0 0 345 128

④ 統計分析処理 611遙o 17 a5 15 102 49 143 30 2M) 38 125 '0 135 7 132 34 1α5 8 息7 27 a8 33 101 ① 0 329 122

⑤ モデル分析 923 4 21 3 20 6 1.8 4 29 4' L3 3 41 38 6 1.8 , 11 3 1ρ 9 27 0 0 54 20

⑥ その他 00 0 0 0 0 2 06 0 o 2 06 1 L3

]・
3 09 o 0 0 0 2 α6 o 0 10 04

合 計 3821000 199 10α0 147 1000 342110ρ0 139 1000 304 1000 74 1000 1000 325 1000 92川 吐O 307 10α0 328 oαo 0 0 鵠92 000

調査統計情報の利用形 態を調査 対象機関全体でみ ると,入 手 デー タをそのまま利用す る割合

が高 く・52.5%と な ってい る。 次いで表作成が2α1%,グ ラフ'の作成が128% ,統 計分析

処理が122%で あ り,
、モデル分析 まで行 う割合は2.0%し かない。.

機 関別には,各 機関 とも入手デー'タをそのまま利用する形態が多いが ,機 関に よってその割

合 に違いが あb,経 済 団体(44.5%)tS
t情 報 センター ・研 究機関(422%),金 融機関

(48.1%)で はそ のまま利用す る割合が比較的低 ぐ,表 作成 まで加工す る割合が他の機関に

比べて比較的高 くなってい る。

情報分野 別にみる と,労 働 ・賃金(62.3%),金 融 ・財政(66 .3%),家 計 ・物価(6

2.5%),経 済 全般(66.2%)の 分 野では入手 デー タをそのまま利用す る形態が他の分野 と

比較 して割合が高 くなっている。 また,人 口,建 設,資 源 ・エネルギーの分野では,入 手デー

タをそのまま利用す るだけで な く,表 作成 グラフの作成 ,統 計分析処理 とデータを加工 して

利用する形態が他の分野 と比較 して割合が高 くなってい る。 特に,建 設分野 では デLタ の加工

の程度が他の分野に比較 して高 い。

以上の結果 より,調 査統計情報の機関別,情 報分野別の加工の程度 を把握 す ることができる。

⑥ 保存状況

調査統計情報の保存状況 を機関別,情 報分野別にま とめた もの を表3-11,表3-12に

示 す。
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表3-11情 報 の保存状況(機 関別)

質

問

項

目

回 答 項 目
行政 機 関

情報センター

、・研 究 機 関

金 融 機関

民 間 企 業

合 計
経 済 団 体 地 場 企 業 出 先 企 業

製 造 業 商 業 製 造 業 商 業

回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比
回答散 構成比

軌

保

存

状

況

保
存
し
て
い

る

電子計

算機に,

保 存

データベース 2 0.4 1 0.5 0 0 20 8.1 1 0.5 0 0 11 4.6 5 59 40 2.3

一般ファイル
19 34 10 5.4 4 5.9 16 6.4 2 LO 34 19.3 19 7.9 4 4.7 108 6.1

印刷物 ・その他 487 87.7 164 88.7 64 94.1 202 81」 150 72.1 103 58.5 154 63.9 46 54.1 1,370 77.5

保存 していない 47 8.5 10 5.4 0 0 11 4.4 55 26.4 39 22.2 57 2&6 30 35.3 249 14ユ

合 計 555 100.0 185 100.0 68 100.0 249 100.0 208 100.0 176 100.0 241 100.0 85 100.0 1,767 100.0

表3-12情 報の保存状況(情 報分野別)

A
回 答 項 目

人 日 労● ・賃金 良 躰 水 産
舷 工 婁 ■ 般 画室・貿易尋 選の・通信

費 原 ・

エ ネル ギ ー

金貝・経営 金融・財政 家計・物価 経 済 全 般 そ の 飽

'

合 計

回答敏 伐虞比 回答敦 蹴 回答駐 微眞比 回答験 捕虜比 回答舷 鋤 回答歌蹴 回答敏 蹴 回答散 敏 比 回答敬蹴 時 数蹴 回紐 轍 回答敵 府成比 回答債 蹴 回答敦 蹴

保存

し
て
い
る

電子計
算恨に
保 存

デー タベ ー ス 4 1.8 3 20 1 1.1 5 24 2 26 4 Z2 o 0 o o 5 23 3 4.' 7 32 6 24 0 0 40 23

一 般 フ7イ ル 8 乱7 12 a1 5 s4 10 4.8 2 26 9 50 8 157 4 14.3 11 51 4 55 16 7.4 19 7.5 0 0 108 6.1

印刷物 ・その他 186 84.5 113 7低4 79 85.9 170 81.3 62 8ρ5 153 845 34 667 19 67L9 166 765 51 69.9 164 75.2 173 684 0 0 1β70 7τ5

保存してい在い 22 100 20 135 7 7.6 24 1L5 11 143 15 臥3 9 17.6 5 17.8 35 161 15 20.5 31 14.2 55 2L7 0 o 249 14.1

合 針 220 100.0 148

1

100.0 92 100.0 ・209 1000 77 10α0 181 1000 51 1000 28 1000 217 100.0 73 1000 218 100.0 253 1000 0 0 L767 100.0

調査統計情 報の保存状況 を調査対 象機関全体 でみ ると,85.9'%が 保 存 しており,印 刷物 ・

その他に よる保存が77.5%,電 子 計算機 に保存が8.4%と な っている。各機関別に情報の保

存状況をみ ると,印 刷物 ・その他に よる保存の割合が行政機関(.87.7%),経 済 団体(88.

6%),情 報 セ ンター ・研究機 関(94.1%),金 融機 関(81.1%)で 高 くなって括 り,民

間企業 では利用 した調査統計情 報を保存 しない割合が他の機 関 と比較 してかな り高い。電子計

算機 に よる保存の割合 は金融機関(14.4%),地 場 商業(19.3%),出 先 製造業(12.5

%),出 先 商業(10.6%)が10%を 越 えていて,電 子計算機 による調査統計情報の処理が

進 め られてい ることが うかがわれる。

情報分野 別にみ ると,全 分野 とも印刷物 ・その他に よる保存の割合が一番高いが,電 子計算

機 に よる保存の割合が10%を 越 える分野 として労働 ・賃金(10.1%),運 輸 ・通信(15.

7%),資 源 ・エネルギー(14.3%.),家 計 ・物価(10.5%)が 上 げ られ る。また,金 融

・財政(9 .6%),経 済 全般(9,9%)も10%近 い割合で電子計算機 に保存されてい る。デ

ータベースとして保存 す る割合はまだ低 いが
,運 輸 ・通信,資 源 ・エネルギーを除 く他の分野

ではデータベースに よる保存が行 われており,家 計 ・物価(7件,3.2%),経 済全般(6件,

'
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■

2.4%)の 分 野では件数が 多い。 また金融 ・財政(3件,4.1%)分 野 は他 の分野に比較 して

データベースによる保 存の割合が高い。

以上 の 結果 よ り,調 査統計情 報は機関別,情 報分野別 ともに現状では印刷物 ・その他の形

で保存されている割合が高 いが,電 子計算機による保存 もかな り行 われて きていることがわか

る。

⑦ 入手 ・利用⊥の問題点

調査統計情報の入手 ・利用上の問題点を機関別,.情 報分野別にま とめた ものを表3-13,

表3-14に 示 す。

表3-13情 報 の入手 ・利用上の問題点(機 関別)

質

問

項

目

回 答 項 目

「

行 政機 関 経 済 団 体
情報センター

・研 究 機 関
金 融機 関

.

民 、 間 企 業

合 計地 場 企 業 出 先 企 業

製 造 業 商 業 製 造 業 商 業

回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比

τ

入

手

・

利

用

上

の

問

題

点

① 雛祭 誇旨・頒 53 13.7 29 17.5 9 16.4 24 1a6 21 17.8 24 19.2 20 122 4 6.9. 184 14.6

② 地域区分が大きす ぎる 49 12.7 23 13.9 6 10.9 29 15.3 10 8.5 16 12.8 15 92 6 10.4 154 12.2

③ 嘗系列区分猷 きすぎ 21 5.4 6 a6 2 36 10 5.3 1 0.8 1 0.8 4 24 0 0 45 3.5

④ 嬬 襟3た め比 10 2.6 7 4.2 1 1.8 4 21 1 0.8 11 8.8 1 0.6 1 1.7 36 2.9

⑤ 標本の選定が不適当 12 31 1 0.6 0 0 6 32
'0

0 3 2.4 3 1.8 0 0 25 20

秘匿(未 公開)デ ータ⑥
である 23 6.0 19 11.4 4 7.3 9 4.7 1 0.8 6 4.8 11 6.7 0 0 73 5.8

⑦'公 開時期が遅い 192 49.7 58

.

34.9 24 43.6 66 34.7 62 52.6 34 272 61 37」2 21 36.2 518 41.0

電子計算機可読媒体化⑧
されていない 5 1.3 0 0 0 0 0 0 1 .o.8 0 0 12 7.3 0 0 18 1.4

必要 とす る集計 ・加工⑨
がされてい左い 8 21 22 133 0 0 24 126 8 6.8 19 15.2 17 10.4 13 22.4

F
111 8.8

⑩ 入手費用が高い 2 α5 o 0 0 0 7 3.7 6 5.1 4 3.2 9 55 6 10.4 34 2.7

⑪ その他 11 2.9 1 0.6 9 16.4 11 5.8 7 60 7 5.6 11 6:7 7
.
120 64 5.1

合 計 386 100.0 166 100.0 .55 100.0 190 100.0 118 100.0 125 100.0 164 100.0.
「

、58

-

1.0〔ト0 1262 100.0

●

、
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表3-14情 報の入手 ・利用上の問題点(情 報分野別)

回 答 項 目
人 口 労働・貸金 良 林 水 産 鉱 主 薬 ■ 設 南桑・貿易移 遣捨・通信

資 源 ・

エ ネ ル ギ ー

企桑・経営 金融 ・財政 窟計・物価 経 済全 般 そ の 他 合 計

回答骸 構成比 圓答歌 筏皮比 回答敬 寵虞比 回s敏 禽虞比 回答殻 轍 個答歌
'取成
比 回答敬 o虞比 回答敬 境成比 回答敏 構成比 口唇数 簡成比 回答敬 轍 回答殻 瞬成比 回答敏 戦 回答数 構成比

①2菖票賠`・ 分類 16 109 24 224 7 112 24 1a3 7 117 31 17」1 3 U6 3 143 29 1&2 4 105 12 100 24 1艮1 o 0 184 14.6

② 地域区分が大きすぎる 17 1L6 n 1臥3 5 7.9 14 刀 11 1&3 23 127 6 231 2 9.5 17 1●7 2 s3 25 208 21 1a2 0 o 154 122

③ 璽系列区分が人け ぎ 6 40 0 o 6 95 5 28 2 33 12 67 o 0 0 0 10 63 1 26 1 0.8 2 1.3 o 0 45 a6

④6蹴 漂 た砒 2 M 4 37 5 7.9 8 生4 o 0 7 39 1 a8 0 0 2 13 0 0 3 25 4 25 0 0 36 29

⑤ 標本の選定が不適当 1 07 3 28 0 0 2 u 3 50 2 " 0 0 0 0 2 L3 0 0 10 83 2 輻3 o 0 25 1⑨

秘匿(未 公開)デ ータ⑥
である 1 0.7 8 7.5 o 0 23 127 1 17 20 1Lo 1 38 3 143 12 τ5 1 26 2 L8 1 06 0 0 73 5.8

⑦ 公開時期が遅い 81 551 28 262 36 57L1 71 392 32 533 60 331 8 308 10 47」6 59 371 16 421 49 4α8 68 428 0 0 518 410

電子計算機可読媒体化⑧
されていない

1 0.7 2 1.9 1 L6 4 22 0 0 2 1.1 0 0 0 0 5 a1 0 0 1 08 2 1.3 0 o 18 1.4

⑨鰻毘 ㌍'肛 11 7.5 18 168 2 32 16 88 2 ユ3 16 ag 5 193 0 0 8 50 7 1&4 11 92 15 駄4 o 0 U1 a8

⑩ 入手費用が高い 5 34 1 09 0 0 5 28 1 17 2 1』 1 ユ8 0 0 9 57 4 10.5 0 o 6 37 0 0 34 27

⑪ その他 6 4.0 8 τ5 1 1.6 9 50 1 1.7 6 33 1 a8 3 14.3 6 38 3 ao 6 50 14 88 0 o 64 i1

合 計 147 1000 107 1000 63 1000 181 10α0 60 1000 181 1000 26 1000 21 1000 159 1000 38 1000 120 100σ 159 1000 0 o 1262 1000

調査統計情 報の入手 ・利用上 の問題点を調査対象機関全体一(一みると,公 開時期が遅 いが41.

0%と 全 回答数の半数近 くの割合を占めているのが 目につ く。 その他には調査項 目がない,分

類項 目が大 きす ぎ(14.6%),地 域 区分が大 きす ぎる(12.2%),必 要 とす る集計 ・加工

がなされていない(8.8%)等 情 報の内容 に関す る利用上の問題点があげ られている。

機関別にみると,各 機関 とも公開時期が遅 い とい う問題点 を一番にあげてい る。特 に行政機

関(49.7%),地 場 製造業ではその割合が高い。電子計算機可読 媒体化 されていない とい う

問題点の指摘 を してい るのは,出 先製造業(12件,7.3%)だ け で,調 査統計情報の入手 ・

利用上の問題点 としてはまだ あま り割合は高 くないが,今 後,オ ンラインネッ トワーク化がす

すむにつれて問題化され るもの と思われる。

情報分野別にみると,労 働 ・賃金,運 輸 ・通信分野 では他の分野 に比 べて公開時期が遅い と

い う問題点の割合が低 く,代 わ りに必要 とする集計 ・加エが なされていない とい う問題 点の割

合が高 くなっている。

以上 の結果 より,調 査統計情 報の入手 ・利用上の当面の問題 点は情報 の公開時期 と内容にあ

る ことが うかがわれる。情報 の公開時期 の問題 は③,⑥ の調査結果で明 らかにされた ように,

情 報の入手媒体,保 存方法 を主 として印刷物に依存 していることに関係するもの と思 われる。

これが電子計算 機可読媒体 で入手 し,デ ー タベース化 して保存する形 に移行 してゆけば,よ り

早 く情報を入手 し,利 用する ことが可能になるもの と思われ る。

⑧ 外部提供の状況

調査統計情報の外部提供 の状況を機関別,情 報分野別にま とめた もの を表3-15,表3一
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16に 示 す。

表3-15情 報の外部提供の状況(機 関別)

■

■

質

問

項

目

回 答 項 目
行 政 機 関 経 済 団 体

情報センター
.

・研 究 機 関

民 間 企 業

合 計地 場 企 業 出 先 企 業

製 造 業 製 造 業
、^

商 業

回答散 構成比 回答数 構成比 回答敵 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比

&

外

部

提

供

の

状

況

提

供
し

て

い

る

提

供

媒

体

オンライン 0 0 1 o 0 0 o 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

電子計算機可読媒
体 1 0.2 0 0.6 0 0 0 0 0

'0
0 0 0 0 0 0 2 0.2

フ ァ ク シ ミ リ 0 0 10 6.1 12 17.1 0 0
「0

0 0 0 7 32 0 0 29 1.9

印刷物 ・その他 305 645 125 76.7 49 70.0 45 20.6 14 8.6 0 0 20 9.1 11 16.2 569 37.5

2・3年 後に提供
する予定がある 0 0 0 0 0 0 9 4.1

「5

3.1 0 0 0 0 0 0 14 α9提 供
し て

いない 予定なし 167 35.3 27 166 9 129 165 75.3 143 88.3 142

'
1000 192 87.7 57 83.8 902 595

合 計 473 100.0 163 !000 70 100.0 219 10〔 ト0 162 100.0 142 100.0 2r9 100.0 68 100.0 1516 100.0

表3-16情 報の外部提供の状況(情 報分野別)

回 答 項 目
人 口 労働 ・賃金 良 林 水 産 舷.工 兵 造 設 商貫・貿易等 違泊 ・通信

賢 源 ・

エ ネル ギ ー

企婁・経営 金融・財政 家計・物価 ほ 済 全 般 そ の 他 合 計

回答般 ■恢比 回答徹 扇成比 回答章 萌成比 回答敬 賊 比 回δ敏 搬 比 回答曽 禽成比 回答敬 禽成比 回答教 ぼ成比 回答敬 類 比 回答融 内皮比 回答歌 轍 比 回答敬 醜震比 回答敦 簡成比 回答数 口成此

提
供
し
て
い
る

提

供

媒

体

オ ン ラ イ ン 0 0 o 0 0 O 0 0 0 o o 0 0 0 0 0 0 o 0 0 0 0 0 0 0 0 0 o

電子計算機。∫統媒
体 0 o o o 1 1.3 0 o o 0 0 0 o 0 o o 1 06 0 0 0 0 0 o o 0 2 02

"ア クシ=り 2 1.1 2 L5 0 0 2 1.1 1 1.5 4 2.6 1 24 0 0 4 20 1 L8 6 a3 6 27 o 0 29 1.9

印刷物・その他 99 52.9 34 260 50 64.9 73 408 23 354 75 487 8 190 6 24.o 66 3ユ3 15 26.8 68 37.8 52 234 0 0 569 37∪

2・3年 後に提供
するト定がある 1 0.5 o 0 0 0 1 0.6 0 o 1 0.6 o 0 0 0 4 20 1 1.8 2 【.1 4 1.8 o 0 14 0.9

予定たし 85 4鼠5 95 725 26 33.8 !03 57.5 41 63.1 74 481 33 7息6 19 76.o 123 621 39 6皇6 104 57.8 160 721 0 0 902 59.5

合 計 187 1000 131 100.0 77 1000 179 100.0 65 1000 154 100.0 42 1000 25 10●0 198 1000 56 `OOO 180 100.0 222 100.⑰ o 0 L516 1000

句

機関別では,提 供 して い る割合が高いのは行政機 関(64.7%),経 済 団体(83.4%),

情 報 センター ・研究機 関(87.1%)の 公的機関,公 益機関 であるが,提 供 媒体 はほ とんど印

刷物 ・そ の他 である。他 の機関は情報を提供 している割合 は低 い。オ ンラインで情報を提供 し

てい る機関は皆無で あり,行 政機関,経 済団体が各1件 ずっ電子計算機可読媒体で情 報を提供

してい る。

情報分野 別にみ ると,外 部提供 してい る割合の高 いのは人口(529%),農 林 水産(64.

9%),商 業 ・貿易等(48.7%)の 分 野で,他 の分野は提供 していない割合の方が高い。

以上の結果 より,調 査統計情報の外部提供 は主 として公的機関,公 益機関の役割 とされるが,

提 供 の状況 は印刷物 ・その他が中心であ り,オ ンラインシステムを含め た電 子計算機 を利 用 し

た提供 は今後の課題 とみな され る。
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3.2今 後 利 用 した い 調 査 統 計 情 報

現在 は利用 していないが今後利用 したい情報を,機 関別の情報名 と利用 の目的,希 望す る入手媒

体,利 用 したい地域区分について調査 した。

(1)利 用希望情報

今後利用 したい情 報を調査対象機関全体及び機関別にみると,以 下の とお りである。

全機関の今後利用 したい調査統計情報ニーズの件数は167件 で,そ の情報名をニーズの高い

順に上位8値 あげ ると,地 域 経済動向(5.4%),工 業 立地動向(4.2%),設 備 投資動向(3.

0%),地 域 産業連関(3tO'%.1),.,'国 勢調査(2.4%),機 械 受注統計(2.4%),特 定 サー ビ

ス産業(2.4%),大 蔵景気予測く2.4%)と なっている。 しか し,こ れ ら以外の情報ニーズの

割合が,74.8%で あ ることか らわか るよ うに情報 ニーズは多様で ある。

機関別 にみ ると,行 政機関(ニ ーズ件数32件)で は国勢調査,農 業動態調査,工 業立地動向,

地域経済動 向の情報ニーズが 各2件(6.3%')あ る。経済 団体(ニ ーズ件数20件)で は,商 業

統計,事 業所統計の情報!一 ズが各2件(・0.・%)あ る.情 報セ ンター ・研究機 関等(ニ ーズ

件数13件)で は,工 業立地動向,地 域産業連 関,地 域経済動 向の情報 ニーズが各2件(15.4

%)あ る。金融機関(二[ズ 件数22件)で は,特 定サー ビス産業,全 国銀行主要勘定の情報ニ

ーズが各2件(9 .1%)あ る。地場製造業(ニ ーズ件数14件)で は,職 業紹介統計,機 械受注

統計,通 関統 計,設 備 投 資動 向 などのニーズがあ る。 地 場 商 業(ニ ーズ件数7件)で は・

鹸 着工 統言+,家 計 調 査 な どのニーズがある.出 先製 造 業(ニ ーズ 件数51件)で1ま ・ 地.

域 経済動向(ニ ー ズ件数5件,10.0%),工 業立地動 向(ニ ーズ件数3件,6.0%),機 械受

注統計(ニ ーズ件数3件,6.0%)な どのニーズが ある。 出先商業(ニ ーズ件数10件)で は,

建築着工統計,電 燈電 力需要 などの情報ニーズが ある。
)

以上の結果 をみると,情 報ニ ーズは多様 であることがわか る。

(2)希 望 す る内容

今後利用 したい調査統計情 報ニーズ167件 の 利用の 目的,希 望す る入手媒体,利 用 したい地

域区分の内容は表3-17に 示 す とk・りである。

これ らの情報 ニーズを利用の 目的,希 望す る入手媒体,利 用 したい地域 区分について整理す る。

① 利用の目的

行政機関では,利 用 の目的は計画立案のため と調査 ・分析 ・研究のために入手 したい ケース

が多い。経済団体 では,情 報提供サー ビスのため と調査 ・分析 のために入手 したい ケースが多

いが,指 導上の資料 として利用 したい情報ニーズもい くつか ある。 情報センター ・研究機関で

は,情 報提供 サー ビスのため,調 査 ・分析 のためお よび計画立案 のために入手 したいケースが

多い。

金融機関では,調 査 ・分析のために入手 したいケースが多いが,業 務推進のための情報ニー

ズがい くつか ある。 地場製造業では,計 画立案 のために入手 したい ケニ スが多いが・求 人の た

めに利用 したというケースもある.地 場鱗 では,調 立案 のために入手 した・・ケースが多い・跣 製造
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・業 では,販 売等 の日常業務 で使用するために入手 したい ケースが多いが,諸 計画立案及び景況把

握のために利用 したいケー スもかな りある。出先商業では,販 売活動のために利用 したいケー

スが多い。

② 希望する入手媒体

希望す る入手媒体は,印 刷物 による入手 を希望す るケースが多いが,機 関に よって違いが あ

る。行政機関では,印 刷物 に よる入手希 望は約60%で ,フ ァクシ ミリ(約20%),電 子 計

算機 可読媒体(約20%)に よる入手 を希望するケースが他の機関に比べて 多い。経済 団体で

は,印 刷物に よる入手 を希望 している。情報 センター ・研究機関では,印 刷物に よる入手 とあ

わせてオンライ ンネッ トワークに よるデー タサー ビスを希望するケースがい くつかある。金融

機関では,印 刷物に よる入手 を希望 している。地場製造業では,印 刷物 に よる入手 を希望す る

ケースが多いが オンラインに よるサー ビスを希望す るケースが3件(約21%)あ る。地場商

業 では,フ ァクシ ミリに よる入手 を希望す るケースが1件(約14%)あ るの を除いて 印刷物

に よる入手 を希望 しているが,将 来 オンラインに よるサービスを希望す るケー スが1件 ある。

出先製造業 ではほとんどが印刷物にょり入手 したいと しているが,オ ンラインによるサー ビス

を希望 するケースが4件(約10%)あ る。出先商業では印刷物 によ る入手を希望 しているが,

印刷物 とオ ンラインの併用 による入手を希望するケースが1件(約10%)あ る。

オンラインに よるサー ビスを希望 す る情 報 と して は,通 産省生産動態統計調査,工 業立地

動向調査 特定 サー ビス産業実態調査,地 域産業連関表, ,国 ・地方公共団体の基本方針 を示 す

もの,商 品市場(分 野別)の 予測 に関する もの,病 院 の施設(規 模)と 患者数 との関係 を示 す

情 報,地 域 別 ・商 品別 マーケッ ト産業立地調査,自 動車登録台数,自 動車輸送統計,景 気動 向

指数,作 物統計,地 域情報化 の指標等に関す る統計があげ られる。

③ 利用 したい地域 区分

、利用 したい地域 区分は情報ニーズの内容,利 用の 目的 とも関係するが,金 風 ブロック,都

道 府県,市 町村 と多様である。行政機関,経 済団体 では全 国,市 町村の地域区分が多いが情報

セ ンター ・研 究機関では中国5県 のケースが多い。

金融機関では県,市 町村 をあげたケースが多い。

地場製造業,地 場商業では利用 したい地域区分 は情報ニーズごとに多様で ある。 出先製造業,

出 先商業では中国5県 の ケースが多い。 これは出先機 関のため担 当地域が指定 されてい ること

に よると思われ る。

今後利用 したい調査統計情報に関す る以上の結果 より,国 ・地方公共団体 という公的機関の

情 報サー ビスのあり方を知 ることがで きる。
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表3-17 今 後 利 用 した い情 報 の 内 容(1)

ー

」
O
Φ

ー

機 関 名 調査統計情報名又はその内容 利 用 の 目 的 希 望す る入手媒 体 利用したい地域区分

行政機関 サー ビス産業 の実態 の わか る資料 景況把握等調査分析 ・研究のため 印刷物 ブロ ック県

国勢調査 高齢化の動向 報告書 全国 ・中国

各県の経済統計 業務参考資料 印刷物 中国地方(各 県)

民鉄輸送統計調査 計画立案 印刷物 全国

小売店 ・飲食店概況 計画立案 フ ロ ッ ピー 全国

サービス業関係事業所実態統計(商 業統計程度) 景況把握等調査・分析のため 国の機 関 ・県 プ ロ ブク(県 ・市 ・町 ・村)

消費動向調査 景況把握等調査分析研究 印刷物 中国5県

大蔵省景気予測調査 景況把握等調査分析研究 印刷物 中国5県

県別の総生産 販売 書籍 市町村

各種新技術の開発研究情報と将来展望(見 通し) 長期計画の進行管理等 印刷物 全国

企業の拡大計画 長期計画の進行管理等 印刷物 全国

サー ビス業 の実態 経済動向の把握
一 県

工業立地動向調査 本省及び他県への工業立地分析のため 磁気 テープ 県

交通利用実態 本県の総合交通体系の策定のため 磁 気 テー プ 県,広 域圏

産業連関表 産業連関分析のため
■

磁気 テー プ 県

各分野ごとの長期的将来予測情報 総合計画,広 域計画の立案 印刷物 市町村

バ イオテ クノロジーの進展及 び導入 に関 す る情報 総合計画,広 域計画の立案 印刷物 市町村

農業動態調査 農業振興 電子計算機可読媒体 市町村

法人企業投資動向調査 地域経済の活性化 電子計算機可読媒体 市町村

地域経済動向調査 地域経済の活性化 電子計算機可読媒体 市町村

地域経済動向調査 地域経済動向の把握 印刷物 ブ ロフク(県 ・市)

地域活性化対策等の地域政策情報 各種施策の計画立案 フ ァ クシ ミ リ 市区町村圏域

市町村民所得推計 長期計画の策定 フ ァ ク シ ミ リ 市町村圏域

建築物の種類 ・数に関する統計 都市計画の立案 フ ァ ク シ ミ リ 市町村圏域

救急医療設備体制に関する情報. 救急医療対策 フ ァ ク シ ミリ 市町村圏域

企業の業種別立地動向 企業誘致のための基盤整備に利用 印刷物 ・フ ァクシ ミリ 全国

海洋開発・海洋利用関係状況調査情報 海洋情報文化都市作りに向けての基礎資料 印刷物 全国

生鮮食料品流通量調査(野 菜,水 産物等) 流通団地整備計画立案' 印刷物 都道府県市町村

`・' 培
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今 後 利 用 したい情 報 の 内容(2)

機 関 名 調査統計情報名又はその内容' 利 用 の 目 的 希望 する入手媒 体 利用したい地域区分

行政機関 農業動態調査 農業関係の諸計画立案策定の際の参考資料 印刷物 市町村

昭和60年 国勢調査 市行政の基礎資料 印刷物 国勢調査区分

地域振興戦略情報 諸計画立案の参考' フ ァクシ ミリ ・印刷 物 市町村

経済団体 退職金・企業年金にっいての統計資料 一
一 印刷物 市町村 ・業種別

賃金情報(退 職金を含む)w 情報提供サニビス 印刷物 全国～市町村

景気予測調査 諸計画立案 印刷物 全国～市町村

主要道路通行量 諸計画立案" 印刷物 市町村

全国貨物純流動 情報提供サービス景況把握 ・分析 一 市町村

商業実態基本調査 情報提供サービス景況把握 ・分析 一 市町村
.

工業実態基本調査 情報提 供サ ー ビス景況把 握 ・分析 一 市町村

設備投資動向 情報提 供 サー ビス景 況把握 ・分析 一 市町村

商業統計 調査 ・分析 印刷物 当管内

事業所統計 調査 ・分析 印刷物 当管内

国勢調査 調 査 ・分析 印刷物 当管内

労働生産性統計 地域の労働生産性向上のための比較資料 印刷物 ブ ロ ッ ク ・全 国

通関統計 県内企業の輸出入対策 印刷物 東南 アジア,中 国,欧 州,米 国

航空輸送統計調査 県内地場産業 ・先端産業への利用 印刷物 全国

地域産業連関表 効果的な産業育成のため 印刷物 県,ブoプ ク,全 国

観光客動態調査統計情報 地域観光対策 印刷物 県市町村

産業分類以下(各 項日別) 製造品目,販 売品目別の詳細な動向を探るため 一 国,県

事業所統計 指導上の資料 印刷物 国,県'

工業統計調査 指導上の資料 印刷物 国,県

商業統計調査 指導上の資料 印刷物 国,県

商業動態統計調査 指導上の資料 印刷物 国,県

情 報 センタ

ー ・研究機

関

地域産業連関表 営業企画 一 中国

地域経済動向調査 営業企画 一 全国 ・中国

ウL■

貿易業態統計調査 情報 サ ー ビス' 印刷物 県内
L`一 「

中小企業景況調査 情 報 サ ーービス 寸 印刷物' 県内
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今 後 利用 したい 情報 の 内容(3)

機 関 名 調査統計情報名又はその内容 利 用 の 目r的 希望す る入手 媒体 利用したい地域区分

情報 センタ

ー ・研究機

関

地域経済動向調査 情 報サー ビス 印刷物 県内

国際収支表 情報 サー ビス 印刷物 県内

通商産業省生産動態統計調査 調 査,計 画 印刷物 及 びデー タサー ビス 中国地方

工業立地動向調査 調 査,計 画 印刷物 及 びデー タサ ー ビス 中国地方

特定サービス産業実態統計 調 査,計 画 印刷物及 びデー タサ ー ビス 中国地方

地域産業連関表 調査,計 画 印刷物 及 びデー タサー ビス 中国地方

工業立地動向調査 統計分析 印刷物 中国地方県別工業地区別

人口動態調査 高齢化社会への対応策 印刷物 市町村

雇用動向調査 高齢化社会への対応策 印刷物 市町村

金融機関 中小企業景気動向 諸計画の立案及び景況把握 印刷物 市町村

設備投資動向 諸計画の立案及び景況把握 印刷物 市町村

地価公示価格 担保評価 ・不動産売買情報 印刷物 全国

地価実勢価格 担保評価 ・不動産売買情報 印刷物 全国

人口移動統計調査 景況把握等調査分析 印刷物 市町村

流通統計調査 景況把握等調査分析 印刷物 市町村

設備投資動向調査 景況把握等調査分析 印刷物 市町村

企業短期経済観測調査 景況把握等調査分析 印刷物 市町村

人口,労 働力,雇 用,就 職状況等に関する全国都道

府県別月次統計

地域 ・分 析 印刷物
闇

全国,都 道府県及び主要都市

企業金融関係の統計(法 人季報の地域版) 需資動向,金 融動向の把握 一 県単位

県民所得統計のQE及 び四半期分割計数 景気動向把握
一 県単位

サービス産業の景況を示す指標 景気動向把握 一 県単位

地域間の物流動向を示す統計 交通 ネ ッ トワー ク整 備の影響把握 一 県単位

、

地域別金融機関別主要勘定 統計資料 印刷物 県 ・市

地域開発計画 業務推進 印刷物 広島県内

都市再開発計画 業務推進 印刷物 広島県内

地域振興計画 業務推進 印刷物 広島県内

業種別生産出荷受注動向 企業調査 ・景況調査 印刷物 県別

商品市況及び市場占有率 企業調査 印刷物 県別
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今 後 利 用 した い 情報 の内 容(4)

機 関 名 調査統計情報名又はその内容 利 用 の 目 的 希望 す る入手媒体 利用したい地域区分

金融機関 諸金利情報 金利設定 印刷物 ブ ロ ック別

サー ビス産 業の実態が詳細 に分 る もの 調査分析研究のため 印刷物 全 国 ・ブ ロ ック

企業の資金運用調達内容が詳細迅速に分るもの 調査分析研究のため 印刷物 全国

地場製造業 各県別公共投資予算 将来計画立案 印刷物 全国

産業別投資計画 将来計画立案 印刷物 全国

職業安定業務報告 統計分析処理 印刷物 県 ・市

業種別景気予測及び統計資料 事業計画立案 冊子 全国

開発関係 開発 フ ァ ク シ ミリ 全国

中国地方 の エネルギー統計 中国地方のエネルギー使用状況把握 印刷物 ブ ロ ック(管 内)

地域別輸出動向 中国地方の景況を把握する 印刷物 』 ブ ロッ ク(管 内)

国・地方公共団体の基本方針を示すもの 変化に対応 コ ン ピ ュ ー ター オ ン ラ イ ン 一

商品市場(分 野別)の 予測に関するもの 経営計画 コ ン ピ ュ ー ター オ ン ラ イ ン 一

病院の施設(規 模)と 愚老数との関係を示す情報 日常業務への利用 オ ンライ ン 都道府県又は市町村

機械統計月報
'物品 ご との生産 ■販 売台数

印刷物 メ ッ シ ュ

主要生活用品の保有状況
'

主要生活用品の保有状況' 印刷物 メ ッ シ ュ

新規学卒地域別就労統計 求人 印刷物 中国(広 島)

物価に関する情報(消 費者物価,卸 売物価,国 鉄・

私鉄運賃の予想と実績,賃 金実績 ・予想等)

経営計画
一

印刷物 全国

地場商業 家計調査 計画立案分析 印刷物 県別

消費者物価 計画立案分析' 印刷物 管区

景気動向 計画立案分析 印刷物 県別

人口推移 計画立案分析 印刷物 市町村

建築着工統計 販売計画立案 7ァ ク シ ミ リ 西日本全域

大型店別月別売上集計 販売計画立案 印刷物 中国地方

地域 別 ・商品 別マー ケ ッ ト産業 立地 調査 産業立地調査 印刷物(将 来 オ ンライ ン) 市 町村 メッシ ュデー タ

出先製造業 地域産業連関表 営業企画 一 中国

'地域経済動向調査 営業企画' 一 全 国 ・中 国

通商産業省生産動態統計 景況把握 印刷物 中国地方,広 島県



」
Φ
O

今後 利 用 したい情 報 の 内容(5)

機 関 名 調査統計情報名又はその内容 利 用 の 目 的 希望す る入手媒 体 利用したい地域区分

出先製造業 工業立地動向調査 景況把握 印刷物 中国地方,広 島県

機械受注統計調査 景況把握 印刷物 中国地方,広 島県

商業統計 景況把握 印刷物 中国地 方,広 島県

建築物県別階数別内訳(新 設・既設別) 景況需要分析等の把握 印刷物 県別

紙の品種別◆県別の卸売状況 販 売対策. 一 中国5県

OA機 器会 社別 シェア 計画立案 一 中国5県

中国地方管内概況 調査企画等の参考 印刷物 中国5県

中国地域通商産業統計年報 調査企画等の参考 印刷物
,

中国5県

鉄鋼商品需要家動向 新製品,新 分野開発 印刷物 全国

ハイテク産業 動向 新製品,新 分野 開発 、 印刷物 中国地域

ビールの販 売 ・消費情報 分析・把握 一 県

清涼飲料 の販 売 ・消費状 況 一 .分析 ・把握 一 県

工業統計調査 諸計画立案及び景況把握 印刷物 県別

機械受注統計調査 諸計画立案及び景況把握 一 印刷物 県別

建設工事統計 諸計画立案及び景況把握 一 印刷物 . 県別

地域経済動向調査 諸計画立案及び景況把握 印刷物 県別

建設工事統計 受注活動 印刷物 中国地区

主要国別経済指標 マ ー ケ テ ィ ン グ' 一 国別

住民基本台帳に基づく人口統計調査 販売資料 印刷物 中国5県

流通統計調査 販売 費科 料 印刷物 中国5県

工業立地動向調査 一 販売 資料 ソ 印刷物 中国5県

自動車登録台数 販売資料, オ ンライン 中国5県

自動車輸送統計

'

販売資料 オ ンライ ン 中国5県

石油製品需給動態統計 販売資料 印刷物 中国5県

商鉱工業石油等消費統計 一 販売資料 印刷物 中国5県

全国物価統計 販売 資料.一. 印刷物 中国5県

中国地区経済の諸指標(業 種別工業出荷額等) 社 内研修... 印刷物 中国5県

中国地区公共事業の動向及び実績 社内研修, 印刷物 中国5県

、
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今後 利 用 したい 情 報 の 内容(6)

機 関 名 調査統計情報名又はその内容 利 用 の 目 的 希望 す る入手 媒体 利用したい地域区分

出先製造業 景気予測調査及び地域景況予測 販売予測 官報サ ー ビス 中国地区及び四国地区

賃金構造基本統計 賃金水準の対比
一 全国

新規企業進出及び設備投資状況 市場動向の調査 印刷物 広 島,山 口,島 根

鉱工業生産統計(市 町村レベル) 市場動向の調査 印刷物 広 島,山 口,島 根

地域産業連関表 受注活動 印刷物 中国地方

景気動向指数 受注活動 印刷物 ・ 中国地方

地域産業動向調査 受注活動 印刷物 中国地方

バイオ産業動態調査 事業開発 印刷物 全国

機械受注統計調査 諸計画立案 印刷物 全国

景気動向指数 景況把握 オン ライ ン 全国

工業立地動向調査 製品販売拡大 印刷物 中四国九州北部

工業実態基本調査 ・ 製品販売拡大 印刷物 中四国九州北部

地域経済動向調査 製品販売拡大 印刷物 中四国九州北部

県内の各種情報 マ ー ケ テ ィ ン グ 印刷物 市町村別

作物統計 諸計画立案資料 オ ン ラ イ ン 全国

国勢調査 日常業務使用 印刷物 管区

流通統計 日常業務使用 印刷物 管区

消費動向調査 日常業務使用 印刷物 管区

地域経済動向調査 日常業務使用 印刷物 ・ 管区

出先商業 地元 中小企業 ベースア フプ賞与妥結 状況 子会社従業員向け支給額検討材料 印刷物 広 島,山 口,島 根県

地価図(公 示価格,路 線価格基準地価記入図) 取引上取得予定の担保土地評価 印刷物・ 広 島,山 ロ,島 根 県

住宅建設計画 販売拠点立地の検討,取 扱商品の販売PR 印刷物 広島県内各市町村

工業進出計画 取扱商品の販売PR 印刷物 広島県内各市町村

鉱工業生産指数 販売計画作成 印刷物 中国5県

商鉱工業石油等消費統計 販売計画作成 印刷物 中国5県

電灯電力需要月報 販売計画作成 印刷物 中国5県

電子部品及び電子機器の生産及び販売状況 販売活動
一 中国地区

主力工場の毎月製品生産状況 販売活動 一 中国地区

地域情報化の指標等に関する統計' 景気把握 ・電気設備の必要度等の調査研究 印刷物 及 びオ ン ライン 国及び地方公共団体



3.3調 査 統 計 情 報 及 び そ の 流 通 に 関 す る 全 般 的 な 問 題 点

調査統計情報及 びその流通に関す る全般的 な問題点 を機 関別に とりま とめた ものを表3-18に

示 す。

問題点 として指摘 された件数は全 機 関 で,629件 で あり,調 査時点や公表時期がバ ラバ ラとい

う指摘が131件(20.8%)で 最 も多 く,次 いで統計間で デー タの定義が異な るが125件(1

9.9%),入 手 源や内容が よ くわか らないが95件(15.1%)と な ってい る。

これ を機関別にみ ると行政機関,経 済 団体では調査 時点や公表時期がバ ラバ ラと統計間でデー タ

の定義が異 なるを問 題 点 の上 位2つ にあ げ てお り,行 政機関では次に入手源や内容が よくわか ら

ない(13.1%)を あ げ て い るの に対 し,経 済 団 体 では欲 し↓・データが秘匿(18、8%)を あ

げている。情報 センター ・研究機関では,統 計間データの定義が異 なると入手源や内容が よくわか

らないとい う指摘が いずれ も18.8%で 一番 多 く,次 いで入手が多機 関にわたる(15.6%)こ と

を問 題 点 と して 指摘 して い る。 金 融 機 関 は,お おむ ね経済 団体 と同 じ指摘 をしてい るが,入

手費用が高い(9.0%)と して い る割合 が他 の機 関 よ り も高 い。民間企業は出先企業 を除いて

類似 した指摘 を している。す なわち,第1の 問題点 として調査時点や公表時期が バラバ ラをあげ,

次いで統計間でデータの定義が異 なるを第2に,入 手源や内容が よくわか らない を第3に あげてい

る。

出先企業では,入 手源 や内容が よくわか らない(18.6%)を 第1の 問題点 としてあげ,調 査時

点や公表時期が バ ラバ ラ,統 計間でデー タの定義が異 なる,入 手 データをか なり加工する必要 あり

の3つ がそれぞれ15.3%の 割 合で次に指摘 されてい る。

舟

表3-18調 査統計情報及びその流通に関する問題点

回 答 項 目
行 政 機 関 経 済 団 体

情 報センター

・研 究 概 関
金 融 機 関

民 間 企 業

合 計地 場 企 業 出 先 企 業

製 造 業 商 業 製 造 業 商 業

回答数 構成比 回答敵 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比

① 鷺 鷲 や公踊 期が 40 2L9 17 21.3 4 125 16 205 15 27.8 10 21.7 18 153 11 289 131 208

統計間でデー タの定義②
が異 なる

43 23.5 16 200 6 188 13 167 13 24.1 9 19.6 18 153 7 18.4 125 19.9

③ 欲 しいデータが秘匿 19 10.4 15 18.8 4 125 12 154 5 9.3 4 a7 17 14.4 3 7.9 79 126

④全まζ議 ㌍励 21 11.5 9 11.3 3 94 10 128 7 130 6 131 18 153 4 10.5 78 124

⑤ 入手費用が高い 3 1.6 3 3.7 2 62 7 9.0 1 1.8 2 4.3 3 25 1 27 22 3.5

⑥ τ脇 再入力(時間 9 4.9 2 24 1 3.1 2 25 1 L8 0 0 5 4.2 0 0 20 3.2

⑦ 蕊 腰 容がよくわ 24 131 9 ll.3 6 18.8 9 1L5 10 18.5 9 196 22 186 6 15.8 95 15.1

⑧ ↑翻 饗1㌻ わたる 13 7ユ 6 7.5 5 15.6 8 103 0 0 4 8.7 8 6.8 4 105 48 7.6

⑨ その他 11 6.0 3 3.7 1 31 1 13 2 37 2 43 9 7.6 2 5.3 31 4.9

合 計 183 100.O 80 100.0 32 1000 78 100.0 54 100.0 46 100.0 ll8 1000 38 100.0 629 100.0
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3.4オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワ ー ク に よ る 調 査 統 計 情 報 の 流 通

オ ンライ ンネッ トワークに関する意識を,関 心の程度,期 待する メ リット,シ ステム構築に際 し

留意すべ き点,参 加意識について調査 した。

(1)関 心 の程度

調査統計情報の流通の迅速化 を図るために,関 係機関相互が オ ンラインで結合 し,ネ ッ トワー

クを構成する ことについての関心の程度をま とめた ものを表3-19に 示 す。

"

表3-19オ ン ラインネッ トワー ク化の関心の程度

回 答 項 目
行 政 機 関 経 済 団 体

情報センター

・研 究 機 関
金 融 機 関

民 間 企 業

合 計地 場 企 業 出 先 企 業

製 造 業 商 業 製 造 業 商 業

回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答徴 構成比 回答数 構成比

① 関心がある 50 820 17 73L9 9 818 26 8⑨7 18 4LO 13 44.8 27 39.7 10 526 170 59.9

② 何ともいえない 11 18.0 6 26.1 1 9.1 2 69 13 2⑨5 12 41.4 25 36.8 6 3L6 76 2&8

③ 関心がない 0 0 0 0 0 0 1 34 13 295 4 138 16 235 3 15.8 37 130

④ その他 0 0 0 0 1 91 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 103

合 計 61 1000 23 1000 ll 100.0 29 10〔 ト0 44 100.0 29 100.0 68 1000 19 10α0 2841000

■

調査対象機 関全体 でみ ると回答数284件 で 関心が ある と回答 した ものが170件(59 .9%)

と過 半数 を占めてk・り,関 心が左いと回答 したものは37件(13.0%)で あ る。 この ことから,

調 査統計情報の流通の オンラインネッ ト,ワーク化に関心 の高 いことが うかがえ る。,

これを機関別にみると,金 融機関が最 も関心が高 く回答数29件 中26件(89 .6%・)が 関心

が あり,関 心がない とい う回答 は僅かに1件(3.4%)で あ る。行政機 関は回答数61件 中50

件(82.0%)が 関心 があb,情 報 センター ・研究機関の81.8%と と もに関心が ある割合が過

半数 を占めてい る。経済団体は回答数23件 中7割 以上の17件(73.9%)が 関心が あると回

答 した。

これに対 して民間企業では,関 心が あると回答 した ものは40%台 で,地 場製造業 と出先製造

業 では関心が ない と回答 した ものが20%台 あ り,他 の機関に比較 して オンラインネッ トワー ク

化 に対する関心が低 い。 しか し,関 心が ある と回答 した ものが50%以 上,何 ともいえない も含

めると80%以 上 を占め ることか ら関心の高さが うかがえ る。
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表3ご20オ ン ラ イ ン ネ ッ トワ ー ク化 に期 待 す る メ リ ッ ト

回 答 項 目

1

行 政 機 関 経 済 団 体

情報センター

・研 究 機 関
金 融 機 関

民 間 企 業

合 計地 場 企 業 出 先 企 業

製 造 業 商 業 製 造 業 商 業

回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 同額 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数
構成比

① 難 入手の即時性'迅 47 331 18 295 11 407 28 48.3 28 50.0 !7 354 34 382 13 433 196 38.4

② 情報の正確性 15 10.6 6 9.8 5 18.5 3 5.2 2 3.6 9 188 10 112 5 16.7 55 1〔ト8

③辮 ㌶ 加工'離 21 14.8 7 lI.5 4 14.8 2 34 10 17.8 5 10.4 8 9.0 3 10.0 60 1[7

④ 大丑データの入手 1 0.7 1 1.6 0 0 3 52 1 1.8 0 0 1 L2 1 3.3 8 1.6

⑤ 多種データの入手 一 29 204 16 26.2 4 14.8 13 224 4 7.1 3 6.2 11 123 4 133 84 16.4

⑥ 継続的な情報入手 15 1α6 9 14.8 2 7.5
.
4 6.9 9 16.1 11 229 14 15.7 2 a7 66 129

⑦ 経費・労力の軽減 13 9.1 4 66 1 a7 5 86 2 3.6 3 63 10 lL2 2 6.7 ノ40

四

⑧ その他. 1 0.7 0 0 0 0 0 '0 0 0 0 0 1 12 0 0 2 0.4

合 計 142 100.0 61 1000 27 100.0 58 1000 56 1000 48 1000 89 100.0 ・30 100.0 511 1000

`(2)期 待 す るメ'リ
ッ ト'『'

オ ンラインネッ トワーク化 に期 待す るメ リッ トについてまとめた ものを表3-20に 示 す。

回答数 は511件 で ある坑 これは各機関にfO・V'・て考え られ るメ リッ トを2つ .L■内選ぶ方法 に
一一 より得 だ ものであ

、る6調 査機関全体でみると情報入手 の即時性 ・迅速性が196件(3&4%)

で 第1の メリッ トどしてい る。 次いで多種 データめ入手が84件(16.4%),継 続 的 な情報の

入手(66.件,12,9%),情 報 の二次加工 ・高度利用が可能(60件,11.7%),情 報の正

確性(55件,10.8%)と 続 いてい る。.『 ・ ・ 、

・これに対 して大量デー タの入手 は8件(1 .6%)と 少 な く・ また経費 ・労力の軽減を期待 し

ている件数は40件(7.8%)と 多 く左い ことから,経 費 ・労力の軽減 につkが らな くともオン

ラインネッ トワーク化 により多種類 の必要方デー タだけを継続的に迅速 に入手 して二 次加工 し,

高度利用 を図る ことを期待 して いるように思われる。

機関別にみる と,す べての機関で情報入手の即時性 ・迅 速性 を期待す るメ リッ トの第1位 に あ

げてい る。特に,地 場製造業,金 融機関はそれぞれ50.0%,48.3%と 高 い割合 で第1位 に あ

げてい る。行政機関,経 済 団体,金 融機 関では多種 デー タの入手を 第2位 の期待するメリットとし・

情報 センター ・研究機 関では情 報の正確性 を第2位 の期待す るメ リッ トと している。

民間企業 では,地 場企業,出 先企業,製 造業,商 業の違いにより第2位 以下の内容が異なり,

オ ンラインネッ トワー ク化 に何 を期待 してい るかが うかがわれ るが,全 般的 には製造業は継続的

な情報入手 を商業では情報の正確性 を期待す るメ リッ トとする割合が比較的高 い。

(3)シ ステム構築 に際 し留意すべ き点

オンライ ンネッ トワー クに よる調査統計情報の流通 システムを構築する場 合に留意すべき点 を

●
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ま とめた ものを表3-21に 示 す。

表3-21オ ン ライ ンネッ トワー クシステム構築に際 し留意すべき点

回 答 項 目
行 政 機 関 経 済 団 体

情報センター

・研 究 機 関
金 融 機 関

民 間 企 業

合 計地 場 企 業 出 先 企 業

製 造 業 商 業 製 造 業 商 業

回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答教 構成比 回答数 構成比 回答徴 構成比 回答数 構成比

① プライバシーの保護 41 3a1 7 13.5 1 4.5 11 229 24 436 17 395 27 3&7 7 36.8 135 305

② 経費・労力の分担方法 31 250 18 34.6 8 36.4 14 2⑨2 10 1&2 15 34.9 19 2a7 4 21.1
9119

268

安全性 ・信頼性の確保③
(障害発生)

36 .290 14 269 5 227 18 37.5 16 291 5

'

ll.6 23 2&8 6 31.6 123 278

既存の情報提供機関と④
の兼ねあい

14 11.3 13 25.0 7 31.8 5 10.4 4 τ3 6 14.0 10 125 2 lo.5 61 1a8

⑤ その他 2 輻6 0 0 1 4.6 0 0 1 L8 0 0 1 1.3 0 0 5 L1

合 計 124 10σ0 52 100.0 22 1000 48 100.0 55 1000 43 1000 80 100.0 19 1000 443 1000

亀

回答数は443件 で あるが,こ れは各機関において考え られる留意すべ き点 を2つ 以内選ぶ方

法 により得た もので ある。 回答項 目はその他 を除いて4っ で あったが,調 査対象機関全体 ではプ

ライバ シーの保護,・経費 ダ労 力の分担方法,安 全性 ・信頼性の確保の3っ の項 目がそれぞれ135

・件(・30 .5%),・119件(26.9%),123件C27.8%)と ほ ぼ近 い割合で上位を,占めて

いる。,tt'-≠"

これを機関別 にみると,機 関 ごとに多少の違いカミあり,行 政機 関では プライバ シーの保護(33.,

1%),安 全性 ・信頼性 の確保(291b%),経 費 ・'労力の分担 方法(25.0'%)の 順 で あるの

』 に対 し経済団体では
,経 費 ・労力の分担方法(34.6%),安 全性 ・信 頼性 の確保(26.9%)〆

既 存の情報提供機関 との兼 ね合い(25.0%)の 順 になっている。 また情 報セ ンター ・研究機 関

では経費 ・労力の分担方法C36.4%)を,金 融機関では安 全性 ・信頼性 の確保(37.5%)を ・

留意点 とする割合が高い。

一 方民間企業では地場 出先
,製 造業,商 業 を問わず,プ ライバ シーの保 護をシステム構築に

際 し,留 意すべ き点に してい る割合が一番高 く,民 間企業におけ る情報管理の重要性が うかがわ

れ る6

この点,今 回の調査はすでに公表 されている調査統計情報を対象 としているため,プ ライバ シ

ーの問題は直接生 じないが
,情 報提供側に とっては,常 に留意 しなければ ならない問題 で ある。

(4)参 加意 識

調査統計情報のオ ンラインネッ トワークが実現 した場合の各機関の参加意識 をま とめた ものを

表3-22に 示 す。

全機関の回答数296件 の うち参加 しない と回答 した ものは僅 か2件(0.7%)し か な く,参

加意識は高 い もの と思われ るが,積 極的 に参加す ると回答 した ものは27件(9.1%)で あり,
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残 りの267件 に ついては,条 件 によっては参加す る(121件,49.3%)と わ か らない

(146件,49.3%)と な ってい る。

この ことか ら,オ ンラインネ ッ トワークシステムが実現 した場合,参 加 したいと思 うが どん な

システムになるかを確かめてか らしたい と思 う気持 ちが汲み取れ る。従 ってオ ンラインネッ トワ

ー クを構築す るにあたってそ のプロ トタイプをいかに構築す るかが重要 な意味 を もつ。

もしオ ンラインネッ トワー クに よる調査統計情報の流通の プロ トタイプが成功 し,そ の有効性

が認 められれば,条 件に よっては参加する と回答 した機関の多 くと,わ か らないと回答 した機関

のか な りが参加 し,全 体 として より充実 した システムになって いくで あろ う。 しか し,も しプロ

トタイプで失敗 する と条件 に よっては参 加するあるいはわか らない と回答 した機関の多 くは参加

を見合わせ,シ ステムの構築に要する労力に見合 うだけの成果を得 ることがで きな くなる恐れが

ある。一度期待 を裏切 るとなかなか信用の回復がで きない ことか ら,プ ロ トタイプの構想 には十

分な検討をす る必要 がある。

機関別に参加意識をみ ると,積 極的に参加する と回答 した割合の高いのは情報 センター ・研究

機関(22.2%),行 政 機関(12.6%),金 融機関(9.4%)経 済 団体(8.8%)の 順 で,公

的機 関,公 益機関の方が民間企業 よりもどちらか とい うと積極的で ある。

●

●

表3-22オ ン ラインネッ トワー クへの参加意識

回 答 項 目

行 政 機 関 経 済 団 体
情報センター

・研 究 機 関
金 融 機 関

民 間 企 粟

合 計地 場 企 業 出 先 企 業

製 造 業 商 業 製 造 粟 商 業

回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比

① 積極的に参加する ll 1&0 3 la1 4 364 3 1ρ8 2 6.4 1 4.0 3 56 0 0 27 1α8

② 条絹εよっでは参加する 29 47.6 15 652 3 272 9 321 14 452 9 36LO 17 321 8 47.1 104 41.8

③ 参加 しない. 0 0' o 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 38 0 0 2 0.8

④ わから在い 」 21 34.4 5 2L7 一4 364 16 57■ 15 4&4 15 60.0 31 585 9 529 116 46.6

合 計 61 100.0 23 10α0 11 10(LO 28 10α0 31 1000 25 1000 53 1000 17 1000 249 10〔 ト0

3.5情 報 流 通 の た め の 調 査 統 計 情 報 流 通 デ ー タ ベ ー ス の 整 備

情報流通 のために整備すべ き調査統計情報 を,デ ータベースの整備の観点か ら,デ ータベース化

してほ しい調査統計情 報,デ ー タベー スの作成機 関,デ ー タベー ス作成に際 し留意すべき点につい

て調査 した。

(1)デ ー タベース化 してほ しい調査統計情報

データベース化 してほ しい調査統計情 報を情報分野別,主 な情報 別に取 りまとめた ものを表3

-23
,表3-24に 示 す。
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表3-23デ ー タベース化 してほ しい調査統計情報(情 報分野別)

回 答 項 目
人 口 労働 ・賃金 良 林 水 産 鉱 工 兵 違 股 商業・貿易等 運輸・通信

資 源 ・

エ ネ ル ギ ー

企業・経営 金融・財政 家8f・飽価 経 済 全 般 そ の 他 合 計

回答敏 飼成比 回答敷 購成比 回答敢 構成比 回答数 構成比 回答数 轍 回答骸 簡成比 回答敬 禽成比 回答敬 国旗比 回答骸蹴 回答殻 檎皮比 回答敏 願 比 回答徴 口底比 回答叡 鰍 比 回答歌 間度比
① 全 国 5 4.0 9 132 1 23 19■ 134 o o 13 10.1 2 5.7 4 222 11 97 5 227 5 a5 11 ag 0 o 85 88

② ブ。・ク(管区) 0 0 4 59 0 0
P

6 4.3 5 86 4 31 3 a6 0 0 9 7.9 1 4.5 7 7.6 12 97 o 0 51 5.3

③ 都通府県 9 7.1 21 309 2 4.5 49 34.5 20 34.5 27 20.9 9 25.7 10 55.6 29 254 】0 4証6 33 363 59 47.6 0 0 278 2a6

④ 市町村 79 62? 31 456 32 727 58 40.8 27 466 67 51.9 17 486 4 222 47 41.2 5 227 43 47.3 37 29.8 0 o 447 46.o

⑤ メ ッシ ュ デ ー タ 31 24.6 2 z9 9 20.5 8 56 5 86 17 132 3 a6 0 o 16 1±0 , 4.5 3 3.3 5 4.o o 0 100 10.3

⑥ 国 別 0 0 0 0 0 0 0 0 0 σ 1 0.8 0 0 0 o 0 o o 0 0 0 0 0 0 0 x 0.1

地域区分回答なし 2 1.6 1 1.5 0 o 2 1.4 1 1.7 0 01 28 0 0 2 1.8 o 0 0 0 0 0 0 9 o.9

合 計 126 100.④ 68 100.0 44 10α0 142 100.0 58 100.0 129 100,03S 10α0 18 100.O 114 100.0 22 100.0 91 100.0 124 10血0 0 o 971 ,000

表3-24デ ー タベース化 してほ しい調査統 計情報(主 な情報別)

回 答 項 目
商 業統 計 工 秦 統 計 事業所統計 国 勢 調査

住民基本台領

に基づく

蔵2f現 査

建築着工統計 鉱工業指数

国民(県 民)

所 得 ぼ 計

自動車登録

台 徴

良 林 葉

センサス

商 藁動 態

統 計 口 蓋

酒P者

物 価 指 数

・

合 計

回答敷 構成比 回答敢 債成比 回答敵 御虞比 ③答数 蹴 回答数 蹴 回答散 構成比 回答敦 魔成比 回答敬 白鼠比 回答敬 轍 回答数 寵皮比 噸 構成比 回答数 ●成比 回答該 蜘 回答殻 殻 比
① 全 国 2 a7 4 6.4 2 37 2 38 1 26 ・0 0 5 156 0 0 2 &9 0 0 o 0 1 38 1 a8 20 3.8

② プ町 ク(管区) 0 o 1 L6 0 0 0 o o 0 3 ⑨4 2 62 工 31 3
「10
、4 5 17.3

.0 0
L
3 11.6 3 11.6 21 4.1

③ 榔道府県 5 6.8 7 1L1 7 127 1 L9 3 7.7 11 34.4 22 6息8 13 40.6 5 17.2 15 51.7 1 35 10 3a5 8
号o・8

108 20.9

④ 市町村 51 6&9 44 69.8 3258.2 38 7a, 20 5L3 17 531 3 9,416 50.0 16 ,5乱2 8 27.6 22 78.6 11 423 14 538 292 56.5

⑤ メ。 シ ュ'一 夕 16 21.6 7 U.1 13236 11 21.2 13 333 1 a1 0 02 巳3 2 ag 1 34 5 17.9 1 3.8 0 0 72 139

⑤ 国 別 o 0 o 0 00 0 0 0 0 0 0 0 00 0 0 0 0 0 o 0 o o 0 0■ 0 o

地域区分回答在し 0 0 0 0 11.8 o 0 2 5.1 0 o 0 00 9 1 34 o o O 0

'

0 0 0 0 '4 O.8

合 計 74 100.0 53 100.0 5510ao 52 100.0 39 1000 ・32 100.0 32 100032 100.O 29 100.0 29 100.0 28 100.0 26 100.0 26 XOα0 517 100.0

■

情報分野別にみると,回 答数971件 中鉱工 業分野くZ5調査 統計情報のデー タベース化 を希望す

る件数が一 番多 く142件('14 .6%)で あ る。以下,商 業 ・貿易等(f29件 ,^1'3:'3"・%),

人 口(126件 ・13・0%),経 済 全般(124件,12.8%),企 業 ・経営(r14件11,:・11.
'7%)と 続 き

,ζ の上位5分 野で合計635件(65.4%)を 占めてい る。

また,地 域区分 は市町村 レベルを希望するケースが多 く447件(46.0%')と 半数 に近 い。

次 いで都道府県 レベルを希望するケースが278件(28 .6%)と な っている。上位5分 野で希

望 す る地域区分をみ ると・鉱工業ではiEi町村 レベ・レが40.8%,'者 随 府県 レベ・レが34.5%と ほ

ぼ近い割合である。商業 ・貿易等 では市町村 レベルが51 .9%と 過半数を占めている。人 口分野

では市町村 レベルが62.7%と 過 半数 を占めているが,メ ッシ ュデータを希望す る割合力s"24 .6

%で 第2位 となっており,他 の分野のそれに比較 して割合が高い。経済全般では,都 道府県47..6

%,市 町村29.8%で あ り,企 業 ・経営 では市町村41.2%,都 道府県 では25.4%と な ってい

る。
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次 に主な情報別にみ ると,商 業統計 のデー タベー ス化を希望する件数が一番 多 く74件 あ り,

そ の地域 区分 は68.,9%が 市 町村 レベルを希望 してい る。 次いで工業統計63件,事 業所統計

55件,国 勢調査52件 と続 き,こ れ らの調査統計情報のデータベース化 を希望す る件数は50

件 を越えてtsり,調 査対象機関(303件)の 約20%が データベース化 を希 望 してい ることに

なる。地域区分 はいずれ も市町村 レベルを希望す る割合が過半数 を越えている。

以上の結果は,オ ンラインネッ トワー クに よ,る調査統計情報の流通の プロ トタイプを構築 し,

成 功 させ るうえで参考にすべ き内容 を含ん でい る。

(2)デ ー タベース作成機関

(1)で希 望 したデ ータベース化 レてほ しい調査統計情報のデータベースを作成 す ると した ら・'

どの ような機関が作成 し,提 供 すべきかを調査 した結果を表3-25に 示 す。

●

■

,表3-25デ 一 夕ベ ー ろ の 作 成 機 関

回 答 項 目

1,

行政 機 関 経 済団 体

情報センター

・研 究 機 関
金 融 機 関

民 間 企 業

地 場 企 業 出 先 企'業 合 計

製 造 業 商 業 製 造 業 商 業

回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比
回答数 構成比

① 国6出 先機関' 24
.421

2 95 3 333 .6 2al 6 273 5 2α8 ・13 3LO 4 2&6 63 293

② 県 ll ,193 6 28.6 1 lu 8 3α8 4 182 4 16.7 7 1&7 2 14.3 43 20.0

③ 市町村
ぺ

2 35 1 48 o 0 1 a8 0 0 3 125 0 0 1 7.1 8 3.7

`

④ 情報提供サービス機関
`

3 ～3 7 3a3 0 0 7 26.9 7 31.8 6 25.0 9 214 2 14.3 41 191

⑤ 爾れぞ噸 計噸 17 29.8 4 1⑨0, 4 44.5 4 15.4 5 227 6 250 12 286 4 2&6 56 26.0

⑥ 利用者
0 0' 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 23 0 0 1 05

⑦ 『栖 他 一'` 吟_` 0 .1 4.8 1 1L1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 7.1 3 14

合 計 57 100.0 21 10α0 9 100.0 26 1000 22 10α0 24 100.0 42 1000 14 1000 215 100.0

・回答 数24 ・4件中,62件(25.4%)が 国 の出先機関,61件(25.0%)が そ れぞれの統

計作成機関 と回答 してい る。次いで情報提供 サー ビス機関(53件,・21、7%),県(50件,
も 　

20.5%)と な っている。調査統計情報 のオ ンラインネッ トワーク化のためのデータベース作成

にあたっての国 ・県等公的機関の果 たす役割が重大であることを示 している。

(3)デ ー タづ一ス作成に際 し留意すべ き点

デ ー タベースの作成 に際 し留意すべき点をま とめた ものを表3-26に 示 す。
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表3-26デ ー タベース作成の留意点

.e

回 答 項 目
行 政 機 関 経 済 団 体

情報センター

・研 究 機 関
金 融 機 関

民 間 企 業

合 計地 場 企 業 出 先 企 業

塑 造 業 商 業 製 造 業 商 業

回答散 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比

① 夢馨編 店晒 なデー 8 14.3 2 95 1 11.1 1 39 2 8.4 1 4.6 5 ll.9 0 0 20 93

② 傷編 つ正確なデータ 33 5&9 10 47.6 6 6a7 18 6臥2 9 3τ5 9 40.9 21 5ρ0 7 50.0 ll3 528

③ 雀羅 講 一スとの 3 s4 1 4.8 1 11.1 1 39 2 &4 0 0 3 7.1 2 14.3 13 61

④ 利用の簡易性 6 10.7 2 95 0 ① 2 7」6 5 2σ8 5 227 7 16.7 3 21.5 30 14.0

⑤ 検索時間の短縮 2 3L6 1 4.8 0 0 0 0 1 4.1 3 136 2 4.8 1 71 10 47

⑥ 利用の安価性 4 7.1 5 238 1 U,1 4 15.4 5 20.8 3 136 3 7.1 1 71 26 1al

⑦ その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 4.6 1 24 0 0 2 LO

合 計 56 100.0 21 1000 9 10α0 26 100.0 24 100.0 22 10〔LO 42 10《10 14 10〔LO 214 1000

回答数254件 中過半数 の130件(51.2%)が 最新かつ正確 なデータの利用 を留意点にあ

げてい る。 この ことは,オ ン ラインネッ トワー ク化 により最新のデータを利用 する ことがで きる

ようになることを期待 してい る もので,デ ータベースを作成す る機関のデータ更新 とデー タの正

確性 を保証す ることの重要性 を示 している。 これ らのことが保証 されなければ デー タベース化 の

意義が薄れて しま うで あろ う。

機関別 にみると,全 機関 とも最新かつ正 確なデー タの利用を留意する割合が一番多いがジ特 に

金融機関(65.5%),行 政 機関(54.5%)で は 過半数 を越えてい る。 留意点 とすべ き項目で

次に割合の高か ったのは民間企業 では利用の簡易性で約20%で あ る。、行政機 関 も利用の簡易性

を留意点 と した ものが15.6%で2番 目に多か ったが,経 済 団体,金 融機関では利用の安易性 を

留意点 としてい る割合が2番 目に多 くなっているbま.た,情 報 センター ・研 究機関では他のデー

タベースとの互換性 の確保が 第2の 留意点になってい る。

3.6コ ン ピ ュ ー タ導 入 状 況 及 び オ ン ラ イ ンの 実 施 状 況並 び に 計 画

調査対象機 関の コンピュータの導入状況及びオンラインの実施状況 とオン ライン化の計画 につい

て調査 した。

(1)コ ン ピュー タ導入 の有無

コン ピュータの導入状況をま とめた ものを表3-27に 示 す。,'
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表3-27コ ン ピ ュ ー タ の 導 入 状 況

行 政 機 関 経 済 団 体
情報センター

・研 究 機 関

1

金 融 機 関

民 間 企 業

合 計地 場 企 業 出 先 企 業

製 造 業 商 莱 製 造 業 商 業

回答教 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答徴 構成比

① 導入している 44 71.0 14 637 5 45.4 28 96.6 47 95.9 27 93.2 66 930 18 94.7 249 85.3

② 討 てい綱 鞭 10 16.1 5 227 4 36.4 1 a4 0 0 1 34 4 5.6 o 0 25 8.5

③ 計画もなし 8 129 3 13.6 2 182 0 0 2 4.1 1 34 1 1.4 1 53 18 62

合 計 62 1000 22 100.0 11 100.0 29 10α0 49 100.0 29 100.0 71 1000 19 1000 292 100.0

■

,

コンピュー タ導入の有無 に関す る回答 を した292件 の うち,249件(85.3%)が 導入 し

ていると回答 しコンピュー タの普及率が極めて高い ことを示 してい る。 これに導入 してい ないが

計画あ りを加え ると98.3%と な り,も はや コンピュータな しでは公 的機関,公 益機関,民 間企

業 を問わず業務 の遂行は考 え られない時代 となってい ることが うかがえ る。

これを機関別にみる と,普 及率 の最 も高いのは金融機関で,計 画中 も含 めると普 及率100%

とな っている。 民間企業 も90%以 上 が導入 してtsb,計 画 中 も含めると168件 中158件 と

・なり普及率は94 .0%と な る。

これに対 して公的機関,公 益機 関では導入 している割合 が行政機関71.0%,経 済 団体63.7

'%
,情 報 セ ンター ・研究機関45.4%と 民 間企業 に比べて低 く,計 画中を含めても普及率は80

%台 で ある。'

'・(2)オ ンラインの実施状況及び計画

オ ンラインの実施状況及 び計画 について機関別にまとめた もの を表3-28に 示 す。・・

ビ れは,調 査対象機関に調査統計情報に限 らず業務情報 までオンライ ンに よる情報交換を行 っ

ているか どうかについての回答で あり,実 施 している機関で複数回答 を可 としてい る。

全機関でみ ると,実 施 していない機関は103件 で調査票提 出機 関数303件 の約1/3で あ

り,残 りの約2/3(200件)の う ちコゾピュータを導入す る計画のない20件 を除 いて180

件が 何 らかの形で オンラインによる情報交換 を行 っているもの と思 われ る。

これは調査対象機 関の約57.1%で あ り,通 信制御技術の進歩に よリオンラィン処理がすすん

でいることを うかがわせ る。 オンライン処理が普及 してい ることば,'今 後 調査統計情報の流通 を

オ ンライ ン化す る うえで好都合では あるが,一 方,ま た利用者の要求 レベル も高 く在ることをオ

ン ラインネッ トワークを構築する うえで留意 しなければな らない。 オンライ ンで情 報交換 を行 っ

ている機関での実施状況 は本店 と支店間で行 って いるケ ースが一番多 く,次 いで支 店と支店間で

行 っているとなっている。

機関別にみ ると,金 融機関が最 もオンライン化が進んでお り,次 いで出先企業,地 場企業 と民

間企業で オンライン化が進んでお り,公 的機関はまだ これか らの段階 と言え る。
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表3-28オ ン ラインの実施状況及 び計 画

.

・

回 答 項 目
行 政 機 関 経 済 団 体

情報セジター

・研 究 機 関
金 融 機 関

民 間 企 業 .

-

合 計地 場 企 業 出 先 企 業

製 造 業 製 造 業 商 業
P

回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比

行 っている 14 226 3 13.0 6 54.5 26 86.7 31 60.8 17 54.8 60 78.9 16 84.2 173 57.1

行 っていない 39 629 17 74.0 4 364 3 1ρ0 17 333 ll 355 10 13.2 2 105 103 34.0

.

回答女し 9 14.5 3 lao 1 ⑨1
.

1 a3 3 5.9 3 9.7 6 7.9 1 5.3 27 89

合 計 62 100.0 23 100.0 ll 10α0 30 100.0 51 100.0 31 100.0 76 100.0 19 100.0 303 100.0

,

コ

回、 答 項 目

,

行 政 機 関 経 済 団 体
情報センター

・研 究 機 関
金 融 機 関

民 間 企 業

合 計

'

地 場 企 業 出 先 企 業

製 造 業 商 業 製 造 業 商 業

回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比

① 鵠 と支醐 で行って 10 1&2 0 0 2 200 26 531 19 30.2 13 37.1 56 51.8 15 57.7 141 3&5

② 鷺 と支店間で行って 1 L8 0 o 0 0 3 6.1 6 9.5 2 5.7 22 20.4 5 19.3 39 10.7

③ ㌍ 酬 社と行ってい 0 0 0 0 0 0 4 &2 0 0 2 5.7 3 28 2
F

7.7 11 aO

σ 警 馳 社と行ってい 0 o 0 0 o 0 5 1●2 8 12.7 3 86 5 4.6 2 7.7 23 6.3

⑤ 騨 芸三ビス機関と行 1 L8 1 5.0 4 40.0 8 163 8 127 0 0 6 5.6 0 0 28 :7,6

⑥ その他
. 6 10.9 2 100 0 0 0 0 6 9.5 3 8.6 7 6.5 0 0 田

`&6

:

① 現在構築中である 3 5.5 0 0 0 0 2 4.1 2 3.2 1 29 0 0 0 0.

. .8
22.

② 近い将来実施する予定 2 a6 2 100 2 20.0 0 o 4 6.3 4 11.4 4 3.7 1
よ1

38 19
・

5.2

③ 現在予定たし 32 5a2 15 7.5.0 2 200 1 20. 10 r5,9 7 2α0 5 4.6 1 38: 73
.

ig.9
}

合 計
.

55 10ρ0
L
20 100.0 10 100.0 49 1000 63 100.0 35 100.0 108 100.0 26 100.0 366 10α0

'.

{

…

,1.'1 《

,

3.7オ ンラ イ ンネ ッ トワー クによ る行政 情 報 流 通 シス テ ムの 構 築 に 関す る意 見
コ

'
・ 要 望 チ ・ ・.i

,

オンラインネ.ッ トワー クに よる行政情報流通 システムの構築について調査対象機関か ら出された

意見 ・要望 をみ ると,オ ンラインネッ トワー クに よる調査統計情報の流通に よせ る各機関の期待カミ
.

感 じられ る。
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中国地域におけ 為オンラインネッ トワークに よる行政情報流通 システムの構築 に関す る意見 ・要望

・行政電話 と同様に各行政機関が共用 し得 るデータ通信回線網の整備 を図 るべ きで ある。

・各統計 データは,原 デー タの利用 よりも専 ら加工デー タを解析に用 いる場合が多 く,従 って加工統計の汎用性或 いは他の デー タベ

ー スとの互換性を確保 す るこどが要求 され る。 また ,利 用の平易さ簡易性を疎外 して いる膨大 な数の各統計情 報の系統整理,啓 蒙

も必要で ある。

・きめ細かい情報,二 次加工が可能 左情 報,タ イム リーな情報の提供 を拾願い したい。

・小型オフコンで情報検索がで きるよ うな システムの構築を'希望す る。

・ほ とん どの情報は県の行政 資料 室で入手 してい るが,県 単位で必要と'するもののうち,時期 ・資料内容 について統一 されてい ない場合

が ある。統計資料 については,少 なくとも県単位 での調査時期 及び内容の統一化が必要 で ある。

・調査統計情報の互換 性の確保等 のため三関係者に よる連絡会議等 を設け,実 務的に十分話 レ合 うことが大切で ある。

・県段階 における行政情報の利用は,管 内各 市町村に関す るものが 中心 を占めている。 また,市 町村に あっては,大 字単位 ・字単位

の ものが必要 となる。従 って,中 国地域 での行政情報 システム構 築に当たっては,こ の点 を十分踏まえて検討 され るべ きである。

・行政情報流通 システムは,中 国地域 のみでな く全国的に ネ"ットワーク化 され なければ効果 が薄い と思 われ る。

・今や
,行 政情報は,従 来 の統計的 データを含 めた行政施策 の面にまで広げた もの としなければ,他 地域の行政情報を当該地方公共

団体が利用する ことは非常 に少ない。 「

・中国地 方の県対比 をする場合 も迅速 に情報が得 られるため,^中 国 地域 におけるオンラインネッ トワー クに よる行政情報流通 システ

ムの構築には賛成で ある。

・分析 を進めてい くと どうして も小さい単位にまで入 らざるを得 な くなって くるが,ど の レベルまでの ものが入力され るかにより利

用価値が大 きく左右 され る。

・経費 もどの程度かか るかが はっきりしない と参加不参加 の判断がつ きか ねる。

・まず,行 政情報流通 システ ムの構築に関す る情報(各 県,各 希町村 の現況と構築の見通 レ等)が 欲 しい。

・近年,市 町村 においては地域振興 を 目的 に し,'特 色 の ある行事,事 業 を行 うことが多 くなって きたので,行 政を主体 と して オンラ

インネッ トワー クシステムを確立 し,市 民に情報提供 を円滑に出来 るように していだだ きたい。

・現在 ,市 が利用 している調査統計情 報は入手先,入 手期 間が まちまちで,数 値 の拾 い出 し程度 しかされていない。 今後,こ れ らの

情報を諸計 画立案に おける判断材料,行 政運営上 の資料 として十分活用 してい くためには,各 省庁,県 か らの統計デー タを一元化

し,そ れに市独 自に収集 した情 報を加え,総 合的な情報 システムに しなければな らない。 現在検討 されてい るオ ンライ ンネッ トワ

●
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中国地域 におけるオンラインネッ トワー クによる行政情報流通 システムの構 築に関す る意見 ・要望

一クによる行政情 報流通 システムは市が この ような総合的な情報 システムを構築す る上でそ のベースとなるもの として大 いに期待で

きると思 う。将来 的には地図情報 と一体化 し出来 る限 り細 かい メッシュ単位 での情報 を入手 したい。

・各地方 自治体の地域政策の最新情報 を部門別 にデ一夕ベLス 化 していただ きたい
。

・公共性を帯 びるもので,地 方自治 体の経費負担 を軽減 していただ きたい。

・検索に要す る時間 を短縮す る.とともに検 索可能 な時間帯 を長 くしていただ きたい。,

・高度情報化時代 に対応 すべ き都市機能φ整備 につ.いて,行 政 ・民 間が協 力 して研究 しているととろです。 地域間 に情報格差が生 じな

いよう国家機関に よる情報流通 システムリ構築 を期待'します。

・将来
,行 政情報は複雑かつ 多様化するためオ ンライ ンネッ トワー クによる流通 システムは,必 然 不可 欠の もの とな っています。そ

れ故,国,県 の段階でのデータベースの作成
1提供 を一機関でま とめて欲 しいと思い ます。

・いわゆる行政情報の範 膨 「おける調査統計情報三ーズは・公私を問わず多岐多様広範 に渡 り・一方そ うした需要 を満たす供給 の手段た

る情報提供の システム化 は著 しぐ立 ち遅れてい、る。近年,広 島県(情 報統計 課)が 研 究推進せん とす る統計情 報 システム構想に見

られる地方 自治体 レベルの将来展望 と実状 を よく把握され,協 議提携 されて,速 やか なる効率的実現に努 められたい。

・行政 の効率化 ,総 合化を進めるとともに個別 ヒ,多 様化 した国民の行政情報 ニーズに対応で きる行政情報の総合的,中 核 的機能 を持

つ行政情報 センターを各県 に殺 置す るとともに,.地 域 においては,地 域行政情報 コーナニを設置する必要が ある。 また,高 度 情報

化の現状把握,ニ ューメデ ィアの導入及び利活用 の検討,二 三ー メデ ィアめ将来展望等について,各 県,各 地域が,研 究会等 を設

置 して検討 しているが,今 後一層 ¢!内容充実が必要 である6

・良質かつ安価に情報提供苛能な行政デ三夕ベ「スセンタニの設置(中 国管内では広島に設置)

・各種統計 にっいては,市 行政各般の科学的根拠 として多 く取 り入れが進み,こ の面での需要が増加 している。また,市 行政の一つの

側面である情報提供サ丁ビスが増加 しそρ提供 を求める市民から多様化 しており♪その中身も小地域化 しているのが実態である。

当市は,テ レ トピアの認可 を受け,キ ャプテ ンシステムCATVとVANな どの情報網の整備が進みつっある現状に あり,ゆ くゆ

く.は・各硫 計のだ:ト ブ 批 が図られパ 疵 思われる力鴻 時点での噸 は;そ の・ス トにあり・よ り一層低価 でもうて

行政情報 システムサー ビスを行 うことが求 め られ ると思 う。

・成長性 の高い産業構造の定着 を図 るたあに工業の後進県 ・市で ある当地方は,ぜ ひ情 報流通 システムが必要であるので,国 としても,
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中国地域 におけるオ ンライ'ンネヅ トワー クによる行政情報流通 システムの構築に関す る意見 ・要望 ・

ぜひ山陰地方 にも目を向けてほ しい。

.中 小企業事業団をはじめ,各 地情搬 ンダ(岡 山県に鋤 ては(財)岡 山県中・j・企業研修情報センター)等 との緊舷 連携のも

とに擁 した繍 髄 システ構 築の縫 を卵 と÷もに二・一・方 アコミ・ニテ・鯨 難 路 う繊 麟 繍 センター緬

の早期実現を期 したい。

・必要だ と思 う。 しか し,情 報の内容,検 索時間,利 用の簡易性,利 用テ ス ト,機 種の互換性 など解決 しなければな らない点 もある。

また,利 用度 を高めるためには,利 用者ニーズをとらえた豊富 な加工情報の蓄積が大切 だ と思 う。

・本県の場合は,情 報過疎県で もあるので,オ ンライン化 に よる情報収集が可能 となれば大変参 考になると思 われ.る。

・本県経済は全国の1%経 済 と言われるよ うに,全 国ベースのデータにおいては,小 さ左数値 で しか表 わされず,本 当に必要 なデー

タが入手 しに くいのが現状で ある。地域の実情 を十分考慮 され,地 域 のためになるシステムの構築 を図 られ たい。 また,経 費にっ

いて も,地 域性等 を考慮 され たい。

・民間企業(た とえばNEED-TS) ,では,す でに統計データベースのサービスを行 う一方,国 関係では各省庁関係機 関でデータベー1(た

とえば,JOIS,pATOLIS,SMIRS)の オ ンラインサー ビスが実施 され る一方新 しい計画 も多い。また,各 県の中

小企業情報セ ンターではホ ス トコンピュータを導入 しての全 国 ・地域の情報 ネッ トワークづ くりが 進行 中で ある。 これ らとの整合

性,有 機的連携の もとに進め ることが必要 であ る。

・当面,統 計 データや行政情報 についての ク リア リングサービスが求め ら'れる。

●県内の景況把握に統計資料を利用 しており,県 内経済指標は県発表分 を使 っているので当面支障 はないが,他 県指標 と比較す るこ

とによって さらに明確 とな るため期待 してい る。

・各県独 自のデータベースを構築 し,相 互に デー タ検索できるような各県の体制づ くりとその ネッ トワーク化が急がれ る。

・当センターでは研 究事業,相 談事業の ウェイ トが高 ぐ調査事業 も行 ってい るが,規 模の面か ら統計情報を活用 し分析 してい くとこ

ろまで行 っていない。

・基本的な考え方 としては,情 報 ネッ トワーク構 築の意義は大 きい もの と考えてお ります。 .

●
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中国地域に おけるオンラインネッ トワークによる行政情報流通 システムの構築に関す る意見 ・要望

・多様 な情報が迅速 ・正確 ・低廉に入手 で きる ようになれば これほ ど結構 なことは ない
。利用者側の費用負担 ・情報提供者の労働負

担 ・システムにのせ る情報 の範囲 ・セキ ュリティ対策等難 しい面 も多いが真剣 に検討する価値が ある。

・ただ
,さ らに全 国に おける行政情報流通 システムを整備 して,中 国地方の ものと併用 できるようにすれば,地 域 の特質 を浮 き彫 り

にす ることがで きるように なり,さ らに利便性が高まるのでは ないか。

・国の機 関及び県等の情報が情報 サー ビス機 関に一体化 され
,迅 速かつ密着 した各種 の情報を得 られ ることを要望 します。 また,中

小企業の動向に対 する情報がやや不足 してい ると思われ,こ の面の充実 をお願い します。

・システムの構築 に当っては
,そ の活用 の糸口 として,ど こか らどの よう なデー タが得 られるのか,ユ ーザーが具体的に知 り得 る工

夫 をお願い したい。(情 報名のみでは,そ の情報深度,区 分等がわかりに くい)

・ネッ トワー クの参加者や
,参 加者が検索で きるデー タについて極 力,民 間企業や一般市民 に も開放 し,』情 報公開の実 をあげ ること。

そのためには適宜の場所にデモ用の端末機 を設置す るなど,一 般の利用促進 を図 っていただ きたい。

・調査統計情報 を利用す る場合
,利 用者 として一番困 るのは関連す る統計 間で デー タの定義が異 なることです。そのため,統 計情報

が あって も地域別 ・時系列 に比較 しに くい面が あります。そ のあた りを何 らかの方法で統一 していただければ と思います。

・地域 図書館など他の情報 ネッ トワー クとの接続並 びに利用データの最小地域区分が
,市 町村 までなければ利用価値が半減する。で

きるだけ メッシュデータ化 が必要で ある。

・現在 ,多 くの統計 調査 資料が地域 区分 に よって分類項 目等で不一致 な点が 多 く,比 較利用 のしに くい感 を持 ってお ります。企 画調

査担当部門では,こ うしたデー タの ス トック面 でも検索 に時間がかかるなど悩みを持 っており,'行 政 情報 流通 システムの構築に期

待 をいた します。

・当社は縮小 方向に向かってお り
,統 計情報 もほ とん ど使用 して拾 らない状況に あり,今 後 も必要 はないが と思 ってい ます。 従 っ

て現在使用 中の コンピュータについてのみの記載 に とどめま したのでご了承願います。

・中国地域に おけ るオ ンラインネッ トワークに よる行政情報流通 システムの構築に関 して
,窓 口の一本化(複 数の省庁が総合 システ

ム として構築 してほ しい。)及 び経 費負担の少ない ものに してほ しい。

・既存の情報提供機 関を含めた総合的情報流通 システムの構築が望 ましい。

・情報の二次加工 ・高度利用 が送 られて くる端末機で直にそ きる ようなシステムで あれば メ リッ トは大 きい と考え る。

・調査統計情報一覧 中種 々の数値 を利用 していますが
,い ずれ も関連 月刊紙掲載分を利用 しており,さ ほ ど当社は迅速性は要求され



」
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ていないのが現状です。

・税務上の本社は,徳 山ですが,ブ レーン上は東京が行 ってお り,徳 山では社内 デー タを取 り扱 うことがほ とん どです。

・当社の統計 データは全国単位 が多いので,ロ ーカルデー タを含んだ全国 デー タネッ トワークを希望 します。

・調査統計が種 々の調査機関で行 われ ることは当然 ですが,現 実に これ らの情報の利用は,業 種 ・企業規模で異 なると思います。従

って,県 または これに変 わる提供機関が各種情報 を利用分野,地 域 別に収集 し,パ ッケージ方式で選択 利用 できるようにすれば比

較的安値 と考 えます。

・情報の入手 か ら分析 まで確かに時間的 ロスをきた しています。 オ ンライ ンネッ トワークシステムが確立すれば(現 在十分理解 して

いるわけでは ありませんが)内 容的に も数段質の良い ものでかつ迅速にな ります。現在では入手デー タを加工 した り,ア レンジす

る ことに相当な時間 を費や しています。 いろいろな不利不便が解消 され るよう期待 しています。

・中国地域活性化 のため,シ ステムの早期実現を推進 して下さい。

・原則的には賛成 であるが,知 りたい情報の範囲が総論的で あり,実 際 に使 えるシステムを構築す る労力,費 用が大 きくなりが ちで

あり,中 国地域 でペイするシステ ムにするのは難 しいのではないか。

・オンラインネッ トワークシステムが構築 されれば,情 報量 の飛躍的な伸び とともに利用の安 易化等利点 は計 りしれ ない。 しか し,

この際一番気にかかるのは プ ライバシーの保護の問題で ある。 この点に万全の配慮 がなされ るようと くに要望 します。

・中国地域 に限 らず ,海 外 ・国内 も含めた業種別(出 来 るだけ細かい方が よい)実 績 と今後の趨 勢がほ しい。

・統計 を作成す るデータの定義をた とえばJIS等 の定義に あっkも のと した方が世 間一般の共通 のもの とな り,よ り使い易い し,

各企業 もJISコ ー ド等 を有効に活用 できる。

・産官学の協調,地 域 社会 の特性に あった情報サー ビス,正 確で早い情報,利 用者の立場 になって,一 番使 い易いデータベースの構

築をお願 い したい。

・現在各種 データは東京にて集 中収集 されて おり,ま すます東京集 中の感が強い。 中国地域の独自性 を持 たすのか,全 国規模のデー

タの内の一部(中 国地域 分)を 抽出 させることとするのかで 利用方法 も異 なることとなる。各種デー タが交錯 しない よう目的を明確

に した範囲内で(限 定 された範囲内で)の デー タシステムをつ くってほ しいと思 います。

・情報のア ウ トプッ トにあた って,利 用者が簡 易な端末 操作 に より加工処理,即 時処理が行え るシステムを要望 します。

`



4.ま と め 一 今 後 の 方 向 と課 題 一

今回の 「中国地域 に おける行政情報流通調査」では,情 報流通の効率化 ・迅速化,地 域機関にお

けるコンピュータの効率利用及 び地域 におけ る情報化の促進 を図 るための情報流通 システムの ビジ

ョンを作成する基礎 資料 を得 るために,

(1)調 査 統計情報 の利用状況

(2)調 査 統計情報 の利用上 の問題点

(3)今 後 利用 したい調査統計情報

(4)オ ン ラインネ ッ トワー クに よる調査統計情報 の流通

(5)オ ンラインネ ッ トワー クの メリッ ト

(6)オ ンラインネ ッ トワー クの問題点

(7)オ ンラインネ ッ トワー クへの参加意識

等をアンケー ト方式で調査 した。 その結果 は前章 で示 したとお りであるが,こ れ らか ら以下の知 見

を得 ることがで きる。

4.1調 査 の ま と め

(1)現 在 利用 してい る調査統計情報の特徴

調査表 を提出 した303の 機 関が利用頻度 の高い調査統計 情報 として回答 した件数は合計

2,967件 で あった。回答数 を一機関最大10件 に制限 してい るので,こ れは一機関平均9.8件 の

利用頻度の高い調査統計情報 であることを意味 し,中 国地域 の行政機関,経 済団体,情 報センタ

ー ・研究機関
,金 融機関,民 間企業 が 日常 の業務 に調査統計情報 を利用 していることを表わ して

い る(表3-1)。 しか し,そ れ らの調査統計情報はほとん ど印刷物(93 .1%)の 形 で入手さ

れており,オ ンラインシステムで入手されている ものは0.2%と 皆無 に近い(表3-5)。 この

ことか ら情報流通の迅速化 ・効率化 を図 るためのオンラインネッ トワークシステムの構築は重要

な役割を果たす もの と予想 され る。

利用頻度の高い調査統計情報は機関 ごとに特徴 をもっていて,全 体 としては極 めて多様である

(図3-1～ 図3-8)。 また,利 用地域 区分 も全国 レベル,都 道府県 レベル,市 町村 レベル と

多様 である(表3-7,表3-8)。 従 って,ど の情報分野 のどの利用区域 区分 か らデー タベー

スを整備 していけば よいかを慎重 に検討す る必要が あろ う。

(2)調 査 統計情報入手 ・利用上 の問題点

(1)で述べ た ように,中 国地域 のすべての機 関が調査 統計情報を利用 しているが,そ の入手 ・利

用上 の問題点の第1に 公開時期が遅い ことを挙げている(表3-13)。 これは,印 刷物 により,

調査統計情報 を入手 してい ることに起因す るものと思われる。必要 な情報が印刷物 として利用者

の手に渡 るまでには相当な期間 を要する。 そのため利用者が必要な情報 を入手 して もすでに陳腐

化 して情報 としての価値が 少な くなることが考え られ る。 この問題 を解決す るためには,オ ンラ
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インネ'ットワークシステムにより情報流通 を迅速化 ・効率化す るこ とが必要で ある。

問題点の第2,第3に,「 調査項 目がkい,分 類項 目が大 きす ぎる」 と「地域区分が大 きす ぎ

る」が挙げ られていることにも留意 しなければな らない。 せっか くオ ンライン化 して も,欲 しい

情 報が手に入 らなければ利用されない恐れが ある。

(3)今 後 利用 したい調査統計情報

今回のア ンケー ト調査では,利 用頻度が高い と思 われる調査統計情報 として代表 的な ものを12

分 野,83種 類示 した(表2-2)と ころ,今 後利用 したい調査統計情報 と して回答 されたのは,

167件 で あった(図2-9,表3-17)。 そ れ らの調査統計情報は極めて多様で あb,当 面

オ ンラインネッ トワー クシステムに よる情報流通の対象 とす る必要はないよ うに思 われる。

(4)オ ン ラインネ ヅ トワークに よる調査統計 情報 の流通 、

オンラインネッ トワー クに よる調査統計情 報の流通に関心が あると回答 した機関が過半数(59.

9%)を 占めた(表3-19)の は,す べての機関が何 らかの調査統計情報 を利用 していること,

そ の入手を印刷物 に依存 してい るため,必 要 な情報 を迅速に入手 す ることが できず,公 開時期が

遅 い とい う不満 を持 っていること,コ ン ピュータと通信技術 の進歩 に より各機関 ともオンライン

ネ ッ トワー クに よる情報流通 の実績 を持 ってい ることに起因す るもの と考 え られ る。 しか し,一

方で26.8%の 機 関は何 とも言え ない と回答 していて,オ ンラインネッ トワークに よる情報流通

に一抹の疑問 を もっている こともうかがえ る。関心がない と回答 した機関は13.0%に す ぎない

か ら,全 体 としては オン ラインネ ットワークによる情報流通に強い関心を持 っているが,一 方で

一抹の疑問を持 っているように思われる。

その疑問を取 り除 くには,利 用者のニーズに合った情報 を満足の いく形で提供 しうるオンライ

ンネ ッ トワー クシステ・ムを構築 し,実 績 をあげて いくほか ない。

(5)オ ン ラインネ ッ トワー クの メ リッ ト

オンラインネ ッ トワー クのメ リッ トの第1に 情報入手 の即時性 ・迅速性 を挙げている(表3-

20)の は,上 述の ように情報 の入手を印刷物 に依存 してい るため、「公開時期が遅 い」 とい う不

満 を持 ってい ることに よる もの と考え られる。 オンラインネ ッ トワーク化 に より,情 報入手の即

時性 ・迅速性が期待されるが,そ のためにはデータベースの整備 と更新及びデー タ検索の容易さ

が重要 な意味を持 ち,今 後 の検討課題の1つ と言え る。

メ リッ トの第2に 多種デー タの入手が あげ られている。 これは,各 機関 とも利用頻度の高い調

査統計情報が多数 あることか らそれ らの情報 をオ ンライ ン化す ることを期待 してい るものと思わ

れ る。

しか し,利 用頻度の高い情報は多様で あることから,こ の期待を十分満足させ るようなデータ

ベースの整備がで きるまでにはか なりの時間を要するものと思われ る。 この期待 を満足させ るた

めには相当の労力を要する と考 え られ るので,不 十分な体制 で進めて逆に オンラインシステムの

信用を失 うことのない よう留意 しkけ ればな らない。 メ リットの第3に,継 続的な情報入手が挙

げ られてい る。
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これは,一 度 データベース化 してオ ンラインに よる情報流通を始めた ら,継 続的 に最新 の情 報

が提供され ることを期待 した ものであり,当 然の期待でもあり,情 報提供機関は十分留意 しなけれ

ばならない。情報の二次加工 ・高度利用が可能 となることを,期 待する メリッ トとした回答は約

12%で メ リッ トの第4位 で あるが,こ れ も重要な問題 と考え られ る。オ ンラインによる情報流

通が普及 し一般化す ると,利 用者は情報の より高度な利用 を考 える ものと予想され'るので,情 報

提供に あたって二次加工の可能性 も考慮 してお く必要 があろ う。

(6)オ ン ラインネ ットワー クの問題 点

オンライ ンネ ットワー クに よる流通 システムの構 築にあたって,留 意すべ き問題点 の第1に プ

ライバシーの保護が挙げ られている(表3-21)。 今 回調査対象 とした調査統計情報 について

は,す でに公表済みの ものを対象 としているため,プ ライバシーに関する問題は直接生 じないが,

提供 する個人又は団体 にとって不 利益が生 じない よ う機密保護にも留意 しなければな らない。

特に法的に保護 されている情報の流通には細心 の注意 をする必要がある。問題点 の第2に 安全

性 ・信頼性の確保が挙げ られ てい る。 ひ とたびオ ンライン化が実現 して利用が普及 すると利用者

はオ ンラインを前提 に 日常 の業務 を進め る。 従 って,ト ラブルが発生す ると,業 務 に支障を きた

す ことになる。 また,た びたび トラブルが発生すると利用者 の信頼 を失い,せ っか ぐオンライン

化 して も利用 され なぐなる。 システムの安全性 ・信頼性 をいかに保証 するか も重要 な課題 の1つ

といえる。.'・ 一'

問題点の第3に 挙げ られた経費 ・労 力の分担方法 もオ ンライン化 を進める うえで検討すべ き重

要な課題 の1つ で ある。情報提供機関に多大 の経費 ・労力の負担をかけるようでは実現がむずか

しくな る。 また,利 用者にあ まり経費の負担をかけると,利 用 されな くなる恐れがある。 どの程

度の経費 ・労 力であれば負担が可能かをネ ッ トワーク'化を進め る前に十分調査 ・検討 してお く必

要があろ う。

⑦ オンラインネ ットワークへの参加意識'・

オンライ ンネッ トワー クへの参加意識は,オ ンラインネ ッ トワーク化への関心 と類似 した傾 向

を示 している。 オンラインネッ トワー ク化が実現 して も参加 しないと回答 した ものは,0。7%と

僅 かであるが,積 極的に参加 すると回答 したものは10.8%と さほ ど多 くない(表3-22)。

残 りは条件に よって参加す る,わ か らない と回答 し,構 築 されたシステムの内容に よって参加す

る意 向を示 してい る。'"

これ は,オ ンライ ンネッ トワー クに よる調査統計情 報の流通に関心は持 ってい るが,本 当に有

効 な システムがで きるか どうかにまだ確信を もってい ない ことによるもの と思 われ る。従 って,

最 初 に構築 され るシステムは重要 な意味 を持 ち,そ の結果が よければほ とん どの機 関が参 加す る

ことが期待 され るが,結 果が悪ければ逆 の現象 も生 じる恐れが ある。

4.2今 後 の 方 向 と 課 題

以上 の知見 を もとに,オ ンラインネ ッ トワー クシステムに よる調査統計情報流通 の実現に向けて

の今後 の方向 と課題 を検討する。
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4.2.1'今 後 の方向 ・t/

(1)提 供 すべき情報

中国地域 における各機関 とも,利 用 している調査 統計情報 は多 く,オ ンラインネッ トワークに

よる情報流通への関心 も高 く,か つ参加意識 も持 ってい る。 しか し,半 面 オンラインネッ トワ

ー クに よる情報流通が本当に利用価値 のあるものと して実 現す るか どうか に若干の疑問を持 っ

てい るように思え る。

従 って,オ ンラインネッ トワークに よる情報流通が真に実 りあるもの としてすべての機関に

積極 的に受入れ られ る ものとするために,そ の プロ トタイプとなるモデル システムの構築には

十分の配慮 をす る必要がある。特 に提供すべ き情報に何 を選ぶかはモデルシステム構築の重要

な問題で あり,

イ.な るべ く多 くの機関で利用 されてお り,か つ利用頻度 の高い もの

ロ.な るべ く多 くの機関がデー タベー ス化を希望 してい るもの

ハ.デ ー タベースの整備が容易な もの

二.デ ー タベニスの保守が容易な もの

ホ.機 密性 のない もの

を選ば なければな らない。

(2)提 供 すべ き機 関

モデルシステムの構築に当た って参加する機関の具備 すべ き事項 と しては,次 の ことが考え

・ちれ る日・・

㌧ い イ.㌦オ ンラインネッ トワークシスデ ムの参加意識が高い こと

1』 ・tt.『オン ラインに よる 情報交換 の実績又は予定が あること

ハ.現 在利用 しているコンピュー タの処理能力が十分 あること

二.提 供す る情報の磁気媒体化 又は データベース化 が行 われていること

ホ.提 供する情報の外部提供の実績が あるか ・

'
へ 情'報提供 に要する要員を確保で きるこど

一～:ト1'情報 提供 に要す『る費用を負担で き'ること

・=・③'『オ1ンデイジ ジステ ムの形態

オ ンラインシステムに より提供す る情報 と機関が選定 され ると,次 にオ ンラインネ ットワー

ク の形態 をどの ようにするかを検討 す る必要が ある。

中国地域に所在す る各機関の コンピュータの導入状況は85.3%(表3-27)で あ り,計

画 中も含めると約94.0%が 導 入す ることどな る。その うち約57.1%は す でにオンラインシ

ステムを構築 し情報 の流通を行 って いる(表3-28)。 オ ンラインシステムを現在構築 中又

は計画 中も含め ると大部分 の機関が オンライ ンシステムに よる情報流通を実施又は予定 してい

ることになる。

オ ンラインシステ ムの形態 は;基 本的 には個 々の機 関が特定の情報 の流通 を行 う目的で構築
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しているたあ,こ れ をオン ラインネ ッ トワー ク化す るために,

イ.流 通経路 を どの ようにするか(単 方向か,双 方向か)

ロ.通 信手段を どうす るか(通 信回路,容 量)

ハ.信 頼性,発 展性 をどの ように組込むか

二.ハ ー ドウェア,ソ フ トウェアの互換性を どのよ うに組込 むか

等 を考慮 しなければな らない。
ノ

(4)シ ステムの運用

オンライ ンネ ッ トワー クに よる調査統計情報の流通を成功 させ るためには,シ ステムの運用

について事前に関係機関 の間で十分検討 し合意 を得 ることが必要 である。 システムの運用に関

する検討事項 としては,、 、

イ.費 用負担 の方法

ロ.サ ー ビス機関

ハ.障 害発生時の責任 の範囲

二.ソ フ トウェアの保護対策

ホ.デ ー タの保護対策

等利用上のルール を明確 に し,オ ンラインネ ットワークに よる情報流通が円滑に行われ るよう

}関係機関の協力
・維持体制 を整備す ることにある。 一}

':

4.2.2・ 今 後の課題'㌧.;

中国 地域 における調査統計 情報の流通に関する基礎調査結果を踏 まえ,地 域 内オン ラインネ ッ

トワー クに よる情報流通 シ ステムの ビジ ョンを作成するとともに,そ の実 現に向けた具体的方策

を検討するために次年度 で応用調査 を進める予定 であるが,応 用調査 を進め るにあた って以下の

課題を検討す る必要がある。 ㍉.:

(1)構 築 に取 り組むべ きシステムの具体化 …

イ.提 供 す る調査統計情報名:い 『

ロ.提 供す る機関

ヘ オ ンライ ンシステムの形態

二.運 用方法

(2)実 現 に向けた具体的方策

イ.実 現 のためのステ ップ(ス ケ ジュール)の 作成

ロ.各 ステ ップにおけ る課題 の明確化

ハ.課 題解決 のための方策 の検討

これ らの課題 の解決に あたっては,実 現の可能性 の高い ものを選 び着 実に成果 をあげ るととも

に,そ の成果 を もとに順次拡充が図れる ものとすることが重要で ある。

一181一



資 料

中国地域における行政情報流通に関するアンケー ト調査票

整 理 番 号

会社(機 関)名

記 入

担当者

所 属

氏 名 電話

質問1.現 在利用している調査統計情報にっいて

(1)貴 社(機 関)に おいて利用頻度の高い調査統計情報(以 下 『情報という』)を10個 以内挙げ

て下さい。回答は別紙の 『調査統計情報名一覧表』により次欄に番号でお答え下さい。

なお,該 当する情報名が一覧表に左い場合は具体的に名称を記入 して下さい。

情報名(番 号又は名称) 情報名(番 号又は名称)

A F

B G

C H

D 1

E J

(2)(1)で 記 入された情報(A～J)そ れぞれについて,次 の右横 の質問vais答 え下 さい。
　 　 　 　 　

なお,回 答は該 当する欄に○ 印を付けて鉛答え下 さい。(複 数 回答可)但 し,(具 体 的に)

と指定 されてい る項 目に っいては,具 体的に記述 して下さい。・
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⑨

o

質 問 ＼情報名' A B C D E F G H 1 J

輻

入

手

の

目

的

① 諸計画立案のため

② 冒麗 握等調査 ◆分析'研 究

③!繊 麗!巌駕

④ ご鷺;聾 するため

⑤ 情報提供サービスのため

⑥ その他(具 体的に)

■

2.

情

報

の

入.

手

先

① 新 聞

② 書 店

③ 図書館

④ 国の機関

⑤ 県

.

⑥ 市町村
-

⑦ 経済団体(商 工会議所等) :

友.

⑧ 警 警麟 究機関欄 サ 1

タ

⑨ 金融機関 1

⑩ 業界団体 ・組合等
.

⑪ 取引先 ・同業者

⑫ 騨 鰍 枇 支持 を含

⑬ その他(具 体的に)
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質 問 ＼情報名 A B C D E F G H 1 J

a

入

手

媒

体

① 電話 ・面談

② 印刷物(コ ピーを含む)

電 子計算機可読媒体(磁 気 テ③
一プ
,フ ロッピー等)

④ フ ァ ク シ ミ リ

⑤ オ ンライン

⑥ その多(具 体的に)

4

4.

利

用 .

地

域

区

分

① 全 国

② ブ ロック(管 区) ∋

③ 都道府県 ・

1

④ 市町村

⑤ メ ッ シ ュ デ ー タ

⑥ その他(具 体的に)

5

利

用

形

態

〉

① 入手 データをそのまま利用

表作成(単 純集計 ・クロス集②
計)

③ グラフの作成

④ 統計分析処理
`

⑤ モデル分析

⑥ その他(具 体的に)
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質 問 ＼情報名 A B C D E F G H 1 J

6

保

存

状

況

保

存

し

て

る

電子計算

機に保存

デ ー タ ベ ー ス

一般 ラアイル

印刷物 ・その他

保存 してない

7

入

手

利

用

上

の

問

題

点

① 募㌶ 習認 織 ・又は

② 地域区分が大きすぎる

③ 時系列区分が大 きす ぎる

④ 調査時点ごとに分類項目や地

域区分が変わるため,比 較分

析 しにくい

,

己

⑤ 標本の選定が不適当 1

'

⑥ ㌍ 鷹 蓼変樋!未 公開)

⑦ 公表時期が遅い
i

1

1

⑧ 鷺 誤 機可読媒体化されて

⑨ 鷺 は 湊 計●加工がなさ

⑩ 入手費用が高い

⑪ その他(具 体的に)

M

&

情

報

の

外

部

提

供

提

供

し

て

い

る

提

供

媒

体

オ ン ラ イ ン

電子計算機可読媒体

フ ァ ク シ ミ リ

印刷物 ・そ の他

提供 し

ていな

い

2・3年 後に提供 する予

定がある

予定なし
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質問2.今 後利用 したい調査 統計情報にっhて

(1)今 後 利用 したい調査統計情報は何 ですか。具体的vats答 え 下さい。

調査統計情報名
又はその内容

利 用 の 目 的 希望する入手媒体 利用 したい地域区分

ト

…

,

`

i,・

…

、

「

♪

質問3・ 調査統計情報及びその流通に関する全般的k問 題点について

④ 縦 縞 櫟 の入手et荊扉 おいて・鞘 糊 で生じている全般興 趣醐 ですか1
次の中ヵ・ら選ん で○ 印を付けて下 さい。 .(複 数 回答可)
　 レ

1.各 統計 の調査 時点や公表時期が バ ラバ ラのため分析 しに くいp

、21関 連す.6統計間でデLタ の定義(項 目の分類,地 域区分,時 系列区分など)が 異なるた

i:め 分析しにくい。,

3.:欲 しいデTタ が秘匿(未 公開)デ ー タであることが多い。

4.'入 手 データをかな り加工 しなければ ならない ことが多い。

5.入 手 費用が高 い と思 うことが多い。

6.1デ ー タを再 入力 しなければな らず,時 間 と経費がかかることが多い。

7.'欲 しい統計情 報の入手源や内容が よくわか らない。

&デ ー タの入手が 多機関にわた るため,時 間 と経費がかか る。

9.そ の他( )

質問4.オ ン ライン・ネッ トワー クに よる調査統計情報の流通について

(1)経 済 ・社会 ・生活の各分野 において情報化が進 むと,調 査統計情報 の利活用 は,今 以上に利用

層が拡が り,か つ,利 用頻度 も増加す るものと考え られ ます。

こうした状況変化 に対 し,情 報流通の迅速化 ・円滑化 を図 るための手段のひとつ として,関 係
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機関(企 業)の 相互が オンラインで結合 し,ネ ッ トワークを形成することが考え られ ます。

貴社では,オ ン ライン ・ネ ットワークに よる調査統計情報の流通にっいて,ど の ようにお考え

です か。次の中か ら選んで○印を付けて下 さい。

1.関 心が ある。3.関 心 が ない 一 質問6 .へ進 んで下さい。

2.何 と もいえない。4 .そ の他()

(2)貴 社(機 関)で は,オ ンライ ン ・ネッ トワー クに よる調査統計情報の入手が可能 となった場合,
　 　 　 　

どの ような メ リッ トを期待 しますか。 次の中か ら2っ 以内選 んで○印 を付けて下 さい。

1.情 報 入手 の即時性 ・迅速性

2.情 報 の正確性

3.情 報 の二 次加工 ・高度利用が可能

4.大 量 データの入手

5.多 種 データの入手

6.継 続的 な情報入手

7.経 費 ・労力の軽減

8.そ の他( )

(3)オ ン ライ ン・ネッ トワークに よる調査統計情報の流通 システムを構築す る場合,ど の ような点
コ ロ 　 　

を留意 すべ きだ とお考 えですか。 次の中か ら2つ 以 内選んで○印を付 けて下さい。

1.プ ラ イバ シーの保護=

2.経 費 ・労力の分担方法

3.障 害発生に対するシステムの安全性 ・信頼性の確保

4.既 存 の情報提供機関 との兼ね あい ・

5.そ の他(・ .)

(4)調 査 ・統計情報(地 域)の オ ンライン ・ネッ トワークが実現 した場合参加 したい と思われます

か。次の中か ら選んで○ 印を付 けて下さい。

1.積 極的 に参加する。

2.条 件 に よっては参加す る(条 件 を具体 的に ・')

3.参 加 しない(理 由`・)

4.わ か らない。

吟

質問5.情 報流通 のための調査統計情報 デー タベースの整備 について ・ ⇒tl

(1)貴 社(機 関)で はデータベー ス化 してほ しい調査統計情報は何ですか。 また,利 用 したいデー

タの最小地域区分 はどの レベルですか。

情報名については,別 紙の 『調査 統計情報名一覧表 』の中か ら選び番号 でお答え下 さい。該 当

す る情 報名が一覧表に ない場合は具体 的に名称 を記入 して下さい。
コ 　 　 　

利用 デー タの最小地域区分 にっいては,次 の中か ら最 も必要度の高い ものを1つ だけ選ん でそ

の番号 を次表該当欄に記入 して下さい。

(利 用デー タの最小地域 区分)

1.全 国3.都 道府 県5.メ ッシュデータ

2.ブ ロ ック(管 区)4.市 町村 別
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情 報 名
(番 号 又 は名 称)

地域
区分

情 報 名
(番 号.又は 名称)

地域
区分

A F

B G

C H

D 1

E J

(2)(1)の デ ー タベースを作成す るとした ら,ど の ような機関が作成 してデー タを提供 すべ きだ とts
　 　 　 コ

考 えです か。次の中か ら1つ だけ選んで○ 印を付けて下さい。

1.国 の 出先機関5.そ れぞれの統計作成機関

2.県6.利 用=者.,、

3.市 町村7.そ の他( .)

4.情 報提供 サービス機関 ■ 「'.'

(3)(1)の デ ー タベースを作成す る際,留 意 して欲 しい点は どんな ことだ とお考えですか。 次の中か

ら、1つだけ選んで○ 印を付 けて下さい。

L詳 細かつ広範囲なデー タの利用5.検 索 時間の短縮

2.最 新 かつ正確 なデータの利用6.利 用 の安価性

3.他 の データベースとの互換性の確保7.そ の他(')

4.利 用 の簡易性.'1

質問6.コ ン ピュー タの導入状況及 びオンラインの実施状況 並びにその計画につ いて

(1)貴 社(機 関)で は コン ピュー タ(パ ソコン,オ フコンを含み,製 造工程制御用 を除 ぐ)を 導入

していますか。 また,'そ の計画は?次 の中か ら選んで○ 印を付けて下さい。

1.導 入 してい る。

2.導 入 していないが,近 い将来導 入計画が ある。

(導 入予定時期 は 年 月)

3.導 入 してい ない し,計 画 もない 質 問7.へ 進 んで下さい。'

(2)現 在 使用中または導 入予定の コンピュータについて下欄 に記入 して下さい。
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中央処

理装置

(注1)

機 種 名

主 記 憶 容 量

KB KB KB KB

周 辺

装 置

磁気ディスク装

置の記憶容量 MB MB MB MB

パ ソコ

ン等

(注2)

機 種 名

導 入 台 数 台 台 台 台

(注1)プ ロ グラム内蔵方式の計数型電子計算機にっいて記入 して下 さい。但 し,

パ ソコン,オ フコンは除 く。

(注2)パ ソ コン,オ フコン,多 機能端末機 について記入 して下 さい。

●

'(
3)貴 社(機 関)で は,オ ンラインに よる情報交換 を行 っていますか?

な お,調 査統計情報に限 らず,業 務情 報まで含めて広 くお考え下さい。
　 　 　 　 コ

〈行 ってい る場合 〉次の中か ら選んで○ 印を付けて下さい。(複 数 回答可)

1.本 社 と支店間で行 っている4.異 業 種他社 と行 ってい る

2.支 店 と支店間で行 ってい る5.情 報 サー ビス機関 と行 っている

3.同 業 種他社 と行 ってい る6.そ の他(

〈行 っていない場合 〉次の 中か ら選んで○印を付げて下さい。

1.現 在 オンラインシステムを構築中で ある。

(そ の相手:

2.近 い将来(3年 以 内程度)実 施する予定で ある。

(そ の相手:

3.現 在 のところ予定 はない。

)

)

)
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質問7.そ'の 他

中国地域 におけ るオ ンライン.ネッ トワークによる行政情報流通 システムの構築に関 して」 ご

意見,ご 要望 をお聞かせ下 さい。

ご協力 ありが と うございま した。

●
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地域内情報流通調査(各 論IV)

四国地域産業経済情報流通調査

(四 国地域)
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■

1 調査研究の概要

目 次

1.1

1.2

1.3

1,4 制

量

的

容

体進

背

目

内

推

2.コ ン ピ ュ ー タ設 置 ・利 用 状 況

2,1コ ン ピ ュー タ設 置 状 況

2.2コ ン ピ ュー タ利 用 業 務

3、 ア ン ケ ー ト調 査 結 果

3.1情 報 に 関 す る ニ ー ズ

3.1。1情 報 あ 入 手 状 況

3.1.2情 報 の 入 手 体 制

3.1.3

3,1.4情 報 別の入手状況

3.1.5

3.1.6

3.2情 報 化ec'関 す る ニ ー ズ

3.211情 報 化 の 推 進 状 況

3.2.2情 報 関 連 機 器

3.2.3汎 用 ソ フ トウ ェア

3,2.4

3.3情 報 流 通 の ネ ッ トワ ー ク

.i

入手 している情報の種類

情報の入手 ・利用の問題点

情報が入手出来なかった理由

情 報 イ ン フ ラ ス ト ラ ク チ ャー

4.ま と め

4.1

4.2

情報 に関するニー ズ

情報化 に関するニーズ

資料 四国地域の情報化に関するニーズ調査票
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1.調 査研究の概要

1は 背 景

四国地域は,地 形的には,四 囲が海に囲まれた一つの島として形成されてい るものの,島 の中央

部には巨大 な山岳地帯が あ り,こ のため小地域に分断 され,四 つの県域か ら構成されてい るものの,

これ らの県域 の相互 間には有機的結合が少 な く,そ れぞれに気候,風 土,あ るいは社 会の発展状況

に差 を生 じてい る。

この よ うな四国地域の特性に加えて,四 国地域は産業,経 済,社 会,文 化な ど各部門にわた つて

全 国 との間に,地 域格差が存在 し,と くに,四 国の産業構造は,農 業,中 小企業の ウ ェイ トが高 く,

工 業に おいては基礎 資源型が多 く立地 し,高 度加工型,ハ イテク型産業が立 ち遅れているほか,第

3次 産業部門 も未成熟で ある。

このため,本 州 ・四国連絡橋や島内の高速道路 など交通網のほか通信網の整備,建 設等が進め ら

れ るとともに,各 種産業基盤や社会施設 などの整備が鋭意進め られているが,こ れにより阪神 その

他大都市経済圏の中枢管理機能へ の依存度 を一 層高め ることも懸念 され てい る。

,一 方,コ ン ピュー タ技術や,デ ー タ通信技術の急速 な発達に よって,高 度情報化社会に突入 し,

そ の影響は,大 企業か ら中小 企業へ,大 都市圏か ら地方圏へと広 が りつつある。

情報化 の進展は,四 国 においても地域経済 はもちろん,個 々の企業や住民にも新 たな変化 と発展

を もたらす と期待 される反面,情 報化の動きに遅れる ことは,四 国地域 の相対的な地位の低下 にも

な りかねない と懸念 され る。'

に もな りかね ない。

この ような,当 地域の現状に対 し,昭 和55年 度 か ら58年 度 にかけて 「地域 情 報 拠 点 の 育成

とネ・トワークの形成」に関する調査研究を行ら 幾つかの提言を行・餓 さらに これ を前進

させ,情 報化を促進するに当たっては・情報が人・モノ・ カネに次いで社会活動の重要な資源として着

目されていることに鑑み,情 報の有効な活用を図るため,四 国地域内の情報流通体制の整備を促進

する必要がある。

1.2目 的

最近 の情報処理技 術および,通 信技術 の進歩 は,地 域社会に も大 きな変化を もた らし,そ の影響

は次第に,広 範囲に,か つ多様に広が って きてい る。

このため,四 国地域の各種機関,企 業お よび地域社会におけ る情報の活用 を促進 し,産 業経済の

自律的発展 と拡大に資す る ような,産 業経済情 報の円滑,か っ効率的 な流通のあ り方 を検討 し,オ

ン ライン ・ネ ットワークの実現など,将 来の情 報化の推進のために必要 な資料を得 ることを目的 と

して調査研究 を行 うこととする。
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1.5内 容

2カ 年計画の第1年 目にあたり,四 国地域 内の情報化の実態,産 業経済情 報に関するニーズ と情報

の利用状況等を把握 し,地 域内におけ る情報流通体制 の整備に必要な基礎 資料を得ることとして,ア

ンケー ト調査 により産業経 済情報 のネッ トワー クの形成に必要 とされ る情報の整備,シ ステム形成

の課題等を検討 す る。

(1)コ ン ピュータおよび情 報 関連 機器 の導入 とその利用状況

主 として,「 電子 計算機納入下取調査」,「 情報処理実態調査」などのデー タを収集 し,ア ン

ケー ト調査結果 とともに必要 な分析,検 討 を加え る。

(2)ア ンケー ト調査の実 施

別添資料 の調査票 により,下 記 の通 りアンケー ト調査 を実 施した。

① 調査対 象

四国地域 内の主要 な企業,行 政機関,商 工会議所,大 学,公 設試験場等473事 業 所

② 調査項 目

イ.情 報化のニーズとその対応状況

ロ.産 業経済情報に対するニーズとその収集等 の状況

ハ.統 計情報のニーズ とその問題点

二.オ ンライン ・ネ ッ トワークに対す るニーズ とそ の問題点

③ 回収状況

発送473に 対 し回収 が380件 で 回収 率は80%強 で あった。機関区分別 ・県別の回収

状況は表1-1の と お りである。

表1-1機 関別回収状況

機関等の区分 対象数
回 収 数

徳島県 香川県 愛媛県 高知県 合 計
回収率

製 造 業 211 32 61 44 17 154 730

非 製 造 業 105 14 33 22 17 86 81.9

商 業 40 5 9 4 8 26 65.0

金 融 機 関 24 5 10 5 3 23 95.8

情報関連企業 17 2 3 7 3 15 88.2

そ の 他企 業 24 2 11 6 3 22 91.7

組合 ・団体等 83 16 16 22 16 70 84.3

協 同組 合 等 47、 8 8 11 9 36 76.6'

商工会議所等 36 8 8 11 7 34 94.4

行政機 関等 52 8 14 15 12 49 94.2

大学 ・試験所 22 3 3 13 2 21 95.5

合 計. 473 73 127 116 64 380 80.3

一195一



③ 産業経済情報の流通に関する今後の課畢 対策の検討

1.4推 進 体 制

当事業を推進するため当地域に下記の機関の役職員で構成された 「四国地域産業経済情報流通調

査委員会」を設置 し,具 体的調査の方法,調 査結果の検討などを行 った。

① 香川県企画部

② 高知県企画部

③ 助 徳島県中小企業情報センター

④ ⑰ 愛媛県中小企業情報センター

⑤ 四国経済連合会

⑥ 高松市商工会議所

⑦ 日本開発銀行 高松支店

⑧ 百十四銀行 調査部

⑨ 四国電力株式会社 情報 システム部
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2.コ ン ピ ュ ー タ設 置 ・利 用 状 況

21コ ン ピ ュ ー タ設 置 状 況

「電子計算機納入下取調査」にょると,昭 和60年3月 時点の四国地域におけるコン ピュー タの

実 働台数 は,3,862セ ッ トで,56年 に比 べると約2倍 に伸びているが,対 全国比 は56年 以 降2.

2%か ら僅 かであるが低下傾向 を見せている。

また,1セ ッ トあた りの平均単価 は2,323万 円 で,全 国平均 が3.624万 円 であると ころから,大

型,中 型の機種 が少ないことが うかがえ る。

表2-1汎 用 電子計算機の実働状況(四 国地域)

(単位:百 万円)

年

地域

56年3月 57年3月 58年3月 、59年3月 60年3月
月

セ ッ ト 金 額 セ ッ ト 金 額 セ ッ ト 金 額 セ ッ ト
'

金 額 セ ・ッ ト 金 額

徳 島

香 川

愛 媛

高 知

257

825

643

243

7,806

20β14

18,901

71937

297

978

744

297

7,483

23,513

21,668

8,846

339

L184

854

356

9,212

26,836

24,967

9,982

384

1,401

973

419

10,588

29,955

25,801
.

10β12

489

1,697

1,148

528

1

13,142

34,156,

301869

11,540

四国計 1,968 54,958 2,316 61,510 2,733 70,997 3,177 77,156 3,862 89,707、

全国比 2.23 1.32 2.18 L30 2.13 1.34 2.11 1.34 2.09 1.34

〈資料〉通産省 「電子計算機納入下取調査」

■

2.2コ ン ピ ュ ー タ 利 用 業 務

「情報処 理実態調査」 によると,電 算機の稼動台数 の増加 とともに,適 用業務 の範囲 も次第 に拡

大 してい る。56/58年 で は,1.2倍 に,ま た59/60年 で もL1倍 に増加 し,さ らに,59～60

年 で は質的 にも変化 している。

即 ち,60年 に は,人 事 ・給与,預 貯金管理な どの一般管理的業 務が横ばいであ るのに対 して,

購 買 ・販売等の営業部門や,企 画 ・調整,或 いは設計 ・開発等の業務が増加 し,さ らに,生 産部門

への適 用も増加 している。これ らは,い ずれ も最近の情報処理技術の進歩 に より,新 たな業 務への

適用が始 まったと見 ることができよう。

また,59年 度 に実施 した 「地域情報化 ビジ ョン調査」 でみ ると,大 ・中型では,給 与計算,会

計,経 理処理のほか,各 種経営管理業務への利用の ウェイ トが高いが,今 後 の導入予定 を含めてみ

ると,次 第 に市場予測,あ るいは経営計画の作成 など,高 度 な利用形態 を指向 してい ることが うか

がえ る。

小型機種 においても,今 後の導入にあたっては,給 与,会 計処理な ど日常業務処理 の利用が減少

し,経 営管理,予 測,計 画 な どへの利用 が増 え,さ らに,極 めて特徴的 なのは,超 小型の場合 と同
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様に,文 書作成 が急増してい る。

超小型の場合 は,当 然 の ことなが ら,文 書作成が多いが,こ の ほか,市 場予測,経 営計画 に多 く

用い られ るようになつているとともに,製 造業 の特性 か ら生産 管理,製 品管理への利用が目立 って

いる。

表2-2コ ン ピュー タ適用業務

率び伸

609/5

6

5

2

1

0

0

0403ユ502ーウ一11111

111

586/5

6

6

2

1

0

8

3413ユ3ユ31111111

加1

国四
年0

計6

4

3

0

9

4

1

3497350812

896

年9

計5.

0

4

3

5

6

1

939533062

}

ー

ー
186

年8

計5

5

6

4

5

9

4

9

3

8

7

7

839695143166111▲

059

年7

計5

8

6

3

7

8

2

8

3

3

6

4

9295951430651▲11

578

年6

計5

4

4

4

8

7

1

7

3

3

5

6

12838413295511

537

名務業

整
伝
買

売
理

産
信

発
与

務
理

他調直管通関給財管..庫。・・.金の在品送計事金貯画報企広購販商生輸設人資預そ

計合
㈱59年 度 以降 は,適 用業務の分 類方法が変更されたため,そ れ以前の数字 とは整合 しない。

〈資料〉通産省 「情報処理実態調査」
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3.ア ン ケ ー ト調 査 結 果

3;1情 報 に 関 す る ニ ー ズ

5.1.t情 報 の入手状況

「情報 を外部か ら入手 している」 としたのは
,回 答総数の88.7%を 占 めている。 これを機関

・別 にみて も・各機関 ともおおむねgo%前 後 の割合で 「入手 している」 と回答 しているが
,行 政

機 関では71.4%と 各 業種別の比率の中で最低 となってい る。

なお,金 融機関及び大学 ・試験場の場合は,100%と な ってい る。

「入手 してい る」事業所等 の状況をみる と,「 積極的に入手」は,19.2%,「 必要に応 じて

入手」が69.4%と な ってk・り,残 り11.4%は,「 本社等か ら随時送付 され る」 となってい る。

5.1.2情 報 の入手体制

(1)現 在 の体制

情報 を入手するための現在の体制 としては,「 各部門毎に,任 意に入手」が最 も多 く56、0

%を 占め,次 いで 「統一的に入手」(1&5%),「 入手 体制が ない」( .1,4.8%),「 部 門

又は担 当者 を設置 している」(1 .,O.7%)と な ってい る。

機関別にみ ると,金 融機関及 び情報関連企業では 「統一的な方法 で入手」 と回答 したものが

多 く,情 報 を有効 に活用 してい る機関は入手 体制 も整備されている ことが うかが える。

(2}将 来 の体制

現在 の入手体制 を何 らかの方法 で強化,整 備 しようとす る事業所等は,76.8%を 占めてお

り,情 報化時代への積 極的な対応がみ られ,情 報の有用性が重 視されてい る ことが うかがえる。

これ を機関別にみ ると,金 融機 関,協 同組合等では,「 現状 どお り」 とす る回答がそれぞれ

41.7%,37.5%と,他 の機関 より比率が高 くな ってい る。

また,商 業,情 報関連企業,そ の他企業,行 政機関,大 学 ・試験場等では,「 既存の体制 を

強化」す るものが 多 く,商 工会議所等では,「 情報関連機器の充実」 と回答 した事業所等が多

いo

表3-1情 報入手の有無

(単 位:%)

機関

入手有無

合

計

製
造
業

商

業

金機

融関

情速
報企
関業

そ企
の
他業

協組
合
同等

商議
工所
会等

行機

政関

大試
験
学場

入手 してい る 88.7 88.3 88.5 1000 93.3 95.5 73.7 96.9

ご`'

71.4 1000

入手 してい ない
▲1・3

11.7 11.5 0.0 6.7 45 263

】

3.1 28.6 0.0
概̂
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表3-2情 報入手状況
(単 位:%)

機関

入手状況

合

計

製
造
業

商

業

金機

融関

情速
報企
関業

そ企
の

他業

協組
合
同等

商議
工所
会等

行機

政関

大試'

験

学場

積 極 的に 入手 19.2 12.1 17.4 435 30.8 10.0 25.0 26.7 17.1 33.3

必 要に 応 じて 69.4 71.4 65.2 52.2 61.5 90.0 60.7 66.7 77.1 66.7

随時送付される 11.4 16.5 17.4 4.3 7.7 0.0 143 6.7 5.7 0.0

田

90

田

m

田

阻

40

田

田

旭

1

(%)

圃 砲 ‖送付
睡]必 衰に応じて
[E1SIAE的 に入手

金

81

悶

凹

・

商
旅

51
遠

旅

全
休

▼
・

大
学
試
験
鳩

行
政
機
図

商
工
金
掻
所

出
姐
等

そ
の
他
企
某

情
18
図
適

図3-1情 報 入手状況 図3-2機 関別情報入手状況

●
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表3-3現 在 の入手体制

(単 位:%)

機関

現在

合

計

製
造
業

商

業

金機

融関

情速
報企
開業

そ企
の
地業

協組
合
同等

商議
工所
会等

行機

政関

大試
験
学場

部門,担 当者設置 10.7' 7.5 5.9 231 235 3.8 6.5 15.6 14.3 18.8

統 一 的 に 入 手 18.5 18.1 20.6 26.9 29.4 192 19.4 125 14.3 12.5

部 門 毎 に 入 手
"

56.0 56.9 52.9 50.0 47.1 69.2 41.9 50.0 69.0 56.3

人 手 体 制 な し 14.8 17.5 20.6 0.0 0.0 7.7 32.3 21.9 2.4 12.5

表3-4将 来 の入手体制

(単 位:%)

機関

将来

合

計

製
造
業

商

業

金機

融関

情連
報企
関業

そ企
の
他業

協組
合
同等

商議
工所
会等

行機

政関

大試
験
学場

現 状 ど お り 23.2 25.2 14.7 41.7 20.0 15.4 37.5 17.6 1&6 133

部門,担 当者新設 7.8 10.5 8.8 8.3 0.0 38 125 0.0 '4 .7 13.3

部門毎に体制新設 16.5 18.2 20.6 8.3 20.0 26.9 8.3 11.8 14.0 133

既存の体制の強化 26.8 23.1 32.4 20.8 46:7 34.6 16.7 23.59 32.6 3a3

情 報 機 器の充実 24.6 224 23.5 2b.8 13.3 19.2 20.8 41.2 30.2 26.7

そ の 他 1.1 0.7 0.0 0.0 0.0 0.0 4.2 5.9 0.0 0.0

●

図3-3現 在 の入手体制

既存

輿 ら

図3-4将 来 の入手体制

担当gn!ft
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5.1.5入 手 してい る情報 の種類

≠外 部
か ら入手 してい る情報の種類をみ ると,多 いのは 「一般経済 ・景気動 向等に関する情報」

(61.'9%)次 い で 「産業別の業界動向に関する情 報」(61.6%),「 雇用 ・労働 に関す る情

報 」(4L6%),「 行 政施策 ・政治動 向に関す る情報 」(40.O%),「 新 技術 ・新製 品等の

技 術情報」(40.0%),「 企 業の概要 ・行動等の企業情報」(39.1%),「 製 品 ・原材料等

の商 品市場 」(36.6%)の 順 となってい る。

これ ら,情 報の種類毎 に入手状況をみると,次 のとお りである。

① 一 般経済,景 気の見通 し等に関する情報(入 手比 率61.9%)

この 情報の入手比率は最 も高 く,機 関別 にみ ると,「 商工会議所等」(93.5%)が 最 も高

く,次 いで 「金融機関」(73.9%),「 製 造業」(64.2%)の 順 とな っている。

逆 に低いのは,「 大学 ・試験場等」(25.0%)で,次 い で 「情報関連企業」(35.7%),

「行 政機関」(42.9%)の 順 となってい る。

② 産業別の業界の動向等に関する情報(入 手比率61.6%)

この 「業 界情報」の入手 比率は,前 記の一般経済情報 と並んで高 く,機 関別 にみて もほぼ同様

の傾向 をみせているが,一 般経済情報 と異 なってい るのは 「行政機関」における入手が 】7.1

'%と 極 め
て低い乙とであ る。 ・ 、

③ 企 業の概要,企 業行動'信 用状況等の企業 情報{入 手 比率39.1%)

この 「企業 に関する情報」の 入手比率 は,各 機関 とも半数以 下であるが,「 金融機 関」,

、1商 工会議 所等」'で・まぼ 握 れ87・0%・ ・11・%と 高い比率 とな ・て・'る・ ・:

④ 製 品,原 材料 等の価格プ商品市場 等に関する情 報(入 手比率36.6%)・

この 「商 品市場に関する情報」の入手比率は,前 記の 「企業に関す る情報」 と同程度 である

が,「 製造業」(56.0%),「 そ の他の企業 」(50・0%)・ 「商業」(39・1%)等,概 して

民間企業の比率が高いのた対 して,「 協同組合等」,「 商工会議所等」,「 行政機 関」等
1

では,い ずれ も30%以 下 と低 くなってい る。

⑤ 電気 ・ガス等 のエネルギーに関す る情報(入 手比率16.3%)

この 「エネルギーに関する情報」の入手比率 は,各 種情報の うちで最 も低 く,各 機関 とも20

%以 下 であ るが,電 力会社,ガ ス会社が含 まれてい る 「その他 企業」 では,40%と 高 くなっ

ている。

⑥ 消費者=Tズ 等 の消費動向に関する情報(入 手比率29.7%)

この情報の入手比率は,他 の情報 より低いが,「 商業 」(52.2%),「 商工 会議所等」

(51.6%)が 高 く,次 いで 「協同組合等」(42.9%)と な っている。

⑦ 都市開発 地域 開発 産業立地等に関す る情報(入 手 比率24.7%)

この情報 も,前 記 の 「消費動向情報」 と並んで入手比率は低いが,機 関別にみて比率が高い

のは,「 その他企業」(60.0%),「 商工会議所等」(54.8%),「 金 融機関U(52.2%)で あ る。
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⑧ 求人,賃 金等の雇 用,労 働に関する情報(入 手 比率4L6%)

この 「雇用 ・労働情報」の入手比率は,前 記の①,② に次いで第3位 となっている。

機 関別にみ ると,比 率が高いのは 「商工会議所等」(61.3%),次 い で 「その他の企業」

(55.0%),「 製 造業」(50.0%)の 順 となってお り,こ れ ら以外の機関 では40%未 満

となってい る。

⑨ 国,地 方自治体の行政施策 政治動向に関する情報(入 手比率40.0%)

この 「行政施策,政 治動向に関する情報」の入手比率は,前 記⑧の 「雇用 ・労働関係情報」

に 次いで第4位 となってい る。

機 関別にみて比率が高いのは6「 行政機関」(68.6%),「 その他の企業」(60.0%),

「商 工会議所等」(58.1%),「 情報 関連」(57 .1%)の 順 となってい る。

⑩ 新技術,新 製 品,デ ザ イン等の技術情報(入 手比率40.O%)
'こ の 「技術情報

」 の入手比率は,前 記 と同 じで第4位 となってい る。

機 関別にみ ると,入 手 比率が高いのは 「大学 ・試験場」 の7、5.0%で,次 いで 「製造業」
〈

(55.2%),「 そ の 他 企 業 」(50.0%)の 順 ど な っ て い る。

ま た 比 率 が 低 い の は,「 金 融 機 関 」 の4.3%,「 行 政 機 関 」 の11.4%で あ る。

表3-5種 類別 ・機関別情報入手状況
(単 位:%)

機関別

情報の種類 1

合

計'

製
造
業

商

業

金機

融関

情速
報企
開業

そ企
の
他業

協組
合
同等

商議
工所
会等

行機

政関

大試
験
学場

一般経済情報 61.9 64.2 60.9 73.9 35.7 60.0' 60.7 93:5 42.9 25.0

産業別業界情報 61.6 71.6 60.9 78.3 35.7 65.0 53.6 77.4 17.1 500

企 業 別 情 報 3gi .396 39.1 87.0 28.6 40.0 25.0 61.3 11.4 83

製品等の商品市場 36.6 56.0 39.1 130 28.6 5α0 21.4 16.1 1114 8.3

エ ネ ル ギー 情 報 16.3 18.7 17.4 8.7 7.1 40.0 7.1 19.4 8.6 8:3

消 費 者 動 向 29.7 224 52.2 39.1 21.4 30.0 42.9 51.6 14.3 16.7

地域開発等の情報 24.7 11.9 17.4 522 14.3 60.0 7.1 54.8 40.0 0.0

雇用 ・ 労働 情 報 41.6 50.0 30.4 34.8 35.7 55.0 32.1 61.3 17.1 8.3

行政 施 策 情 報 40.0 25.4 21.7 47.8 57.1 60.0 39.3 58ユ 68.6 41.7

技術 ・新製品情報 40.0 55.2 2L7 4.3 35.7 50.0 39.3 29.0 11.4 75.0

そ の 他 の 情 報 5.9 3.0 4.3 17.4 7.1 10.0 3.6 6.5 5.7 16.7
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(技 術情報)
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ろ.1.4情 報 別の入手状 況

(1)情 報 の入手先t－

情報の入手先を入手事業所 の総数 に対す る比率でみ ると,最 も高いのは 「同業者 ・業界団体」

の47.4%で,次 いで 「取引先 ・親企業等」(39.3%),「 国の行政機関」(28.4%)の 順

となってい るが,一 般経済情報では 「金融機関」,「 経済団体等」が,地 域開発等の情報及び

雇用 ・労 働情報では,「 国の機関」又 は 下県1市 町村」等が上位 を占めて おり,「 同業者 ・業

界 団体」,「 金融機関」等が情報提供機関 として重要 な役割 を果た して おり,本 来情報提供機

関 としての性格の強い 「情報 センター等」 はその役割 を十分に果 た してい るとは言えない。

このため,「 情報 センター等」の育成,強 化が必要である。

情報 の種類 別に,比 率の高ら入手先 を一覧表 にする と表3-6の とおりであ る。

表3-6情 報 の入手先(上 位3)

(単 位:%)

情 報 の 種 類 第1位 第2位 第3位

1一 般 経 済 情 報 金 融 機 関 56.7 経 済 団 体 等 37.5 同業者・業界団体 34.6、

2産 業別の業界情 報 同業者業界団体 69.0 取引先 ・親企業 44.2 経 済 団 体 等 24.8

金 融 機 関 42.6

3企 業に関する情 報 民 間調 査磯 間 68.1 同業者・業界団体 42.6 取引先 ・親企業 38.3

4製 品等の市場 情報 取引先 ・親企業 78.7 同業者業 界団体: ・173:8
」 ∀

1:内∴部 組 織
・^・ ●..,・

27⑨
.
.

句

15エ ネ ル ギ ー 情 報 同業者・業界団体 84.6 取引先 ・親企業 61.5 国 の行 政機関 53・8

{,

6消 「費 動 向 情 報 同業者・業界団体 6β.4 取引先 ・親企業 58.5 顧 客 ・消費者 39.0

7地 域開発等の情 報 県 ・ 市 町 村 82.1 国の行政機関 67.9 経 ,済 団 体 等
42.9

8雇 用 ・ 労 働 情 報 国 の行 政機関 54.5 県 ・・市 町 村 40.9 経 済 団 体 等 31.8

9行 政施策 ・政治情報 国の行政 機 関 836 県 ・ 市 町 村 72.7 内 部 組 織 23.6

取引先 ・親企業 52 7

10技 術 ・新製品の情報 展示会 ・講習会 52 7 同業者・業界団体 43.2 大 学 ・試 験場 32.4

情 報 セ ン タ ー 36 4 内 部 組 織 27.3

11そ の 他 の 情 報 同業者・業界団体 36 4 国 の 行 政機関 27.3 そ の 他 27.3

囲 数字は,入 手事業所の総数に対する比率
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,表3-7情 報 の入手先一覧

(単 位:%)

情報の
種類

情報の
入手先

合

計

」 ・

般
経
済等
・の

景情
気報

㎡
業
別
の
業
界情

報

3.

企 勲
業等

のの

概企

要業
・情

行報

憂
品
・の

原商
材品
料情
等報

5.

電 工

気 ネ

蒜
ス1

等 情

の報

亀
費
動
向
の
情
報

7.

地立

域地

開情

発報

産
業

是

△
雇労
用働
等情
の報

9.

行 動

政向

施 等

策の
・情

政報

治

嘉α
彼等
術の
・技

新術
製備
品報

呈
の

他

情

報

内 部 組 織 230 16.3 20.2 27.7 27.9 23.0 39.0 28.6 18.2 23.6 20.3 27.2

取 引 き 先 等 39.3 23.1 44.2 38.3 78.7 61.5 58.5 7ユ 13.6 9.1 52.7 18.2

同業者 ・業界団体 47.7 34.6 69.0 42.6 73.8 84.6 63.4 10.7 22.7 14.5 43.2 36.4

経 済 団 体 等 7.8 37.5 24.8 12.8 14.8 7.7 9.8 42.9 31.8 21.8 2.7 0.0

金 融 機 関 19.8 56.7 22.5 42.6 4.9 0.0 4.9 7.1 0.0 0.0 0.0 9.1

県 ・市 町 村 等 20.3 23.1 93' 43 1.6 0.0 9.8 82.1 40.9 72.7 4.1 9.1

国 の 機 関 等 28.4 33.7 19.4 6.4 6.'6 53.8 7.3 67.9 54.5 83.6 122 27.3

情 報 センター等 5.0 17.3 13.1 6.4 8.2 0.0 9.8 36 13.6 12.7 23.0 36.4

講習会 ・展示会等 13.0 6.7 7.0 0.0 11.5 7.6 9.8 7.1 4.5 7.3 52.7 118.2

顧客 ・消費者等 11.31 4.8 9.3 6.4 21.3 15.4 39.0 3.6 0.0 0.0 17.6 9.1

民 間調 査機関 19.7 14.4 16.3 68.1 11.5 15.4 19.5 2L4 18.2 14.5 14.9 9.1

大学 ・試験場等 5.5 0.d 1.6 0.0 1.6 0.0 0.0 0.0 13.6 1.8 32.4 9.1

そ 、'の 他 8.0 7.7 7.0 8.5 6.6 7.6 9.8 7.1 4.5 9.1 &1 27.3
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② 入手 の方法

情 報の入手 方法 を入手事業所の総数に対する比率でみると,最 も高い のは,「 新聞等 の購読

・利用」 の77 .1%で,次 いで 「一般図書 ・業界誌」(4&7%),「 機 関紙 ・広報誌」(4&

4%),「 入手先 への訪 問」(26.5%)の 順 とな っている。 「電話 ・ファックス」,「 デー

タ端末」等通信系 の活用 もみ られるが,そ の比率は,18.5%,4.9%と 低 く,活 字媒体 での

入手が主 となつてい る。情 報種類別にみ ると行政施策 ・政治動 向に関する情報では 「ラジオ ・

テ レビ」が第3位 に,技 術情報 では 「専門図書」が,そ の他 の情 報 では 「電 話 ・ファックス」

がそれぞれ第1位 にあが つているのが特徴的 である。

情報 の種類別 に,比 率の高い入手方法 を一覧表にする と表3-8の と おりであ る。

表3-8.情 報 の入手方法(上 位3)
(単 位1%)

情 報 の 種 類 第1位 第2位 第3位

1一 般 経 済 情 報 新 聞 の 購読等 83.7 機関誌 ・広報誌 55.7 一 般 図 書 等 44.2

2産 業 別の業界情 報 同 上 79.8 同 上 51.9 同 上 50.4

3企 業に関す る情 報 同 上 76.6 一 般 図 書 等 53.2 入 手 先 訪 問 46.8

4製 品等 の市場 情 報 同 上 82.0 同 上 60.7 機関誌 ・広報誌 41.0

1

5エ ネ ル ギ ー 情 報 同 上 923 同 上 69.2 同 上 53.8

'

6消 、費 ・動 向 情 報 同 上 75.6 同 上 43.9 同 上 39.0

7地 域開発等 の情 報 同 上 85.7 機関誌 ・広報誌 53.6 一 般 図 書 等 46.4
'6

ご・膓

8翻 堕 働興 機関誌 ・広報誌 63.6 新 聞 の 購読等 59.1 入 手 先 訪 問 40.9

4+
.■

ボ φ

9行 政施策 ・1政治情報 新 聞 の購 読等 85.5 機関誌 ・広報誌 58.2 ラ ジ オ ・テ レ ビ 36.2
`

,`「,

1,

10技 術 ・新製品の情報 専 門 図 書 63.5 一 般 図 書 62.2 新 聞 の購読等 60.8

11そ の 他 の 情 報 電 話 ・FAX 36.3 新 聞の購読等 27.3 機関誌 ・広報誌 27.3

一旬 数字は,入 手事業所の総数に対する比率
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表3-9情 報 の入手方法一覧
(単 位:%)

情報の
種類

情報の
入手方法

合

計

三 ・

般
経
済等
・の

景情
気報

2.

産

業

劉
業
界時
報

3.

企勲
業等

のの

概企

要業
・情

行報

4.

製

品
・の

原商

材 品

料情

等報

5.

電 工

気 ネ

㌶
ス1

等情
の報

6.

消

費

動

向
の

情
報

7.

地立

域地

開情

発報

産
業

8.

求

償
雇労
用働
等情
の報

9.

行 動

政 向
施 等

策の
・情

政報

治

10.

新

技 等

術 の
・技

新 術

製情

品報

呈
の

他

情

報

テ レ ビ ・ラ ジ オ

1

13.7 19.2 10.8 2.1 8.2 15.4 19.5 143 9.1 36.4 5.4 0.0

新 聞 の 購読等 77.1 83.7 798 76.6 82.0 92.3 75.6 85.7 59.1 85.5
・
60.8 273

一 般 図書 ・雑誌 48.7 44.2 50.4 53.2 60.7 69.2 43.9 46.4 27.3 32.7 62.2 18.2

専門図書の利用 22.2 15.4 16.3 10.6 16.4 15.4 17ユ 21.4 18.2 16.4 63.5 27.3

機関誌 ・広報誌 48.4 55.8 51.9 36.2 41.0 538 39.0 53.6 63.6 58.2 39.2 27.3

データ端末の利 用 4.9 7.7 5.4 6.4 16.4 0.0 49 0.0 0.0 0.0 5.4 273

電 話 ・フ ァ ックス 18.5 18.3 15.5 23.4 24.6 7.7 12.2 21.4 13.6 29.1 10.8 36.3

入 手 先 へ訪問 26.5 18.3 19.4 468 32.8 23.1 3r7 35.7 40.9 23.6 28.4 0.0

アンケート調査等 6.5 7.7 7.8 6.4 1.6 0.0 24.4 3.6 9ユ (0.0 4.1 0.0

図書 館 の利用 1.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.5 0.0 1.4 o.σ

そ の 他 3.9 1.0 2.3 4.3 3.3 7.7 7.3 10.7 4.5 1.0 4.1 27.3
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図3-9情 報 の入手方法

一209一



(3)入 手 してい る情報の地域区分

入手 してい る情報 の地域区分を入手 事業所の総数 に対す る比率でみると,最 も高いのは,「全

国」 の65.1%と な ってk・り,次 いで 「自県内」(40.3%),「 四国地域」(38、1%)の

順 とな って おり,企 業別情報,地 域開発等 の情報,及 び雇用 ・労働情報 を除 いては.い ずれ も

「全国」が第1位 を占めてい る。

四国以外の地域 では 「近畿地域」が8.4%,「 関 東地域」が7.0%と なってい る他は,い ず

れ も5%以 下 で極めて少 なく,各 機関は全 国,地 域内の動向について強い関心 を持っている こ

とが うかが える。

また,「 世 界(海 外情報)」 の比率は,1Z9%で,「 自県内」及び 「四国地域」以外 の各地

域 よりも高 く,四 国の産業の国際化 の一面 をみせてい るが,な かで も 「技術情報」,「 エネル

ギー情 報」が,そ れぞ れ41.9%,30.8%と 高 い比率に なっている。

これ を,情 報種類別 に比率 が高い地域 を一覧表にすると表3-10の と おりである。

表3-10入 手 情報の地域 区分(上 位3)

(単 位:%)

情 報 の 種 類 第1位 第2位 第3位

1一 般 経 済 情 報 全 国 68.2 自 県 内 50.9 四国地域 43.3

2産 業別の業界情 報 全 国 73.6 四国地域 42.6 自 県 内 28.6

3企 業に関する情 報 自 県 内 532 四国地域 48.9 全 国 44.7

四国地域 26.2

4製 品等 の市場情 報 全 国 52.5 自 県 内 31.1 世 界 26.2

5エ ネ ル ギ ー 情 報 全 国 84.6 四国地域 538 世 界 30.8

6消 費 動 向 情 報 全 国 56.1 自 県 内 53.6 四国地域 26.8

7地 域 開発等 の情 報 自 県 内 71.4 四国地域 60.7 全 国 50.0

自 県 内 59.1

8雇 用 ・労 働 情 報 四国地域 59.1 全 国 50.0 近畿地域 45.5

9行政施策 ・政治情報 全 国 65.4 自 県 内 63.6 四国地域 41.8

10技 術 ・新製 品の情報 全 国 79.7 世 界 41.9 四国地域 16.2

自 県 内 36.4 四国地域 9.1

11そ の 他 の 情 報 全 国 72.7 世 界 36.4 中国地域 9.1

囲 数字は,入 手事業所の総数に対する比率
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(4)情 報 の保存状況

入手 した情報を 「すべて保存す る」 のは20.3%で,「 一部 のみ保存」が74.4%を 占めて

い る。

保 存状況 を情報 の種 類別にみる と,ど の情報 も90%以 上 が程度 の差はあるもの の保存措置

が講 じられてい る。

この ような情報 の保存の方法につピては,お おむね,「 そのまま保存」が69.4%と 最 も高

いが,「 整備 して保存す る」 も34.9%あ り,「 加工 して保存」は15・7%と な っている。

⑤ 情報の部門別利用状況

情報 の利用状況 を事業所等の組織区分でみ ると,総 務,企 画,営 業部門において良 く利用 さ

れてい るが,製 造部門では 「銅 像 材料情報」が・蛯 試験 ・研究部門では 「技術情報」が

多い。

表3-11情 報 の保 存状況と方法 、(単 位
:%)

情 報の種類

保 存

合

計

⊃
般
経
済等
。の

景情
気報

2
産
業
別
の
業
界情
報

3
企勲
業等
のの
概企
要業
・情

行報

4
製
品
・の

原商
材品
料情
等報

5

電 工

気ネ

㌶
ス1

等情
の報

6
消
費
動
向
の
情
報

7
地
域
開
発立
・地

産情
業報

8

求

△
雇労
用働
等情
の報

9
行
政動
地向
策等
・の

政情
治報

10
新
技等
術の
・技

新術
製情
品報

11

そ

の

他

情

報

保

存

状

況

'

F

す べ て 保 存
÷

20.3 20.4 23.2 23.4 16.4. 7.7 220 21.4 4.5 25.5 16.2 36.4

一 部 保 存 74.4 75.7 66.7 74.5 75.4 92.3 75.6 78.6 95.5 74.5 79.7 3'64

保 存 し な い 5.3 4.9 10.1 2ユ 、 82 0.0 2.4 0.0 0.0 0.0 4.1
層27
.2

回 答 数 585 104 129 47 61 13 41 28 22 55 74 11

保

存

方

法

そのまま 保 存 69.4 71.1 65.1 72.3 60.7 84.6 70.7 57.1 78.5 78.2 71.6 45.5

'

加工して 保 存 15.7 10.6 16.3 21.3 18.0 7.7 17.1 32.1 36 14.5 17.6 0.0

今

整備 して 保 存 34.9 19.2 26.4 36.2 27.9 30.8 46.3 46.4
21.4 60.0 48.6 45.5

そ の 他'21 0.0 3.1 43 1.6 0.0 4.9 0.0 0.0 0.0 4.1 0.0
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表3-12情 報 の部門別利用状況
(単 位:%)

情報の種類

利用部門

合

計

」
般
経
済等
・の

景情
気報

2
産
業
別
の
業
界情
報

3
企勲
業等
のの
概企
要業
・情

行報

㎡
品
・の

原商
材品
料情
等報

5

電 工

気ネ

㌶
ス1

等 晴
の報

6
消
費
動
向
の

情

報

7
地
域
開
発立
・地

産情
業報

8

求

人
雇労
用働
等情
の報

9
行
政動
地向
策等
・の

政情
治報

10
新
彼等
術の
・技

新術
製情
品報

11

そ

の

他

情

報

総 務 部 門 19.1 27.7 18.9 19.8 13.9 a4 10.6 25.4 36.4 28.2 5.5 15.0

企 画 部 門 19.4 18.7 20.3 15.1 11.8 27.6 23.4 26.8 15.9 27.5 15.9 15.0

調 査 部 門 9.7 11.5 10.1 19.8 4.9 3.4 7.4 14.1 23 9.9 5.5 20.0

営 業 部 門 19.1 17.0 24.0 27.4 27.1 24.1 30.9 8.5 68『 35 16.5 5.0

製 造 部 門
`

9.5 5.1 9.1 3.8 23.6 17.2 9.6 1.4 6.8 1.4 17.0 5.o

事業 実施部門 11.7 11.5 7.4 8.5 7.6 17.2 11.7 22.5 15.9 21.1 11.5 、5.0

試験 ・研究部門 6.1 1.7 4.7 1.9 6.9 6.9 2.1 0.0 2.3 3.5 22.5 10.0

その他の 部 門 5.2 6.8 5.1 3.8 28 0.0 43 1.4 136 4.9 4.9 25.0

5.1.5情 報 の入手 ・利用上 の問題点

情報 を入手す る際に何 らかの問題が あると回答 した事業所等は,58.1%で,問 題点 と しては,

「情報の所 在が わか らない」の26.7%が 最 も多 く,次 いで 「最新 の情報がない」(24.6%)',

「継 続 して入手で きlty・S」(16.1%)の 順 となっている。 ・

これに対 して,利 用上の問題 としては,比 率が高い もので も 「再編集が必要」の15.4%及 び

「必要な区分で ない」の14、2%と な って,い ずれ も20%以 下 であ り,総 じて入手の際の比率

よりも低 くなっている。'、

情報 の種類別にみると,「 情報 の所在が分か らない」の比率が高いのは,「 地域 開発 ・産業立
立

地情報」(53.6%),「 技 術情報」(40.5%),「 行政施策 ・政治動 向T・〈関する情報」(38.

2%)と な ってい る。

また,「 最新の情報がない」 については,「 雇用 ・労働情報」の45.5%,及 び 「地域開発 ・

産業立地情報」 の42.9%が 高 い。

5.1.6情 報 が入手出来なか った理由

情報を入手 しようとしたが 「入手で きなか った」 と回答 した事業所 等は,回 答総数の うちの

12.3%に 過 ぎなか った。

また,入 手 できなかった理 由で,最 も多いのは 「最新 の情報がなか った」の22.9%で,次 い

で 「情報が提供 されなか った」(21.8%),「 必 要な分類がkか った」(18.5%),「 所 在

が分か らなかった」(15.0%)の 順 となってお り,そ れ以外 はいずれ も10%以 下 とな ってい
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るが,特 に,「 情報が提供されなかった」の回答が 多いのは,「 企業別情報」,「 行政施策 ・政

治情報」及 び 「技術情報」等が32～34%と それ以外の情報に比べて,や や高率となっている。

表3-13情 報 入手 ・利 用上の問題 点
(単 位:%)

情報の種類

問題点

合

計

」
般
経
済等
・の

景情
気報

2
産
業
別
の
業
界情
報

3
企
業
の

雛
要業
等情
の報

4
製
品
・の

原商
材品
料情
等報

5

電 工

気ネ
・ノレ

ガ ギ

ス1

等 情

の 報

6
消
費
動
向
の
情
報

7
地
域
開
発立
・地

産情
業報

8

求

竺
雇労
用働
等晴
の報

9
行
政動
地向
策等
・の

政情
治報

10
新
彼等
術の
・技

新術
製情
品報

11

そ

の

他

情

報

入手時点の問題 46.4 38.1 40.8 46.6 37.1 49.9 50.0 68.5 53.8 53.8 542 15.4

問題なし 41.9 51.9 47.2 36.2 55.7 53.8 24.4 17.9 45.5 30.9 33.8 45.5

情報の所在が不明 267 21.2 23.3 17.0 18.0 23.1 29.3 53.6 18.2 382 40.5 0.0

入手費用が大きい 82 4.8 4.7 23.4 0.0 7.7 9.8 3.6 13.6 5.5 16.2 1&2

複写転記が困難 5.5 2.9 3.9 8.5 6.6 0.0 4.9 10.7 9.1 7.3 6.8 0.0

最新情報がない 24.6 20.2 20.9 2a4 19.7 30.8 22.0 42.9 45.5 32.7 27.0 0.0

継続繁 れな、、 16ユ 11.5 12.4 128 14.8 23.1 29.3 28.6 9.1 20.0 20.3 0.0

利用時点の問題 29.5 29.2 29.6 33.8 27.8 1&2 37.2 22.9 20.6 30.2 29.2 46.2

再編集が必要 15.4 13.5 9.3 19.1 9.8 0.0 29.3 17.9 18.2 23.6 18.9 9.1

必要な区分でない 14.2 12.5 16.3 12.8 8.2 30.8 12.2 14.3 9.1 14.5 17.6 18.2

加工が困難 9.6 9.6 9.3 6.4 11.5 0.0 9.8 10.7 4.5 16.4 8.1 9.1

信頼性に乏 しい 9.7 9.6 10.9 12.8 13.1 0.0 14.6 36 4.5 α0 13.5 9.1

そ の 他 2.6 1.0 1.6 10.6 1.6 0.0 4.9 0.0 0.0 3.6 1.4 9.1
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図3-12情 報 の入手 ・利用上の問題点

3.2情 報 化 に 関 す る ニ ー ズ

3.2.1情 報化 の推進状況

(1)情 報 化推進の有無

情報化 を推進 している事業所等は70.3%で,機 関別にみると金融機関が91.3%と 最 も高 く,

次 いで商業(88.5%),情 報 関連企業(86.7%)の 順 となってい る。 これに対 して,推 進 し

ている比率が低 いのは,商 工会議所等(35.3%)及 び協同組合等(44.7%)で あ る。

商工会議所及 び協同組合等の比率が低いのは,組 織,人 員等の規模 が小 さ く,投 資効果がそれ

ほ ど大 きくない ことに よるもの と思 われる。

② 情報化 を推進 していない理由

情報化を推進 していない事業所等が回答 した 「推進 してい ない理由」 の うちで,最 も多いのは

「推進する資金が ない」の4&8%で,次 いで 「人材がいない」(44 .0%),「 採 算が合わな

い」(40.5%)の 順 となってい るほか,「 必要性 を感 じていない」 とした事業所 等 も32.1%

とや や多か った。
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表3-14情 報化推進の有無
(単 位:%)

機関

有無

合

計

製

造

業

商

業

金
融
機
関

情企
報
関
撲

そ企

の

他業

協組

合

同等

商議

工所

会等

行
政
機
関

大試

験

学場

してい ない 29.7 22.1 11.5 8.7 13.3 18.2 55.3 64.7 20.4 38.1

してい る 7α3 77.9 8&5 91.3 86.7 81.8 44.7 35.3 79.2 63.6

回 答 数 380 154 26 23 15 22 38 34 49 21

表3-15推 進 してい ない理 由
(単 位:%)

機関

理由

合

計

製

造

業

商

業

金
融
機
関

情企
報
関
連業,

そ企

の

地業

協組

合

同等

商議

工所

会等

行
政
機
関

大試

験

学場

必要性がない 32.1 46.2 50の 0.0 50.0 0.0 50.0 10.0 12.5 0.0

人材がいない 44.0 42.3 100.0 0.0 0.0 0.0 30.0 65.0 25.0 75.0

資金がない 4&8 23.1 50.0 0.0 0.0 0.0 55.0 75.0 62.5 75.0

採算があわない 40.5 53.8 50.0 0.0 0.0 0.0 40.0 35.0 12.5 75.0

方法がわか らない 17.9 23.1 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 10.0 25.0 0.0

意味がわか らない 4.8 7.7 0.0 0.0 0.0 0.0 10.0 0.0 0.0 0.0

そ の 他 238 15.4 0.0 0.0 50.0 100.0 15.0 30.0 37.5 25.0
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(3)情 報 化 を推進 してい る分野

情報化を進めてい る分野の うちで,最 も多いのが 「一般事務のOA化 」 の57.5%で,次 いで

「会計 ・財務管理」(48.9%),「 販 売 ・顧客管理」(37 .9%)の 順 となってい る。

これ を機関別にみ ると,商 業で 「販売 ・顧客管理」(82 .6%),そ の他企業 で 「会計 ・財務

管理」(95.0%),商 工 会議所等及び行政機関等で 「一般事務のOA化 」(い ずれ も100.0%)

が 高 くなってい る。

表3-16分 野 別情 報化の状況

(単 位:%)

機関

分野

合

計

製

造

業

商

業

金
融
機
関

情企
報
関
連業

そ企

の

他業

協組

合

向等

商議

工所

会等

行
政
機
関

大試

験

暢

販売 ・顧客管理 37.9 42.7 82.6 57.1 45.5 25.0 46.7 16.7 0.0 0.0

配 送 管 理 7.6 8.5 13.0 0.0 9.1 20.0 6.7 &3 0.0 0.0

生 産 管 理 17.4 37β 0.0 0.0 18.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

在 庫 管 理 27.2 40.2 39.1 48 27.3 30.0 40.0 0.0 0.0 0.0

購買 ・仕入れ管理 231 36.8 43.5 0.0 9.1 20.0 20.0 0.0 0.0 0.0

会計 ・財務管理 48.9 47.9 43.5 429 45.5 95.0 5a3 25.0 43.9 14.3

経営 ・経済分析 6.1 4.3 4.3 19.0 0.0 10.0 6.7 25.0 0.0 0.0

統 計 処 理 29.2 17.9 2L7 57.1 18.2 30.0 26.7 16.7 58.5 14.3

一般事務のOA化 57.5 40.2 34.8 95.2 63.6 50.0 26.7 100.0 100.0 42.9

製造工程の合理化
●

10.6 168 0.0 0.0 0.0 15.0 6.7 0.0 0.0 28.6

研究開発の省力化 2.7 1.7 0.0 0.0 0.0 0.0 6.7 0.0 0.0, 57.1

設計企画の省力化 5.7 5.1 0.0 0.0 0.0 3.1 0.0 0.0 7.3 57.1

販 売 の 省 力 化 3.4 0.8 &7 4.8 0.0 10.0 20.0 0.0 0.0 0.0

通信 機能の充 実 12.1 9.4 8.7 333 1&2 5.0 6.7 33.3 9.8 0.0

そ の 他 5.3 1.7 0.0 4.8 91 0.0 6.7 8.3 14.6 28.6
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(4):推 進結 果OP評 価 、 ・t'、,

,,、、精鋼 ヒを進 めている分野毎の,推 進 した結果に対する満足度 については,「 十分満足」,「 一
　

部不満 もあるが有益 」の両回答を併せ ると全体 の87.9%を 占め,そ の満足度 は高 い。機関別に

みて も,各 機 関 とも両者を併せてtek・ む ね80%を 超 えてい るが,大 学 ・試験場の場合は70.5

%と 僅 か なが ら低 くな ってい る。 ・

'Tま 旋;分 野別 にみ ると
,い ずれの分野 も前記 と同様の傾向そあるが,「 設計 ・企画の省力化」

「販 売 の省 力 化 ・,自動化]に ついては,:「 現段階では,評 価できない」 とす る回答が26.7%,

22j2%と 他 の分野の5～19%よ り,や や高 くなってい る。
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表3-17情 報 化の推進 に対する評価

(単 位:%)

機関

評価

合

計

製

造 、

業

商

業

金
融
機
関

情企
報
関
連業

そ企

の

他業

協組

合

同等

商議

工所

会等

行
政
機
関

大試

験

学場

十分満足 24.0 22.5 17.4 29.9 37.9 21.9 39.0 11.1 26.0 17.6

一部不満だが有益 63.9 63.3 76.8 61.2 621 73.4 53.7 77.8 55.2 529

あま り有益で ない 1.2 1.7 0.0 1.5 0.0 0.0 0.0 0.0 2.1 0.0

全 く有益でない 0.1 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 '・0 .0 0.0 0.0

現段階では不明 10.8 122 5.8 7.5 0.0 4.7 73 11.1 16.7 29.4

表3-18分 野 別情報化の評価

(単 位:%)

屹分野 十分満足 一部不満 あまり有益でない 全く有益でない 評価不明

販売 ・顧 客管 理 24.0 65.0 1.0 0.0 10.0

配 送 管 理 25.0 65.0 0.0 0.0 10.0

生 ト 産 管 理 19.6 65.2 2.2
'0
.0 13.0

在 庫 管 理 24.3 68.6 0.0 1.4 5.7

購買 ・仕入れ管理 26.2 67.2 1.6
き0

.0 49

会計 ・財務 管 理 31.7 61.9 0.8 0.0 5.6

経営 ・経 済 分 析 25.0 563 6.3 0.0 12.5

統 計 処 理 18.2 623 2.6 0.0 16.9

一般事務のOA化 20.7 68.0 0.7 0.0 10.7、

製造工程の合理化 25.9 63.0 0.0 0.0 11.1

研究開発の省力化 0.0 85.7 0.0 0.0
、

14.3`

設計企画の省力化 6.7 66.7 0.0 0.0 26.7

販 売 の 省 力 化 22.2 55.6 0.0 0.0 22.2

通信機 能 の 充 実 34.4 46.9 0.0 0.0 18.8

そ の 他 28.6 35.7 7.1 0.0 28.6
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(5)今 後 推進 したい分野

「今 後,情 報化 を推進 したい分野」 として多いのは 「一般事務のOA化 」(35.1%)「 会 計

・財務 管理」(32 .6%)の 順 で,現 在 と同 じであるが,第3位 には,「 経営 ・経済分析」(29.

0%)が 第11位 か ら大幅に上昇 してい る。

また,現 時点で情報化 の推進度が低 い 「経営 ・経済分析」,「 製造工程の合理イヒ」,「 研究開

発」,「 設計企画」等の分野の比率が大幅に高 くなってい る半面,現 時点で推進度 が高 い 「一般

事務のOA化 」,「 会計 ・財務管理」の比率が低下 している。

この よ うに,情 報化 を推進 してい る比率は70.3%で,比 較的高 くな ってい るが,推 進 してい

る分野 をみ ると,ム ー ド先行的 なワー プロの利用が 中心 と思われる 「一般事務 のOA化 」 が高 く

なってい る半面,比 較的高度 な利用形態である 「研究 ・開発」等の利用が低 くなってお り,情 報

化 レベルの低 さの一面が うかがわれる。

しか し,今 後推進 したい分野につい ては,比 較的高度 な分野ヘ シフ トする傾向がみ られ,分 野

別 に整理す ると次の とお りである。
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表3-19 今後情報イヒしたい分野
(単 位:%)

機関

分野

合

計

製

造

業

商

業

金
融
機
関

情企
報
関
連業

そ企

の

地業

協組

合

同等

商議

工所
1会等

行
政
機
関

大試

験

学場

販売 ・顧 客 管 理 19:5 19.1 24.0 50.0 50.0 34.8 11.5 16.1 0.0 0.0

配 送 管 理 9.5 11.3 20.0 0.0 20.0 8.7 15.4 0.0 4.7 0.0

生 産 管 理 19.2 41.8 0.0 0.0 0.0 130 3.8 0.0 0.0 0.0

在 庫 管 理 16.2 227 32.0 5.0 30.0 17.4 11.5 0.0 2.3 11.1

購買 ・仕入れ管理 11.9 19.1 8.0 5.0 20.0 13.0 11:5 0.0 23 0.0

会計 ・財 務 管理 32.6 22.0 44.0 40.0 30.0
'&7

26.9 48.4 628 33.3

経営 ・経 済 分析 29.0 22.0 48.0 55.0 400 56.5 30.8 32.3 14.0 0.0

統 計 処 理 26.8 i28 20.0 35.0 30.0 30.4 346 4&4 44.2 55.6

一般事務のOA化 35.1 29.1 28.0 20.0 20.0 30.4 50.0 54.8 48.8 333

製造工程の合理化 17.7 36.2 4.0 0.0 0.0 8.7 3.8 6.5 0.0 11ユ

研究開発の省力化 8.2 11.3 0.0 0.0 0.0 0.0 3.8 0.0 9.3 66.7

設計企画の省力化 11.9 1{!1 0.0 0.0 0.0 13.0 0.0 32 16.3 11.1

販 売 の 省 力 化 7.0 6.4 32.0

、

10.0 0.0 13.0 3.8 0.0 0.0 0.0
い ≒

通信機能 の充実 21.0 8.5 16.0 20.0 0.0 39.1
白46
.2 38.7'

"2'516 155:6へ'

そ の 他 4.3 1.4 α0` 5.0 0.0 0.0 7.7 16.1 7.0 11.1

表3-20情 報化分野 の変化'

(単 位:%)

分野 現 在 今 後

今込 → 隻事務のOA化 57.5 35.1

後 ま'れ
販売 ・顧 客管理 37.9 19.5

低る
下分 会計 ・財務管理 48.9 32.6
が野
見 在 庫 管 理 27.2 16.2

経営 ・経済分析 6.1 29.0
今
後
伸

製造工程の
省力化

10.6 '17 .7

び 研 究 ・ 開 発 2.7 8.2
る

分 設 計 ・ 企 画 5.7 11.9
野
通信機能の充実 12.1 21.0

斑

汀
㍍

∴
㌧
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3.2.2情 報 関連機器

(1)利 用状況

情 報 関連機 器 を利 用 してい る事業所 等は,回 答総数の80.1%と 高い比率 とな って おり,こ

れ を機関別にみ ると,「 金融機関」 の100%,「 その他企業」 の95.8%に 続 いて 「商業」及

び 「情報関連企業」の92.3%が 目立 ってい る。

情報関連機器 を利 用 していない理由 として最 も多いのは 「資金がない」 で,こ れ は全体構成比

の24,4%を 占 め,「 行政機関」,「 商工会議所等」及 び 「協同組合等」に多 くみられる。次 い

で 「必要性 を感 じない」 の2L3%が 多 いが,こ れ らは,「 製造業」,「 協同組合等」 に多い。

以上のほか,「 採算 があわない」及び 「人材 がいない」 がそれぞれ'16.8%,16.0%と な っ

ている。

(2)利 用 している機器

機器別 の利用状況をみ ると,最 も多いのは 「汎用 コンピュータ ・オフコン」で68.1%,次 い

で 「ファクシ ミリ」(60.O%),「 ワー プロ」(5&6%)が 過 半数を超える事業 所等 で利用

され,続 いて 「パ ソコン」,「 端末機」等のOA機 器 の利用が多い。

これに対 して,FA関 連機器は,「NC工 作機」の7%以 外 はすべて5%未 満 とな って いる。
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表3-21情 報 関連機器利用の有無
(単 位:%)

機関

有無

合

計

製

造

業 ・

商

業

金
融
機
関

情企
報
関
連業

そ企

の

他業

協組

合

同等

商議

工所

会等

行
政
機
関

大試

験

学場

して いな い 19.9 17.0 7.7 0.0 7.7 4.2 56.3 44.1 13.0 27.3

している 80.1 83.0 923 100.0 92.3 95.8 43.8 55.9 87.0 72.7

表3-22情 報関連機器を利用していない理由
(単 位:%)

機関

理由

合

計

製

造

業

商

業

金
融
機
関

情企
報
関
連業

そ企

の

他業

協組

合

同等

商議

工所

会等

行

政'

機

関

大試

験

学場

必要性を感じない 48.2 57.1 66.7 0.0 100 0.0 70.6 28.6 0.0 5.0

使 う人材がいない 36.2 21.4 33.3 α0 0.0 0.0 23.5
L64
.3 33.3 10.0

導入資金がない 55.2 21.4 66.7 0.0 00 OC 58.8 71.4 833 1000

採算が合わない 379 35.7 33.3 0.0 1000 OO 41.2 42.9 33.3 0の

業務に適合 しない 20.7 35.7 66.7. 0.0 100.0 OO 11.8 7.1 16.7 00

機能が不十分 ◎9 21.4 0.0 0.0 OO 00 5.9 0.0 0.0 0.0

そ の 他 20.7 28.6 0.0 0.0 0.0 1000 11.8 2L4 16.7 50D

表3-23情 報 関連機器 の利用状況

(単 位:%)

機関

機器

合

計

製

造

業

商

業

金
融
機
関

情企
報
関
連業

そ企

の

燥

協組

合

同等

商議

工所

会等

行
政
機
関

大試

験

学場

コン ビ三 一タ ・オ フ コン 68.1 77.9 75.0 56.5 83.3 78.3 64.3 26.3 52.5 62.5

端 末 機 42.5 26.2 58.3 87.0: 66.7 43.5 42.9 36.8 55.0 25.0

パ ソ コ・ ン 4L8 44.3 25.0 47.8 58.3 34.5 35:7 31.5 40.0 75.0

ワ ー'プ ロ 58.6 43.4 41.6 47.8 75.0 73.9 57.1
194
.7 90.0 62.5

フ ァ ク シ ミ リ 60.0 85.2 91.7 43.5 16.7 39.1 57.1 263 27.5 0.0

電 子 プ ア イ ル 0.4 0.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他OA機 器
'2
.4 2.5 4.1 0.0 0.0 4.3 0.0 5.3 2.5 0.0

NC工 作 機 7.0 14.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0

マ シニ ング セ ン ター 2.1 4.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

産 業 用 ロボ ッ ト 1.4 33 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

自動 運 搬 装 置 0.7 1.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

自 動 倉 庫 L4 3.3 0.0 0.0 0.0 、0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

マイコン応用機器 3.9 9.0 0.0 0.0 0.0 0.0 α0 0.0 0.0 0.0

制 御 用 コ ン ピュー タ 3.2 3.3 0.0 0.0 0.0 17.4 0.0 0.0 0.0 12.5

その他FA機 器 0.7 L6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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㈲ 利用結果 に対する評価

情 報関連機器 に対する評価を構成比でみると,「 十 分満足」 が46,5%「 一部不満だが有益」

と した回答が47.8%で あ り,こ の両者 を併せると94.3%に 達 してい る。

これを,機 関別 にみ ると 「商工会議所等」及び 「大学 ・試験場」の39 .0%,33.3%が 僅 か

に低いほかは,全 体の傾向とほぼ同様 である。

機器別 にみて も,ほ ぼ同様 であるが,特 に 「端末機 」,「 フ ァクシ ミリ」,「NC工 作機」,

「マイコン応用機器」等のFA関 連機器では,「 十分満足」 とい う回答が過半数を超えてお り,

他 の機器 に比べる と,や や満足度が高 くなってい る。

情報関連機器に対す る不満な点 をみ ると,「 機能が 不十分」 が51.9%と 最 も高 く,次 いで,

「価格が高い」(19.9%)と な ってい るが,こ れ を機関別にみると,情 報関連企業では,「 機

能が不十分」 の比率が18.2%と 低 くなってお り,他 の機関 とは異なってい る。

6日 あま り有 益でない1.4X
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表3-24情 報 関連機器利用の評価
(単 位:%)

機関

評価

合

計

製

造

業

商

業

金
融
機
関

情企
報
関
撲

そ企

の

他業

協組

合

同等

商議

工所

会等

行
政
機
関

大試

験

学場

十分満足 46.5 45.9 423 52.3 44.4 44.8 57.6 39.0 51.4 33.3

一部不満だが有益 47.8 47.7 56.3 38.5 55.6 55.2 39.4 53.7 40.2 52.4

あま り有益 でない 1.4 1.8 1.4 3.1 0.0 0.0 0.0 4.9 0.0 0.0

全 く有益でない 0.0 OO 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

現段階では不明 4.3 4.6 0.0 6.2 0.0 0.0 3.0 24 8.4 14.3

表3-25情 報関連機器への不満点
(単 位:%)

機関

不満の理由

合

計

製

造

業

商

業

金
融
機
関

情企
報
関
連業

そ企

の

他業

協組

合

同等

商議

工所

会等

行
政
機
関

大試

験

学場

業務に適合 しない 4.4 &2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 20.0

機能が不十分 51.9 42.5 7L4 61.9 18.2 731 60.0 65.2 47ユ 60.0

保守体制が不十分 10.1 17.2 3.6 0.0 9.1 0.0 10.0 0.0 &8 10.0

価格が高い 19.9 16.4 14.3 33.3 18.2 23.1 20.0 8.7 38.2 10.0

そ の ,他 13.8 15.7 10.7 4.8 54.5 3.8 10.0 26.1 5.9 0.0

表3-26機 器別利用の評価

(単 位:%)

,評価

機器
十分満足 一部不満 あまり有益

でない

全 く有益 で

ない'
評価不明

コジ巳 一夕・オ フコン 35.1 60.3 1.0 σ0 4.6

端'末 機 50.4 43.0 2.5 0.0 4.1

パ ソ コ ン 31.1 61.3 1.7 0.0 5.9

ワ ー プ ロ 48.8 45.1 1.8 0.0 4.3

フ ァ ク シ ミ リ 66.5 33.0 0.6 0.0 3.0

電 子 フ ァ イ ル 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

その他OA機 器 28.6 71.4 0.0 0.0 0.0

NC工 作 機 60.0 30.0 0.0 0.0 10.0

マシニング セ ンター 33.3 50.0 16.7 0.0 0.0

産 業 用 ロボ ッ ト 25.0 75.0 0.0 0.0 0.0

自 動 運 搬 装 置 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0

自 動 倉 庫 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0

マイコン応用機器 60.0 40.0 0.0 0.0 0.0

制 御 用 コン ピュー タ 55.6 44.0 0.0 0.0 0.0

その他FA機 器 50.0 ＼0
.0 0.0 0.0 50.0

合 計 46.5 47.8 1.4 0.0 43

一226一

㊨



(4)改 造 ・保守

情 報関連機器 の改造 ・保守 の対応をみると,「 メーカーで行 った」が最 も高 く60.3%で あ り,

次 いで,「 販売店で行った」(223%)と な ってお り,メ ー カー一't販売店への依存度が高 くな

っている。

⑤ 今後の導入

'一・今 後
,.情 報 関連機 器 を ・「積極的に導 ス七たい」老回答一した事業所は,-38.5%で,.「 適 当な・一 一

ものがあれば導入」するとしてい る事業所は51.8%と な ってお り,こ の両者を併せ て90.3%

に 達 して高率である。

これを機関別にみ ると,各 機関 とも,ほ ぼ同様であるが、特に情報関連企業,そ の他企業では,

「積極的に導入す る」の比率が,そ れぞれ61.5%,50.0%と 他の機関 より高 くな ってい る。

今 後,導 入 したい機器は,「 パ ソコン」,「 ワープロ」,「 端末機」,「 ファクシ ミリ」な ど,

い わ ゆる 「OA関 連機器」の比率が高 く,現 状で利用が全 くなかった 「電子 ファイル」 も29.7

%と パ ソコンに次いで高い。'

し かし,こ れを現在 の利用 状況 と比較すると,利 用 の高い 「OA関 連 機器」の比率は低下 してお

り,逆 に,利 用度の低 い機器,特 に 「FA関 連 機器」 が比率 を高めている。

(%)

皿0導 入の.9.志はない5昭
薩]何 とむいλない ▲苫`

図3-24情 報関連機器 の今後の利用
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表3-27機 器 の改造 ・保 守の状況

(単 位:%)

機関

改造 ・保守

合

計

製

造

業

商

業

金
融
機
関

情企
報
関
諜

そ企

の

他業

協組

合

同等

商議

工所

会等

行
政
機
関

大試

験

学場

我慢して利用 10.5 8.3 27.1 4.9 3.0 57.1 9.1 54.5 53.6 75.0

自社で行 った 4.3 5.5 8.3 0.0 3.0 42.9 27.3 182 17.9 0.0

メ ー カー で 行 っ た 60.3 64.6 31.3 73.8 75.8 0.0 0.0 0.0 10.7 0.0

販売店で行 った 22.3 185 33.3 14.8 18.2 0.0 636 273 17.9 25.0

そ の 他 2.6 a1 0.0 6.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

表3-28情 報関連機器の今後の利用
(単 位:%)

機関

今後の
導入予定

合

計

製

造

業

商

業

金
融
機
関

情企
報
関
連業

そ企

の

他業

協組

合

同等

商議

工所

会等

行
政
機
関

大試

験

学場

積極的に導入 38.5 383 38.5 43.5 61.5 50.0 21.4 24.2 43.2 45.5

適当であれば導入 51.8 53.7 50.0 52.2 30.8 45.8 39.3 636 54.5 54.5

導入の意志はない 5.4 34 11.5 0.0 7.7 4.2 25.0 6.1 0.0 0.0

何 ともいえない 4.3 4.7 0.0 43 0.0 0.0 14.3 6.1 23 0.0

表3-29機 器別今後の利用
(単 位:%)

機 関

・機器 一
`

合

計

製

造

業

商

業

金

融
機

,関

情企
報
関
連業

そ企

の

他業

協組

合

同等

商議

工所

会等

行
政
機
関

大試

験

学場

:コ ン ピュータ ・オ フコン 22.1 16.7 30.0 ユ58 10.0 19.0 33.3 32.1 28.6 30.0

端 末 機 25.7 21.2 60.0 15.8 30.0 14.3 19.0 21.4 3』8.1 3α0

パ ソ コ ン 35.0 24.2 45.0 57.9 3α0 19.0 28.6 53.6 50.0 50.0

ワ ー プ ロ 26.4 16.7 30.0 36.8 20.0 23.8 19.0 39.3 40.5 60.0

フ ァ ク シ ミ リ 23.1 4.5 5.0 36.8 10.0 14.3 52.4 60.7 45.2 5α0

電 子 フ ァ イ ル 29.7 22.7 35.0 47.4 80.0 66.7 19.0 25.0 26.2 0.0

そ の 他OA機 器 17.5 9.8 40.0 26.3 40.0 33.3 14.3 17.9 19.0 0.0

NC工 作 機 5.0 9.8 0.0 0.0 0.0 0.0 4.8 0.0 0.0 10.0

マ シニ ン グセ ン ター 2.3 4.5 0.0 0.0 0.0 0.0 4.8 0.0 0.0 0.0

産 業 用 ロボ ッ ト 14.9 30.3 0.0 0.0 0.0 4.8 14.3 0.0 0.0 10.0

自動 運 搬 装 置 5.0 10.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 α0 0.0 10.0

自 動 倉 庫 5.6 10.6 0.0 0.0 10.0 4.8 4.8 0.0 0.0 0.0

マイコン応用機器 13.9 29.5 0.0 0.0 0.0 9.5 0.0 3.6 0.0 0.0

制 御 用 コ ン ピュータ 9.2 15.9 0.0 0.0 0.0 14.3 4.8 0.0 0.0 30.0

そ の 他FA機 器 5.0 9.8 5.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 10.0
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以上 のように,情 報 関連機器 の導入比率は80%を 超 える高い比率になってお り;情 報化はま

ず ハー ド導入か ら始め ようとする意識が うかが われ る。

また,そ の満足度は高 く,90%を 超 え る機関で 「一応満足」 としてteり,ハ ー ドに対す るニ

ー ズはほぼ満たされてい る と思われる
。

ただ し,導 入機器についてみ ると,ワ ープロ等いわゆるOA機 器 の利用が中心 となって おり,

事 務部 門でのOA化 に 比べて,・製造部門でのFA化 が 遅れてい ることを示 している。
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3、2.3汎 用 ソフ トウ ェア

(D利 用 状況

汎用 ソフ トウェアを 「利用 してい る」事業所 は,回 答総数の3L2%に す ぎない。

これ を,機 関別にみ ると 「情報関連企業」が58.3%と 最 も高く,次 いで 「製造 業」(49.4)

「大学 ・試験場」(40.0%)が 高 く,逆 に低いのは,「 商工会議所等」 の16.7%,「 協 同組

合等」の22.6%で,そ の他 はおおむ ね30%前 後 と平均並み であ る。d

汎 用 ソフ トウェアを利用 してい ない理 由としては,「 自社 の業務に適合 しない」 とした事業所

等 が最 も多 く52.5%と 半 数 を超 えてい る。

(2)利 用 してい る業務

汎 用 ソフトウェアを利用している事 業所等 の利用状況を業務別にみると,最 も多いのは「文書作成1

で50.1%,次 い で 「給与計算」(48.8%),「 会計処理」(39.9%)の 順 となってい る。.

これ らの3つ の業務は,kk－ む ね,各 機関で平均的に利用されているが,金 融機 関では 「会計

経理」が,商 工会議所等では 「給与計算」が利用 されてお らず,更 に,「 市場予測」及 び 「経営

計画」 については,製 造業の0.8%,5.3%を 除 くと,ど の機 関で も利用 されてい ない○

弍;
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表3-30汎 用 ソフ トウェア利用の有無

(単 位:%)

機関

有無

合

計

製

造

業

商

業

金
融
機
関

情企
報
関
連業

そ企

の

他業

協組

合

同等

商ii義

工 所

会等

行,

政

機
関

大試

験

学場

してい ない 68.8 50.6 69.2 65.2 41.7 69.6 77.4 83.3 67.4 60.0

してい る 31.2 49.4 30.8 34.8 58.3 30.4 22.6 16.7 326 40.0

表3-31汎 用 ソフ トウェアを利用 していない理由

(単 位:%)

機関

理由

合

計

製

造

業

商

業

金
融
機
関

情企
報
関
連業

そ企

の

他業

協組

合

同等

商議

工所

会等

行
政
機
関

大試

験

学場

業務に適合しない 52.5 56.0 52.6 733 20.0 563 62.5 50.0 39.3 333

機能が不十分 11.3 16.0 26.3 0.0 40.0 12.5 0.0 4.5
L14
.3 0.0

`

保守体制が不十分 1.9 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.2 4.5 0.0 0.0

価格が高い 5.0 &0 5.3 0.0 0.0 0.0 8.3 4.5 3.6 16.7

そ の 他 29.4 160 15.8 26.7 40.0 31.3 25.0 36.4 42.9 50.0

表3-32汎 用 ソフ トウェアの利用業務

(単 位:%)

機関

利用の業務

合

計

製

造

業

商

業

金
融
機
関

情企
報
関
連業

そ企

の

他業

協組

合

同等

商議

工所

会等

行
政機

関

大試

験

学場

生産計画 ・管理 120 24.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人 事 管 理 7.8 9.0 25.0 125 0.0 14.3 0.0 0.0 0.0 0.0

給 与 計 算 48.8 63.2 50.0 25.0 71.4 57.1 14.3 0.0 333 0.0

会 計 ・ 経 理 39.9 47.4 37.5 0.0 57.1 28.6 42.8 40.0 26.7 25.0

財 務 計 算 17.7 256 12.5 0.0 28.6 0.0 28.6 20.0 0.0 0.0

製 品 在 庫管理 18.6 32.3 0.0 0.0 0.0 14.3 28.6 0.0 0.0 0.0

資 材 管 理 12ユ 24ユ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 α0 0.0 0.0

販 売 管 理 18.7 30.8 12.5 0.0 143 0.0 28.6 0.0 0.0 0.0

顧 客 管 理 6.8 38 0.0 12.5 0.0 0.0 14.3 40.0 6.7 25.0

市 場 予 測 0.4 0.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

経 営 計 画 2.6 5.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

技 術 計 算 15.3 15.8 0.0 0.0 28.6 14.3 14.3 0.0 13.3 75.0

統 計 計 算 20.0 12.0 25.0 50.0 0.0 14.3 14.3 40.0 40.0 25.0

設 計 試 算 8.3 6.8 0.0 0.0 0.0 14.3 14.3 0.0 13.3 50.0

文 書 作 成 50.1 44.4 62.5 62.5 14.3 57.1 42.9 80.0 66.7 50.0

そ の 他 23.0 7.7 25.0 25.0 143 14.3 14.3 60.0 40.0 0.0
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(3)利 用結果 に対 する評 価

利 用されているソフ トウェアに対す る評 価は,「 一部不満 だが,ま ず まず使 える」 とされるソ

フ トウェアが最 も多 く62.7%を 占 め,次 いで 「十分満足」が30.7%と な って,こ の両者 を併

せて93.4%と 高 い比率 とな っており,利 用業務別にみて も,ほ ぼ同様 で,「 顧客 管理」の83・3

%を 除いてすべて90%以 上 で,「 十分満足」又は 「まず まず使 える」の評価を してい る。

また,「 技術計算」につい ては,「 十分満足」が66.7%と 他の ソフ トウェアの20～30%

前 後に比べて高い比率 となってい る。

ソフ トウェア利 用 上 の不 満点 に関 しては,「 機能が不十分」が最 も高 く59。1%で,次 いで

「自社 の業 務に適合 しない」の18.2%と な ってい る。

これ をソフ トウェア別にみ ると,い ずれの ソフ トウェアも 「機 能が不十分」が,拾 おむね50

～70%と な ってい る中で,「 給与計算」については,「 自社の業務 に適合 しない」が42.9%

とな ってい る。

このように,利 用上の問題点 として 「機能が不十分」,「 自社 の業務に適合 しない」等 の問題

点が あげ られてお り,こ れ らについ ては,ソ フ トウェア提供機関 において,ユ ーザーの利用形態

を把握 し,開 発過程に おいて対応する必要がある。

、

表3-33汎 用 ソフ トウ ェア利用の評価

(単 位:%)

機関
〉

評価

合

計

製

造

業

商

業

金
融
機
関

情企
報
関
連業

そ企

の

他業

協組

合

同等

商議

工所

会等

行
政
機
関

大試

験

学場

十分満足 30.7 11.7 23.5. 333 25.0 31.3 56.3 7.1 30.6 70.0

一部不満だが有益 62.7 75.9 70.6. 600 75.0 68.8 313 78β 66.7 30.0

あ ま り有益でない 3.6 11.7 0.0. α0 0.0 0.0 12.5 0.0 0.0 0.0

全 く有益でない 0.3 0.7 0.0. 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

現段階では不明 2.7 0.0 5.9. 6.7 0.0 0.0 0.0 14.3 2.8 0.0

表3-34汎 用 ソフ トウェアの不満 点

(単 位:%)

機関

不満の理由

合

計

製

造

業

商

業

金
融
機
関

情企
報
関
連業

そ企

の

他業

協組

合

同等

商議

工所

会等

行
政
機
関

大試

験

学場

業務に適合 しない 18.2 48.6 16.7 0.0 50.0 11.1 16.7 0.0 11.1 66.7

機能が不十分 59.1 24.1 50.0 83.3 40.0 77.8 50.0 100.0 66.7 333

保守体制が不十分 10.2 9.8 16.7 16.7 0.0 0.0 16.7 0.0 0.0 0.0

価格が高い 6.8 17.5 16.7 0.0 0.0 11.1 16.7 0.0 0.0 0.0

そ の 他 5.7 0.0 0.0 0.0 10.0 0.0 0.0 0.0 22.2 0.0
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全 く有益でない

あまり有益でない

現段階では不明

図3-28汎 用 ソフ トウェアの評価

価{8が違 い

保守休制が不十分10

68%

図3-29汎 用 ソフ トウェアの不満点

(4)改 造 ・保守

汎 用 ソフ トウェアの改造 ・保守の必要が生 じた時の対応をみると,「 我慢 して使用」(35 .7

%)及 び 「自社で改造 ・保守」(31.7%)の 両者で67.4%を 占めてい る。,

これに対 して,ソ フトハ ウス又は販売店等に依 存 してい る事業所等は30 .1%と 少 な く,特 に,

「㌘ トハウス」への依確 は&5%に す ぎない ことか ら冶 後 ・フ トー ウスの機育巨強化 を図る

必要がある。・

な お,機 関別にみて 「ソフ トハ ウス」又は 「販売店」への依存度が高いのは,協 同組合等の63.

6%,が 目・立 っており,製 造業については ,「 自社 で改造r保 守」・(3L1%),「 我慢 して使

用」(30.4%)の 比 率が 高 くなってい る。

表3-35ソ フ トウ ェア改造 ・保守 の状況

(単 位:%)

機関

改造・保守

合

計

製 ..

造

業

商

業

金 ・

融

機

関

情企
報
関
連業

そ企

の

他業

協組

合

同等

商議

工所

会等

行'
政

機

関

・・大試

験

学場

我慢 して利用 357 30.4 38.5 25.0 7.1 57.1 9.1 54.5 53.6 75.0

自社 で行 った 31.7 31.1 53.8 333 50.0 42.9 273 18.2 17.9 0.0

ソフ トハ ウスで行 った &7 7.4 0.0 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 10.7 0.0

販売店で行った 21.4 24.4 7.7 0.0 28.6 0.0 63.6 27.3 17.9 25.0

そ の 他 2.4 6.7 0.0 8.3 14.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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図3-30汎 用 ソフ トウェアの保守 ・改造

●

⑤ 今後 の導 入

今後の汎用 ソフ トウェアの導入 については,「 適当な ものが あれば導入 したい」 と回答 した事

業所等が最 も多 く64.8%で,「 積極的に導入する」 と回答 した事業所 等は7.0%に 過 ぎず,「導

入の意志は ない」 と回答 した事業所等は,28.'3%と な ってい る。

今 後,利 用 したい汎用 ソフ トウェアで多いのは,「 会計 ・経理」の26.6%で,次 いで 「財務計

算」(23.6%),「 生産 ・管理」(21.3%),「 統 計計算」(19.4%)の 順 となっている。

これを,現 在の利 用状況 と比較 してみ ると,現 在 利 用 の 多い・「給 与 計算」 「文書作成」等の

比率 が 下 が って お り,そ の反 対 に,利 用 が少 ない 「生産・管理」・.「人事管理」・ 「市場予測」

「経営計画」等が大幅に上昇 してい る。

以上のように,汎 用 ソフ トウェアの利用度は,30%程 度 と低 く,そ の利用業務 も計算処理的

な ものに とどまってい る。

これ は利用していない理 由として 「業務 に適合 しない」が高率を示 しており・また・不満点 と

して 「機能が不十分」 が多 く指摘 されていることか ら,汎 用 ソフ トウェアの機能 自体 も十分では

ないと思われるが,既 に利用 している機関の評価 としては満足度が高 くなっており,ソ フ トウェ

アに対す る利 用方法,機 能等の理解度に も問題 があると思 われ る。

また,改 造 ・保守につい ては,内 部で対応 して いる比率が高 く,ハ ー ド(情 報 関連 機 器)が

メーカー又は販売店への依存度が高 くなってい るの と対照的である。
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汎用 ソフ トウェアの今後 の利用表3-36

機関

今後の導入予定

合

計

製

造

業

商

業

金
融
機
関

情企
報
関
撲

そ企

の

他業

協組

合

同等

商議

工所

会等

行
政
機
関

大試 ・

験

学 場

積極的に導入 7.0 12.3 0.0 4.8 0.0 8.3 3.4 0.0 15.9 22.2

適当であれば導入 64.8 65.9 76.0 57.1 76.9 54.2 41.4 655 68.2 55.6

導入の意志はない 28.3 21.8 24.0 38.1 23.1 37.5 55.2 34.5 15.9 222

`

汎用ソ フトウェアの今後の利用図3-31
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表3-37汎 用 ソフ トウェアの利用状況

機関

利用の業務

合

計

製

造

業

商

業

金
融
機
関

情企
報
関
撲

そ企

の

他業

協組

合

同等

商i議

工所

会等

行
政
機
関

大試 ,

験

学場

生 産計画 ・管理 0.6 3.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人 事 管 理 2.3 0.0 10.0 6.7 0.0 63 0.0 0.0 0.0 0.0

給 与 計 算 16.9 296 20.0 13.3 31.3 25.0 5.6 0.0 13.9 0.0

会 計 ・ 経 理 14.0 18.5 15.0 0.0 25.0 12.5 16.7 14.3 11.1 10.0

財 務 計 算 4.7 7.4 5.0 0.0 12.5 0.0 11.1 7.1 0.0 0.0

製 品在庫管理 3.5 11.1 0.0 0.0 0.0 63 11.1 0.0 0.0 0.0

資 材 管 理 1.2 7.4 .0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

販 売 管 理 3.5 7.4 5.0 0.0 6.3 0.0 11.1 0.0 0.0 0.0

顧 客 管 理 3.5 0.0 0.0 6.7 0.0 0.0 5.6 14.3 2.8 10.0

市 場 予 測 0.0 0.0 0.0 α0 0.0層 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

経 営 計 画 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

技 術 計 算 5.2 0.0 α0' 0.0 12.5 6.3 5.6 0.0 5.6 3α0

統 計 計 算 9.9 0.0 10.0 26.7 0.0 6.3 5.6 143 16.7 10.0

設 計 試 算 3.5 0.0 0.0 0.0 0.0 6.3 5.6 0.0 5.6 20.0

文 書 作 成 21.5 11.ゴ 25.0 33.3 .6.3 250 16.7 28.6 27.8 20.0

そ の 他 9.9 3.7 10.0 13.3 63 63 5.6 21.4 16.7 0.0

表3-38汎 用 ソフ トウェアの今後 の利用

機 関

:
・パ ∵'
'
¶.

今後の導入分

合

ぺ,●

・ 計

製
∪ 、∠と

.ユ 旦

.業

商

業

金
融
機
関

情企
報
関
連業

そ企

の

他業

協組

合

同等

商議

工所

会等

行
政
機
関

大試

験

学場

・生産計画 ・管理 ・21
.3 39.1 0.0

'00
14.3 7.1 10.0 4.3 0.0 0.0

人 事 管 理 17.4 15.7 5.3 20.0 14.3 14.3 10.0 8.7 44.4 0.0

'

給 与 計 算 16.3 14.2 5.3 13.3 0.0 7.1 5.0 30.4` 36.1 12.5

会 計 ㌔ 経 理 26.6 193 36.8 20.0 28.6 0.0 30.0 69.6 333 25.0

財 務;計 算
ピ

23.6 16.8 42.1 46.7 42.9 14.3 15.0 4.3 52.8 0.0

製 品在庫管理 12.9 20.8 15.8 6.7 0.0 0.0 10.0 4.3 0.0 0.0

資 材 管 理 11.3 19.8 5.3 0.0 14.3 7.1 5.0 0.0 0つ 0.0

販 売 管 理 10.7 ,137 2L1 0.0 14.3 7.1 15.0 4.3 0.0 12.5

顧 客 管 理 16.0 10.2 263 4α0 14.3 35.7 25.0 39.1 0.0 0.0

市 場 予 測 12.1 10.2 21.1 20.0 28.6 21.4 25.0 8.7 0.0 12.5

経 営 計 画 17.8 13.7 31.6 20.0 57.1 50.0 20.0 13.0 8.3 12.5

`技 術 計 算
121 13.7 0.0 0.0 143 21.4 5.0 0.0 11.1 75.0

統 計 計 算 19.4 16.2 10.5 20.0 0.0 7ユ 20.0 39.1 0.5 5α0

設 計 試 算 11.0 10.7 5.3 6.7 0.0 21.4 15.0 0.0 13.9 37.5

文 書 作 成 17.3 10.7 21.1 6.7 14.3 21.4 35.0 39.1 13.9 50.0

そ の 他 7.3 3.6 0.0 6.7 0.0 21.4 5.0 26.1 11.1 12.5
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3.2.4情 報 イ ン フ ラ ス トラ ク チ ャ ー

(1)情 報 イ ン フ ラ ス ト ラ ク チ ャー の整 備

情 報 イ ン フ ラ ス ト ラ ク チ ャ ー と して,整 備 す べ き もの と して,最 も多 い の は,「 情 報 ネ ッ ト ワ

ー ク の 整 備 」 で72 .9%を 占 め,次 い で 「ソ フ ト ウ ェ ア 技 術=者 の 養 成 機 関 の 整 備 」(56.0%),

「ソ フ トウ ェ ア 業 ・情 報 処 理 業 の 育 成 」(46 .2%),「 情 報 提 供 サ ー ビス 業 の 育 成 」(42.8

%),「 ソ フ トウ ェ ア の 流 通 促 進 」(32.6%)の 順 と な って い る 。

機 関 別 に み る と,「 情 報 ネ シ ト ワ ー ク の 整 備 」,「 ソ フ ト ウ ェ ア技 術 者 の 養 成 機 関 の整 備 」 は,

ほ とん どの 機 関 で40%を 超 え て い る 。 ま た,「 ソ フ トウ ェ ア の 流 通 促 進 」 に つ い て は,情 報 関

連 企 業 の 比 率 が72..7%と 最 も高 く,そ の ほ か は,商 工 会 議 所 等(17.2%),行 政 機 関(18.6

%)を 除 い て は,k-isむ ね30%以 上 と な っ て い る。

② ニ ュー メデ ィ ア 等 の 利 用

「オ ン ラ イ ン ネ ッ ト ワー ク(DBを 含 む)」 を 含 め た ニ ュ ー メ デ ィア 等 を 利 用 し て い る 事 業

所 等 は24.7%で,今 後 の 利 用 計 画 が あ る の は,36.3%と な っ て い る 。

な お,計 画 中 の もの で 具 体 的 な 計 画 が あ る の は,こ の う ち の11.1%で 残bの25.2%は 具 体

的 な 計 画 は な い 。

現 在 利 用 して い る と 回 答 が あ っ た も の に つ い て,メ デ ィア ご と の 構 成 比 を み る と,「 オ ン ラ イ

ン ネ ッ ト ワー ク 」 に よ る サ ー ビ ス が 最 も 高 く80 .9%と な ってk・ り,次 い で 「LAN(企 業 内

情 報 通 信 網)」(17.0%),「VAN(付 加 価 値 通 信 網)」(6.4%),「 ビ デ オ テ ッ ク ス 」

(5.3%)の 順 と な っ て い る 。

ま た,今 後 の 計 画 に つ い て み る と,「 オ ン ラ イ ン ネ ッ ト ワー ク 」(39.8%),「LAN」(39.

8%),「VAN」(38.4%)の 利 用 予 定 が 高 くな っ て お り,特 に,「 オ ン ラ イ ン ネ ッ トワ ー

ク」 及 び 「VAN」 は 具 体 的 な 計 画 率 が 高 いb

●

(3)人 材 の育成

ソフ トウェア開発に携わ る人材の育成 については,「 自社内でのOJTに よる養成」が最 も多

く,ど の機関 もほぼ40%以 上 となっており,次 いで 「外部の民間機関に よる」 ものが20%と

な っている。

これ らに次いで,「 社内研修」が多いが,そ の比率は機関によリパ ラソキ.がみ られ,「 専 門職

員の採用」及 び 「公的機関に よる研修」は,い ずれ も10%以 下 となってい る。

なお,人 材の育成 に関 しての今後の対応 も,ほ ぼ現状 と同様 であるが,や や 「社内のOJT」

の比率が下が り,「 外部の公的機関に よる研修」が高 くなっている。 ・
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以上の ように,情 報インフラス トラクチャー として最 もニーズが高いのは,情 報 ネ ッ トワー ク

(72.9%)と な ってお り,中 央 との情報格差 をネ ットワークで埋め ようとする意識が うかがわ

れる。

人材育成に関 して も,56.0%の 機 関で必要 としてk・り,ニ ーズは高 く,そ の対応は,大 半が

「自社内のOJT」 で対応 してい るが,今 後,ソ フ トウェア開発要員等に対す る人材不足が益 々

顕 著に なる と思 われ ることか ら,外 部機関を利用 した人材育成が 不可欠であ り,そ の活動強化が

望 まれ る。

オ ンラインネッ トワー クを含んだニ ュー メデ ィア等の利用 に関 しては,ま だ,利 用比率は低 く,

25%以 下 である。 しか も,そ の大部分がオンラインネ ットワークの利用 で,い わゆるニ ュー メ

デ ィアについては,LANの17.0%を 除 くと一桁台に とどまってお り,ま だ,現 実のニーズ と

して顕在 化 してい るとは言 えない状態 である。

■
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5.ろ 情 報 流 通 の ネ ッ トワ ー ク

(1)ネ ッ トワー ク化の現状

ネ ットワーク化 してい る事業所等は,回 答総数の52.6%と 過 半数を占め,こ の うちの約半数

の28.1%が 同一事業所 内におけるもので,残 りの24 .5%が 外 部(自 社分 を含 む)事 業所等 と

ネ ットワーク化 してい る。

この ような現況の なかで,ネ ットワークの形成が 「必要 である」 と答えた事業所等は回答総数

の80.4%を 占めてお り,こ れを機関別 にみる と,製 造業 の68.6%,商 業 の73.9%以 外 は,

い ずれも80%以 上 となってい る。

② ネッ トワー クへの参加の可能性

ネ ッ トワークが実現 した場 合の参加の希望の有無については,回 答総数の54 .2%が 「条件に

よっては参加」する として お り,次 いで 「可能 な限 り参加する」が18 .4%で,こ の両者 を併せ

ると72.6%の 事 業所等が参加の可能性 を示 してい る。

これを機関別にみると洛 機関とも過半数鯵 加の意志を示 してい ぴ 協同組合等の46・9

%,製 造 業の32.1%及 び行政機関の30.4%の 事 業所等では,「 参加が困難」 と回答 してtsり
,

これ は,企 業秘密,法 的 な制限等 があるため と考え られる。

㈲ 参加の メ リッ ト

「可能 な限 り参加 したい」 と回答 した63事 業所が期待 してい るメ リットで最 も多いのは,「迅

速 な情報の入手が可能」の85.7%と な って おり,次 いで 「情報の加工 ・高度利用が容易」(49.

2%),「 正 確な情 報の入手」(46.0%)の 順 となってい る。 ・

(4)参 加 の条件

「条件 に よっては参加する」 とした186事 業所が回答 した 「参加可能 となる条件」は
,「 有

用な情報が 多し(こと」,「 費用,労 力の負担が少 ない こと」がそれぞれ7&0%,75.2%と 極

めて高 く,他 の条件 は,k・k－ むね,30%以 下 の回答率 となってお り,ネ ットワークの形成 に関
コ ま ト

して,費 用対効果が重視されていることが うかがえ る。

■
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表3-39情 報 ネッ トワー ク形成の必 要性
(単 位:%)

機関

必要の有無

合

計

製

造

業

商

業

金
融
機
関

情企
報
関
連業

そ企

の

他業

協組

合

同等

商議

工所

会等

行
政
機
関

大試

験

学場

必要である 80.4 68.6 739 81.8 84.6 95.7 84.4 90.3 95.6 100.0

必要ない 19.6 31.4 26.1 18.2 15.4 4.3 15.6 9.7 4.4 0.0

表3-40情 報 ネ ッ トワー ク形成上の実施事項優先度
(単 位:%)

機関

実施事項

合

計

製

造

業

商

業

金
融
機
関

情企
報
関
連業

そ企

の

他業

協組

合

同等

商議

莇

会等

行
政
機
関

大試

験

学場

推進体制 27.1 17.7 36.4 21.1 25.0 18.2 40.0 32.1 38.6 33.3

研究会 ・検討会 21.8 24.0 182 158 33.3 9.1 24.0 25.0 22.7 16.7

出来 るところか ら 16.1 15.6 18.2. 10.5 8.3 40.9 12.0 10.7 15.9 8.3

所在源情報の整備 18.6 26.0 9.1 263 0.0 18.2 8.0 21.4 13.6 16.7

環境の整備 16.4 16.7 18.2 263 33.3 13.6 16.0 10.7 9.1 25.0

そ の 他 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

表3-41オ ン ラ イ ン ・ ネ ッ トワ ー グへ の 参 加 意 識
(単 位:%)

機関

参加意識

合

計

製

造

業

商

業 ㌦

金

融

機

関 層

情企
報
関
連業

そ企

の

他業

協組

合

同等

商議

工所

会等

行
政
機
関 い

大試

験

学場

可能な限 り参加 18.4 9.3 28.0 22.7
9
30.8 21.7 12.5 43.8 15.2 40.0

条件付ぎで参加 54.2 58.6 60.0 59.1 61.5' 69.6 40.6 31.3 154 .3 40.0

参加が困難 27.4 32.1 12.0 18.2 7.7 8.7 46.9 25.0 30.4 20.0

図3-33ネ ッ トワ ー ク へ の 参 加 意 識
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表3-42ネ ッ ト ワー ク参 加 の メ リ ッ ト

(単 位:%)

機 関

メ リ ッ ト

合

計

製

造

業

商

業

金
融
機
関

情企
報
関
撲

そ企

の

ぱ

協組

合

何等

商議

工所

会等

行
政
機
関

大試

験

学場

迅速に入手 85.7 100.0 85.7 1000 100D 80つ 50.0 78.6 85.7 75.0

大量データの入手 15.8 15.4 0.0 20.0 50.0 40.0 0.0 143 14.3 0.0

情報の加工が容易 49.2 46.2 57.1 40.0 75.0 60.0 25.0 50.0 429 50.0

正確な情報の入手 46.0 5a8 42.9 4α0 25.0 60.0 75.0 357 42.9 50.0

費 用 ・労力の軽 減 31.7 46.2 42.9 20.0 50.0 0.0 0.0 21.4 429 50.0

入手の継続性 44.4 38.5 429 40.0 25.0 60.0 25.0 35.7 71.4 75.0

そ の 他 4.7 7.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 14.0 0.0 0.0

表3-43ネ ッ トワー ク参加 の条 件

(単 位:%)

機関

参加条件

合

計

製

造

業

商

業

金
融
機
関

情企
報
関
連業

そ企

の

他業

協組

合

同等

商ii義

工 所

会等

行
政
機
関

大試

験

学場

費用負担が少ない 75.2 67.1 9`3.3 69.2 75.0 75.0, 923 70.0 84.0 100の

有用な情報の入手 78.0 80.5 66.7 923 62.5 93.8 76.9 80.0 40.0 1000

秘匿情報の守秘 29.6 30.5 26.7 231 125 37.5 23.1 30.0 40.0 0.0

自システムの安全性 17.2 19.5 20.0 23.1 37.5 25.0 7.7
シ ㌦r

0.0 8.0 0.0

技術的課題の解決 8.6 7:3一 6.7・ ・0
.0・ ・0 .0・ ・18 .8・ ・'231・ … 10.0 8.0 0.0

提供情報がないi 35.5 427 33.3 46.2 25.0 25.0 3α8 40.0 24.0 0.0

内部 のコンセンサスi 16.1 8.5 133 30.8 125 .25.0
い

3a5「 10.0 24.0 0.0

情報管理の確立' 20.1 19.5 20.0 15.4 12.5 125
`τr

l231
《'

10.0 28.0 0.0

そ の 他} 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.o
'0

.0'ノ 10.0 0.0 75.0

6

⑤ 参 加 で き な い 理 由 ・;い:' ,.

「参加が困難」 と略 し日 時 業所の うちで・最 も多曜 由は ∫・ン ピ・一・を設置 してい

ない」が45.7%,次 い で 「外部 に提供 できる情報が ない」・(36.2%),「 情 報管理体制がで きて

い ない」(29.8%)の 順 となってい る。

以上 のように,情 報流通 のネ ットワー クの形成 が必要 であ るとしてい る割合 は80%を 超 えて

おり,そ の関心 は高い と思われ る。 しかし,ネ ッ トワー ク参加が困難な理由として 「コンピュー

タがない」の割合が高い ことからもうかがわれるように,ネ ッ トワー ク即 コン ピュータネ ッ トワ

ー クの意識 が強い と思 われ ,コ ン ピュータ利用に限 らない,広 い意味でのネ ッ トワー ク形成意識

の高揚が望 まれ る。
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表3-44ネ ッ トワーク参加困難 な理由
(単 位:%)

機関

理由

合

計

製

造

業

商

業

金
融
機
関

情企
報
関
連業

そ企

の

他業

協組

合

同等

商議

工所

会等

行
政
機
関

大試

験

学場

コン ピ ュー タが ない 45.7 33.3 33.3 25.0 0.0 50.0 73.3 1000 35.7 50.0

外部接続が禁止 11.7 4.4 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 57.1 0.0

秘匿情報の守秘 22.3 17.8 0.0 75.0 0.0 50.0 0.0 125 57.1 0.0

システムの安全保障 3.2 6.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

外部情報が不要 10.6 15.6 33.3 0.0 100D 0.0 6.7 0.0 0.0 0.0

現状で十分である 18.1 20 66.7 0.0 1000 0.0 20.0 25.0 0.0 0.0

提供情報がない 36.2 55.5 66.7 25.0 0.0 0.0 26.7 125 7.1 0.0

情報管理体制め不備 29.8 31.1 0.0 25.0 0.0 50.0 26.7 20.0 21.4 100C

費用 ・労力の負担 25.5 222 66.7 25.0 0.0 50.0 26.7 13.3 21.4 50.0

技術的課題未解決 5.3 6.7 0.0 0.0 0.0 100C 0.0 0.0 0.0 0.0

内 部 のコンセンサス 17.0 156 0.0 25.0 α0 0.0 13.3 20.0 14.3 50.0

そ'の 他 43 0.0 3a3 0.0 0.0 0.0 6.7 0.0 14.3 0.0
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4.ま と め

4.1情 報 に 関 す る ニ ー ズ

四国地域の事業所等の87%が 外 部か ら情報を入手 しているが,積 極的に入手 している事業所

は,19%に とどまってお り,情 報 に対する認識の低 さが うかがえる。

利用情報についてみると,「 一般経済 ・景気動 向等の情報 」,「 産業別の業界情報 」は各事業

所等で共通的によ く利用 されてい るが,上 記以外の情報の利用は業種 ・機 関により差異がみられ

るo

利 用情報の地域属性をみると,「 全 国 」に関する情報が最も多い ものの,同 時に 「自県内 」,

'「 四国地域 」に関する情報 も多 く,今 後,全 国ベースの情報整備 と並行 して,地 域情報の整備 も

`重 要 と思われ る
。

・ これ ら情報の入手先は,お おむね同業者,業 界団体又は取引先等が主体 とな ってお り,公 的な

i情 報提供機関は十分活用 されていない と思われ る。

い 入手の働 醜 点としては・情 綱 所在粉 からない」・「最新の情報がなし'」・ 「労力"
【費用がかか りすぎる」などがあげられている

。

この ように,全 国及び地域に関する情報及びこれ らの所在源情報の整備 が求め られているほか,

利 用者側の情報価値に対す る意識の高揚が必要なこと,公 的な情報提供機関の活用が十分でない

ことなどが今後の課題 となっている。

(1)情 報 の入手活動

一 金融鵬 公的綱 を除く白 鍵 て繍?入 手聞 して蝉 輌 一

情報を外部瓢・入手・てい・事業所等は・回答総数の87%に 達してfO'b・ww関別1こみて

も著 しい差はらられない。_

しか し,積 極的 に入手 してい る割合をみると,民 間機関では金融機 関,情 報関連企業が高

く,公 的機関では商工会議 所,大 学 ・試験場が高 くなってお り情報に対す る関心の強さが う

かがわれるもめの,行 政機 関の割合がやや低 く,情 報入手に対 する消極的な傾向がみられ る。

(2)入 手 情報 』t/1

-一 般経済 ,産 業別業界情報が主体一一

入手 している情報をみると,「 一般経済 ・景気動 向等の情報 」(62%),「 産 業別の業

界情報 」(62%)が 多 く,こ れち について は,各 業種,機 関 とも過半数の事業所等で入手

してお り,共 通的 な二}ズ のある情報 と見ることができる。

これ に対 して,上 記以外の情報は業種 機関の種類によって入手割合に差が見 られる。

・れを鯛 別にみると・1、上記の共通蹄 強 くと・製造業では・ 「XJ品等の商品市況繍 」

「技術 ・新製品情報 」が多 く,非 製造業では,「 企業別情報 」,「 行政施策情報 」が多 くな

ってい る。 また,電 気,ガ ス等のその他企業,金 融機関及び商工会議所では特定の情報に集

中せず,幅 広 く各種の情報を入手 してお り,入 手割合も高 くなっている。
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なお,入 手方法と しては,「 新聞等 」(77%),「 一 般図書 ・業界紙 」(49%)及 び

「機関誌 ・広報誌 」(48%)等 の活字媒体が大部分を占めてい る。

(3)入 手情報の地域 区分

一 上位は全国
,地 域 内に関する情報 一

入手 している情報の地域区分は,「 全国 」(65%)が 多 く,次 いで 「自県内 」'(4・0%)

「四 国地域 」(38%)の 順 となってお り,こ れら以外の地域は極めて少ない。

「全国 」に関する情報は,情 報の種類又 は業種 ・機関等の区分に関係な く, .い ずれの場合

も上位を 占めているが,「 自県 内 」叉は 「四国地域 」にっいては,地 域 開発 ・産業立地情報,

雇 用 ・労働情報及び行政施策情報が上 位となってい る。

以上のほか,海 外情報を入手 している事業所等(製 造業,大 学 ・試験場等)も 比較的多 く,

情 報の種類 と しては,技 術情報,エ ネルギー情報,製 品 ・原材料の商品市況情報が多 くなっ

ているo

(4)情 報 の入手先.

一 公的機関の活用がい まひとつ一

情報の入手先と しては,情 報の種類 により差が見られ るものの元 「同業 者?業 界 団 体 」

(48%),「 取 引先 ・親企i業 」(39%)が 全般的に多 くなっているが,一 般経済 ・景気

動 向等の情報に'E)いて は 「金融機 関 」か らの入手が多 く,地 域 開発p産 業立地情報,雇 用 ・

労働情報及び行政施策情報等について は,「 行政機関(国,県,市)」 が上位 を占めてお り,

ま た,企 業別情報については 「民間調査機 関 」か ら入手 している事業所等が多い。 .

ζのように,情 報の入手先 と.しては同業者,取 引先,金 融機関 などρ 民間機 関ヵ柱 体 とな

・ ってお り,公 的な情報提供機関は十分活用 されていない と思われ ることか ら
,ζ れ ら機 関に

ついては真に必要 とされる情報を把握 し整備す るとともに・提供可能情報等のPRな ど も今

後必要 と思われ る。.・ 一 、 … ∵ .'

(5)情 報 入手の問題点L・

一 提供者側 ,利 用者側双方に問題点 一 、、,,,ご'

情 報を入手す る際の問題 と.しては,「 ・情報の所在が分か らない 」(.27%),「 最 新の情

報がない 」.(25%)が 多 く,入 手で.きなか った理由ではt「 最新の情報が ない 」(23%)

「提 供 されなかった 」(22%)な ど が多 くなってお り,.四 国地域 において情報が十分整備

されてな く,ま た,提 供の体制も整 っていない ことが指摘 され・ている。

また,利 用の問題 としては 「再編集が必要 」(15%),「 必要 な区分でない 」(14%)

が あげ られているが,入 手の際の問題 の比率に比べ ると,や や少な くなってい る。

このよ うに,情 報を入手する際の問題 と しては,情 報の整備及び提供体制の不備があげ ら

れてい るが,情 報の整備及び提供 には,労 力 ・費用が必要なことを考 慮すると,利 用者側の

情報価値に対する認識 の低 さも うかがえる。
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4.2情 報 化 に 関 す る ニ ー ズ

四国地域の事 業所等においては,各 種OA機 器 を 中心とす る情報化関連機器の導入 などにより,

情 報化を推進 している割合は7.2%と 比較的高いが,そ の内容をみ ると,文 書作成,会 計 ・経理

処理など,「 一 般事務のOA化 」が多 く,汎 用 ソフ トウェアについて も,情 報の高度 な利用形態

である経営分析や研究 ・開発等への利用は現在のところ少ない。

情報化基盤の整備項 目として 「情報ネ ッ トワークの整備 」に次いで 「人材の育成 」が上位にあ

げ られてい る。

この ように,情 報化の質的な面においては,現 状 では必ず しも高 くな く,今 後情報 の高度利用

を図るためには,人 材の育成 情報ネ ットワークの整備などが望 まれている。

(1)情 報 化の推進状況

一 情報化は推進 されているが,質 的 レベルがやや低 い一

情報化を推進 している事 業所等 は73%で,機 関別にみると商工会議所,行 政機 関,大 学

・試験場などの公的機関に比べ,製 造業及び非製造業などの民間機関がやや高い比率 となっ

ているo

このように,情 報化を推進 している比率は,比 較的高 く,ま た,結 果 に対する満足度 も高

くなってい るが,情 報化を進めている分野をみ ると,最 も多いのが 「一般事務のOA化 」の

57%で,次 いで 「会計 ・財務管理 」(48%),「 販 売 ・顧客管理 」(37%)が 高 くな

っている反面,比 較的高度な利用形態であ る「研究 ・開発 」,「 経営 ・経済分析 」等の利用

は低 く,情 報化 レベルの低 さの一面が うかがわれ る。

しか し,今 後推進 したい分野については,比 較的高度 な分野ヘ シフ トす る傾向がみ られる。

一方
,推 進 していない理 由の うちで,最 も多いのは 「資金がない 」の49%で,次 いで「人

材がいない 」(44%),「 採 算が合わない 」(41%)の 順 となってい るほか,「 必要性

を感 じていない 」(32%)と した事業所等 もやや多 く,情 報化に関する認識を高め る必要

もあるものと思われ る。'

(2)情 報 関連機器

一 事務部門でのOA化 に 比べ,製 造部門でのFA化 に遅れ一

情 報 関連 機器 の 導 入比率は80%を 超 え る高い比率 になっており,情 報化は まず ハー ド

導入か ら始め ようとす る意識が うかがわれ る。

また,そ の満足度 ば高 く,90%を 超 える機関で 「一応満足 」と してお り,今 後の導入に

ついて も積極的な態度 となってい る。

しか し,導 入機器についてみ ると,「 汎用 コンピュータ ・オフコン」,「 ファクシミリ」,

「ワープ ロ」等いわゆるOA機 器 の利用が中心 となってお り,事 務部門でのOA化 に比べて,

製 造部門でのFA化 が 遅れていることを示 している。

今後,導 入 したい機器は,現 在 と同様 にいわゆる 「OA関 連機器 」の比率が高い ものの,

比率は低下 してお り,こ れまで利用度の低か った 「FA関 連機器 」の比率が高 くなっている。
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(3)汎 用 ソフ トウエア

ー 利用者側の活用能力にも問題 一

汎用 ソフ トウェアの利用 についてみ ると,そ の利用割合は38%と 情 報関連機器の導入割

合 に比べて低 く,適 用業務 では,「 文書作成 」,「 給与計算 」などが 中心 となってい る。

利用 しない理 由と しては,「 業務に適合 しない 」(53%)が 最 も多 く,利 用に当たって

の問題点 と しては,「 機能が不十分 」(59%)が 最 も多 くなってい る。

このように,汎 用 ソフ トウェアの機能 も十分ではないと思われ るが
,利 用 されてい るソフ

トウェアに対す る評価 は高 くなってお り,利 用者側の活用能力にも問題があ ると思われ る
。

(4)情 報 化基盤の整備

一 ネッ トワーク化
,人 材育成 が今後の課題一

情報化基盤の整備項 目として最もニーズが高いのは,情 報 ネ ットワーク(73%)と な っ

ているが,ネ ッ トワー クへ の参加条件 として,「 有用な情報が多い こと 」,「 費用 ・労力の

負担が少ない こと 」等があげ られていることから,ネ ッ トワークに対す る安易な期待が うか

がわれるo

また,人 材 育成に関 しては, 、56%の 機 関で必要 としてお り,現 状は,大 半が 「自社 内の

OJT」 で対応 しているが,将 来は,「 外 部の公的機関に よる研修 」の割合を高く したいと

な っている。

今後・ソ・トウ・ア開発要酷 に対する人材不足力溢 ・顕著に蝉 と品 柄 ことカ・ら,

外部機関を利用 じだ人材育成が不可欠であり,そ の活動強化が望まれる。
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資 料

四国地域の情報化に関するニーズ調査
コ ー ド
窒櫨 事案所番号

ば

.

. 回

〈閻査の趣旨〉
匹目地滅の情報は、地域内の各種の毘関、企案、経済団体等で作成されたり・また収集 されています.
この《っな、四国地紋に関する情報の相互利用は、一投的に印刷物等で行われていますが・情報化の進展によって・迅速
かつ、正≡、広立田な精穀の流通が豆三れています.

この口…記ご、このような頷待に応えて、匹目地城内の各通関、金気、緒団体等での情報化に関するニーズを明らかすると

ともに、今後の地竜情箒の流通を促進 し、匹園地載の情報化の造進のための資料とするために実施するものです.

宜しく、ご憶力 くださるようお這いします.

<記入の注章事項>

1:塁《墓 詣 誇 ㌶ ξ混 合爆 風 内容を。。。。,・くも。・・あり・す・でご混 く….
3.数 字 を莞入 する場合 は、す べて、1,2,3,の よ うに、 算用数字を使用 して ください.

4.こ のア ンケー ト縄至 の回答 内容 について は、個別 に公表 する ことはありませ ん.

回答刃{限
本領iξiに呈する照会失

昭和60年11月 ・30日
四 国退富屋藁 局 総務 部 情報管理 室

代表0878-31-3141内 線51

6三三豆LO878-61-5707

名 称 担 当 ・
部課名

所在地 パ … 一

、

記入者"電 話
氏 名 一 一庖

」

今.,

1. 情報化の現状と今後

.、(1>犬 掻閃ば事 斯 におい て、・情報 化を推進 してい ますか.・

している, 1、

していない 2

・ 口

(2).以 下の質問にっいては、(Dで1.(し ている)の 場合にお答えくだきい
情報化をどのような分野で進めていますか.

合

理
化

・
自
動
化

製

造
エ
程

の

省

力
化

ピ
O
A
化

一
投
事
務
処
理

の

法
計
処
理

経

営

・
.経

済
分

析

会
計

・
財
務
管
理

搭
買

・
仕
入
管
理

在
屋
管
理

吉

匡
管
理

託
送
管
理

販

=古
・
顧
客
管
理

Ol回0304 05 ・61・7 08 09 10

設省

計力
企{ヒ
画 ・
の自

動
化

lI

そ

の
他

通
信
機
能
の
充
実

省

力
化

・
自
動
化

販

売
に
お
け
る

21 31 14

abcd

口∫□口 口
(3)貴 原開 ・事業所で情報化を推進しての評{苗は、いかがでしたか.
上記(2)の 連用分野の記哀願に合わせてご記入ください.

十分満足できた 1

一部不満もあるが、まあまあ有益であった 2

あまり有益でなかった 3

全 く有益でなかった 4

↓ ↓ ↓ ↓

口口口口

(4)上 記の不満の内容について、具体的にご記入 ください.

(5)今 後は、 どのよ うな分!yに つい て情田1ヒを進めて い きた いとお考えですか.

(2)の 番 号でご記入 くだ さい. 口口口口
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2.汎 用 ソフ トウェアについて 、注 汎用刀トウェ7とは、例えば給与君†真成oク弘 な 」.市 販の業務処理用力め㎡)

(1)貴 異聞 ・事斯 にぢいて、今までに汎用ソフ トウェア(汎 用パ ッケージソフ ト)を 購入 し、使用 したことがあ ります か.

ある 1

ない 2 口
(2)以 下の質問については、(1)で1(あ る)の 場合に お答え ください.

汎用 ソフ トウニアをどの ような言語分野 に利用 しましたか.

竺 人 捻 会 財 製 資 版 顕 市 経 技 旨 設 文 モ
屋 品

竺 事 与 計 務 在 材 亮 客 堵 営 箭 計 計 書 の
国 ・ 反
・ 管 汁 蓬 計 管 管 管 管 予 計 1÷ 計 試 作 他
苧 蓼
曇 瑳 字 理 冥 望 漠 理 測 画 算 算 算 成

・1回 ・・1・41・51・司 ・7 ・81・9 10 11 12 13 1411516

abcd

.口口 口口

,(3)汎 用ソフ トウニアを貴摂関 ・事業所 で使用されての評価は、いかがで したか.上£(2)の 運用業務の輻固 ぼに合 わ
せ てこ記入 ください.

十分満足できた 1

一櫛 不満もあるが
、 まあ まあ使えた.

.

2

あまり使えなか,た ゴ

全 く使いものにならなかった 4

(4>託 言ソフ トウニアにご不}nhsあ る場合、次のどれにあた ります か.

巨浅 務に連合しない 1

棲2εが不÷分である 2

カ トメーか'・ 眠 詑等の保守体制が不十分 3

内容のわ』りに属格が斎い 4.

↓ ↓ ↓ ↓

口.口 口 口

↓

、・

↓

口口口口
令

上記の不満の内字について、具体的にご記入ください.

(5)汎 言 ソフ トウニデの歓遇(保 〒)の 必要ht生 じた時、 どうされ ましたか.

:表慢をして僕っている 1

改
造
を
し
た

.」

9社(巨 狼戻)で 行った 2

「

ソフ トウエアハウスで行った、 3

販約言で行った 4

その他 5

口 口 口 口,

(6)今 後、汎用ソフトウェアを覆畏的に導入したいとお考えですか.

(7)今 後、導入したい業務分野は、どの分野ですか.

.t(2)L璽 崇萢分野の番号で・ご記入 ≦ださい.

口

ぐ

口口口口

(8)ソ フ トウェアの閃発 ちよぴ利用上 の問題点tt;Xの どれにあた ります か.

近 くにソフ トウェア会社がないので、 ソフ トウェアの開発が迅速に行えない

巨辻内 にソフ トウ=ア の間芙出来 る人材がいない

搭入 、または委託開発 したソフ トウ ェアが錠「ぷこあわな い 口 口 ・
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3.情 報化関連茶器のニーズについて

(D貴 摂関 ・事業所において、今 までに情報化開き掻器を購入 し、使用したことがありますか.

ある 1

ない 2・
口

(2)以 下の質問について1土(Dでt,(あ る)の 場合にお答えくだきい.
どのような情報化関連原器を利用しましたか.

そ
の
他
F
A

機
器

15

制
御
用
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ

14

マ

イ
コ

ン

応
用
棲
器ている製造工程に組込ま

れ

13

巨
動
倉
屋

12

盲
動
運
搬
装
置

11
・

産
業

用
ロ

ボ
ッ

ト

10

1
09

1
08

マ
シ
ニ

ン
グ
セ

ン
タ
ー

N

C

工

作

機

・

そ
の
他
の
O

A
棲
器

07
・

1
06

-
05

1
04

-
03

1
02

1
01

電
子
フ
ァ

イ
ル

フ
ァ
ク
シ
ミ

リ

ワ

ー

ア

ロ

パ

ソ
コ

ン

端
天
接

=

ン

ビ

二

一

タ

abcd

口口口口

〈3)情報化閲逗撰器を置摂関 ・事業所で使用されての評価は、いかがでしたか.
上記(2)の 利用接器の記弦1面こ合わせてご記入 ください.

十分清這できた 1

一69不満もあるが、まあまあ使えた 2

あまり使えなかった 3

全 く使いものにならなかった 4

↓ ↓ ↓ ↓

口口口口

(4)情 報化関連獲器にご不満がある場合、次のどれにあたりますか.

巨社業務に適合しない 1

接能がネ十分である 2

メーカー ・販売后等の保守体制が不十分 3

内容のわ りに価格が高い 4

上記の不満の内容について、具体書勺にご記入ください.

.↓ ↓ ↓ ↓

・口 口 口 口

(5)情 報化閃き辰器の改造(保 守)の 必要が生じた時、どうされましたか.

、

衰俊をして使っている 1

改
造
を
し
た

巨社(盲 捜関)で 行っだ 2

メーカ ーで 行 った 3

販売店で行 った 4

モの他 5

↓

口口口 口

(6)今 後、情報化問連接器を積臣的に尋人 したいとお考えですか.

口

(7)今 後 、導入 した い情侶 間逗 提 器は、 どの ようなもの ですか.

(2)の 番 号で、 ご記入 くだ さい. 口口口口
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4. 今後、情報化を進めてい くにあたって、どのような情報インフラス トラクチャーを整備する必要ヵ∫あるとお考えでしょうか.,

次のうち最も重要であると考え られるもの1つ にO印 を記入 ください.

1.情 報提 供サービス業の言成

2.ソ フ トウ=ア 匿叢 ・情報処理誤 の育成

3.情 報ネットワークの整備

4.ソ フ トウニア芸術考の受戒芸開

5.ソ フ トウェアの流三三{足進

6.そ の他

「その他」の場合、内容を具体的にご犯人 くだきい.

5. 貴摂関 ・呈事業所において下記のメデ ィア等を利用 した、情記サービス等を利用(提 供)し ていますか.
又は計亘をしていますか.

該当するぎにO印 をご記入 ください.利 用内字{こついて具体的に、ご記入 ください.

メ デ ィ ア の 種 類 尊人済 計画中 ・'利用内容の概要

ビデオテックス ・システム

(キャプテン ・システム等)
.

、.

VAN(付 カ口伝i面亘信網)

LAN(企 業内情報通信ヨ)
.

CATV(有 頴テ レビ)

その他1
()

6. 貴農閑 ・貴事彙所では、情報化を進め るためにソフ トウェア開発に携わる人材の育成に関し、現状及び今後において、

次のうち該当するもの2つ までにO印 をご記入 ください.

現
状
今
後

盲捜関(巨 社〉の従業.員を仕事を通じて簑成
(ONT}《EJOBTRAINING)

専門要員の新規採用で対応

研修によって対応

社 内 研 修

外部の民間貰聞で研修

外部の公的旗開で研修
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7.情 報 ニ ーズ につい て

A貴 機関 ・事彙所での事雲の遂行に当た っては、貴機関 ・事業所以外の車裁所や、行政培関、或いは各種団体等が保有して
いる情報を必要とする場合があると思います.

このような、情報の収集状況についてお伺いします.〈 該当する項EにO印 を して ください〉

ω 貴逗闘 ・亭完翫以外の事案所や、行政犯闘、或いは冬措団体等から情語を収集 していますか.

1収 集 している 一1 2収 集 していない

ロかす

ー
二
二W吊≡拗鮒収②

(3}そ の室生は、何ですか.該 当する項巨を1っ 選んで ください.

1必 要に応 じて収察している

2積 極的に収集 している

1
2
3

収負する必要がない

要員、費用が確保できない
本社、または、他の事案所か ら入手している

C4)畏 亭翼所では、情報の収藁体制をどのように していますか.
〈裏在、将来 の別に、各1つ を運んで○印をして ください〉

〈表在の体制〉 く

情報を収嘉する部門、または担当者を
笠置している

統一的な方法で、各嘉門ごとに、収集している
各部門ごとに、£…意に収集 している
役職員が、それぞれの判断で収嘉 している
体制をつ くっていない

将来はどうしますか〉

1

り
'
3

4

'O

-

り
'
3

4

ζ
∨
C
U

現在のままとする
情報を収集する部門、または担当者を新設する
各部門ごとに、収集体制をつ くる.
既存の収鎮体制を強化する
情報関連恨言 〔ファックス、パソコン等]を 売文する
その他 〔]

B長 堤関 ・UkTtrで の、情報の収集、利用等の状況についておたずねします.

U)貴 機関 ・事言語 では、'ど のような情報'を 三点自勺に、また計亘的に収集していますか.
下Eのfrtr.で 、あてはまる区分の≦号を[5つ まで]運 んで回答欄に3三太し、 その情報ごと
に、経線に沿って以下の問いに答え、該当する番号を≡入 して ください.

<情 莞の区分>

1一 殻狂…剤青碧、景気の見遣 し等に関する情調

2甚 章別の宣言の勤同等に没する情穀
3企 莫の痘芸、金嵩行動、信宗状況等の全章情報

;霞 響類 漂 漫 語 繕 言禰
6構 文考ニーズ等の消蓑勤向に関する情報
7都 市戻ξミ、辻ゑ開発、直言立地等に関する情報

8求 人、賃全等の雇用 ・労函に呈する情報
9匡 、 吉治体等の行政施策、政治動向に関する情報
10新 技術、新星呈、デザイン等の技術情報

11そ の他の情報 〔.]

② 貴事彙所では、このような情報を主 として、
"ど こか ら入手'し ていますか

.

8情 報センター等方、ら
9録 音会、展示全等か ら
10ミ 豆客、消賢壱か ら

〈 回 答 キ闘 〉

口 口'・口

1内 旨籠且識力、ら
2取 引先か ら
3同 業●、霊界団ζ孝から
4経 済E5倖(S… 宮室 ξ…]体、 商 工r合接三斤).カ、ら

11民 間宿主殺関寺から
12大 学、tミ頚…弄3ξ擬闘から
13そ の他

`

5会 駐 薮 蘭か ら

6県 、〒i三三丁↓言力、ら
7匡 のさ ・種泣 関か ら

C3)'ど の よ うな方法'て 収嘉 してい ます か.

1テ レビ、ラジオの利用
2新 田(業 界紙を含む)等 の購読 ・利用
3一 殻図書、雑誌(業 界誌、専門誌を含む)の 利用
4専 門図書の暗入 ・利用
5機 関誌、広報誌等の利用
6電 話、ファックス等を利用
7入 手先への訪問により収莫
8ア ンケー トなど調査の実施1
9図 書館の利用

10そ の他 〔]

'

F
r

i

,

口

1
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(4}・そ の情 報 は、 三 と して 、 どこの地 域 に関 す る情報 です か.

1巨 県内 6中 部地乏
2匹 §培蒙 7関 東麺類
3車 匡治…該 8そ の他地宕
4近 亮 也岩 o合 目》_一

5九 剤辻蒙 10世 界

(5;こ の情報は、主 として、責級闘 ・事案所のどの

職員層の要請で収算 していますか.

C6}こ れらの収察 した情諸は、保存していますか.

1 1 1 1

1す べて保春している3
2-÷ εについて{宗存 している

すべて保存 していない

〔7)保 春 しているti:t、どのような方注で保存 していますか.

[

llll口ll口

口1,il
1そ のまま保存する
3加 工 して保存する

2至 偏 して保存する
4そ の他

㈲ この情報の利用 は、三として、どの蓑鶏合5門で、

利用 されていますか.
利用度の高い部門か ら、 〔3つ以内]を ※んで下 さい.

1総 務部門
2企 画部門
.3..・琶§…蓬三惑F¶

4騒 禿または営案芸門
5襲 …等の戎培蒜門

6施 策等の事彙実施爺門
7試 験、研究部門

8そ の他の部門

C9}こ の情報の入手、利用に際 してどのような不満、不便
がありますか.

ー

1問 題はない
2{育 蒜の所套を昊付ける
のに時間を芸 した

3入 手の貴三が大きすぎる

4複 写、転8三の寿間が
かかりすぎる
5最 新の情報が得 られない

6経 読 して入手できない

7デ ータの喜言葉が必要
8必 要な区分の情報がない
9情 報の加工が しにくい

10情 報の信語性に乏 しい
11そ の他

▼
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C-1

10

C-2

一1こ れまての情報収集 に際 して、収集出来なか った場合があ りましたか。
収藁 できなかったものが あった場合には、該当する情報分野別の籏に、その理由に相当する番号を、
下豆のく理さ…良〉か ら運んで2っ 以内を≡入してください.

L

情 詩 、己 た!⊥資完 エ 工 魁
1 一 殴 込洛 滑茸 、 景r気の 巨二きし定 に呈 す る情 詩
2吾 妻 別 の怠 黒の 勤「翫'》閣 す る情 詩

34>ミ の:ぞ≡、杏ミ行曇、信=糠 宕の全章情詩
4二 三 、庸 、サ兄 冨 の声 さ、 富三 ≡墨 、 に呈 すろ信笥

5清 ●きニーズ≡の諺弓勢同に呈する情報 、

6都 〒吾輩⊇、飴竣ぷ書、塔主廿恒定に関する情話
7求 人、賃 全 盲の 是 ≡ ・労 働 に呈ず る情 詩

8巨 、 巨三巴宝の帝政蒜斉、法治勤向に関する情報

9新 技術、新連ξさ、デデ イン宕の技術情話
毫

0そ の他の情報[ユ
,

〈…謹白…衰 〉

1情 報の所在力くわからなか ⇔た 6地 元以外の地域に関する情報がなかった

2情 碧が提{芸きれなか った(秘 密扱い等のため) 7全 国的な情報がなかった

3詳 完な哀≡に呈する情詩がなかった 8世 界的な情詩がなかった

4最 新の情報がなかった 9そ の他[}
5地 元に関する情詩がなか った []

.

一`
。婆醗 議 雛 鰍 と誌 ㌫ 鮮 … 内容 ・た・入手・}・・… 酋 ・入手・・

① 情報の内容等についで

入王完の垣間 要 望 葛 垣

1

.

.

,

② 情報の狂信方法について

入三生の岩間 里9事 項

'▲
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D.蓑 詩情田の利用について

'

(D巴 国地域に閲する情報で、貴信開 ・●言所が利用 している、または今後利用 したい[ξt計情報]
{Zttどんなものがありますか.設 計情報の区分ごとに該当する苗所にO印 を紀入 して下きい.

収工春荒については、乞京 田を下記の区分でご記入ください.'.

眠薬鵡 の区分コード

;::::籠 鷲 蘂 言 語C=Lg::::欝 梁 のPk"のぶ してい≡ 翼;麟 圭;㌶

A1万H以 下
81万 円 ～10万 円(真 黒に負担している副
ClO万F… ～100万 円(蓮 できξ定)
DtOO万 円 以上

`

.

芸 計 の 種 類

利
用
の
有
接

今希
提
のの
利有
用宗

収
集
翼
月

要 望 事 項

'気‡ ・天文等≡然造次に関する簑1き

±培の百石、足恒等に聞する言計

人口・世帯等に笑す毛語 手

駄端 数、脳 三等に5cする計

国民(県 民)所 得計算等のマクロ設計

財政 ・在宅 ・行政投資亭に関する芸計

金竜 ・保険 ・預行☆等に聞する芸計

、

1

.

家計窮受 ・物億指数 ・溝員等に聞する頴 「

,芋 助 「計'企 業里宮 ・倒産等に閲する頴 †

中小全章に閲する蓑計 ■

農林営、水星箕に56する頴 き

鉱髭 ・故物等に聞するヨ †

工鑑 主計、その他二章に鑓するξ計' ,

±木・.逢投に関する頴 †

電気 ・ガス等 エネルギーに閲するξ書十

厨』庄 計、モの鮪 箕、,一類筥に剥すξ言書

貿易 ・嵩出人 ・国際収支≒に聞する蓑計

交這 ・商送 ・這fX等に関する頴 †

観光{こ聞する笥 †

社会藻渓 ・福祉 ・医療等に55する蓑計 ト

字類 投・学芸～教官に腐す元…≡言十

図書嬉・公民這等、社会教育文化等の≡計

詳 ・技術に閲する蒙計

そ の 他

(2)設 計情張の利用につ いて、意 見 ・要望が ありましたら具体的 に、ご記入 ください.
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.E

)1(

個別情報Gま 計以外)に ついて

四国地培に関する情報で利用している、または今後利用したい情〉ヨ〔{目し、簑静掻田力除く]に ついて
具体3勺な内書をご犯人 ください.

'
収工≡ については、剛 直三を下記の区分でご記入ください.

吸気ヌ是の区分コード

1・`一・ 器 で峯呉きれている手合3A～ ‡0-一ー一 揖謬 …裟の為の題 のみ舞9し ている培」合 会雲の区分により3A～30
2'… 拒三に⊇ してい≡手合 弘～40・ … 礁 の≒}合 ぷ ヨの区分により4A～4D

A1万 円 以下

81万 円 ～ro万 円
ClO万 円 ～IOO万H

O100万 円 以上

(実用に負担している額)
偵 担できる責用)

1

1

現 在 利 用 し て い る 情 報

1

つ
●

3

4

5

6

7

・具 体 的 内 容 、 ・ 収集夏用 要 望 事 項

(倒)・ 特許ム超(特 許の内容) 1

・

s

,

.

.

・

・

」

.今 後 利 序 し た い 情.報(現 在、利♪書中の情調は除く);

1

■∠

3

ρ
、

e
9

6

7

.

:

「 具 体 的 丙 容 収集ヨ用 要 』昆 事 項"

(倒) 匹匡}岩 における事嵩所の概要
:

4B 離 離 の随,、磁気難 での入手
…

:

i
.、

w

(2)情 領の利用について、意見 ・要望が ありましたら具体的に・ご肥人 くだ さい・
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F.今 後の四国地域における産業経済情報の相互利用について

`
)

}̀

四国聖域において、産業経済に閲する情報の相互利用を図るためのネットワークの形成は必要であると
お考尺ですか. 該巡する3号 にO印 をつけて下さい.

必要 である

必要でない (現状で十分である)

上三三(1>でr必 要であるJ場 合、今後ネットワーク形成を図る上で早急に実施すべきものを1っ 這び、
該当する番号に○印をつけて下さい.

5ジ`巳∵ぷ推進体制を整備 ・確立する

(連絡会又は協接合等で、茸見交換を図る)

ネッ トワーク形成のための研究会,検 討会
を開催レ、技術の交流 ・レベルの向上 を図る

出来るところから、情報交換 をはじめる
(磁気媒体によるオフラインでの情報交換など)

各機関の提供可能な情報の所在源情報の整備
(ク リアリング情報の調査 ・提供等)

ネットワーク形成に必要な環境の整備
(情報活用の便追,.要 員の碗保 と雲底等)

・その他(具 体的に)

G.情 操 のためのオンライン ・ネッ トワークについて

＼ 、^'

四国地域内{こt".'ける産業経済に閲する情報の相互利用のための、オンライン ・ネットワークが実現した場合貴援閲(事 業所)の ネ
ットワークへの参加についておたずねします.

該当する番号にO印 をつけて下さい.

可能な限 り参加 したい
条件によっては、参加 したい
参加は、困衰である

上記(1)で 、r① 可能な限 り参加 したい』場合{ご期待するメリットは何ですか.
主i喜なものを3つ まで※んで、該当する番号にO印 をつけて下さい.

這這{こ情報が得られる

大量 の情報(デづ)の 入手が容易になる
情報(臼)の 加工、高度利用が可能になる
正吉な情寂(デe)の 入手が容易になる

情語の入手 ・処…喜置月,労 力が軽減で きる
継続性のある情報('一夕)が 入手可能となる

その他

上記(Dで 、 『②条件によっては、参加 したい1場 合の条件は何ですか.
主要なものを3つ まで選んで、該当する番号にO印 をつ`tて下さい.

オフラインに限定すること
里馬 ・労力の負担が少ないこと

有用な情張が多いこと
秘匿情報の守謎が、可能であること

巨己システムの安全性が確保できること

通信力ト瑚 等、技術的課題が解決されること

情報提供が出来な くても差し支えないこと
自己題織内のコンセンサスが得 られること

内部の情報管理体制が確立されること
その他(

上記(1)で 、r◎ 参加は、困衰である』場合の理由は何ですか。
主要なものを3つ まで選んで、該当する番号に○印をつけて下さい.

コンビニ一夕を設置 していない

外部のコンビュづ との接涜を禁止 している

秘匿情領の守秘に問題がある
自己システムの安全性に問題がある
外部情報を必要としていない
現在の収集方法で十分である

外部に提供出来る情報がない
巨親織内の情報管理体制が出来ていない

参加 した場合の員用,労 力の負担が過大である
データ交換時の技術的課題が解決されていない
自組織内部のコンセンサスがとれていない
その他(
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、

8・ 《潟 三罐 灘 難 蠕 吉 環
状。。。。該当す、も。RU.今 後。方向、、s・い・該当するも・各…

、O印をご記入ください.,

9.

現
状

今
、 後

|

『1

ン

.

,

馳
L、

ネットワーク化 していない(個 々の棲器単独で使用)

事誤所内の機器を一部 ネットワーク化

事業所内の大半の接器を享ットワーク化

事業所以外の
(右記のもの)

コンビェータと

ネットワーク化

社内他部門 ・他事業所

親会社

子会社

商社

住人れ先企業

版売先企業

金駐頂門

その他()

P」

ネットウーク化に閲 しての要望事項等がありましたら、ご犯人 ください.
.

、

A.

.

,

.
.

,.

情報化鎌 に閲して難 憶 見等がありましたら、具体的にご1己入くだきい・

1

.

`

,-

.

.'

「

s.

・

ご 協 力 有 難 う ご ざ い ま し た
一

1

.《

■
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